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まえがき

20世紀初頭の米国においてマーケティングが登場した当初より，市場すなわ

ち消費者および、購買者の集合が持つ性質や状態そして動向は，多くの企業活動

に先立つて明らかにすべき調査対象であり，その結果，現在では消費者行動や

市場調査に関する膨大な知識やノウハウが蓄積されている。しかしながら20世

紀も後半に入り，特に1980年代以降になると市場の変化が激化し，従来の手法

では市場を捉えきれないという問題が生じてきたコこの問題解決に貢献したの

がP0 S (Point Of Sales i販売時点情報管理J)システムである。 POSシス

テムは，その登場当初は，スーパーなどのレジでの打ち間違いという人為的ミ

スを蕪くす為に考案されたものであったが，商品の単品毎の売れ行きデータを

迅速に正確かっ大量に統計処理で、きることから‘追尾的でありながらも迅速か

っ正確に市場の動きを把握できる道具として注目され活用されるようになっ

た。このPOSシステムによる統計処理の精度をさらに高めようとして注目き

れはじめたのが.まず，クレジット(消費者信用)による商取引である c P 0 

Sシステムによる市場情報は商品の動きを通じて得られるものであるが，クレ

ジットによる商取引はその信用取引という性質から記名性を帯びており，それ

故に，商取引情報の精度が A段と高くなるコ問題は，消費者信用取引には煩雑

な書類審査などが伴しヘ--#支の商取引で軽便に利用するには向いていない事で

あったc そこで講じられたのが，カード媒体の導入であり，これによって消費

者信用取引に毎回伴う手続きが簡略化されるとともに.それまで暗いイメージ

があった「消費者信用」という言葉を「クレジットj という外来語に置き換え

ることで，お酒落で手軽なイメージに変えたのであるコ

記名牲の高いクレジット・カードを市場動向を把握するための情報媒体とし

て商取引に導入するとし寸発想は， 1980年代の前半までには生じていたが.学

術研究に日を向けてみると，クレジット・カードに関する分析を行っている研

究書や研究論文は全くなく.あるのは消費者信用に関する研究のみであった

換言すれば，消費者信用は販売機能のうちの信用供与機能に属しこれを最終

消費者に向けた販売促進策として捉える文献は蓄積されているものの，市場の

状態や動向などに関する情報を提供する情報媒体としてクレジットおよびクレ

ジット・カードを分析するl玉I内外の丈献は皆無であった。また，市場動向を把

握する手段として. P 0 Sシステムとクレジット・カードなどのカード媒体と

がどのように関連しているのか，クレジット・カード以外のカード媒体はお互

いにどのように関連しているのかを論理的に説明する研究も皆無であったっつ



まり概念の内包と外延ともに明確ではなかったのである c このような状況を背

景に採られた研究子法は膨大な現実観察を通じ現象に含まれる論理を帰納的に

導出するものであったc 興味深いことにマーケテイングと言えば，その発祥の

地である米国が先進国であると考えられがちだが，ことクレジット・カードを

始めとするカード媒体に関しては，その普及率の高さから仏国が先進l玉lであっ

た。そのため，この領域における研究は仏国の状況を把握することから始めら

れる O

本書に収められた最初の論文，第 1章「クレジット・カード・システムの日

仏比較分析」は，カードを市場情報媒体として捉えるカード・マーケテイング

の理論的基盤を見つけるための実態調査であり，仏国および日本における主に

クレジット・カードの利用状況をまとめた初の論文となる O これらを踏まえて

分析を行った第2章「マネー・マーケティング理論序説」では，現金やプリベ

イド・カードなどを含む様々な決済媒体を理論的に関連付けている O この論文

の特徴は，マクロ・マーケティング機能あるいは流通機能において，従来は資

金流として処理されていた貨幣ないし反対給付財の流通過程にも，給付財と同

様の流通機能が働くと考えた点にあり，これによってカードの貨幣媒体として

の機能が，主に決済機能と情報機能にある事を論理的に初めて明らかにしてい

るο この後の研究は，様々なマーケテイング環境によって変容するカード戦略

を類型化することに焦点を当てており，その焦点は大きく 3つに分けられるO

1つは，マーケティング戦略課題の内容別における類型化であり(第3章「カ

ード戦略の基本論理J)，もう 1つはマーケティング戦略課題の水準別による類

型化である(第4章「小売業の顧客情報システムにおけるPOS及びカード・

システム導入の論理過程J)=残る問題は， 1 Cカードという高度化した機能を

持つカード媒体がマーケティング戦略にもたらす変化を，特殊なものとして扱

うべきか，あるいは，先の 2つの焦点において普遍化できるかどうかを検討し

これ以前に開発されたカード・マーケテイング理論が技術革新に耐えうるもの

かどうかを問うている(第5章「商取引への 1Cカード導入にみる情報ネット

ワーク型流通システムの分析視角J)c なお.第 6章「顧客組織化における顧客

管理形態の諸類型をその選択論理」では，カードの 2大機能の 1つである情報

機能を使用したマーケティング戦略としての顧客組織化戦略に焦点を当て，そ

の戦略類型に添ったマーケテイング戦略領域を明らかにしている。巻末には，

各章で提示されている様々な概念を導出する基盤となった事実や現象のリスト

を収録した。これは，新しく提出された概念の内包と外延を吟味する際の参考

になるであろう。

近年は電子マネーや 1Cチップを内蔵した携帯電話に加え，インターネット
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の双←厄向性を利用した市場調査など，カード媒体に限定されないカード・マー

ケティング活動が出現しているが，本書に掲載された論文は執筆から既に10年

から20年近く経過しているにも関わらず，その説明力を失っていないコむしろ，

カード・マーケテイングに関する論文や書籍が珍しくなくなった昨今の状況を

考えるならば，その先駆性と本質的な説明力の高さを，今改めて世に問う良い

機会であると考える C

本研究の進行に際して，多くの五々から助誌や助力を頂いている C 荒川祐吉

神戸大学名誉教授ならびに田村正紀神戸大学名誉教授は，この奥深いテーマに

対する著者の興味の日を開いて下さるとともに，研究上の貴重な助言を数多く

して下さり，さらに，フランスのクレジット・カード・システム研究のための

ESCP (Ecole Superieure de Commerce de Paris)留学に際しでも，尽力して

ドさった C フランスでは， ESCPのマーケテイング言命t日当であるlJsunier
]ean-Claudε 教授が，フランスで研究を進めるに当たっての助言をして下さり，

法制面からクレジット・カード問題を扱い，フランス初の消費者カード組合

(Carte Club) を主催する PerierBernard弁護士， MasterCard International 

の Directrice.Le Flahec Armelle氏，そして EurocardFranceの Chefde 

Projet. Loison Serge氏からは，インタビューや資料提供などで協力を得てい

る二また， ESCPの学生である Francois)Jail君ならびに Sorbonne大学の学

生の OlivierLacoste君には，フランスでの研究生活上いろいろとお世話にな

った。帰国後の研究における現場の資料収集と実態調査などに関しては，特に

~vI &~vI研究所代表の三石玲子氏にお世話になった二加えて，著者の研究に助力

を与えて下さった他の多くの方々にも，ここであわせて感謝の意を表したいっ

III 



目次

まえがき

実態調査

第1章 クレジット・カード・システムの日仏比較分析……・……ー…・….. 3 

1. 序 …………・…・・・…・………………・…………………・…・………一……・ 3 

2.研究の目的・方法・意義……………………………………………ー…・ 3

3. フランス型クレジット・カード・システムの展開 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

4. 日本理クレジット・カード・システムの展開..............................27 

5. クレジット・カード・システム再分析………………………………...46 

6. 結 一一・…・・・…・・…...・ H ・......…・…・………・・……………ー……・・…一…… 58 

理論

第2章 マネー・マーケテイング理論序説

貨幣機能分析に基づくカード機能分析一……・・…・……………… 63

1. 研究の目的・対策・方法・・…・…・…・・・・・…………・…・・・…ー……一-…・・….63

2. 決済機能の基本分析…………………………・…ー…………ー………・… 65

3.決済機能特性の規定要素構造分析……………………………………… 67

4.諸決済媒体の特性…

5.諸決済媒体の類型・………………...・H ・.....…・・………………………一.82 

6.今後の研究課題……・……………・………・…・・・…・…………ー……….84 

第3章 カード戦略の基本論理………………………………………………… 85

1.研究の目的・対象・方法………………・…ー・………………・………….85 

2. カードの発行目的 …・・…・…・・…・………・・…・・・…・…ー・……・・・…・・…・… 86

3. カードの機能と種類・・…・・…・・………...・H ・..……………………・・…….88 

4. カード戦略の諸形態…・……ー…・……....・ H ・."………ー……・………...92 

5. カード戦略の成功と失敗類型…………………………………………...93 

6. カード戦略成功のための基本要件………・…ー……………………・・….95

7. まとめ:カード戦略策定のための基本論理…・……・…………・…・・….96 

第4章 小売業の顧客情報システムにおける POSおよびカード・システム

導入の論理過程-……ー・………………ー……………………………… 99

1. 研究の目的・対象・方法・・…・・…ー…・・・…………ー…ー・・……・…・・…...99 



2.市場環境の変化と小売業の課題・・…・…ー・………・・………・・…………100

3.顧客情報システムとしてのPOSシステムの役割ー・……・…ー・……ー102

4. P 0 Sシステムの限界とその補完子段・…・・…・・・…ー……・………・…一105

5. クレジット型POSシステムの導入とその問題点……・…ー…………106

6.顧客情報システムにおける情報管理媒体の選択論理過程……………110

7 .今後の研究課題…………一…・…………ー・…・………・……・・…………・114

第5章 商取引への 1Cカード導入にみる情報ネットワーク型流通システム
の分析視角….....................................................................115

1.研究の目的・対象 .~Hi去…………ー…・…一…………・・…・…・・….....… 115

2.情報ネットワーク型流通システムにおけるカードの位置づけー…・…116

3.顧客情報管理媒体の最先端型としての 1Cカード登場の背景………118

4.情報ネットワーク型流通システムに 1Cカードがもたらす効果……121

5.情報ネットワーク型流通システムにおける 1Cカードの特殊性……127

6. 1 Cカードが示唆する情報ネットワーク型流通システムの分析視角

..128 

7 .今後の研究課題…………………………・…・・…・……………・…ー・…130

第6章 顧客組織化における顧客管理形態の諸類型とその選択論理………131

1.研究の目的・対象・万法…………………………………ー・…・・・……・…131

2.三石 田/12 の問題意識 …………ー・…ー…・……・…...・H ・-………・・・138

3.耐不況型企業の基本特質……・…・・…………………・…・…ー・…・…一…140

4.顧客管理形態の諸類剤…・・…・…・・・…………・…………………ー……'145

5. 顧客管理形態の選択論理…・・・ー・ー…・…・・・…・…ー…・・・…・一一一一一一・…149

6.経営組織論的問題…・……………………………………...・ e・...………153

7 .今後の研究課題……………………………………...・H ・-………………155

巻末資料 一…・ー…・・・…・・・…・・……・・・…………………一…・………-…ー・……・157

1.鍵概念「変換機能」導出の基礎となった事例集…ー・…………………157

2.鍵概念「移動機能」導出の基礎となった事例集………………………182

3.鍵概念「複合機能」導出の基礎となった事例集………………………244

4. 1 Cカード導入によるマーケティング理論導出の基礎となった事例集

・・・・256

引用文献……・…ー・…ー・…・…………………………・………・……ー……・ー・…ー293



実態調査





1.序

第 1章 クレジット・カード・システムの

日仏比較分析*

1.序

2.研究の目的・方法・意義

3. フランス型クレジット・カード・システムの展開

4. 日本型クレジット・カード・システムの展開

5. クレジット・カード・システム再分析

6.結

消費者信用は，古くよりマーケテイングにおける金融機能として，企業の販

売促進手段の一つに利用され，近年においては，クレジット・カードを媒介と

した消費者信用取引の比重が高まりつつある c さらに，クレジット・カードに

よる取引が市場に浸透するにつれ，この形態の取引は，決済万法の多様化なら

びに記名性を伴った決済方法という視点から捉えられるようになってきたっ即

ち，カードによる多様な形態の決済方法の提供と，カードから発生する記名性

を伴った顧客情報を組み込んだマーケテイング活動からなる，クレジット・カ

ード・システムの構築・活用という発想を牛宇み，その結果，各企業は現在.こ

のシステムを市場における競争的優位性獲得の重要な手段として見なすに至っ

ている。このことは，従来の消費者信用取引が.広義の消費者信用概念と，金

融機能とは異なる次元でのマーケテイング概念で捉え直されつつあることを意

味する C

しかしながら，クレジット・カード・システムならびにその統制を行う行政

や法制度の，内容・広がり・方向性について明確で統一的・体系的な認識は.

現在，存在しておらず，各企業および行政機関が手探りで，クレジット・カー

ド・システムの構築・活用あるいは統制を行っているのが現状である二

このような状況にあって.各企業や行政機関にとってクレジット・カード・

* 初出 神戸大学大学院経常学研究科博士課程後期課程単伏取得論文(昭和63年12月)
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カード・マーケティング

システムの構築・活用・統制の指針となる理論体系の確立が急務となってお

り，従って，本研究の課題は，この要請に応える統一的で体系的な分析理論構

築への端緒を聞く一端を担うことにある c

本章では，まず第 2節において，クレジット・カード・システムを分析する

理論状況を概観することにより，本研究で為される理論構築作業の性格を明確

にするコこのことは，今後の研究課題の設定に貢献することができるだろうっ

第3節では，フランスにおけるクレジット・カード・システムの内容と展開に

ついて，第 4節では，日本におけるクレジット・カード・システムの内容と展

開について記述・整理する c その後，以上の二章を素材として，クレジット・

カード・システムの分析に必要な理論を構成する，基本的な概念群と命題群な

らびにいくつかの重要な分析視角を導出・整理し，次に，この理論枠組みに準

じて.日仏間のクレジット・カード・システムの比較を行い，両国に共通の特

徴および存国の特殊性を明らかにし，最後に，クレジット・カード・システム

発展のための課題と今後の研究課題を探るご

2. 研究の目的・方法・意義

本節の目的は，本研究の目的・方法・意義を明らかにすることにあるが，そ

れらは本研究のおかれた研究状況を探ることで明確に設定されるコそのため，

本章では，まず，社会科学における理論構築の三局面と理論ライフサイクルモ

デルについての考え方を提示し，それに基づいて次に，本研究の具体的な目

的・方法・意義を確認することにする c

2 -1 .理論構築の三局面と理論ライフサイクルモデル

社会科学における理論(以下，理論，と省略)とは，諸社会現象の歴史分析

であり，その目的は，諸社会現象即ち諸主体あるいは諸主体群とその活動の総

体を，様々な時空間軸上に位置付けることと.様々な集計水準および集計水準

間における諸社会現象の相互関係を明らかにすることにあるコ

ところで，歴史分析は，以下で述べるように理論内容の豊富化と高度化の過

程つまり理論ライフサイクルの各段階を通じて形成され発展するため，歴史分

析の目的・方法・意義は，理論ライフサイクルの段階によって設定あるいは限

定される。従って，本研究の目的・方法・意義を明確に提示するに先立って，

理論ライフサイクルモデルの内容をここで説明しておく 3

まず.理論ライフサイクルとは，理論の構築と適用の過程であると定義でき

るが，これを説明する際に.理論構築の三要素を区別して認識する必要がある c
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第 l~ クレジット・カード・システムの日仏比較分析

理論構築の三要素の一つは，理論内容であり， 土述の歴史分析で明らかにされ

る内容であるC もう一つの要素は，理論構築作業であり，理論内容が社会的レ

ベルで認識されるよう，明確で厳密な社会的言語によって理論内容を意識化す

る作業として捉えられるO 最後の要素は，理論構築作業の対象となる情報基盤

である。

次に，理論ライフサイクルは，理論の発展過程であり，理論内容の豊富化と

高度化の二側面から成る，理論の構築と適用の過程として理解することが出来

るc 理論内容の豊富化とは，その出発点を特定視角あるいは問題意識からの特

定現象の分析に置き，漸次，分析視角あるいは問題意識そして分析対象となる

現象の複数化・複合化を行うことであり，理論内容の高度化とは，以下で述べ

るように，理論構築作業および情報基盤の内容によって異なる三つの段階を，

基本的には順次たどる結果生じるものである c 以下に，この三段階の内容を，

理論発展状況・理論構築作業の目的・理論構築作業の対象となる情報基盤・理

論構築作業，において説明する c

第一段階では，現象を説明する理論が存在しないか，あるいは存在しても現

象説明能力を著しく喪失している状況にあるため，理論構築作業の目的は，現

象を説明する理論のおよその構造と機能を決定L.次の段階での理論構築作業

基盤を生み出すことにある。この段階で必要とされる現象認識のための情報基

盤は，現象意識化の初段階である，現象の観察(非文字情報の入手)および各

企業の発行する対外資料(パンフレットなど)や可能ならば内部資料そして業

界記事など，に置かれる。また，現象説明に比較的有効と考えられる理論が存

在する場合でも.これによって現象分析に-定の枠組みが事前に設定され，見

落としてはならない新しい現象やその意味付けが排除されることを避けるた

め，この段階の情報基盤には，基本的には既存理論は含まれなしミ。この情報基

盤を対象として行われる理論構築作業は，理論構造を構成する概念要素群の導

出，導出された概念の定義付け.これら概念群を基盤とする命題群の導Ill.そ

して概念群および命題群の導lI¥基盤となった情報内容の記録による概念群およ

び命題群の説明範囲の明確化，であり，これらの作業は，言い換えれば.理論

の内包と外延を明確にする作業であると言えよう c

第二段階では，既に前段階で提出された理論が存在しているため，理論構築

作業の目的は，第一段階で導出された理論の構造と機能を明確に決定し理論

の精轍化を図るとともに，関連研究分野における既存理論との比較検討によっ

て，新しく導出された理論と既存理論群との暦史的連絡性を見出すことにある。

この段階での理論構築作業は，現実との対応関係においてではなし特定理論

内あるいは理論群内において，つまり理論レベルにおいてなされるため，必要

D 



カード・マーケテイング

とされる情報基盤は、前段階で導出された理論と，必要に応じて関連研究分野

の諸既存理論におかれる c ここで行われる理論構築作業は，これらの理論ある

いは理論群内部の整理・統合であり，新しく導出された理論の内在批判と，既

存理論との関連での外在批判を行うことにより，必要な場合は，理論構造を構

成する概念要素の追加・排除，概念定義の修正・変更，命題の修正・変更およ

び追加・排除，修正・変更・追加・排除された結果生じる新しい概念群・命題

群の説明範囲の明確化，を通じて，理論内および理論聞の論理的整合性を高め，

理論の精轍化を図るコ

第三段階になると，現象の説明度ならびに適用度において一定レベルの高度

に達したと仮定される，精般化された理論が提示されることになる。この段階

での目的は，この理論を現実との対応関係において検証し，理論の現実説明度

と適用度を高めることにあるO ここで求められる情報基盤は，各種統計技法に

よって得られる情報と，理論利用者による理論の現実への適用を通じて認識さ

れる理論への批評であり.言わばフィードバック情報である。この段階での理

論構築作業の一つは，各種統計技法による理論検証であり.これに先立って，

すべての概念および命題が数量的に計測可能になるように，言語形態による理

論を数理的言語による理論に変換することが必要となる。これを行うためには，

理論ライフサイクルの第一t支階において概念および命題の外延が，具体的かっ
厳密に認識されていなければならない。もう一つの理論構築作業は.理論利用

者による理論適用であり，理論の現実説明度ならびに適用度についての批評を.

理論利用者との直接面談あるいはアンケートなどによる間接手段によって収集

するO 両者の作業を通じて，理論に欠点が見出きれない場合は，理論は一定の

完成域に達したと見なされるが，何らかの欠点が認められる場合には，フィー

ドパック情報を追加し，必要に応じて，第-段階・第二段階から再び理論構築

作業を行う必要がある c

2 -2.分析アプローチ

本項では，まず，本研究の分析対象となる現象の内容を明確にするために.

従来の消費者信用取引が.現在のマーケテイング活動において持つ意味を探り.

次に，この現象を説明する理論の発展状況を概観することによって.本研究の

理論ライフサイクル Eにおける位置を確認するC この確認に基づいて，最後に，

本研究で行うべき理論構築作業の目的と方法を設定し，そして本研究の意義を

明らかにするコ
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2-2-1.クレジット・カード・システムの現代的意味

クレジットないし消費者信用は，古くから市場取引における金融機能として，

マーケテイングにおける販売促進手段として利用されてきたが，消費者信用取

引の対象となる財の範囲は限られたものであり，取引契約も各取引ごとに結ば

れるため，消費者信用を媒介とした流通業者と消費者の関係は継続的なもので

はなかった。

しかしながら，低経済成長下における消費者の所得増加率の低下に伴い，市

場規模の増大傾向に歯止めがかかり，従って流通業者聞の顧客獲得競争が激化

してくると，消費者の日常的購買において消費者信山取引をより浸透させるこ

とが，マーケテイングにおける重要な競争的販売促進手段となってきたc その

結果，消費者信用による取引対象商品の拡大と取引契約の継続化を効率的・効

果的に実現する子段としてカードが導入されることとなるが，この，カードに

よる消費者信用取引という発想は，さらに，より多様で効率的・効果的な決済

方法の提供による販売促進の推進という発想へと広がっていくつ

また，消費の多様化は，消費者欲求に適合した商品の開発・品揃えなどにお

ける適切な対応を困難にしている 3 換言すれば，市場の需給調整指標としての

情報が，従来のマーケテイング手法を介するだけでは充分に正確・迅速に入手

され，活用され難くなっていることを意味する。消費者信用取引は司個人信用

を基盤としており，この取引によって記名性の顧客情報が大量に発生するため，

市場機構の作動に必要な大量の情報を提供することが可能になる c 従って，消

費者信用取引は，現在，取引の記名化による顧客情報の入子と活用システムの

構築という発想をも.同時に引き起こしている。

このように，クレジット・カード'i，現在では，記名性を伴った財取引にお

ける対抗財流通機能の象徴的存在であり，商品現物，現金通貨に次ぐ第三の貨

幣として捉えることが11¥来る=それゆえに，クレジット・カードに象徴される

多様な決済形態とそれを基盤とするマーケテイングが分析の焦点であり.従来

の消費者信用は.その中に位置付けられることになる I亡

2-2-2.理論発展状況の概要

現代におけるクレジット・カード・システムを分析する際，考慮されるのが

， 11 ここに記した， クレジット・カード・システムの出現の背景ならびにその現代的意

味は， r1本とフランスの両国において共通して見られるものであるが，各国の状況
を比較した際に認められる，このシステムを出現させた他の特殊背景や.いくつか

の現代的意味付けの間にある比重の差から発生するシステム内存の差異については，

次節以下で明らかにきれる
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マーケティング理論の個別理論としての信用理論ないしは消費者信用理論であ

るが，前項で明らかにしたように，消費若信用取引がカードを媒体として行わ

れるようになると，従来の消費者信用取引は，これから派生し，これと密接な

関係を持つ多くの取引形態およびマーケティング活動の中に包含されることに

なるため，信用理論ないし消費者信用理論は，その過去からの蓄積に関わらず，

現在のクレジット・カード・システムの一側面iを説明しうるだけにとどまって

いるのが現状であるC 即ち，消費者信用理論は， 1913年以来信用理論の J 分野

として徐々に扱われるようになり.それ独自の理論構築が進められてきたが，

そこでは，消費者信用は金融機能として考えられ，研究の主な焦点が割賦販売

に当てられているO しかし，現在のクレジット・カードを財取引における対抗

財流通機能つまり多様な決済機能の象徴として捉えることによって，消費者信

用理論は，この決済機能の時間的調節機能にのみ注目して展開していると言わ

ざるを得ないコつ

また，現代的意味でのクレジット・カードの一形態としての小切子には，そ

の振出から決済までの間に存在する物理的時間のずれゆえに，消費者信用と同

様の時間的調節機能があると考えられているが，小切手の発展形態である銀行

POSカードの持つ決済機能を考慮すると，この時間的調節機能は派生的なも

のであり，小切手の本質は，その空間調節機能にあると言える c それゆえに，

小切手をその-分析対象とする信用理論や銀行論なども.消費者信用理論同様

に，クレジット・カード・システムのー側面を扱っているに過ぎない。

先に.クレジット・カードは第三の貨幣として捉えられることを述べたが.

経済学では貨幣機能に関する研究が古くから行われてきた二しかしながら，経

済学における貨幣機能研究には，主に二つの問題点があるご一つは，市場の需

給調整指標としての価格は，貨幣の価値測定機能によって生じる情報であるが‘

クレジット・カードから発生し市場の需給調整指標となる情報は.多種多様で

あり.貨幣のもつ情報機能を価値測定機能だけで捉えられないことである。も

う一つは，経済学では市場均衡メカニズムに焦点が巧てられ，市場均衡をもた

らす市場取引メカニズムにおける貨幣機能については，経験的に導出された機

能の列挙に終わっており.財取引において貨幣の果たす対抗財流通の質量的・

時空間的調整機能といった多様な機能を論理的に分析しているとは言いがたい

ことである。

~ 2 '1 信用理論に関する学説史は， R. Bartels. The D引でlopmentof .¥1arketing Thought. 

1962，の信用に関する章(第五章)に詳しい}本項の消費者信用ないし信用理論に

対する批判は，ここで挙げられている理論においてなされている
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以上の批判は，財取引におけるクレジット・カードないしは貨幣がもっ多様

な決済機能の諸側面を分析する体系的な理論が現在欠如していることを明らか

にしているが，クレジット・カードに象敵される多様な決済機能を基盤として

展開するマーケテイングを分析するマーケティング理論にも，いくつかの間題

点が見られる。従来の消費者信用のマーケティングにおける意味は，顧客に対

し融資を行うことによって顧客獲得を推進する販売促進手段の一つであること

にあったが.クレジット・カードの発生させる多量の情報が，企業のマーケテ

イング戦略の重要な基盤となるにつれ，現在の消費者信用取引ないしクレジッ

ト・カード・システムを，企業の情報システムならびにマーケテイング戦略と

の関係で捉えることが必要となってくる。また，従来の消費者信用が，マーケ

ティングにおける金融機能として考えられてきたことは既に述べたが，このこ

とはマーケテイング理論が取引における財流通・販売を中心に展開されてきた

ことを意味している c しかしながら，クレジット・カード・システムを，従来

の消費者信用取引を包含する対抗財流通・販売として捉える必要が生じてくる

と，今後のマーケティング理論は，言わば財マーケテイングと対抗財マーケテ

イングの複合形態を，その分析対象とすることが要求されるだろう

2-2-3. 本研究の目的・方法・意義

以上の考察から明らかなように，クレジット・カード・システム分析の理論

発展状況は.理論内容の高度化の側面において第一段階にある=従って，本研

究の目的は.前節で説明した理論内容高度化の第一段階の理論構築作業を行う

ことにあるc また，理論IJ伝子の豊富化の点においてはー理論構築の出発点とし

て，特定主体ないしは主体群，即ち.対消費者販売を行う流通業者に焦点を絞

り，マーケテイング戦略の視点から，各流通業者の構築・活用するクレジッ

ト・カード・システムを記述・整理・分析していくことにする c

このような作業を通じた本研究の意義は，次の点にある c

第一に，クレジット・カード・システムの統'理論構築のための素材を提供

することである C 既述のように，クレジット・カード・システムの分析用具は.

現在，マーケテイング個別理論としての消費者信用理論，手形・小切手をその

! 3 現金取引における財の対抗財は.通常.貨幣と考えられているが.しかしながら.

取引で財と交換される対抗財とは.厳密には消費者の所持する可処分所得ないし資

産であり.貨幣は両者間の交換を円滑に行うための交換媒体ないし決済媒体と考え

るべきである ζ 従って，対抗財マーケテイングという用語は，労働市場や国長所得

の問題をも含むと解釈される恐れがあるため.この用語は.この項での趣旨を明確

に示すために‘マネー・マーケテイングと命名するのが妥当であると思われる
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一分析対象とする信用理論ないし銀行論，経済学における貨幣論等の聞に分散

し相互の関連性の詳細な分析はほとんど行われていなし~以下で述べられる

現象群の記述とその整理・分析は，連絡性のないこれらの複数理論を，具体的

な次元から見直させ，その相互関連性を見出させることによって，クレジッ

ト・カード・システムの統一的な分析装置を構築する素材を与えることが出来

るであろう。

第二に，クレジット・カード・システムの歴史分析は，最終的には同際比

較・業種比較などを通じ，複数主体ないしは複数主体群，そして複数の視角や

問題意識を総合して行われる。これによって明らかにされる現象の特殊性・一

般性は，クレジット・カード・システムの統一理論構築およびその現実適用の，

範囲階層性を明確にし企業・消費者・政府の的確な政策選択と適用の基盤を

号えることが出来るだろう。さらに，理論構築作業の際に導出される概念と命

題の外延の具体的・計量的記述によって，各主体の政策選択と適用に明確で可

測的な指針を与えることが可能になるであろう。

なお，以下の二節では，まず，クレジット・カード・システムをめぐる諸現

象を，収集された情報に内在する問題意識に沿って記述・整理することに重点

を置き，それらの比較的高度な理論レベルでの再整理・分析は，これらの記述

の後に導出される理論構造と機能および重要と思われるいくつかの問題意識を

軸として行うことにするご

3. フランス型クレジット・カード・システムの展開

3 -1 .目的・対象・方法

本節では，フランス型クレジット・カード・システムの歴史分析を行うニ，

こで言う歴史分析とは，現象の時空間的分布状態と現象間の相圧関連を明確に

する事である C 以下では，分析対象の地理的空間をフランス国内に，物理的時

間を1960年代末から1987年前半まで，活動主体を流通業者に特定し，流通業者

の採用する政策の目的と内容，その政策の成立要因ならびに問害要因，そして

採用された政策の成果に主な焦点を当て，分析を行ったc また，記述内容の概

念化水準は，序章で述べた本研究の目的・方法・意義に従って，必要に応じて

非常に具体的になっている 3

3 -2.概要

フランスで発行されているカードの大部分は，磁気テープ装着型の銀行系カ

ードである c 現在では，統一銀行カードが発行されているが，最近まで， La 
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Carte BleueとLaCarte Verteの二大銀行カードが存在していた

これら銀行系カードと流通業者の発行する専門カードは，ほほ同時に発行さ

れたのであるが (Lacarte bleue， 1967年専門カード LaCarte Cofinoga， 

1968年汁，近年に至るまで両者間には目立った対立の動きは見られなかったc

むしろ，銀行系カードのもつ疑似クレジット機能ゆえに，両者にとって利害の

一致があったとも言えよう c

しかしながら，銀行業界がマイクロ・プロセッサー内蔵型カードの導入に踏

み出すようになると，後述のように両者の対立が目立ってくるようになる c

さらに‘フランスにおいて銀行業界は，国外カードの侵入から自らの利益を

守るために団結する傾向にあり(統-銀行カード LaCarte Bancaire (CB)の

発行， 1985年;')，また，フランスでの発明であるマイクロ・プロセッサー内

蔵型カードの製造・普及を，フランス経済立て直しの一手段として，政府が援

助しているため，銀行系カードは専門カードに比して.かなり強い状況にある

ため，この対立は流通業者にとって不利な様相を呈している c

次節以下では，流通業者が，このような状況にあって，どのように専門カー

ドを発行し，利益の挽凶を図ろうとしていくか，をみていくことにする。

3 -3.専門カード導入の諸段階

流通業者による専門カードの導入は，大きく三つの時期に分かれる c

第 A期における専門カードの導入H的は，微弱な購買力しか持たない顧客に

対しでもクレジット購買を認め，顧客の庖舗忠誠を獲得する事により，取引高

の増加を引き起こそうとすることにあったc クレジット販売自体は司かなり古

くから流通業者の提供するサービスの Aつであったが，大型庖(legrand 

commercant)の在場によって， H常的購買では即時払いが主流となり，クレ
ジット販売は.次第に一定金額以 Lの財(家具・調度品・電化製品・車など)

に限られるようになっていったこしかしながら. 60年代の後半から流通業者間

の競争が激化してくるにつれ.顧客獲得子段としてのクレジット販売が再認識

されるようになり，その為，専門カード導入の第一期においては，微弱な購買

力を抑制せず，しかも流通業者にとって高コストにならないクレジット販売シ

ステムの構築に力が注がれた~その代表的な成功例に， Les Nouvelles 

14) L.Sいよ¥.， n.0920 (p.09i) 

151 L.S.l主..n.047i (p.04i) 

(6' L.S.A.. n.0699 (p.Oill 

17' L.S.A.. n.0998 (p.046)， n.lOOi (p.l38J 

18，1 L.S.λ.， n.0699 (p.OilJ 
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カード・マーケティング

Galeriesが挙げられる，

60年代末の Les~ouvelles Galeriesでは，顧客との決済部門において，およ

そ1100人の非熟練従業員が，現金・小切手・クレジット決済ならびに資金回収

に携わっており，そこでの手続きの煩雑さや従業員の非熟練性・無知識性が，

決済処理の非能率ならびに顧客に対する低サービスひいては布舗イメージの低

下を引き起こしていたこそこで， Les :¥ou-velles Galeriesは，効率的なクレジ

ット販売システム構築のために， 1968年に100%出資の子会社 Cofinogaの設

立， La Carte Cofinogaの導入，さらに決済情報システム SingerSystemeの

設置を行った。

これにより， Les Nouvelles Galeriesの居舗内には，現金・小切手・ La

Carte Cofinogaによる決済受付のレジと，一回性のクレジットおよび La

Carte Cofinogaの申込カウンターのみが残され，そこで行われる作業以外の

全ての決済処理業務が Cofinoga社に引き渡されたコ

La Carte Cofinogaは，支払い能力の保持者であることをカード獲得の唯一

条件とし簡単な手続きでのみ発行される。庖内では，規定購買額範囲内であ

れば.カードの提示のみで商品の購買が可能であり，カードによる購買商品対

象ふ要請により生鮮食料品まで含むことが出来る c 支払いは毎月末に送付さ

れる.返信用紙同封の支払い明細書の受取り後 1~2 週間以内に，一括払いか

分割払い (21固までの分割払い可. 2回払いまでは 3フランの手数料のみで無

利子)を選択し小切手により行われる 3

クレジット販売システムにおける問題は.例えば，毎月末に顧客に送付する

支払い明細書や支払い期限通知の送料なと二決済管理業務が依然として高コス

トであることにあり，決済情報システムは，多くの決済管理業務の単純化・自

動化によるコスト削減の」環として構築された c この決済情報システム，

Singer Systemeは，庖舗内の電子記録レジと庖舗内コンピュータ，そして中

央コンビュータから構成され，顧客口座の集中管理・ブラックリスト照合・購

買限度額の確認を行う 3 このシステムは，図表 1-1に示したように，二段階

の発展水準が想定されている c なお， 79年時点では，電子送受信料の関係で，

システム 3の構築にまでには至っていない=

このクレジット販売システムによって， Les Nouvelles Galeriesは，決済管

理業務費の節約・顧客の支払い作業の簡略化・顧客からの訴訟や苦情の低減・

顧客の庖舗忠誠による取引高の増加を獲得しえている o 1973年末での La

Carte Cofinoga 保持者は40万人を越え. 1972年に 4f意3千万フランを計上し

19 L.S.':¥.. n.04il (p.l151. n.0699 (p.Oil¥ 
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第1章 クレジット・カード・システムの日仏比較分析

たクレジットによる販売を合めた取引高は， 1978年にはおよそ12億万フランに

まで増加している c

La Carte Cofinogaの成功は，他の流通業者による専門カードの導入を促進

させ， BHVは， La CartεCofinogaを受け入れ. Les Galeries Lafayette ・Lε

Printemps . La Redoute・LeCarrefour . L' Auchan等は，各々の専門カード

の発行を行っている

第二期における専門カード導入は， 1980年代の中盤から始まり，そのH的は，

主として二つあるニ

図表1-1

(
肌
lf)i

(/一¥¥

l応舗:¥i

¥/  

日日
人~

f夫、/¥

¥J ¥ノ/

I ¥ 

防舗Aj
¥) 

I Centrε 

l '¥ 

メ¥(
田市BI 1庖舗Cj

¥一/¥J

l¥¥; シテ システム 2

negatlYe情報
positive情報

交換頻度 月.fuJ.週-回 毎日宇阿

交換媒体 電話 電子送受信書類

一つは，フランスドl内で最大の普及率を誇る，銀行グループ発行の La

Carte Bancaire (以下. C B)の利用に対して.流通業者ーから徴収される手数

101 L.SX. n.0699 (p.071). n.0931 (p.078). n.0992 (p.149l 
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カード・マーケテイング

料が，流通業者の収益を圧迫するようになり，その収益性回復の方策として専

門カードを導入するものである

CBは，元来汎用性支払いカードとして発行されているが， 1967年から使用

されている磁気テープ装着のCB (ここでは，統一銀行カード、発行以前の La

Carte Bleue， La Carte Verteをも含む)の場合， )古舗でのカードによる顧客

の支払い時と，顧客の銀行口座から支払い金額が引き落とされ実際に決済が完

了する時までとの間で，伝票などの物理的な処理・子続きから生じる 6週間

から 2ヶ月間の派生クレジットの機能が， C Bにクレジット・カードとしての

疑似性格を持たせる事になっていたc そのため.流通業者は，このクレジット

機能により顧客を引きつけ販売を促進させることが出米ると孝え，銀行が徴収

する 4~6%の手数料に同意してきたc

しかしながら， 1980年代の中盤から，銀行グループが，マイクロプロセッサ

ー内蔵型カード(lacarte a puce) と銀行間電子情報ネットワーク

(Imformatique)を導入し， C Bを即時決済型カード (]acarte de debit) とし

て市場に導入するようになると，従来のCBが持っていたクレジット機能は失

われることとなったc このため，流通業者は，この新しいCBを現金・小切手

と同列に考える様になり.手数料の徴収を組百する動きに出ている)これに対

し銀行グループは，手数料率をカードによる取引高の2.0%から1.5%そして

1.0%まで引きドげたが，それでもなお，この卒は流通業者の純収益率と同率

かそれを上回る事になるため，流通業者は.手数料徴収によって引き起こされ

る収益減を，専門カード導入がもたらす取引高増によって坤.め合わせようとし

ているニ

この時期の専門カードは，それゆえに.カード差別化の対象を CBとし，銀

行で自らのクレジットを使い果たしてしまった顧客を引きつけるとともに， C 

Bでは行われない特典・特権を専門カード保持者に与え定額以上の購買を

行った顧客への利益還応や優良客に対する特別販促キャンベーンの実施など，

クレジット販売以外によって，顧客の庖舗忠誠を同る点に特徴がある。

専門カード導入の第:の目的は.山舗レジにおける決済業務ならびに物流管

理業務の効率化のために， 1980年代の中盤から流通業者が導入してきている T

P V (Terminal Point de Vente: POS)の機能を専門カードによって補強し‘

かつ，専門カードと TPVから発生する多様な情報を活用することによって庖

舗経営の改善を凶ることで，顧客の庖舗忠誠を高めることにあるコしたがって，

TPVと結び付いた専門カードは.その導入第ー期における目的達成の度合い

111 L.S...¥.. n.0699 (p.071 i， n.0931 (p.078J. n.0992 (p.149J 
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第1章 クレジット・カード・システムの日仏比較分析

を高めるとともに，第二期から生じて来た， C Bに対する差別化手段としての

能力をも高めるという意味で，専門カード導入第二期における中核的な形態で

あると言えようっ

次項では， TPV導入の目的と内容と同時に，専門カードと連動したTPV

の活用形態を整理・記述することで，第二導入期における専門カードの特徴と

問題点を明らかにする乙

3 -4.専門カード導入の新段階

流通業者は.専門カードと TPVとの連動によって.庖舗レジにおける決済

管理業務の効率化仁そこで収集される情報の活用を通じた庖舗生産性の増加

を，目指している ο 本節では，この三つの目標が達成される仕組みを明らかに

する事が目的であるコ

ところで，庖舗内におけるレジは，顧客と流通業者との間で義務付けられた

唯一の時空間的人的な接触の場であり，物流・金流・情報流の流れはこの一点

に集中するが~この時地点で行われる処理業務とそれ以後で行われる処理業

務の内容は，著しく異なる C したがって，本節では，庖舗レジで行われる決済

管理業務その他を，物流・金流・情報流の前方処理(以下，前方処理と言う)

と呼ぴ，これ以後の業務を，物流・金流・情報流の後方処理(以下，後方処理

と言う)と呼ぶことにするごそして，前方処理内容が庖舗レジにおける決済管

理業務の効率化を左右し，後方処理内容が，庖舗レジで収集された情報活用に

よる白舗生産性を左右することから.この:点を分けて以下では論ずるこ

3-4-1.庖舗レジにおける決済管理業務の効不化

流通業者は.庖舗レジにおける決済管理業務の効率性の要素として，決済の

迅速性・簡便性・安全性を設定している~これらを追求するためには，まず，

前方処理において決済管理業務を構成する諸要素を明確に分解し.それら要素

の各々およびそれらの組み合わせが最も良く効率性を獲得しうる手段を，選

択・適用することが必要であるニ

前方処理における諸要素は，凶表1-2のように分解されるが.現金・小切

手・カード(磁気テープ・カード.マイクロ・プロセッサー内蔵カード)間で

これらの要素を比較してみると，図表 1-3のようにまとめられる O

庖舗レジにおける決済管理業務の効率性は.迅速性・簡便性・安全性の三要

12 L.S.A.. n.0988 (p.l1:21 

13 L. S.~;'.. n.Oi3i (p.l:271. n.Oii6 ¥ p.095 i. 11.0901 (p.05i)‘ n.0901 (p.068) 
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カード・マーケティング

素から見ることが出来るが，これらの各要素を計測可能な次元にさらに分解す

ると.まず，顧客においては，用具要素自体のコストおよび用具要素が顧客の

所持品全体に占める体積比率‘レジ係においては用共要素自体のコストおよび

用具要素が宿舗而積あるいは体積全体に占める比率.さらに，顧客・レジ係が

動作要素に費やす物理的エネルギーに分解され.これらは全てコストに還元し

計測することが可能である。

図表1-2 前方処理における決済管理業務を構成する諸要素

~ レジ係I A Él~j要素~ 顧客
1.決済媒体の保管用具

2. 決i斉媒{半
用具要素 i

! 3.決済媒体の釘効性証明用具

I 4.決済記録用具

i 1 決済媒体の保管

I 2.決済額の算定
l動作妥素;

I 3.決済媒体の有効性証明

I 4.決済記録

1.決済媒体の保管月J具

2.決済媒f本

3. 決済媒体のイi効↑年確認用具

4. 決済記録用具

1.決済媒体の保管

附額の算定

3.決済媒体の有効性確認

1 1.決済記録

以上の視点より，現金・小切子・カードのうち.迅速性・簡便性・安全性の

点で最も優れているのは，カード，特に，マイクロプロセッサー内蔵型カード

であると言えよう c レジ通過の迅速性という点では，現金・カードがおよそ30

秒かそれ以内j¥ 小切手は自動印字機使用の場合でも 2分前後かかり i¥ 又，

簡便性の点で，必要な用具要素・動作要素が最も少ないのは，カードであるハ

さらに，安全性の点では，現金の場合は紛失・盗難などの危険があり l¥ 小切

手の場合は紛失・盗難に加えて不正使用・赤字口座での小切手振出しによる不

払いの危険があるのに対しコンビュータと連動するカードの場合.これら

の危険性は非常に低くなる lぺただし，カードの場合.現段階ではカード自体

1141 L.S.A.・I1.0901(p.057J 

% L.S.A.. I1.0901 (p.057J 

!16' L.S.A" I1.0i37 (p.l2il. I1.Oii6 (p.095) 

'li' L.S..-¥川I1.0737(p.l2iJ. I1.0776 (p.095J 

'1~1 L.S.;主..I1.0737 (p.l2iJ 
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第 l主主 クレジソト・カード・システムの日仏比較分析

およびTPVなど必要な設備の高コスト性が，導入の阻害要因となっている)

流通業者は，これらの点を鑑み， T P ¥'と連動するカードの導入の方向に進

んでいる。特に，磁気カードが onlineで作動することを要し.迅速性・安全

性・コストの点で，マイクロプロセッサー内蔵型カードに劣るため1¥ 将来は

off lineで作動するマイクロプロセッサー内蔵型カードと TPVの組み合わせ

へと移行することが想定される J

このシステムの導入の成果は.顧客にとっては具体的には， J1f:f舗レジにおけ

る待ち行列の削減(時間の節約)，確実な購買(有効資産内での購買人詳細な

購買記録の入子(購買品目と購買額との-致の確認)宇の結果となって現れる

裏返して註えば.流通業者にとっては、待ち行列削減による時間・労)Jの削減，

確実な販売(蕪効購買の発生無し)，購買I日日と購買額のー致による顧客から

の円:情削減につながっている 1

図表1-3 現金・小切手・カードの比較

現金

l人的安素 1. 顧存
1. l!j11i 

2. 紙幣・補助貨幣
用具要素 i

|3.透かし

1+. レシート

1.財布への保管

:1. レジ係

九百五、LT P ¥. 
2. 釣1)銭山紙幣・補助貨幣

透かし

li レシート恥
i l レジないし T口P¥への保
2.紙幣・補助貨幣の勘定

3.透かしの体認

1. レシート伴えの保管

動作要素
2. 紙幣・補助貨幣の勘定

3.透かしの提示

L レシートの受領

能川山下

千

客

一

切

切

1
一、

匡
一
，

q

，川d

ト十五一一
要
一
'qJ

一

人一

肘共要素
3. 署名及び身分証明書

1.小切手帳及びレシート

']9' L.S.:¥.. n.090l (p.05il 

120' L.S..:'¥... n.0931 (p.Oi8 1 

1211 L.S..:'¥..， n.0988 (p.l121. n.0992 (p.l+91 
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カード・マーケテイング

1.小切千帳の保管 1 1.レジ・ TP¥'への小切手保管

2. 小切子への購買額記入 1 2. 記入購買額の確認

3. 小切手への署名及び身分証明書 13. 記入署名及び身分証明書の確認

動作要素| の提示

4. 小切手帳への購買額・購買年月 1 ，:1.小切子ーへの裏書き及びレシート

H・[1出残高記入及び、レシート | 持えの保存

の受領

磁気カード(lacarte a pIste) 

1.顧客 1 1. レジ係!人的要素

I 

l用問

1.カード白体えは財布の併用

2. カード

3. カードに記3議された暗証コード
或いは署名と身分註明書

4. レシート

1.なし

2. なし

3. T P E司 月lリミコンビュータ. フや

l ラ yクリスト
1. レシート.コンビュータの記d憶

l 肘出部

"'<1'ニ-J.t-iμ

1.カードの保管 ¥1.なし

動作要素

2. レジ・ TP ¥'衣示額の維認 |2. レジ・ TP ¥'去示額の徒示

3. !Jif ~lE コードの入力或いは署名と 3.暗証コート、の確認、.U座残高の

身分祉明書の提示 | 確認

1. レシートの受領 1. レシート控えの保管及びコン

| ビュータへの記録

! マイクロプロセッサー内蔵刑カード 11日cartea puce) 

l人的要素 1 1 ~顧客 1. レジ係

1 カード自体又は財布の削 1 1 なし

2. カード I 2. なし

用只要素 13. カードに記録の暗証コード 3. T P E. カード内蔵コンビュータ

4. レシート.カード内の記憶装尻 i4. レシート，コンヒ】ユータの記憶
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第1章 クレジット・カード・システムの日仏比較分析

庖舗レジでのTPVの利用は，前方処理における決済管理業務の効率化を生

むが，これは前H処理で.金流とこれに付随する情報流の処理に加えー物流と
これに付随する情報流の処理が行われるためであるご

以上，前方処理における前者の内容に主な焦点を当てて来たが，以下では，

前}j処理における後者の内存にも触れつつ，後五処理の仕組みを論ずることに

する〕

3-4-2. 庖舗レジ情報の活用による厄舗生産性の増加

まず， T P Vにおける物流情報処理の仕組みを見てみる。 TPVは，顧客と

流通業者の間で成立した取引を，購買商品の価格と品目とについて登録・記憶

しそれらの情報を庖舗内のコンビュータに入力する機器である 3 購買商品の

価格と品目は， T P Vに接続されたキーボードか，あるいは光学読み取り機

(ペンシル・タイプ，ポータブル・タイプ， TPV固定タイプ un crayon. un 

scanner portable. un scanner a poste fixelによってTPVに入力されるが.

後者の場合.購買商品にバー・コードが添付されている事が要件である〕バ

ー・コードは， )占舗レジでの物流情報処理の迅速性増加と，商品品日のライン

表示価格と匝舗表示価格の完全で、恒常的な A致(物流情報処理のIE確性)のた

めに不可欠であるが，現在では.商工業協力による Ean.Gencodの標準コード

が採用され，生鮮食料品にも添付が口J能で、あるため，取扱い商品の90%以上が

添付の対象となり得えている (7S%以上が光学読み取り機の収益性分岐点であ

る)人

TPV採用の代表例として， Franprixが挙げられるヘ Franprixでは1985

年7月に，バー・コードの光学読み取り機 (scannerl. T P V (多くの企業

では Hugin.Sweda製の機種を採用，このTP¥'自体に情報の記憶装置とその

パックアップ機能が装備されている人マイクロ・コンビュータ (unmicro 

Hewlet-Packard Vectral，中央コンビュータから成る電子情報ネットワーク

を導入したごこの‘府舗内に設置される光学読み取り機・ TPV・マイクロコ

ンビュータは，広舗関西r(1に収集した各種情報を， [1占舗間庖後 Chenne九Tieres

にある中央コンビュータへ転送すると同時に，そこから在庫品目の価格等に関

する最新情報を入子するコ!占舗内のマイクロ・コンビュータはその情報を基に.

1古舗の経営内容(例えは、プロモーションの開始または終{，在庫品目構成の変

化等)に応じた新価格去を作成し，それを現日の閉山前に各レジへ装填する二

122' L.S.:-¥.. n.0988 (p.112 I 
C3' L.S.A.. n.lOι1 (p.lUI 
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カード・マーケテイング

これらの設備によって得られる成果は，顧客に対しては最良のサービス，流

通業者にとっては最良の利益不となって現れるが，その具体的な要因は以下の

通りである~ 1乙

I コード・パーによる，商品持の値札貼りおよび価格無記載商品の削減
号、 決済作業の速度増加

豆 待ち行列の減少

主 詳細なレシートの発行

五; 受付応対の簡略化の結果として，レジ係の作業負担軽減あるいは時間

および人員の削減

亙 而舗内で販売された商品の品目と量の即時把握，それら大量情報の統

計処理，効不的・統合的な供給者照会・品目照会，による的確な在庫

補充および品揃え.ならびにきめ細かいプロモーション設定(市場価

格機構に頼る事のない需要への即時適合.最良の在庫回転率.最良の

売り場利}fj)

ところで，近年，消費者はその行動を大きく変えつつある J 労働時間の短縮，

これがもたらす更に安定した余暇時間の増加は，消費者の持つ時間の利用内容

および種類の豊富化を生み出しているこ例えば.日曜大工・料理・調査研究・

様々な集会への参加・昇進転職のための実研修など.可処分所得内で白らの欲

求を満たす可能性のある商品・サービスに対しては，価格と質において最も納

得のいくものを，時間と労力をかけて見定めていこうとする傾向が見られるヘ

このような欲求と行動を持って匝舗に訪れる顧客に対して，流通業;者は，専門

分野に通じ迅速で的確な助言と商品の提示を行L、え.かつ精力的で忍耐強い能

力を備えた販売員と，このような顧客の購買スタイルに適合して設計・開発さ

れた売り場とを，用意する必要がある

しかしながら， T P ¥'を始めとする電子情報システムでは，どの商品が，い

つ，どこで，どのような決済ノj法で販売されたかについての情報は把握しうる

が，どの顧客が購買したかについての情報は把握しえなしh 現在変容しつつあ

る顧客の欲求と行動にきめ細かに対応するためには，電子情報システムに入力

し活用する情報に，顧客の記名性を付加する必要性がlf:じてくるゴ九

現在，この解決策として実験され， v'くつかの流通業者で実行に移されてい

24) L.S.A... n.0901 (p.068l， n.0988 (p.l12l. n.1041 (p.1l4)， n.1041 (p.120l. n.1062 

(p.139l 

2;;) L.Sλ. n.0988 (p.112) 

2時L.S.A...n.0988 (p.112) 

27i L.S.λn.lO07 (p.l38) 
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第I章 クレジット・カード・システムの日仏比較分析

るものに， T P E (Terminal de Paiment Electroniqueまたは Terminalde 

Point d'Encaissement:決済 POS) とTPVの連動，つまり， 3 -3. の Les

Nouvelles Galeriesで紹介した決済情報システムと本節で説明した電子情報シ

ステムとの結合がある。ただし， TP EとTPVの連動には，いくつかの段階

(凶表 1-4 )があり，現段階では完全な連動までには至っていないc

図表1-4 

~一一~\ l一一一一 寸

l. (i;-F¥」一一TPE:
¥『ーy 一一一一」 EU」こど引
(三ドヵ-F ，ß'cl，l取り機 p~日卜了三百

壬ト三一一十三子己出
決済情報システム 電子情報システム

1主I 1 この段|消では，決済情報システムと電f情報システムとは，各々独 i'i.I___て
作動するコ

2. この段階で;ム電子情報システムにカード内情報を入力することが出来る
が，この作業と決済情報システムの作動は，別々に行われる

3. この段階では.決済情報システムと電子情報システムとが，連動して作動
し，カード内情報も同時に電子情報システム;二人}Jされる二

カード読み取り機あるいはTPEによって，顧客の様々な情報を後五処理に

加える事が出来るため，流通業者は，ある特定期間における顧客の購買行動を

大量の品目に渡って集計し統計分析を行いうるつどの品目が定期的に購買され

るかされないか.販促キャンベーンの効果はどうか，庖舗経営の長短所は何か，

などを知る事によって，実際の購買に綿密に対応した行動を流通業者は採るこ

とが出来るさらにまた，販売員は，カードに記録された顧客に関する情報

と，庖舗側に蓄積され分析された顧客に関する情報とを参照し顧客の購買行

動傾向・経済状態・欲求状態を迅速に把握出来るため，顧客の要求に応じた商

品や助言を的確・迅速に提供しうるだろう人

1281 L.S..'¥.. n.0988 Ip.1l2人 n.1041 (p.l 20 1 • n.1062 (p.l39) 

ヨ91 L.S..'¥.. n.l 003 I p.033 I 
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カード・マーケテイング

以上見てきたように，流通業者は. TPVの利用さらに進んでTPEと連動

したTPVの利用によって，顧客と供給業者の問に流れる物流・金流・情報流

を迅速・正確・統合的に把握・調整することが出来るヘこのシステムの活用

によって，大量流通の利点と同時に個別対応型流通をも行うことが可能になる

ため 31 流通業者にとって，専門カードの導入およびTPE.TPVを中心と

した決済情報システムと電子情報システムの構築は.変化する顧客の欲求と行

動に適応し，顧客の庖舗忠誠を獲得する手段であり，即時払いカードに移行し

つつあるCBの流通業者政策から被る不利益を克服する手段になると言えよ

つコ

先に記したように.専門カード導入の目的は，まず第」に!丙舗レジにおける

決済管理業務の効率化であるが，この目的の成立要件の‘っとして，庖舗レジ

で行われる取引において，カードないしは専門カードによる決済不が，他の支

払い媒体による決済率よりもはるかに j--凶っていることが挙げられる c 専門カ

ードの導入が，自舗レジにおける決済管理業務の効率化をもたらす事が確かで

あっても，取引の大部分が依然として現金や小切子によって占められていたの

では，その導入は意味をなさなp したがって，流通業者は，専門カードから

得られる情報を後五処理において利用する問題以前に，前方処理においてカー

ドが使用される率を可及的に増加させる問題を解決しなければならなしh これ

は，カードの普及政策問題であり，カードを流通業者の提供する商品・サービ

スの一種と見なせば，カードの市場導入におけるマーケティング政策であると

換言することができる

さらに，カード.しかも専門カードの普及を凶り，取引におけるその利用率

を増加させることは.自舗レジでの決済業務の効率化の要件であると同時に.

後方処理においてカードと TP ¥Tから発生する情報を利用し白舗生産性を高め

る要件でもある c 何故なら.流通業者が自ら利用しうる顧客情報を大量に入手

出来ればできるほど.正確な需要適合，最良の在庫回転率や売り場利用が可能

になるからである二ここにおいて生じてくる問題は，専門カードの市場導入に

おけるマーケテイング政策に加えて，他のカード.特にCBとの共存問題があ

るc フランス同内にあっては. CBが専門カードに比してはるかに普及してお

り. C Bのもつ顧客情報をどれだけ利用できるかが，流通業者の庖舗生産性を

少なからず左右する σ しかしながら，現在のところ.手数料問題等が専門カー

ドとCBの共存を難しいものにしている。この点については，項を変えて論ず

130' L.S.A. il.0988 (p.l12) 

i31 L.Sλ.. il.0988 (p.l12) 
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第 1'主 クレジット・カード・システムの日仏比較分析

る事にするコ

3 -5.銀行力一ドとの競合および協調

3-5-1.銀行業界と流通業者の決裂

流通業者も銀行業界も，現金・小切手に代わる支払い媒体として，カードを

導入しており，両者も，決済管理業務の迅速性・簡便性・安全性の向上を通じ

た労力・コストの削減を主な導入動機のーっとしている点では A致している

が，前者の政策が内部解決型であるのに対し，後者のそれは外部解決型である

点で異なっているO

フランス政府は， 40年前に，当時，流通過剰であり，管理不能の闇市場の源

泉となっていた現金を調整する目的で，全国民に対して銀行口座所持の権利を

認めるとともに a定額以上の現金取引を法的に禁止し，小切手から印紙税を

免除する措置を行った九その結果，小切手は現金と同様に消費者の権利と見

なされ，銀行は，小切手帳・小切手口座・小切手の使用に対し料金を徹収する

ことなく，無料小切手を発行せざるを得なくなったしかしながら，一年に

40億枚以上の小切手が振り出され，銀行業界における，その管理費用負担が年

200億フラン(小切手一枚平均 Gフラン)に達するようになると，もはや銀行

内部の収益でこの費用を補うことが不可能になってきたみん銀行業界は，一時，

小切手に対する管理費用を消費者から徴収しようと試みたが，政治的反対にあ

って実現しなかったJ九そこで，銀行業界は，小切手に取って代わり，小切手

よりも管理費用がかからず， しかも，その利用料金を徴収しうる汎用性支払い

手段すなわち支払いカードの導入を推進するようになった 0967年 LaCarte 

Bleueの発行)

この意味で，銀行業界のカード導入政策は外部解決型といえるが，これは.

流通業者からのカード使用手数料ー徴収という形となって現れて米たご手数料徴

収に対する流通業者の態度については，先に少し触れたが，手数料徴収で特に

問題となっているのは.即時決済型カード(lacarte de debit) に対するそれ

であるコ

銀行業界は，即時支払いカードの持つ技術的特性が，流通業者の庖舗生産性

を高める子段と成りうることを力説し， 1982， 1983年に行ったム連の実験でそ

i3~1 L.S九川 n.0931(p.078J. n.l0588p. (0991 

1331 L.S.A.. n.0737 (p.l27) 
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カード・マーケテイング

れを証明しようとしたが勺流通業者の反応は，およそ否定的なものであり続

けているこ以下に列挙した内容は，即時支払いカードを主とした，銀行カード

の，流通業者による受け入れ間害要因である。

I ~[J時支払いカードでは，カードの不正使用を即時に発見することが出来

るが，あからさまにこれを行うことは，不正使用者の出入りする広舗と

いうマイナスのイメージを，他の顧客に与える事になるもニ

J --連の実験で、示された事例では，投資・管理・維持コストがかかり過ぎ，
大規模庖で導入できても小規模屈では導入出来ない

l豆 銀行カードの多種性は，庖舗における決済管理業務の負担を増加させる C

流通業者が，各銀行カードの顧客の対応に労力とコストを費やす義務は

ない 4ドC

瓦 現在まで，流通業者は.小切子に対するコストは，小切手の出舗内処理

にかかるコストを除いて負担してこなかったが，即時支払いカードは従

来の銀行カードと異なり派生クレジット機能がなく，クレジットによる

利益を得ることができないため，従来の現金や小切手同様，手数料を支

払う義務はない

l亘 O.6~ 1.20% まで変動する手数料や，諸設備のリース料・保険料は，純益

に迫っており，依然として流通業者にとり高すぎる C また，カード使用

可能表示プレートの設置や，要請に応じて提出しなければならない取引

記録の保存(6カ月間の保存義務)，顧客との係争の調停費等， C B導

入以前に計測難のコストが多¥，，1' c 

~\ カード受け入れについて銀行と交わされる契約は，流通業者に前もって

相談されず，銀行の利益を1[1心に作成されており，決済業務の責任と負

担を銀行から流通業者へ転嫁させようとする意凶が見える品コ

互 現在のTPEは， TPYと完全に分離したターミナルであり， TP Eと

TPVに入力される支払い額とが食い違う可能性がある c 現時点では技

術的に未熟である，¥4ご
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第 1苧 クレジット・カード・システムの日仏比較分析

き/ 消費者に的確に対応するための商業情報が銀行側から全く入手出来ない

し，流通業者にとって，流通業者が個別に処理作成する情報と銀行側が

処理作成する情報とが同じ利点を持つとは思われない日し

競争下にあって，銀行に情報の提供を要請するよりも.白社・自信

舗の情報を利用する方が迅速である O

11. 消費者に関する情報が，流通業者側で処理作成したものであれば，

法的問題はないc

lll. 購買商品についての情報の正確性・詳細性では，流通業者側のもの

の方が優れている c

亘 流通業者が顧客と顔見知りになるような状況では.マイクロプロセッサ

一内蔵カードと同様の安全性を専門カードは持ちうるヘ

以上の阻害要因のうち.銀行カードの多種性に関しては. 1985年に全ての銀

行カードがCB (La Carte Bancaire)のロゴの下に統ーされ，一般性が獲得

されている 1九また，銀行カードの汎用性については.小型で低価格のTP

E'TPVの開発などにより，小規模庖にも受け入れが可能になりつつありヘ

さらに， T P EとTPVの接続可能な機種も商業ベースに乗りつつあるがi¥

銀行の提供するサービスと手数料徴収の問題が，依然として流通業者と銀行業

界との協調を阻む大きな要因として残っている O

流通業者は，銀行との協定の受け入れ条件として， Iサービス・ゼロ，コス

ト・ゼロ」を掲げている 5九即ち， Iサービス・ゼロ」とは.流通業者側での

TPV周辺機器の自費購入.情報移転の責任の受け持ち，銀行側で処理作成し

た情報の有料使用、電子決済が小切子以上の安全性をもたらさない事、を指し，

「コスト・ゼロ」とは， 上記以外のサービスが付加された場合のみ売上高に応

じた手数料を支払う(その場合，業種によって契約決め料金や歩合制にする)

事を指しているが，銀行業界では，この条件は受け入れられないとしているた

め， C B受け入れは，依然として，進んでいないご

この状況を打開していくためには，まず，現金・小切手と比較した銀行カー

ドの利点とコストを.計測可能な要素にまで分解しそれらを明示し比較する

ことが必要であろう。

1.451 L.S.A.. n.0881 (p.0911， n.0970 (p.Oll J 

(46) L.Sλ.. n.0931 (p.078J 

'Hi L.S.A... n.0998 (p.046J. n.1007 Ip.138J 

'481 L.Sω主..n.1041 (p.l22l 

!9! L.S.~-'\.. n.1041 (p.120J 

501 L.S.A. n.0970 (p.O 11 J 

一 25-



カード・マーケテイング

3-5-2.銀行業界と流通業者の協調例

このような状況にあって，両者間の紛争を解決するための参考になる事例が.

いくつか現れてきているつ以下では，その事例を 2つ示し本項の締め括 t)

とする C

一つの事例は， ，¥lsace-Lorraine地方の二大流通業者， la Societe 

Europeenne Supurmarche (la SES) と laSociete Alsacienne de 

Supermarche (]a SAS:¥1lであり.両者の庖舗におけるレジでは，専門カード

Duo <D C Bも区別なく受け付けられている c その特僚は， 2種のカードを同

時に読み取れるマルチ・カード読み取り機 (]ecteurmulti-carte)の開発と，

intra-bancariteとよばれるシステムの導入であり，これは，銀行間で行う，電

子決済情報の移転を，銀行に代わって流通業者が直接担当するものである c 従

来は，各銀行発行のCBによって行われた決済情報を.流通業者がまとめて取

引先の銀行に引き渡しそこから他銀行との間で.これら決済情報を移転して

いたものを(凶表 1-5， CASE1)，今度は，すべての取引を-Jt電子収集セ

ンターへ集結させ，そこから取引銀行を介さずに直接， C B保持者の銀行へ決

済情報を電子移転するものである(図表 1-5， CASE2)。結果としてー流通

業者の支払う手数料に含まれる，決済情報の銀行間電子移転料を支払う必要が

なくなり，そのため，この流通業者の地域担当銀行では. C Bグループで定め

ている手数料以下の純手数料のみを，流通業者から徴収することを承諾してい

るコこのシステムの成果は，各流通業者の庖舗レジで、行われた銀行カードの支

払い率が20%~30%へと増加している C

もう一つの事例は.Leclerc， le Credit Agricole. la Societe Impactである

上記の例と異なるのは.la SESや laSAS:¥1では決済情報の収集・分配のql心

部を.取引銀行から流通業者内部に取り込んだのにたいし. Leclercと le

Credit Agricoleでは‘この中心部を，外部企業である laSociete Impactに委

ねている点である(図去 1-5， CASE3)ニ結果は同様であり，流通業者から

徴収される手数料には.銀行間電子移転料がふくまれず，子数料率は0.1%程

になっている C

以上に見られる様に，フランスにおけるクレジット・カード・システムは.

現在のところ前方処理における決済管理業務の効率化に重点が置かれ展開して

おり，後方処理において顧客の記名情報を利用し出舗生産性の向 kを凶る指向

は，近年になって漸く現れて米ているコこの点がフランスのクレジット・カー

ド・システムの大きな特徴のムっとして指摘することが出来ょうコ

51' L.S λ.. n.lO-!9 Ip.1l9J 
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図表1-5 

CBl::::::¥ ~ ::::::CBlの発行銀行
¥¥/一¥ ぷヲτ二二三~~

CASE I : CB2::::::-τう哩型ノ一一一取主主型Pぐて→ごCB2の発行銀行
CB3ごごCB3の発行銀行

流通業者の業務領域‘ 》銀行の業務領域

CBIC¥ --"， ::::::CBIの発行銀行

CASE2: CB2iコーご与伝il---4石盈oギ二→:JCB2の針j銀行
CB3C----- --. i::::::CB3の発行銀行

流通染者の菜務領域‘一市銀行の業務領域

CBl~二 ~ ::-)CBlの発行銀行

ωE3  :CB2::::::-与冠トi五主~千→C)CB2 の針首長1J二

ぞB3C~ 子、 ::::::CB3の発行銀行

流通業主の業務領域‘ 砂lMPACTの業務組域‘ 》銀行の業務領域

4. 日本型クレジット・カード・システムの展開

4 -1 .研究の目的・方法

本節では， tJ本型クレジット・カード・システムの歴史分析を行うっ

以下では，分析対象の地理的範囲を日本国内に，物理的時間を1960年代前半

から1986年前半まで‘活動主体を対消費者販売を行う流通業者に特定し，まず，

H本におけるクレジット・カード・システムの広がり動向とを概観し，次に司

いくつかの特定流通業者の採用する政策の目的と内容，その政策の成¥f要l刈な

らびに阻害要因，そして採用された政策の成果に主な焦点を当て，分析を行う C

この後半部分での流通業者の選定は，現在までの日本におけるクレジット・カ

ード・システムの構築と活JjJに対して顕著な活動を行い成果を上げてきている
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カード・マーケティング

がゆえに，典型的事例と成りうるという理由によって為されたコ従って.特に

本節の後半では，序で述べた本研究の目的・方法・意義をも合わせ，記述内容

の概念化水準は非常に具体的になっているこ

4 -2.概要

近年の経済成長率の仲びの低下にともなう同民所得水準の相対的な低下は，

企業環境の一つである消費市場規模の相対的縮小をもたらしているのに加え.

同民所得水準の絶対的な k昇は，消費者欲求の多様化と短サイクル化を生じさ

せている c このような環境にあって企業は，徹底した経営の合理化L 消費者

欲求に適応するための販売情報・顧客情報の効果的で効率的な管理を要請され

ているC これに応えるため，企業は，これまでPOSシステムをはじめとする

コンビュータの導入や受発注オンライン・ネットワークの構築などを行ってき

たが，そのほとんどは商流・物流・情報流の分野におけるものであり，資金流

の分野においては，流通業が商品の売買に携わり本来的に決済の発牛ーする頻度

が非常に高いにもかかわらず，代金の支払い・凶収という決済の合理化は未発

達の状態にあり，また，資金流から販売情報・顧客情報を取り入れ管理・活用

するシステムの構築も未だ¥[ち遅れていると言えよう

この状況の打開のために，現在，流通業者が想定しあるいは実行している政

策には，大きく分けて:つの側面があるコ aつは，多様な決済機能形態の提供

を通じて，決済子段すなわち消費者の所持する可処分所得ないし資産の効果

的・効率的な処分・運常を可能にしようとする側面であり，もう -つは.各決

済機能形態における決済処理を効果的・効率的に行えるシステムを構築しよう

とする側面であるこ

現在の小売段階での商品販売においては，未だに現金による決済が主流であ

るが，対消費者販売での決済に可能な決済機能形態は，商品販売と決済との間

にある時間的なずれによって‘三つに大別できるつ -つは.プリベイド・カー

ドと呼ばれる決済媒体による前払い方式であり，ペーパー・ベースの商品券や

ギフト券，プラスティック・ベースのテレホン・カードや国鉄のオレンジ・カ

ード，エレクトロニック・ベースの 1Cカードによる電子トラベラーズ・チェ

ックや電子コインなどによって，決済を行うごもう一つは，即時払い方式で、あ

り，現金決済や，銀行POSないし 1Cカードによる銀行POS決済などが，

例として挙げられるこ最後は，後払い方式であり.旧来の掛け売り・つけ売り

などの，カードを使用しない消費者信用による決済や，クレジット・カードな

lo2: 月刊「消費者信用JE¥DEX 17 参照
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第 1章 クレジット・カード・システムの日仏比較分析

いし 1Cカードによるクレジット・カードをf吏用したiM斉などカtある九
これらの決済機能形態は，それぞれ旧来より存在し利用されてきたが，現在

の企業政策に要求されているのは，従来に比して豊富な内容を持つ決済機能形

態を開発し，取り揃え提供することと，これらの決済機能形態を，消費者の決

済に対する多様な欲求に応じて迅速・的確・簡便に提供できるように，企業の

体制を整備することである c 以下では，これらの政策の展開を，各決済機能形

態の導入要因と内脊および普及上の問題点・課題の点から，各決済機能形態ご

とに見ていくことにするご

11 前払い方式

プリベイド・カードによる前払い方式は，流動性のある消費者の決済手段を

購買に先立って確保することによって，自社商品の販売を確実にすることがで

きると同時に，決済がオフ・ライン処理で行われるために迅速であることや，

小銭を含めた小口の決済処理を省力化できること，消費者の予算に合わせた計

画的な購買が可能なこと，残高が容易に確認できること，などの利便性を消費

者に与えることができるため，顧客ロイヤリテイの極めて効果的な確保手段と

なりうるごまた，この方式では，カードに使い捨て可能な安価な素材PETを

使用するために一枚当たりの製造費が30~40 1'Jであること，カードの読み取り

と書き取りを行うリーダ一・ライターの価格が現在の30~40万円から将来は10

万円程度になることやこの機器が周辺機器(レジスター，プリンターなど)と

接続可能なこと.小[-1の決済事務の負担を軽減し省h化・低コスト化できるこ

と，決済がオフ・ライン処理されるため決済に必要な情報処理は迅速・低コスト

で行えること，などの理由により，カードの発行・決済の処理などの運営コスト

やエネルギーが，他の決済機能形態に比して低いことが特徴となっているh

この方式の導入と持及に当たって，次の事項が考慮されねばならないっ

まず，設備の点において，カード自体に対しては，確実な決済処理のための

安全対策や，利用範囲が複数企業に渡る場合の汎用性やコスト・ダウンの面か

らのカード様式・コード体系の標準化・統イヒが問題となり，カード販売機・

カードエンコード・カードリーダーライターなどの周辺機器に対しては，サイ

ズやコスト.他の決済媒体との連用処理，ディスプレイ・テンキー・プリンタ

ーなどの装備が問題となるだろう。また，利用形態の点においては，カード販

売時に使用される決済媒体(現金・クレジット・カードなど)の種類.前払い

額の設定，端数残金の処理，発行枚数の設定.利用範囲の決定，割引などのプ

i~3) 同上 I:t¥DEX17 参照

日) [ul上 E¥DEX20 参照
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レミアムの付加，などが問題になるが司特にカードの発行主体が複数になる場

合，企業間での精算フロー・精算処理コスト・手数料に関する調整が必要とな

るC さらに，法制面，特に税制面において，印紙税法や白治体条例などの「商

品切手JI物品切手」の解釈の仕方や利用形態の違いによって，税制の適用が

異なってくることや，後に述べる顧客情報管理や ID確認の観点から，プリベ

イド・カードに IDコードや暗証コードを入力する場合，プリベイド・カード

を「商品切手JI物品切手」ではなく，非流動性の非有価証券として扱われる
可能性があることが，問題となってくるであろう

(2 ) 即時払い万式

対消費者販売における消費者信用ないしクレジット・カードによる決済の比

率は上昇しているとは言え，以前として現金による決済の比率は非常に高い。

消費者信用研究会が1986年に実施したクレジット総合調査の報告によると，調

査対象となった流通業者の1984年度の総売上げに占めるクレジット・カードに

よる売上げは12.3%.割賦売上げは04.8%であるのに対して，現金による売上

げは80.8%であり，スーパー・専門自・デパートでは特に現金決済の比率が高

くなっている 3九そのため，現金決済における釣り銭の準備・現金の出し入れ

にともなうレジ凶り事務の煩雑さ・現金取扱いの安全性の確保などにかかるコ

ストや労力を軽減し決済の正確性・簡便性・迅速性・安全性などの利便性を

顧客へ提供できる決済機能形態の導入が問題となってきており，銀行POSや

I Cカードを決済媒体として銀行口座を通じたエレクトロニック・ベースの決

済を行うことが構想され，一部では実験段階に入っている c このエレクトロニ

ック・ベースの決済は，与信を伴わないため決済が迅速で、確実なこと，資金の

移動は金融機関まで出向し、て行う必要が無く小売庖舗内で済ますことができる

こと，現金決済に比して紛失・盗難に対する安全性が高いこと，などの利点に

より，上記の現金決済にともなう問題点のほとんどを解決することができると

期待されている~

銀行POSは.決済をオン・ライン処理で行うシステムであるが，その普及

に際して三段階の過程が想定されているつ第一段階は，同一行同一支庖内の資

金移動のみで.一行三販売出舗まで接続し，オン・ライン処理の作動時間は金

融機関の営業時管内という大蔵省機械化通達の範囲内で行われる。第つ段階は，

複数の小売庖舗で複数の金融機関のカードが利用できるようにし最終的には，

155i 同卜ー I?¥DEX20 参照

1561 同上L'(DEX14 参照

1571 同上 I:¥DEX17 参照
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カードの時空間的利用範聞を可及的に拡大するのが目標であるが，この最終段

階に到達するまでに，いくつかの問題を解決しなければならなしh それらは，

以下の通りである

I 契約形態
試行期においては，消費者・流通業者・金融機関の三者契約とし，流

通業者側も顧客ファイルを持つ必要があるが，金融機関の営業時間の延

長ならびにオン・ライン取引の範囲の拡大によって銀行POSが普及し

ていくにつれ，クレジット・カードと同様に，消費者と金融機関ないし

流通業者と金融機関の二者契約とすることになるだろう。

玄) 金融機関の営業時間外での対応

小売庖舗の営業時間に対応するために，金融機関の営業時間の延長や

金融機関のセンター・コンビュータの稼働が求められるが，これが早期

実現不可能であれば，共同センターの設立による決済処理の A元管理を

行うことも考えられる c

亘l 取引の取消しへの対応

小売庖舗で庖員による決済情報の打ち込みミスや操作ミスが発生した

場合に，オン・ラインでこの取引の取消しを行う操作を銀行POSに組

み込むかどうかは，現段階では， ミスの発生頻度と取消しの必要度そし

てその操作にかかるコストの点から考慮されることになるが，将来的に

は，取引の取消し操作をも銀行POSに組み込んでいくことが必要であ

ろう c

主 コスト分担および手数料問題

小売業・金融機関ともに，導入される銀行POSシステムの程度・内

容が異なるため，銀行POS普及の初期においては，小売業・金融機関

の各々で導入コストを負担すべきであるが，銀行POSの普及が拡大し

た段階では，銀行POSの運用コストに関しては関係主体間で平等に分

担するとともに.消費者に対しでも，銀行POSから得る利益に応じて

手数料を徴収することが考えられる。

亙 中小小売庖問題

銀行POSの普及という観点から見れば，中小小売屈もこれを導入・

運用できるように，低廉で小型あるいは簡略型の銀行POSを開発する

必要がある乙

1 Cカードは，決済をオフ・ライン処理で行う一種の銀行POSであると考

日目l 向上 INDEX17 参照
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えられるが，その普及に際しては， 1 Cカードの持つ豊富な記憶容量と演算機

能を利用して，カードの多機能化や複合化を行い多様な応用形態を付与しカー

ドの付加価値を増加させると同時に，製造コストを引き下げることが必要であ

るこまたー銀行POS同様の普及を目指すために，カード仕様の標準化， 1 C 

カードによる決済システムの安全対策や決済システムの時空間的利用範囲の拡

大などが，解決されねばならないヘ

銀行POSや1Cカードの両者に共通の課題としては，既に述べたようなシ

ステムの安全性の確保や，企業間の決済処理システムの両立性つまり相互連絡

性の確保のためのシステムの標準化やネットワークの整備の他に，制度的な問

題として，電子取引ルールの確立がある二現在の取引ルールは，ペーパ一決済

媒体を基盤として成立しているが，エレクトロニック決済媒体を基盤とした取

引を導入し普及させる際には.取引の成立時点・取引の証拠・責任の分岐点な

どの点について再検討が要求されるだろう川C

(;)) 後払い方式

] C 1 A発行の「消費者信用白書(通巻3号 1985年版)Jによると，最近
のクレジット・カード利用客の傾向として，安いものまでカードで買う容の増

加，現金と同じ感覚でカードを使う客の増加，カード利用客の非常な増加，カ

ード利用客層の拡大などが挙げられているが，これは消費者信用ないしクレジ

ット・カードの利用が，従来のような不意の支出への対応あるいは高額商品の

購入といった限られた分野での購買から，より日常的な購買に浸透してきてい

ることを意味している 'j また，上記の「消費者信用白書」ゃ1985年3月末に

日本クレジット産業協会が実施した調査などによれば.クレジット・カードの

現在の発行枚数はおよそ8680)j枚であり，カード保持者の一人当たり、子均カー

ド保有数を見てみると人に一人が二枚保有する状態から三人に三人が:枚

から三枚保有する状態になり.複数カード保有化が進んでいると同時に.カー

ド保有者が年間最低一凶でも使用したカードを計算すると，およそ5000万枚で

あることから実際には使用されていないカードがカード全体の40%前後存在す

ることになるため，カードの選別化も進んでいると言えようれ三

このような状況ドにあって.企業は，カードを差別j化しカード、への顧客ロイ

ヤリテイを獲得するために，従来とは異なる発想、から.消費者信用ないしクレ

ジット・カードをマーケティング戦略の中に組み込もうとするとともに.従来

日向上 II¥DEX17 参照

:6白川上 L'¥DEX 17 参照

(61 向上 TNDEX02. 06参照

i62 向上 Il¥'DEX18 参照
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の消費者信用ないしクレジット・カードによる取引(以下，クレジット取引，

と呼ぶ)に関しては，決済事務の効系化や決済に関わる組織の整備などを行い，

カードによる収益増加を可能にするクレジット決済システムの構築を行おうと

していると

前者の政策は，クレジット取引のマーケティング戦略における位置を，消費

者に対する資金融資によって収益を得る販売促進手段の・つから.クレジット

取引によって発生する顧客情報のデータ・ベースを基盤とし，カード保持者を

ft1心とした顧客に対して効果的で効率的な商品販売を可能とするマーケティン

グ手段へと移すものであるこの発想から，企業が現在利用可能な決済機能

形態を見直してみると，前払い方式や即時払い方式は，決済が確実であり，ま

た，与信を行う必要が基本的には無いため，全顧客を販売の対象とできるとと

もに運用コストもクレジット取引に比して低く済ませることができるという利

点があるが，顧客の個人情報を含んだ決済情報を得ることができないという欠

点がある(ただし，将来的には顧客の個人情報をカードに入力することも可能

である札'0)これに対して.後払い方式は，顧客層を限定せざるを得ず，また，

スリーピング・カードの発生や不良債権の発生などの欠点を持つものの，この

方式に特有の与信供与によってのみ顧客の個人情報の入手機会を得られるとい

う利点があるため，データ・ベースを基盤としてマーケティングを展開する場

合には，クレジット取引が顧客情報の重要な提供機会となるへ

この政策の展開L 顧客情報のデータ・ベース構築の観点から最も問題とな

るのは.クレジット取引を提携カードで行うか自社カードで行うか，という点

である c 流通業において.現在各社は平均11.6社の他社カードに加盟している

が，その理山として，「時流だからJI売上げが伸びるJI入金が確実」などが

挙げられている反面. Iカード決済比率の上昇は加盟点の収益を圧迫するJI販
売促進のノウハウや情報が不足しているJIカード利用者に閲する情報が還元

されなしりなどの欠点が指摘されている=特に，提携カードの場合，顧客情報

の入手が困難なことは，データ・ベースに基づいたマーケティングを展開する

際の重要な欠点である l川 c そこで，顧客情報の自己管理が可能になるように，

企業は自社カードを発行し，様々なプレミアム(例えば，催時招待・常時割

ヲ|・特定時間割引・低利クレジット・会員誌発行など)を付与したり.多様な

カード機能(例えば.銀行系共用カード・郵便貯金共用カード・信販共用カー

日向上 I.:¥DEX 03.09参照

61 JiiJ上I.:¥DEX20 参照

6"， 向上 I:¥DEX18 参照

前向上 I:¥DEX06.14.18参照
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ドなど)を付加することによって，他社カードから自社カードを差別化し顧客

のロイヤリティを獲得することで，大量の顧客情報を入手しようとするぺし

かしながら，多くの場介，自社カードの運営において， I資金回収にリスクが

伴うため貸し倒れ償却コストがかかるJI事務上の経費がかさむJI事務処理が

煩雑JI会員獲得に多大なコストがかかる」などの，主に自社カード運営ノウ
ハウの欠如から発生する欠点が生じるために，実際は，自社カードを発行でき

ず提携カードで代替せざるを得ないか，あるいは，他社の開発したノウハウや

システムを買い取っているのが現状である町

次に， f走者の政策は，大きく問つの側面において，クレジット決済システム

の合理化という観点から進められる。まず，金利の適正化の問題があるが，消

費者信用における金利は，企業向け融資の場合とは異なり，公定歩合等の基準

金利を目安とする性格のものではなく，与信額の多寡.担保や保証の有蕪，決

済事務にかかるコストによって決定される子数料としての性格を持つものであ

るとしなければ，クレジット取ヲ|からの正常な収益を期待することはできないぺ

また，与信・回収のシステム化の問題では，クレジット取引の契約審査時での

与信におけるスコアリングのコンビュータ化(顧客の属性やクレジット利用状

況などのデータをコンビュータで分析し相関関係を求め，顧客のプロフィール

ごとの信用度を計数化する)やクレジット・ヒストリーの追跡記録によって与

信力を確実にするとともに，回収面では，オートコレクション・システムを導

入し，コンビュータに入力された顧客の過去の支払い状況などのデータを基に，

支払い催促を可及的に自動化して行うことが求められるヘさらに，貸し倒れ

償却率の考え方に関して，クレジット取引には，本来的に不良債権の発生が伴

うが，回収にコストがかかると同時にそのコストが良質顧客への負担となって

くることを考慮すれば，不良債権発生率を a定レベルで抑えるという発想が蕪

ければならなし~この問題に対しては，既に述べたう信・阿収のシステム化と

ともに，個人信用情報の統一的な管理の点から，全信i信用情報センタ一連合会

(全情連)・信用情報センター (C1 C)・CC B (Central Communication 

Bureaul・日本信用情報センターなどの間での情報交換や， i¥T TのCATお

よびCAFISなどの積極的な利用が望まれる"

(6i: 向上 IKDEX03.06.14参照

(681 同上 E¥DEX22. 23参照

(69) 同ヒ I?¥DEX02. 09参照

iOi I叶上L'¥DEX02. 09. 13参照

il:向上 I¥DEX01. 02. 03. 04参照
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4 -3.事例研究

本項では，従来とは異なる発想から，消費者信用ないしクレジット・カード

をマーケティング戦略の中に組み込んでいる流通業者の事例を，各々の流通業

者のクレジット・カードに対する発想と.それに基づき構築されるクレジッ

ト・カード・システムの内容，そしてそのシステムの成果，などの観点から見

てし、くこ採り上げられる流通業者は，自社カードによって事業を展開する丸井

と西武クレジット，および提携カードによって事業展開を行う高松専門出会の

三者である c

4-3-1.丸井のクレジット・カード・システム

丸井は，首都圏を中心に34庖舗を抱える流通業者であるが，今日売上げ不振

で低迷する小売業界にあって.前年比二割に迫る売上げ高増加を記録している C

同社のクレジット・カード発行枚数は約800万枚であり自社カードとしては日

本最大の発行枚数を誇るとともに，同社の売上げ高に占めるカード決済比率は

65.6%に及び¥世界的に見ても最もカード決済比率が高いヘ

丸井は，同社のコンビュータ部門を担当するYI&Cシステムとともに，クレ

ジット決済システムおよび顧客情報システムのノウハウを蓄積し，これを基盤

として自社カードによる事業を展開しているコそこで，以下では，まず，丸J!:

の発想する小売業におけるクレジット・カード発行の目的を，自社カードと提

携カードとの比較の中で明確にし，丸井が自社カード発行を選択した理由を探

る。そして，次に.自社カードに基づいた同社のクレジット決済システムと顧

客情報システムの内容を明らかにし.同社の高成果の原因を探ることにする C

丸井の想定しているクレジット・カード発行の目的は.大きく四つあり，一

つは，今日の市場規模の相対的低下ならびに消費者欲求の多様化・短サイクル

化という状況にあって，クレジット・カード発行は顧客のロイヤリティを獲得

し市場における企業の競争的優位性を獲得する重要な手段の aつであるという

ことである O この意味から.提携カードを見てみると，このカードの目的は顧

客の広舗聞の流動化を促すものであり，また，提携先のカード会社は，顧客と

直接対応することなしに申込書記載事項に基づくスコアリングによって与信を

せざるを得ないため.本来最も重悦すべき顧客のプロフィールを判断すること

ができず，その結果，表面的なスコアの低い顧客にはカードが発行されず，全

顧客をカード保持者とする可能性は出てこなしh さらに，顧客からのカード発

行申込みが提携先のカード会社で謝絶された場合，顧客の不満が庖舗に対する

72 [J]上 IKDEX08. 24参照
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不信を招き，客離れや売り上げの減少につながる可能性がある c そして，また，

tH言を提携先のカード会社に委ねることによって，必然的に丸井の顧客リスト
を自己管理できず，迅速で効果的・効率的な顧客情報の利用は期待できなくな

る己これに対して，後に述べる丸井のクレジット・カード発行方式は，以上の

欠点を克服し，丸井の全顧客をカード保持者・利用者の対象とすることができ

るがゆえに顧客の庖舗ロイヤリテイを獲得できることが，経験的に実証されて

いる。

丸井におけるクレジット・カード発行の目的の三つ日は，クレジットによる

売り上げ増大にある戸クレジットの利用は，経験的に，現金購買に比してより

高額商品の購買・関連商品の購買につながりやすく購買額が高くなると同時

に，購買頻度が高くなることが分かっているO 事実，丸井では，商品売上げの

七割を，l:!めるクレジット売上げでの商品単価は4万8000円であり.現金売上げ

での商品単価に比して格段に高くなっている c 提携カードによるクレジット販

売の場合にも.同様の効果は原則的には期待できるのであるが，先にのべたよ

うな与信審査による謝絶がクレジット申込み客の庖舗離れを引き起こすことを

考慮に入れれば，丸井の自社カードによるクレジットと同様の効果を得られる

とは言いがたいコ

クレジット・カード発行の三番日の目的は，顧客情報のデータ・ベース構築

と活用にあるコ先に記した現在の市場環境においては，企業は従来に比して

個々の顧客に密接に対応することが望まれており，その意味で顧客情報と商品

情報とを組み合わせた管理と活用が要求されるが.提携カードの場合，全顧客

に対するカード発行が不可能なため.全顧客から個人情報を収集することがで

きず，また，提携先のカード会社の基本的事務は債権管理にあり，印紙税法の

関係からも.顧客の債権利用票に商品情報を記載することはできなし~これに

反して，自社カードの場合は，クレジット・カードを POSシステムと連動さ

せることによって.顧客の 1D情報や個人情報と同時に顧客の購買商品情報・

購買日時などを時系列で集積し分析することができるため.個々の顧客の将来

の購買を予測し，その予測に応じた商品開発・商品販売の計画を効果的・効率

的に¥f.てることが可能となるつ

クレジット・カード発行の最後の目的は.主にサービスなどの新事業への進

出にあり，これは顧客情報のデータ・ベース構築と活用が基盤にあって効果

的・効率的に対応できるものと考えられる。この点においても，流通業者にと

って自社カードが重要になる

ii3 叶上 H¥DEX12 参照
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さて，以上のように.丸井は，自社カードによるクレジット・カード・シス

テムの構築と活用が，流通業者にとって今日の市場環境に適応し他社との競争

的優位性を獲得する手段として重要であるとし実際に自社カードによる事業

展開を行ってきているが，流通業者の多くは自社カードではなく.提携カード

を選択する傾向にある c その理由として.まず，自社カードを発行し運営する

ためのノウハウ即ち与信・回収および顧客情報管理のノウハウや設備がないた

めリスク負担コストや設備投資コストを賄えないことが挙げられ，また，自社

カードには汎用性がないという欠点や.さらに，提携カードの場合，提携先の

カード会社から様々な優遇策，例えば，販売促進費援助，顧客の加盟庖利用時

の手数料」部還元などにより，比較的低コストでカード発行を行えるという利

点などが挙げられている。これらの理由に対して，丸井は，自社カードの非汎

用性は自社カード導入の問書要肉にはならないとしている δ その理由は，企業

自体はその事業を全同展開していたとしても，出舗と顧客の関係は地域的に限

定されたものであり，特定地域内で特定自舗と個々の顧客との密接な関係を作

っていく事こそが流通業者の役目であるがゆえに，自社カードに汎用性を持た

せる必要がないからである，としている=そして，自社カード導入の最大の阻

害要因は.自社カードの非汎用性にあるのではなく.カード発行・運営のノウ

ハウ欠如にあるとし，この点こそが，自社カードか提携カードかを選択する基

準になっているとしている九

ところで，丸井は.長年に渡る試行錯誤を経て，自社カードによるクレジッ

ト・カード・システム運背・活用のノウハウを蓄積してきている c そこで，以

下では，丸井におけるクレジット決済システムと顧客情報管理システムの内容

について探ることにする c

クレジット決済システム運営の中核をなすのは，与信・回収システムであり，

丸井のこのシステムはカード発行・購入時与信・返済計両システム・回収シス

テムの四つの段階から構成されているヘ

( 1 ' カード発行

丸井におけるクレジット販売は，与初は商品購買ごとに与信・スコアリング

を行った後に行われていたが，これでは与信に時間がかかるうえに繰り返しク

レジットを利用する顧客に対しでも初回与信時と同様の手続きを必要とするた

め，与信事務の合理化を目的として， 1972年に自社カード「丸井クレジット・

メンバーズ・カード」が導入されたc その後，カード保持者の商品購買頻度・

'74' I司上 I:¥DEX12 参照

7:;1 向上 IKDEX15 参照
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購買額がカード非保持者のそれに比して大きく上回ることが経験的に実証され

たため，このカードの普及が次の目標となったが，カード発行審査時のスコア

リングによる事前与信万式のために，与信対象となる顧客が限定され，カード

発行枚数は急速には増加しなかったコそこで.潜在的に与信可能な顧客を正確

に判断し，カード発行対象となる顧客層を拡大するために，長期に渡って蓄積

してきた与信ノウハウを基に，オンライン・リアルタイムのコンビュータによ

る与信システムを開発し導入した結果，クレジット・カード申込者のほほ全員

にカードを発行できる様になったc しかしながら，このシステム導入にともな

ってカード発行が増加してくると.カードの郵送費が莫大となってきたため，

カードの発行方式を郵送ではなく，丸井の庖頭で行うように切り替え， i赤い

カード」として発行することにしたごこれは，来庖客が同時にカードの申し込

み者であるという小売業の特徴を生かしたものである。このカードの特徴は，

カード自体は基本的には顧客の 1Dカードであり.その後の購買と返済の状態

を通じて顧客自身の信用を蓄積していく仕組みを持つものであるごカード発行

時には，面接与信とオンライン信用照会システムを利用するため，カード申し

込みから発行までには 3-5分しかかからない事になった。

121 購入時う信

提携カードを利用する多くの流通業者の自舗の出員には.クレジットによっ

て購買を行おうとするカード保持苫の信用度を判断するだけの能力がないた

め，提携カードによる購買時の顧客の信用度判断は，カード発行時に設定され

た購買限度額とオフライン型のブラック・リスト・チェックによってなされ

る。この方式の欠点は.顧客のカード利用時点の信用度が判断できないため，

カード利用時点での正確な購買限度額設定が不可能なことや，ある一定基準に

i示って顧客をブラックとホワイトに二分するため，基準の設定によっては潜在

的に与信可能な多くの顧客を失ってしまうか.あるいは.不良債権の大量発生

を導く可能性がでてくること司そして，顧客が---旦ブラック・リストに管録さ

れると.それ以後完全にその顧客を自社の顧客として受け付けることができな

いこと，などにあるコこれに対し，丸井では，カード発行時には購買限度額を

設定せず，カード利用時の顧客の信用度を，自社内に配備した与信能力を持っ

た庖員による面接と.自社オンライン・ネットワークを基に導き出される十数

段階に分類された信用判定コードによって測定する方式を採っているごこの方

式では，判定コードがOKの場合，即座に購買が行われるが.判定コードがO

Kでない場合でも，その顧客に潜在的なヲイ言の可能性があると考え，クレジッ

ト契約係による面接によって顧客の市在的な信用度が判定される c そして，そ

の判定で与信が不可能と判断された場介でもーその判定は現時点のものであり.
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顧客の信用度が阿復次第，与信が行われることになっているコこのH式によっ
て，丸井は，与信の可能性を持つ全ての顧客に与信できるとともに，カード利

用時点の信用度に応じた購買限度額設定を可能としているつ

131 返済システム

通常の返済方式には，リボルピング方式が採られているが，個々の購入商品

の返済完 f時期や購入時点での返済総額が分かりにくいという欠点や，最低月

払い額が5000円程度のため，低額商品を低額で分割返済したいという要求には

応じにくく，また，残高がある程度あっても高額商品の購買は購買限度額を超

過してしまうといった欠点がある。そこで，丸井では，クレジット・カードに

よる購買対象商品の拡大を目的として，分割払L、方式を採用し，最低月払い額

を1000円から設定し，支払い回数も36回までの自由設定でボーナス併用も可能

としている。また，返済}j~去も，銀行や郵便局からの引き落としに加え.rn頭

払いも認めているため，選択の幅が広L入さらに，支払いHは，庖頭払いの場

合，顧客の任意設定であり，銀行口座振替日は，顧客の収入Hに近いHに設定

できるよう，毎月 4日と27tlのいずれかを選択できるようにしている c

(4 ) 回収システム

丸井では.高回収率の要国のほとんどは.的確なライ言システムと返済システ

ムによって不良債権の充生を事前に予防することにあり，事後的な処理は高回

収率を維持する要同の・つにしか過ぎないと考え，上記の様な与信システムと

返済システムを採用してきたが，凶収システムに関しては，発生する不良債権

の回収を低コスト・高効率で行えるよう.オート・コレクション・システムを

1985年から稼働させているコこのシステムでは，まず，支払い日から・定期H

が過ぎた段階で，顧客に封書:で支払い依頼を発送するが，この依頼書はコンビ

ュータにより白動的に打ち出される cその後さらにー定期日が過ぎた場合には.

コンビュータのディスプレイに表示された延滞債権の明細の優先)11別立に基づい

て，オート・ダイヤリングによる電話催促が行われるごこのようなオート・コ

レクション・システムにより，請求書発行・電話催促などを大幅に自動化し省

力化することができているへこのようなシステムの導入の結果，回収率は99%

の高率一を保っている c

次に，丸井の顧客情報管理システムについてであるが.その日的は，丸井を

利用している個々の顧客の情報を分析することによって.顧客の欲求に適合し

た出舗設計・売り場設計・品揃えを行うことと，そのように設定された市舗・

売り場・品揃えに関する情報を個々の顧客に伝達することによって顧客ロイヤ

リティを獲得し売卜.げ増加を図ることにある〕この目的達成の基礎となる顧客

情報は. I正確で、あること・常に最新情報を備えていること・大量のデータ収集
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が低コストで行えること・情報処理活用の目的が明確になっていることが要件

である。この条件を満たすためには，自社カードを媒介として商品情報と顧客

情報を結びつけることができるように，出頭即時発行方式での全顧客のカード

保持化と全顧客のカード・ナンバーが入力できる POSシステムが必要である

が，全顧客がクレジット利用客であることはあり得ないため，現金購買を行う

顧客にもカードを保持させる政策を採ることと.カード・ナンバーの読み取り

ができるカード・リーダーを備えたPOSシステムの開発を行うことが要求さ

れるだろうヘ

顧客情報管理システムを利用 L，顧客の欲求に適合した広舗設計・売り場設

計・品揃えを行うに先ーすーって.顧客情報と商品情報を結びつけて分析し活用す

る必要がある二丸井で、行われている顧客情報と商品情報の分析の主なものは以

下の通りである九

主顧客稼働状況分析

商圏の動向を常時把握するために，地区別売ヒ統計表や地医別カード

稼働分析去を作成し，マーケティング戦略ヒ重要な商圏の選定やチラシ

配付範囲の設定などの基盤とするニ

t 売上統計表

客層の変化や顧客の購買行動の変化を捉えるために，カード売上げに

ついて様々な角度から分析を行うものであり.商品金額階層別購買分

布・商品金額階層別クレジット支払い額分布・支払い回数別分布・性別

年齢別利用動的J.時間帯別利用動向を時系列で分析するこ

豆 商品別売上統計表

売上統計表同様に客層の変化や顧客の購買行動の変化を捉えるもので

あるが，売上統計去と異なり，商品単位・売り場単位で分析を行うごこ

れにより，ある売り場で、扱っている商品の販売対象となっている顧客層

の同質性・非同質性が明らかになるため，売り場ごとの品揃えの適切性

が判断できるこ

正 同一購入商品分析

特定商品を軸として.同時に購買された尚品を他庖舗との比較を含め

て分析し同時購買の頻度が高い商品集合が特定庖舗だけに現れない場

合.販売員の販売力不足・売り場配置や関連商品の品揃えあるいはディ

スプレイなどの不備を探ることができる c

i6i 同上 Il¥DEX21 参照

iTL ロl上E¥DEX19 参照

40 



第 1章 クレジット・カード・システムのu仏比較分析

5 商品別前回購入商品分析

特定商品を軸としてーその商品を購買した顧客が前回購買した商品を

見ることで，商品購買の時系列的関連牲を探り，顧客の次回の商品購買

に対する販売促進に役丘てる二

亙 新規顧客購入商品分析

カードを初めて利用する顧客が購買する商品を，顧客層別・性別など

で分析し新規顧客が多い売り場にはクレジット・カードの利用を促進

する体制を導入したり.浮動客を対象とするチラシの掲載商品選定を行

って‘これにより集客した顧客に山頭即時発行でカードを所持させる c

} カード利用状況分布

新規顧客次回購入分析で、は.カードを初めて利用した顧客が，次回ど

れだけの期間の後にカードを利用するか分析し，最も適切な時期に次の

利用を促すような活動を行う C また.完了タイミング分析では，クレジ

ット利回中の顧客が，支払い完了日との関連から次阿カードを利用する

のがいつになるかを分析し，返済完了前後に次|口|のカード利用を促す活

動を行う c

このような分析に基づいて，顧客の欲求に適合した自舗設計・売り場設計・

品揃えを行うのに力1Iえて.丸井ーでは，個々の顧客に向けた情報伝達や新市場へ

の参入を凶っている二丸井では，マス媒体を通じた広行の他に.ダイレクト・

メールや電話による顧客への情報伝達を行っているが，特にダイレクト・メー

ルの場介， 上記の分析を基盤として， ダイレクト・メール企画の商品を支持す

る顧客を選定し，それらの顧客に対してダイレクト・メールを発送するため.

丸井のダイレクト・メールの応答率は・般のそれが 3%であるのに比べて1O~

20%の高率を収めている(また‘新市場への参入の例としては，通信販売を初

めとするダイレクト・マーケテイシグの展開や，丸井と競合しない企業に対す

るダイレクト・メール発送業務代行，上記分析結果の有償での提供，サービス

をも含めた総合的な尚品販売などが挙げられる日こ

4-3-2.西武クレジットのクレジット・カード・システム

西武クレジットは阿武セゾングループのクレジット業務部門を担当し，その

業務は1960年から開始されているが，現在までに三つの発展段階を経て今日に

至っているごそこで.以下では，各段階ごとに西武クレジットの採った業務の

目的と内容そして成果をたどる事によって.丙武クレジットのクレジット・カ

iB Iロj上 IKDEX19 参照
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ード・システムの特徴を明らかにしてしミく J

先ず，第一期は1960年のカード発行に始まるこ 1960年に西武クレジットは，

当時のアメリカにあったプラスティック・カードを日本に導入する目的で.カ

ード関連の設備を購入し，西武百貨庖に占くから有るつけ売り制度を利用して

いる上得意客に対してカードを発行していったここのカード(j:，不良債権を極

力避けるために，年間1000万円以上の所得があり.3S歳以上で10年以上の勤続

暦がある顧客限定して発行され，カード所持を促進するためにカード利用時に

商品小売価格から 5%割り引くという特典を付与したコつけ売りにした上に割

引特典の付与を行って収益が得られるのか，という批判があったが，このカー

ドの発行の結果， ・日ーカードを利用した会員は西武百貨屈の固定客になること

や，カード会員は商品価格にそれ程敏感ではないため利益率が高いこと.現金

での購買客に比して商品の購入単価が非常に高いこと，などが分かり.このカ

ードの生産性が高いことが証明されたο 実際，カードによる売上げは100~200

億円に達していたc しかしながら，カード発行条件を厳しくしたために，カー

ド会員は12~13万人以上には伸びることがなかったコその原因は.統計上明ら

かであり，日本で1000万以上の所得申請者は4sh人のため，その半分を開拓で

きたとして約20万人にしかならないことと.新規会員を毎年2万人穫得できて

も，カード会員は高所得者で高齢者が多く，カード発行後数年で定年・死亡な

どで経済条件が変わり毎年-定数のカードが使用きれなくなるため.総会員数

はほとんど変化しないことにあったc 従って.この段階の西武クレジットのカ

ードによる取引は非常に限定された客層・商品集合内で行われるものであった

と言えよう~

第二期では，西武グループが.百貨庖・スーパーをはじめとして数Th人の

顧客を対象とし事業を展開しているのに対応した，カードの普及が目標とされ

た。そこで，西武クレジットは，信販会社と提携し信販会社の与信による分

割払い方式で，カード入手条件を年間所得300万円とした西武クレジット・カ

ードを発行したc その結果，カード会員は45万人に増加したが，債権の帰属が

信販会社にあったため.顧客情報が信販会社に流れ.西武クレジットには蓄積

されないという問題や，西武クレジット・カードの利用増加にともなって西武

クレジットが信販会社に支払う加盟庖手数料の増加や，他社カードの受け入れ

による加盟庖手数料の増加が，西武グループの収益を圧迫し始めたという問題

が生じてきたヘ

179i 向上 [¥'DEX11 参照
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この問題の解決策として，西武クレジットは，提携カードの発行から自社カ

ードの発行に切り替える政策を採ったここれが第三期であるが，そこでは，ま

ず， 1976年に月賦百貨庖の緑屈の経営を丸紅の仲介で西武グループで引き受け

ることにし，~時の緑!出:が抱えていた 120万人のカード会員を西武クレジッ

ト・カードの会Hとして受け入れようとしたが，このカードは月賦利用実績客

に発行される Iれなる 1Dカードであり，顧客情報の更新がなされておらず.ま

た，クレジット利用ごとに毎回信用審査が必要なために，西武クレジット・カ

ードとして利用するには非効果的・非効率的であることが分かり.自社カード

として使用することはできなかった l 次に，西武クレジットは，カード運営に

100年の歴史を持つシアーズ・ローハック社と1976年に， 1991年までの15年間

の技術・ノウハウ提携契約を結び.主に，その与信・回収システムを徹底的に

研究し模倣した。これが， 1982年の西武セゾン・カード発行の基盤となる c 西

武セゾン・カードでは.リボルピング方式と顧客からの手数料徴収方式を採用

するとともに.大量の顧客に対して効果的で効率的な与信・[i1JWJ(をlJ二えるよう守

ヲ-信・回収システムの機械化をi火lり，全庖に670台のCATと2300台のPOS

をオンラインで結ぶシステムを配備したこのシステムの中核をなすのが.

西武クレジットの開発した「オート・ガイダンス・システム」であるが、こ

のシステムは，従米の静態属性スコアリング方式ゃう信除外万式などの例入信

用調査が，長期に渡る経験を基準にしただけの単純な属性調査に過ぎないとい

う批判的立場から，顧客の申請した全属性を総合的に関連させて評価する全体

視システムを採り入れている=具体的には，一属'性八分類の卜八属性に基づく

評価を過去の200万のデータについて計数化し.十八属性の評価計数の合計を

顧客個人の総合評価計数とするものであるが.機械絶対主義・データ絶対主義

を避けるために，社員の多面的な信用審査能力の開発を、ド行して行っているニ

このオート・ガイダンス・システムは，西武クレジットの消費者信用事業が指

向する..Consummer's Bank"を総合的に支えるシステムの・つである個人{長

用管理システムに合まれ社会的責任を持った与信審査業務を行う」という

西武クレジットの基本理念と， I全ての顧客に丙武セゾングループの持つサー

ビスを平等に提供する」という西武セゾングループの基本理念を具現化したも

のである。 R[lち，より多様で的確な与信と，与信不可能な顧客に対しでも-時
留保という形にし信用度の回復次第与信を行う姿勢とが，可及的に多くの顧客

への与信を可能としているということである c このようなシステムの導入の結

1811 同上 I:¥"DEX11 参照

1821 同 1-，I:-iDEX 0::' 参照
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*.西武セゾン・カード発行枚数は，その発行時から年間約100万枚のベース

で増加し. 1986年 7月現在では.460万枚となり，クレジット・カード取扱高

も30001.，意強となってきている

今後の発展課題としては.以ドの事項が考えられている

I 不良債権の分類

顧客の支払いが遅れている場合，どの時点で不良債権と判断し対処す

るかについての基準が暖昧なために.不良債権が回収されないままクレ

ジット取扱高償却z芋が増加していくため，今後.不良債権の判断基準を

明確にすることが要求される乙

亙 カード普及率・利用率のluJ上

クレジット・カードは。 必定の発行枚数と利用不に達しないと収益が

上がらないことや，現在は複数カード保持の時期にあることを考慮する

と.プレミアムの付与やカード機能の多様化，カード・イメージの向上

などによって，カードの普及と差別化を阿る必要がある c

主l 無担保リボルビングへの注力

消費者欲求の多様化した社会にあっては，一定の購買限度額と最小の

返済額を設定し.購買商品を限定しないクレジット形態が最適であると

考えられるご

正 設備の充実

不良債権やカード犯罪の発生防止のためには，自社内のシステムを整

備するだけでなく，他企業との密接な連絡ができるシステムを構築しな

ければならない二

互 適正金利の設定

カードの金利は，公定歩合やプライム・レートに連動するものではな

く.むしろ，返済期間・貸出額・担保の有無・信用状態などによって決

定される事務費・手数料剖性格を持つものと考えられる。

4-3-3. 高松専門広会のクレジット・カード・システム

上記の二事例に見られるように.今日の市場環境に対応するための手段とし

て.自社カードによるクレジット・カード・システムの構築が必要条件となっ

てきている。しかしながら，実際に自社カードを発行している流通業者は，提

携カードを利用する流通業者に比して依然として少ないコその理由は.多くの

Kl IriJ 1-. IKDEX 10. :25参照

(R4 同I二IKDEX11 参照
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流通業者が.既存のカード会社に匹敵するだけの設備規模やカード発行・運営

のノウハウを.白己投Rによって得られるだけの資力や時間を持ち合わせてい

ないことにあるしそこで，提携カードによって，クレジット・カード発行・運

常を提携先のカード会社に代行させる必要が出てくる訳であるが，通常は，カ

ード利用にともなう手数料ー徴収が，流通業者の収益を圧迫する傾向にあるため，

期待される程の利益を提携カードによって上げることができないのが現状であ

るコ

このような状況の中で，他社との提携により利益を伸ばしている事例として，

高松専門出会が挙げられる寸高松専門出会は， 1957年に設立され， 1964年にそ

の消費者金融部門を株式会社両日本フイナンスとして独立させ.高松専門出会

カードを発行している c 高松専門出会カードの会員は1984年度現在で 7万人ー

加盟而は1800~号になり.香川県内の主要出と三越・ジャスコ・ニチイなどの全

国に事業展開する大別!占の支出を合んでいるて高松l専門庖会カードの取抜高は.

1984年度現在で117億円になり，全|司に200ある H本専門山連盟単会の中でも 5

佐内の高成果を収めているし高松専門!古会は.高松専門!占会カードの加盟!古を

銀行系カードと信販カードに開放し，高松専門出会のリスクでカード代金の守:

て脊え払い・回収を行う代わりに，銀行系カードと信販カードの会只が高松専

門出会の加盟問で行う割賦購買の収益を高松専門庖会の売卜.げとしている:つ

まり.マンスリー・クリアの場合，JJII盟匝手数料は各カード会社に入るのに対

して.割賦の場合.ユーザー子数料・加盟庖手数料ともに高松専門|部民会に入

る仕組みである J この仕組みの利点は.銀行系カードと信販カードには.高松

専門出会カードの割賦機能が付与されカード機能を増やせることと.高松専門

前会は司銀行系カードと信販カードの会員を割賦利用客として取り込み.割賦

による売[..げを増加させることができること，にあるド)

この事例における提携は，カードの決済機能の部分に関してであり.今日の

流通業者に要求されるクレジット・カード・システムの観点から見ると，将来

的には顧客情報管理システムの構築と活用が必然的に必要となってくると思わ

れる σ その際，高松専門出会が提携カードのままで，その業務を民開できるか

どうかは.外部の顧客情報管理システム販売会社から，そのノウハウを買い取

ることができるか.あるいは，日本信販が現在構想している.加盟出への顧客

情報提供システムがどれだけ自社カードによる顧存情報管理システムに対抗で

きるか，にかかっていると言えるだろう

前向上 II¥DEX07 参照

制 lri]上 II¥DEX16 参照
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5. クレジット・カード・システム再分析

本節では.まず，第 3節と第4節を素材として導出されるクレジット・カー

ド・システム分析の理論枠組みを，理論を構成する基本的な概念群と命題群な

らびにいくつかの重要な分析視角によって説明し整理するコその後に，この理

論枠組みを基準にして，日本とフランスにおけるクレジット・カード・システ

ムの比較を行い.最後に，クレジット・カード・システム発展のための課題と

今後の研究課題を探る ο

5 -1 .クレジ‘ッ卜・カード・システム分析の基本的理論枠組み

この項では，初めに.クレジット・カード・システムを構成する基本的要素

(概念)を導出し.それらの定義付けと相互関係性を明らかにする。次に，ク

レジット・カード・システムに合まれる主要な:つのマーケティングの内容に

ついて説明し，最後にクレジット・カード・システムの分析に必要な基本的分

析視角を整理することにするこ

;:;-1-1.クレジット・カード・システムの構造

クレジット・カード・システムは.二つの相互に関係しつつ異なるシステム

から成り立っている二一つは決済システムであり，もう一つは顧客情報システ

ムである C 以下では，この:つのシステムの構造を構成する要素群について説

明する c

決済システムは，決済機能と決済機能実現子段から構成されている c 言い換

えれば，決済システムは，決済機能についてのアイデイア群とそのアイデイア

群の実現手段の集合体であるご

決済機能とは.決済手段の処分方法について社会的に認知されたアイデイア

群と定義できるが，決済手段とは.財(給付財)取引における対抗財(反対給

付財)であり，具体的にはー取引o事者すなわち消費苫の所持する，貯蓄など

を含めた現在の口l処分所得，あるいは契約・承認により将米所得を加えたuJ処

分所得.および不動産などの資産を示す J また，決済機能の社会的認知次元に

は.次の七つの次元が含まれており，これら七つの次元で設定されるレベルの

様々な組み合わせによって.決済機能の多様な社会的認知形態が決定されるこ

ただし，各次Jl:において設定されるレベルは.およそ連続的なものであり.レ

ベル収分も一般的・ 宇律に決定されるものではなく.企業の採用するマーケテ

イング戦略によって様々に設定されるご
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工 取引商品集合

取引の対象となる商品の集合は.特定商品から特定商品群そして一般

商品までのレベルで設定することができるコ

lZ 顧客集合

取引を行う顧客の集合は， 1同容から特定顧客層そして一般顧客までの

レベルで設定することができる c

:主流通業者集合

対消費者取引を行う流通業者の集合は，一庖舗から特定庖舗群そして

一般市舗までのレベルで設定することができるご

正取引の空間的範囲

取引の行われる空間的範囲は，特定地区から特定地域・地方そして全

同，さらに同際レベルで設定することができるコ取引における最小の空

間的範囲(j: -庖舗であるが，取引の空間的範囲の各レベルと取引を行う

流通業苫集合の各レベルとは必ずしも一致するとは限らないため，この

:つの次元は分けて考える必要ーがある

主取引の時間的範同

取引の時間的範同とは.個々の取引において決済機能を作動させるこ

とが可能な時間帯ないしは期間であり.自舗ないしはこれに頬するもの

(白動販売機・公衆電話・現金白動引き出し機など)の常業時間や司商

品券・ギフト券などの有効期間などが司これに当たる

草 取引の継続性

決済機能を作動させる決済媒体の有効性のレベルは，単発取引から複

数の継続した取引まで設定しうるニ現金や小切手などは個々の取引にお

いてのみ有効であるのに対して，クレジット・カードやブリベイド・カ

ードなどは.有効期限あるいは有効限度額内で複数の取引に継続して使

用することができる

Z 決済機能形態
決済機能形態は.財取引における財の入手と決済との間にある時間的

ずれの状態によって.kきく三つに分けられる r ーつは.定期・商品

券・ギフト券・同書券・テレホンカードに代去されるブリベイドカード

などの前払いん式.もう一つは，現金払い・小切手払い・銀行POSな

どの即時払いむ式.最後の一つは括払い・割賦払い・リボルビング

方式払いなどの後払い万式、である p

決済システムを構成するもう 宇つの要素は.決済機能実現手段であるが‘こ

の要素は.次の三つのド{立要素から構成されているご一つは.決済媒体であるこ
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これは，決済機能の象徴的存在であり，以ドで述べる決済機能支援システムを

始動させる物現的用具であるが，決済媒体の物理的素材によって，いくつかの

範障に分類できるこ例えば，クレジツト.カ一ドの前形態の.つでで、ある 1Dカ

一ドσの) -白白部口.紙幣 .1旧日来の定期券.I尚存布荷11川IA品l

貨幣などは金属媒体でで、ある(また.現在のクレジット・カードや銀行POSカ

ード・ブリベイドカードなどはプラスティック媒体であり.これには磁気テー

プや 1Cチップなどの金属的媒体が装備されることがある(さらに，将来的に

は，音声や指紋などの生体媒体などが使用されることも考えられる「

決済機能実現子段を構成するもう 会つの要素は.決済情報である 7 これは.

決済に必要な情報と.決消から発生する情報とから成り司決済機能主援システ

ムを始動させる知識的用具である c具体的には，決済に必要な情報においては.

主に決済媒体の有効性確認、のための情報がr11心であり.決済媒体の正真性をぷ

す情報.日IJ ち~該決済媒体が然るべき企業や団体から承認のうえ発行され‘そ

の決済媒体の所持者にこれによる取引の決済を行える権利があることを示すた

め.決済媒体に備えられたデサ、イン・透かし・捺t:=Il.場合によっては決済媒体

所持主の 1D証明書ないしは暗証コードなどの情報や.また.決済の規定限度

額さらに決済媒体の使m~効期限などの情報がある l 決済から発性する 4情報に

おいては‘決済機能形態によって異なるが.基本的には，誰が・どこで.fllJ 

を・どれだけ・いくらで・どのような決済媒f本で・どのような決済機能形態で

購買を1J:ったか，などについての情報である

決済機能実現子段を構成する最後の要素はたi庁機能支捷システムである

これは‘決済媒体と決済情報の処理を通じて決済機能を作動させるシステムで

あり.人・設備などの物理的用具と. ノウハウなどの知識的出共から構成され

るニ具体的には，決済媒体の保管や，決済情報の入手ないし人)J.提不ないし

iH力・記録・伝達などには.顧存・レジ係 .J占員などの人的要具や.財布・レ

ジスター・ CAT (TPEl ・P0 S (T P ¥-) ・コンビュータなどのII;目首的

用具が必要であり.また.決済媒体や決i斉情報の処理を行うための知識・能力

およびコンピュータ・ソフトなどのノウハウカ王必要である

このような構j丘をもっi:lei斉システムとともにクレシット・カード・システム

を構成するもう&つのシステムは.カードから発生する決済情報に基づくマー

ケティングを支援・実現する顧客情報システムであるここのシステムはつ

の要素から成り立っている ‘つは.情報資源であり，カードから発生する記

名性の決済情報を中心に， P 0 Sから発生する商品情報や.従来のマーケテイ

ング・リサーチから得られる情報を加えた.企業のマーケティング戦略策定に

必要な情報のことを指すでもうーつの構成要素は.情報処理システムであり.

48← 



第lt;i' クレジット・カート、・システムの日仏比較分析

マーケティング戦略策定を脊易にする形で卜ー記の情報を処理するための，コン

ビュータなどの設備と情報処理ソフトから成る}最後の要素は，情報活用シス

テムであり，決済システムを某盤としここから得られる情報の処理・活用を通

じて展開される企業のマーケテイングである{

5 - -2. クレジット・カード・システムj舌用によるマーケテイング

さて，このような基本的構造を持つクレジット・カード・システムには‘十11

Tf.(こ関連しながら内容的に異なる二つのマーケティングが含まれているこ一つ

は.カード白体のマーケティングであり，もう ーつは，主にカードから発生す

る情報を主主常に展開されるマーケテイングである この二つの形態のマーケテ

ィングは，クレジット・カード・システムの登場により初めて{lJ現したように

考えられるが.実際はそうではない 取引の原初的形態である物々交換を考え

てみると，取引が成立するためには，取引において財(給付財および反対給付

財)の分類取り揃えが適切にfJわれるように.財 1給付財)の生産・流通・販

売をめぐるマーケテイングと‘対抗財(反対給付財)の'L産・流通・販売をめ

ぐるマーケティングとが必要である近代に入って.後者のマーケティングは.

国家の発行する紙幣および補助貨幣という決済媒体が介在することにより，民

間企業-の活動の対象ではなくなり.小切子の発行.消費者信用の利ItJならびに

紙幣・補助貨幣に対する若干の処理のみが.民間企業に残されることになる

しかしながら.同家信)日による紙幣や補助貨幣などの決済媒体の発行に加えて.

個人信用による決済媒体の党行・使用がほ透するにつれ.民間企業が対抗財の

生産・流通・販売に関わる釦域が拡大してきたと言えよう 従って.クレジッ

ト・カード・システムには.従来の，財の'1'.産・流通・販売をめぐるマーケテ

イングと，対抗財の生産・流通・版売をめぐるマーケテイング即ち決済媒体を

通じて決済手段の中産・流通・販売(決済)に関わるマーケテイングが台まれ

ることになる二

ところで.クレジット・カード・システムのj古用によるマーケテイングの口

標は，顧客の!占舗ロイヤリティ獲得による庖舗生産'1'1:の向とにあるが司このU

標達成のためのマーケテイングは. 1'.述のように二つにlベうよされるため‘以下

では，各マーケテイングの|付存を個々に見ていくことにする

カード自体のマーケテイングは.カード自体.厳常には財取引における対抗

財流通機能の作動というサービスをーつの製品と見なし.最適なマーケテイン

グ・ミックスを通じて.顧客のカードへのロイヤリティを獲得し.その結県司

自舗生産性を高めることを目標とするこより只体的な日標としては.顧客のカ

ードへのロイヤリティ獲得の場介.カード発行枚数の増大・カードのけi場シェ
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アの増大・カード稼働率の向上などであり，庖舗生産性の場合.カードによる

売上高ないしは純益の増大などが設定されるニ

カード自体のマーケテイング、で、留意しなければならないのは，カードという

決済媒体白体は.決済機能を作動させる物理的用具にしか過ぎず.企業が実際

に販売ないし提供するのは，決済機能の作動というサービスである J 従って.

カード自体のマーケテイングにおいては.カードという決済媒体の販売ないし

は提供をめぐるマーケティング(以下，便宜的にカード媒体マーケティングと

呼ぶ)と，カードなどによる決済機能の作動というサービスの販売ないしは提

供をめぐるマーケテイング(以下，使'配的にマネー・マーケテイングとl呼ぶ)

とを区別し，マーケティング・ミックスを作成しなければならないこ

カード媒体マーケテイングにおけるマーケティング・ミックスの各要素を見

てみると，まずー製1111iに当たるのがカードであり，この製品の↑ノ1:格を決定する

のは，決済システムを構成する決済機能の内谷であるこそして，決済機能の内

容は，顧客のカードへのロイヤリテイ獲得を通じた庖鋪生産件Aを効果的・効率

的に向上させるような，決済機能の各社会的認知次元のレベル設定とその組み

合わせによって決定される c また，カードの価格とは.カード(決済機能の作

動媒体)の入手に必要な対抗財であ'J.決済機能形態によって異なるが.共通

にはカード自体の製造コスト.前払い方式の場合は決済予定金額，即時払い方

式や後払い方式の場台は.現金弘いの場合を除いて.入会金や会費そして個人

の信用度などであるっさらに，カード販売ないしは提供のための自舗の問題は，

カード入手の機会として捉えることができるが. 18ITJ!敗売ないしは提供，ダイ

レクト・メールによる通信販売ないしは提供などが例として挙げられる一カー

ドの販売促進に当たるのは，マス・メディアによる広汁やパンフレット.ある

いは，特に後払い方式の場什の商品割引の権利・無料駐車場利用権・会民誌の

党行契約などの付加価値サービスの付与である二ここで、留;吉、しなければならな

いのは.これらの付加価値サービスは.カードという製品自体の本質的な性格

を決定するものではなく.あくまでもカードNlえのためのプロモーション子段

に過ぎないということである、なぜならば.カードの本質的な性格は決済機能

にあるからである

次に.マネー・マーケティングにおけるマーケテイング・ミックスの各要素

を見てみると，製品に当たるのはカードによる決消機能の作動というサービス

であり.この製品の性格を決定するのは.決済機能実現千段の効果'1主と効率性

であるて決済機能実現手段の効果性とは.決済媒体と決済情報の迅速・正確・

確実な処理であり.決済機能実現千段の効率性とは.これらの処理を低コス

ト・低エネルギーで行うことであるしまた.この製品の価格は.決済機能の作
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動に要するコストから決定される千数料・利fなどであるコ次に，庖舗の問題

は，これを決済機能の作動というサービスの入子機会として考えてみる時.カ

ードの持つ決済機能の内容決定時点で既に考慮されており，さらに取引の時間

的範囲なども考慮する必要がある 言い換えれは¥マネー・マーケテイングに

おけるマーケティング・ミックス作成の際には，従米の 4P以上の次元が考置

されねばならないことを意味しているだろうでマーケテイング・ミックスの最

後の要素である販売促進に当たるのは，特に後払い方式の場合の商品割引・駐

車場の無料利用・会員誌の講読・決済明細書の発行送付・特別催物への優待・

新製品情報の優先提供なと守の付加価値サービスの付与であるが，これらのサー

ビスもカード古某{本マーケティングにおけると同様;に. カードによる i，lçi斉 t~長官巨の

作動というサービスの販売ないしは提供のためのプロモーション子段であるこ

とに留意する必要がある〈

クレジット・カード・システムの活用による，もう一つのマーケティングは，

カードから発生する決済情報を主な情報基盤の・つとして展開するマーケティ

ング(以下.便宜的に.データ・ベース・マーケテイング.と呼ぶ)であるご

従来のマーケティングでは.マーケテイング戦略 k最適なマーケティング・ミ

ックスを作成する主な情報基盤を，マーケテイング・リサーチによって収集さ

れた情報に求めていたが.この手法だけでは.情報の正確性・情報入子の迅速

性などの点で，今日の多様で急速に変化する消費者欲求に対応できなくなって

きているのが現状である}ところが，後払い}j式を中心とした.顧客の記名性

をともなった決済情報を充生させるカードの普及や， I街品情報を正確・迅速に

処理・記録できる POSシステムの普及は.マーケティング・ミックス作成上

必要な情報を大量・正確・迅速に入子し活用する基盤を生み出し.これをマー

ケテイング戦略策定に組み込む動きを出現させている}問Jち.従来に比して大

量・正確・迅速な情報の入手と活用を基盤に展開されるデータ・ベース・マー

ケテイングの登場である

データ・ベース・マーケテイングの口標は，顧客の宿舗へのロイヤリティを

獲得することによって庖舗生産性を高めることにあるが.このH標達成の際の

重要な基盤となるのがクレジット・カード・システムの構成要素である顧客情

報システムであり司日標の達成度は.この顧客情報システムの効果性と効率性

にかかっているご顧客情報システムの効果性を決定するのは，まず，情報資源

の多様性，即ち顧客ならびに顧客との取引に閲する情報種頬の多様性であり，

カードから発生する決済情報・ POSにより収集記録される商品情報・マーケ

ティング・リサーチにより入手される情報などがある また‘存々の情報の正

確性・情報入手の迅速性.さらにこれらの情報をマーケテイング戦略策定に段
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適な形で迅速・正確・確実に処理し提示できるようなコンピュータ・ソフトな

らびに処理済情報を判断し活用する当該係員や組織の能力もまた.顧客情報シ

ステムの効果性を決定する;顧客情報システムの効率性を決定するのは，情報

の入手・処理・提示・活用を行う人的要素・用具要素・設備要素などに費やさ

れるコストやエネルギーであるつ

データ・ベース・マーケテイングにおける情報の活用は.最終的に.消費者

欲求の内容や変化に的確に対応した商品の開発.売れ筋・死に筋の迅速な発見

による的確な品揃えや在庫副転率の向上，消費者欲求の微妙な差異に応じた迅

速で確実なプロモーション(例えば.応符半の高いダイレクト・メールの発送)

などの形となって現れてくるが.従来のマーケテイングと異なる点は，デー

タ・ベース・マーケティングで人子・処理・活用される情報の大量性・正確

性・迅速性ゆえに.これらの活動を個々の消費者の欲求や行動に，より綿常

(正確・迅速)に対I.L;されることにあり，その結果.設定されたマーケティン

グ日標の達成度を高められることにある

5-1-3. クレジット・カード・システムの基本的分析視角

クレジット・カード・システムの基本的分析視角は， ド同に示したように.

まず，クレジット・カード・システムの構築と活用に関わるt.体集合の集計水

準によって.たきく二うつに分類できる:一つは. f同別企業の活動レベル(ミク

ロ・マーケテ fング・レベル)であり.もう aつは司複数企業の活動レベル即

ち産業レベル(マクロ・マーケティング・レベル)であるー最後は.クレジッ

ト・カード・システムのインフラ・ストラクチャー構築に関わる主体集合レベ

ル(社会レベル)である一また.件々の集計水準における i:.体集合の活動は.

様々な制度的側!白iから分析できる二この制度的分析出角の次元には.マーケテ

インク。戦略的次元・経済的次広・技術的次孟・政治的次兄・法制度的次元・社

会的次正などがあるが.集計水準ごとに.強調される次元やその内有は異なっ

てくる

ミクロ・マーケテイング・レベルにおいては.既述のようにカード媒体マー

ケテイングないしマネー・マーケティング，およびデータ・ベース・マーケテ

イングの視角から分析が進められるが.市場における決済システム作動のドメ

インの設定や手数料率の設定およびマーケティング戦略土要求される技術の選

択・導入・活用などが主な論点になるだろう

ところで.企業のマーケテイング戦略仁他の企業との提携や連携が必要と

なる場合が考えられる;例えば，決済機能の内容決定で.取引商品集合・取引

を行う流通業者集合・取引の地理的範囲などのレベルを設定する際.他企業の

什
/
】
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第 l章 クレジット・カード・システムの日仏比較分析

1古舗と提携を行ったり，決済情報の包括的な入手や決済機能支援システム構築

の際のコストやノウハウ蓄積の観点から，他企業との提携を行う場合には，手

数料率の設定や他企業との協調あるいは競合などが問題となる ζ また，デー

タ・ベース・マーケテイングにより.市場機構の作動に要する情報が，従来の

卸段階から小売段階に重点的に集まるようになれば，小売業・卸売業・製造業

者間の力関係は変化せざるを得ないだろう c 従って，マクロ・マーケテイン

グ・レベルでは.クレジット産業の構造決定および流通システム構造の変化な

どに焦点が当てられる

社会的レベルでは，まず.現在分断されている個人信用情報センターの統合

の問題や.体系的な決済システム作動の観点から.民間企業の活動対象と成り

得ないドメインへの公的企業の介入問題，また，現在の決済システムを部分

的・分割的にしか統制・統御し得ない従来の法制度や行政当局の整備・協力の

問題，さらに，民間企業レベルでの活動に加えた教育機関や行政機関レベルで

の，クレジット・カードの利用に対する消費者教育やカウンセリングの問題な

どがある乙

図表1-6 

b 

la 

l自主体的分析視角

l ミクロ・マーケテ J シグ・レベ 1~

2マクロ・マーケテイング-レベル

ミ社会レベル

b'制度的分析倒角

5 -2.日仏におけるクレジット・カード・システム展開の比較

今回の分析の主な情報基盤となっているのは，日本とフランスで発行されて

いる業界誌などに掲載されている記事であるが.両国の間で採り上げられるテ

ーマや記事内容の掘り下げh‘の相違が，まさに両同におけるクレジット・カー

ド・システムの展開およびその内容の違いを表しているのにも関わらず，共通

の観点からの詳細な比較を困難にしているのは事実である c この問題点は，今

q
J
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後の資料収集方法の;再検討・改善という課題として残されることになるが，本

節では，現在利用可能な資料を元にして，日本とフランスにおけるクレジッ

ト・カード・システムの展開と内容の共通点および相違点を概観することにす

るこ

両国におけるクレジット・カード・システムの展開と内符を比較は.クレジ

ット・カード・システムで利用される決済機能形態の種類，その決済機能形態

の導入促進要因あるいは導入阻害要因，クレジット・カード・システムの構築

と展開およびその内科，そして今後のクレジット・カード・システムの展開の

ための課題.などの点を小心にして行われるが，以下では.各決済機能形態ご

とに，これらの点を検討していくことにするご

決済機能形態の-つは，前払い方式であるコ一般にブリベイド・カードと呼

ばれる決済媒体によって決済が行われるこの方式は，フランスでは.一部の都

I打で、パス料金支払いに実験的に採用されているが，流通業者によるこのカード

の導入はまだなされておらず，現在最もその利則が普及しているのは， tele-

carteと呼ばれるプリベイド・カードによる公衆電話の料金主払いであるコそ

の導入促進要因は主として決済設備(電話機)の破壊による硬貨の奪取防止と

小rJ決済の-括払いによる決済の省ノJ化にあるが.カード素材に 1Cチップを
装備したプラスティック阪を使用しているため.販売価格が実際に支払う電話

料金にカード素材コストを加えたものになっていること.販売屈は郵便局の他，

煙草尾あるいは煙草屋を同時経営の cafeであるが，カード・デザインが最近

までム種類しかなく現在でも数種類であること，などが特徴であるごこれに対

し，日本におけるプリペイド・カードの普及もテレホン・カードが中心であり，

他の利用形態はフランス同様，未だ実験段階にあると言えるが，その導入促進

要|材は料金前払いによる顧客の固定化と小rl決済の・括払いによる決済の省力
化にあり，決済処理の効率化と言う点ではフランスと共通しているが.他の点

ではフランスが犯罪防止にあるのにあjして， H本では販売促進の手段として捉
えているのが異なっているごl また，テレホン・カードに関して言えば.カード

素材に 1Cチップは使山されていないことの他に，販売価格が小口で支払う場

合に比べて割安になっていることや.販売山形態が多様であること.そして.

カード・デザインが豊富であることなどの，テレホン・カード利用促進のため

の政策が，フランスに比して顕著であることが特徴であろうコ

次に.即時払い形式に閲して.磁気プラスティック・カードおよび1Cカー

ドを決済媒体とする銀行POSなどの導入促進要因が.決済処理の効率化にあ

ることは日本とフランスの両国において共通であるが，フランスでは，銀行内

部で賄い切れなL叶、切手の製造コストと処理コストを.カード利用の際の手数
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料徴収で補おうとしていることや，銀行系カードの普及を政府が後援している

こともカード導入の促進要因となっている点が日本と異なる特殊事情であり，

この手数料徴収が後に述べるように，流通業者の銀行系カード受け入れの，そ

して，銀行系カード普及の阻害要因となっている。しかしながら，第 3節で記

したように銀行系カードは現在ではCBのロゴの下に統ーされ.あらゆる銀行

の現金白動支払い機から24時間現金が引き出せることや.このカードで決済可

能な小売庖舗の数の多さの点から比較すると，日本における銀行系カードの普

及レベルはフランスのそれに達していないと註え，それゆえに銀行による流通

業者からの手数料徴収の問題はそれほど表面化していないと推測できるが，日

本における今後の銀行系カードの汗及が高まるにつれ，この問題は流通業者に

とってその重要度を増してくると思われるコその意味で.フランスの流通業者

と銀行業界が銀行系カードの普及に際して採る政策は.今後の日本の流通業者

による銀行系カード受け入れの参考になるだろう=また，技術的な点で、言えば.

フランスの・部では既に. I Cカードと銀行POSによる電子決済型の即時払

い方式が実用化され，数年後にはその広い背及が想定されていること同時に，

I Cカードの国際規格において， tl本で開発された 2チップ型ではなく，フラ

ンス規格の 1チップ型が採用きれたことをも鑑み，今後のフランスの技術動的]

を見守る必要ーがあるだろう

クレジット・カードに代表される後払い方式の第会の導入促進要閃は. tl本

とフランスに共通して見られるが，それは.低経済成長下における市場規模の

相対的縮小にともなって激化した流通業者間の競争に対応する手段として，従

来のマーケテイングでの販売促進子段である消費者信用をより日常的購買の中

にまで没透させ.それによって顧客の庖舗ロイヤリティを獲得し.流通業者の

売上げ増大・収話増大させることにあるここの.消費者信用の日常的購買への

浸透にともない，n山j国においては，大量の顧客との消費者信用取引で生じる大

量の与信・回収処理を効率的に行うために，コンビュータや電子通信回線など

の利用による与信・回収事務の機械化が推進されている三第二の導入促進要因

は.フランスでは.銀行カード利用の際の子数料故収によって任迫される流通

業者の収益を，専門カード(自社カード)の導入によって守ることにあるごそ

のため，フランスでは，流通業者の収益獲得政策として専門カードか提携カー

ドかの選択問題は，現段階では銀行カードの子数料をめぐって起こっているコ

これに対し.日本における，白杜カードと提携カード聞の選択問題は，クレジ

ット・カードから発生する情報をめぐって生じているごこれは， tl本でのクレ

ジット・カード導入の第二の促進要因が，消費者の生活水準の t""昇にともなう

消費者欲求の多様化・短サイクル化に対応するための情報収集手段として.ク

;);) 
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レジット・カードから発生する記名性の顧客情報を活用することにあるためで

あるごなぜ，日本ではフランスほど，白社カードによるクレジット・カード導

入の促進要閃として，提携カード利用の際の子数料徴収問題が議論きれないの

かは，今後の研究課題であるが，フランスに比して提携カード受け入れ数が多

い日本では，手数料徴収に対する自社カード発行問題が潜在的に存在している

と孝えられるとともに.手数料徴収問題はより複雑な様相を呈するものと考え

られるごまた，フランスでは，ょうやくクレジット・カードを顧客情報収集手

段として注目する動きが出てきている乙フランスの流通業者が，銀行カードに

対する利益の確保を目標とするのであれは、.現在のようなんー向から手数料問題

を論ずるだけでなく.クレジット・カードから発せられる情報収集・分析・活

用を通じた出舗生産性による利益確保という視点からも論ずる必要があるだろ

う二と同時に，顧客情報システムの開発は.業界誌の紙面を見るi担り， H本が
より進んでいると思われ‘フランスの流通業者にとって日本の顧客情報システ

ムは.参考会にするに足るものと忠われる

最後に，クレジット・カード・システム展開の全体的な特徴として，

Eurocard Franceの Chefde Projetである LoIsonSerge氏の言を借りれば，

「フランスの企業は司およそ競争を避け，出来る限り協調しようとする傾向に

ある Jことを指摘できるここのことは.フランスの流通業者が構築するクレ

ジット・カード・システムの事例は，今後の日本のクレジット・カード・シス

テム発展の|怒に，クレジット・カード・システム構築の基本的な部分.特に決

済システムにおける経済的問題(子数料問題など) ・技術的問題・政治的法的

問題(様々な契約問題など) ・社会的問題(統一的な個人伝山情報センターの

設立あるいは情報交流など)の協調的解決において参考になることを示唆して

いるだろう c これに対して.フランスの流通業者が，クレジット・カード・シ

ステム構築の際に.これを市場環境適応子段ひいては市場における競争的優位

性獲得手段として使うならば.これまでH本で開発されてきている顧客情報シ

ステムのノウハウが.参考になりうるものと考えられるつ

5 -3.研究課題

本研究を，既述の分析意義に添って掘りドげ発展させていくために.いくつ

かの研究課題を設定するこ

まず.先に述べたように.クレジソト・カード・システム分析に必要な情報

の充実を図ることが挙げられるし現在，フランスのクレジット・カード・シス

テムに関する利用可能な資料は，本研究で使用した LivreSen"Ice Acrualteの

他に，Point de Vente. Banquε. Banquεεt In[ormatiqu(¥Bancatiquεなどの主
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要業界誌や， Carte Club発行の ServicesFinanciers Elεctroniques，フランス

商工会議所で収集されている MonnaieElectronique関連の資料，各企業の発

行している対外資料，そして，ビジネス書などがあり，これらを基盤として.

さらに企業訪問・アンケートを行っていく必要があるだろうこ日本のクレジッ

ト・カード・システム分析に際しても同様に，今回使用した i(月刊) 消費

者信用」や i(月刊)クレジット産業」などの主要業界誌や，新聞記事，多数

刊行されているビジネス書をもとに，企業から直接得られる資料を加えていく

必要がある C

また，理論構築に際しては，決済機能の様々な次元の組み合わせの中から，

現在の流通業者の事業展開をグループ分けし，各々のグループの展開する事業

内容と成果そしてその成立条件を探っていくとともに，複数視点からクレジッ

ト・カード・システム理論を構築するために，流通業者に加えた他の業種の分

析や，日本とフランスに加えて，カード普及率の高いアメリカなどを含めた国

際比較分析を行う O

これらの分析を行うためには，現象を説明する用具としての概念の明確化，

即ち，複数次元を含む概念の分解・概念として抽象化されるところの具体的な

現象群の包括的な把握，そして計測可能な厳密で、明確な概念定義の作成が求め

られる。特に，クレジット・カード・システム分析の焦点と範囲を明確に決定

するために，クレジット・カードを決済媒体としての物から貨幣そしてカード

へ，という流れの中で理解するための，基礎理論としての貨幣機能分析が必要

である C 即ち，貨幣機能を，主に決済手段の流通における時空間的・質量的調

整機能として捉え、包括的な貨幣概念から各決済機能形態を位置づける試みが，

一つのアプローチとして考えられる。このアプローチでは，例えば，小切手・

銀行POSなどは，貨幣の空間的調整機能に特化したもの.消費者信用は貨幣

の時間的調整機能に特化したもの，として捉えられる C さらに，クレジット概

念の拡張が必要となるだろうコ狭義のクレジット概念は，貨幣の時間的調整機

能の側面から捉えられ.従来の消費者信用概念で説明されるが，広義のクレジ

ット概念は，貨幣の情報機能の側面から捉えられ，広義のクレジット・カード

は，その記名性によって，従来の蕪名性の貨幣から区別することが可能になだ

ろう O 従って，広義のクレジット・カードには，狭義のクレジット・カードと

銀行POSカード，そして ID情報の付加されたプリペイド・カードが含まれ

ることになるものと思われるcこのような意味での貨幣機能論の構築に際して，

市場論・市場取引論・貨幣論・消費者信用論などの周辺科学の検討が望まれ

るc さらに貨幣機能論を基礎理論としてクレジット・カード・システムを分析

していくには，従来の財(給付財)マーケテイングと反対給付財マーケテイン
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グ(マネー・マーケティング)との複合形態を，顧客情報システムなどのマー

ケティング情報システムを組み込んだ形で分析する必要がある C

6.結

クレジット・カード・システムには，多くの可能性やビジネス・チャンスが

秘められている。例えば，クレジット・カード・システム内で構築・活用され

る顧客情報システムは，近年脚光を浴びつつあるダイレクト・マーケテイング

に貴重な基盤を与えることが出来るであろうし，既にそのような徴候も見えつ

つあるO

また，現金取引における最小決済単位は，日本では円，フランスではサンチ

ーム(5サンチーム)であるが，カードによる取引にコンビュータが介在する

ことによって，円やサンチーム以下の単位での決済が容易に可能になる c この

ことは，販売価格と仕入れ価格決定において，より正確な価格設定が出来るこ

とであり，ひいては市場の需給調節がより微細なレベルで行われ，各経済主体

の所持する資産がより効率的に処分できることを意味する。市場均衡モデルの

需給曲線が連続線であるのに対し，現実の取引ではー円・サンチーム単位で決

済が行われるために，実際の需給曲線は断続線になることは，需給調節が必ず

しも厳密に正確には行われ得ない状況が存在することを示しているが，カード

による微細決済単位での取引は，この状況を打開する可能性を与えるものであ

ると考えられる c

さらに，商品購入の意思決定の際に，クレジット払い(後払Lミ)か貯蓄によ

る購買延期かを決定する判断基準として.予測されたインフレーション率と利

子率の比較ソフトがクレジット・カード・システム内のコンビュータに装備さ

れれば，このソフトを利用した顧客へのアドバイス・サービスを行うことがIB

来るだろう C

また，情報記憶容量の大きな ICカードやレーザー・カードに，消費者の行

った取引の記録を出来るかぎり記憶させることが出来れば.それらの記録情報

を家計運営に生かすことができる。つまり，カードに記録された取引記録を家

庭用パーソナル・コンビュータに入力することで，自動的に家計簿が作成され

るとともに，各家庭の生活設計に合わせた資産運用アド、パイスを生活の様々な

側面(衣・食・住など)から行いうるであろうし，企業向けあるいは家庭向け

にそのような家計簿作成ソフトや家計コンサルト・ソフトの開発・販売を行う

ビジネスも生じてくるであろう=

I Cカードやレーザー・カードは，さらに，多種多様に発行されるカードの

- 58 



第 1章 クレジット・カード・システムの日仏比較分析

言わば財布として使用することが可能であるつ各企業の発行するカードに記録

されている情報を，カード内の独立した情報記憶部に入力すれば，各情報の独

立性が保たれるとともに，消費者の所持するカードの枚数を削減することが出

来るC と同時に，消費者の氏名・住所ならびに現在の，あるいは承認された可

処分所得ないし資産などの，取引上共通に必要とされる情報を随時出力できる

ような共通の情報記憶部を設けることができれば，中央コンビュータの負担軽

減問題や，現在は分断されている個人信用情報センターの問題の解決に貢献す

ることが出来るだろう。また，カードにディスプレイ部を装備し，消費者の行

った取引の記録や取引後の残高などが即時に表示できるようにすれば，クレジ

ットの過剰利用に対し消費者側から自己防衛する事ができる C

また，貨幣の効用増大の一側面として，決済手段の流通における質的調整の

問題，即ち為替の問題は，理論上ではカードの導入によって解決される問題で

あったが，これは既に.VISAや AMERICANEXPRESSなどによって解決

されつつあるコ

以上の例は，現在考えうるクレジット・カード・システムの持つ可能性やビ

ジネス・チャンスのほんの一部であるに過ぎず，その潜在的な可能性やビジネ

ス・チャンスは測り知れないものがあると言えるだろう C

このような状況に直面して，理論に何が要求され，そして理論は何を為しう

るだろうか。従来のH本における学問形成の歴史を振り返ってみると，まず，

欧米で形成された理論の輸入とその解釈を通じた紹介が中心の時代があり，次

いで，それら理論を日本の現実と照らし合わせて検証・修正する時代を経て，

現在は，模倣モデルや修正モデルだけでなく，現実の中から新しく理論を形成

する時代へと移行していると言えるだろう。ここに来て，理論は単に現象の後

追いでこれを説明するにとどまるのではなし現実を制御するとともに.新し

く現実を!守てみHIす力を持つものであるという認識を持つこと，そのような理論

の構築ならびに適用に必要な手法の修得あるいは創出，そして，独自の理論形

成を可能とするような社会的制度の確な・整備，が必要とされている c

研究者個人レベルでは，現実認識とし寸基本的な哲学上の問題に立ち返るこ

とにより，理論構築に必要な思考方法および手法を身に付けなければならない

ことは勿論のことであるが，社会的レベルで，独自の理論構築を口J能にする上

壌を作ってしペ事が.これからの日本にとって重要な課題となるだろうご具体

的な例としては司情報検索のコンビュータ化などが挙げられるが，その根底に

は，共通の認識に基づき，企業・ジャーナリスト・学生・研究者の問で，理論

を含む情報の生産・流通・消費の過程を分業し連結してゆく.という問題が横

たわっている二共通の認識とは，理論は.現実を理解しこれを生みll\す道J~で
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あり，何らかの形で現実と関わりを持つ者は，すぐれた道具の制作・適切な道

具の選択・道具の有効性と限界性をわきまえたうえでの道具操作の熟練，に共

に関わっているという認識である。その意味で，研究者には，従来の文字情報

を中心として現象の外から客観的にこれを観察するという態度に加えて.現象

の内に参加し生の経験を研究者の中に取り込んでいくという態度が必要とされ

るであろう。また，ジャーナリストには，興味の赴くままに情報を収集し作成

するだけでなく，理論構築の原初的な情報基盤を作成するという意識の下に，

自己のテーマを学問体系とのつながりの中で追求し，明確な用語で現象を包括

的に観察してし吋姿勢が求められる。さらに，日本の企業や学生の聞には，理

論は実際の役に立たないという考えが少なからず認められるが，近年に見られ

る HOWTOものの氾i監はより使い勝手のある理論をもとめる現れにほかな

らない。問題は，数在る理論の中から現実説明能力と現実適用能力に優れた理

論を見出す目を養うことと，そのような理論を実際に使いこなす技術の習練を

行っていくことにある c 従って，企業・ジャーナリスト・学生・研究者は，互

いの活動領域に関心を持ち.各領域の特性を理解するとともに，直接的・間接

的に互いの活動領域に参加していくことが望まれる。

本研究の今までの記述から明らかなように，クレジット・カード・システム

分析に始まるマネー・マーケティング理論は，今やっとその芽を出したばかり

である O この理論の持つ潜在的可能性が大きく育っていくかどうか，そして.

この理論とともに現実のクレジット・カード・システムないしマネー・マーケ

テイングが発展していくかどうかは，これからの研究者の努力と，そして日本

における研究制度の発展・充実にかかっているように疑いなく思われるC その

ことを最後に示唆して，本章の結びとした¥"c
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第2章 マネー・マーケテイング理論序説*

-貨幣機能分析に基づくカード機能分析-

1.研究の目的・対象・方法

2.決済機能の基本分析

3.決済機能特性の規定要素構造分析

4.諸決済媒体の特性

5.諸決済媒体の類型

6.研究展望

1.研究の目的・対象・方法

クレジット・カードがマーケティング戦略の効果的な手段と言われるように

なって久しく，同時にまた，マーケテイング研究においては，信用ないし消費

者信用という概念が，その歴史の古くから取り扱われてきた確かに，クレ

ジットという概念についての研究蓄積には膨大なものあるが，しかしながら，

現在行われているクレジット・カードに関する議論は，これを如何に利用する

か，あるいはこれが如何に利用されるかについてのものであり勺クレジッ

ト・カードが何であるかの概念定義を踏まえたうえでの分析が行われていると

は言い難い。換言すれば，クレジットと L寸決済機能ないし決済制度の研究が

行われてきているのに対し，クレジット・カードという決済媒体と決済機能な

いし決済制度との関係の分析は，現時点のマーケティング研究には見ることは

できない。

また，実際のマーケティング活動では，現金，小切手，プリベイド・カード，

銀行POSカードなどを含めた決済システムの構築・活用という観点の中で，

クレジット・カードが問題にされているのに対し，マーケテイング研究ではク

レジットないしクレジット・カードのみに議論の対象が限定されている感をぬ

*初出 広島経済大学経済研究論集 第13巻第3号(平成 2年9月)

11) 文献[2 J参照ご
12 i 例えば，最近のマーケテイング研究における，一連のクレジット・カードに関する

論文の代表的なものには.文献[1 J [7 J [s J ClOJ Cl6J ClsJ Cl9J [20J [23J 
[25J [37J. などがあるc
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ぐえない

さらに，マーケテイング研究に加えた，その他の関連分野での研究蓄積，例

えば，経済学における貨幣機能論や，銀行論で扱われる小切手理論にも目を向

けた場合，現実の決済システム構築・活用の際に論じられるコンビュータや通

信ネットワークといった物理的技術的側面の議論が，これらの研究に組み込ま

れていないのが現状である O

そこで，この論文では，クレジット・カードを含む決済システムの象徴であ

る貨幣の機能と効用 4の分析に主眼がおかれる O この，貨幣機能とその効用と

いう議論は，伝統的なマーケテイング研究の文脈の中では奇異に思えるかも知

れないが，企業のマーケティングが決済システムを通じて何を提供しようとし

ているかを明らかにするには不可欠のものであり，この提供するものを明確化

することなしに，これを如何に利用するかの問題.即ちマーケテイング戦略の

問題に立ち入ることはできないと考えられる O

この主宵のもとに以下では，まず，貨幣(以下では「決済媒体 iJと呼ぶ)

機能の論理的構造分析と，決済媒体効用の体系的計量的把握のための枠組みを

提示し，企業が決済システムを構築する際に考慮すべき要素群を明らかにする。

きらに，この分析を基にLて，各決済媒体を分類し，各々の存在条件を導出す

ることにより，決済システム構築・活用の際に設定すべき各決済媒体効用決定

要素の質量を定め，最後に，マーケテイングで問題とされる決済システムの各

形態を列挙・分類することで，クレジット・カードを含め，企業のマーケティ

'3 " マーケテイング研究の主だ、った雑誌や理論書，例えば，文献(9 J 01] Cl2J (21] 
(22J (29J (35J (36Jなどでは，クレジットないしクレジット・カードのみが問題
とされ，その他の決済媒体は，マーケティング研究とは異なる文脈のIjlで，論じら

れている。例えば，文献 (13J(14J (15J (17J (24J (26Jなどである。
!，4 ) ここで使用される「効沼」概念は，経済学的意味と同義ではなく，以下で定義され

る貨幣機能の可測的な効果と効率を総合的に産出した結果得られる値を意味する》

クレジット・カード等を，従米の貨幣概念の枠組みの中で把握できるかどうかの議

論は，相当の過去の研究遺産の検証を要するが.この論文はこの検証を主な目的と

したものではなL、F そのため，この論文では，議論の混同を避けるために貨幣j
の代わりに「決済媒体jという言葉を使用している。なお，伝統的な研究手続きと

いう観点からすれば，新しい理論の構築は，過去の研究遺産および現在の研究業績

の批判的検討，即ちレビューを行ったうえで為されるべきであるが，ここで提示さ

れる理論は，研究成果の公的な発表順序としての伝統的手続きを踏んで、いないごそ

の理山として，

工 レビューとこの理論を'つの論文の中で処理するには，物理的に不日j能なこと，
Z 企業活動の現実的な政策立案の要請から，論理的かっ実践的な研究成果の提示

(次頁に続く)
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ングが対象とすべき決済媒体集合を提示する c

2.決済機能の基本分析

市場取引において貨幣=決済媒体の果たす基本的機能を明確にするために，

貨幣の基本的性格を，物々交換経済と貨幣経済との比較から導き出すことは妥

当なことと思われる。

貨幣経済では財に対する対価の支払いは貨幣によって行われるが(基本図式

1参照)，ここで貨幣が果たす役割は，物々交換が行われる原始経済では給付

財に対する反対給付財の交付に相当することから(基本図式2参照)，貨幣経

済においては，取引における対価=反対給付財の所有権が，貨幣=決済媒体に

よって給付財の買手から売手に移転されると考えることができる。市場取引で

はこの給付財において売手と買手の聞に存在する時空間的質量的懸隔を架橋す

〈基本図式1) 〈基本図式2>

//六¥¥¥J+////¥¥¥ ///f¥¥竺1/¥
( 売り手 買い手 i ( 売り子 買い手 ) 

\\~/ 対価 l¥ノ// ¥/ 

が，レビューの発表よりも先んじて求められていること.

豆 ここで求められている理論は，理論ライフ・サイクル・モデル(丈献 CziJ参
照)から見て第ヲ合展段階にあると考えられる}即ち，ここで構築が求められて

いる理論は.過去の特定研究分野内での理論の単なる精綴化によって得られるも

のではなし複数分野で過去に蓄積された研究成果を解体L.新しい丈脈の中で
それらを再構築した結果得られるものであるこここで提示する理論は，この解体

そして再構築という一連の作業に論理的絞を号えるものと考えられる

誤解を避けるために-d加えて置くならば，先の理論ライフ・サイクル・モデ

ルで明らかなように，ここでの理論を展開するために，既に膨大な量の研究遺産

の検証と現実観察が行われていることを記しておくとともに，この理論と過去の

研究成果との連絡を見出す」速の作業，即ちレビューは.機会を見て発表される

ことを記しておきたい二
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る活動が必要とされるがl¥物々交換経済において給付財と反対給付財との交

換を成立させるためには，反対給付財においても給付財と同様の活動が必要と

されると考えられる。即ち，ここで貨幣=決済媒体の市場取引における働きを

決済機能とするならば，決済機能とは売手と買手間に存在する反対給付財の時

空間的質量的懸隔を架橋する働きであると言うことができるだろう。

従来，給付財における時空間的質量的懸隔の架橋活動は，時間効用・空間効

用・質効用・量効用の創出活動として捉えられてきたが1 今見たように決済

機能もまた反対給付財における時間効用・空間効用・質効用・量効用の創出を

行うものと考えることができる。ここで，決済機能の発動によって創出きれる

効用を貨幣効用=決済媒体効用と定義するならば，決済媒体凡の総合効用は，

反対給付財(以下，決済手段lν と呼ぶ)におけるこの 4つの効用の総合値によ

って評価されることとなるの

決済媒体の効用を測定するという動機から，各効用の大きさを 1つのベクト

ルの大きさによって表す試みが以下で行われるが，決済媒体の総合効用を測定

する場合，この 4つのベクトルは，性質を異とする 2つのグループに分類され

ることに留意する必要がある c

1つは，決済手段の交換における質量的懸隔の架橋活動で、あり，決済手段の

価値を何らかの形で表したもの，即ち決済手段情報を生み出す活動(決済手段

の情報化)のグループである C これを決済手段の変換と呼び九これにより創

出された効用を変換効用と呼ぶことにする 3 もう 1つは，決済手段の交換にお

ける時空間的懸隔の架橋活動であり，決済手段情報の移動，つまり情報化した

決済手段の所有権の移動ないし移転を行う活動のグループであるつこれは，決

済手段の移動と呼ばれ，これにより創出された効用は移動効用と呼ばれるこ

従って，決済媒体の総合効用は，質効用ベクトルと量効用ベクトルの合算に

より示される決済手段変換効用ベクトルと，時間効用ベクトルと空間効用ベク

トルの合算により示される決済手段移動効用ベクトルとの合計値によって測定

(6 ' 時空間的質量的懸隔の架僑活動という基本概念の萌芽は，マーケテイング理論の古

典(文献 (4J(5) C6Jなど)に既に見られる c

( 7) 丈献 (31)(32) (33) (34)参照。
(81 決済媒体とは，決済機能の発動用具と定義する c

(9) 決済子段とは，反対給付財を指し，現在所得ならひ、に将来所得，および預金や資産

などがある J なお，この意味て、の決済媒体と決済手段の用語の定義は，文献 (28)

で、既に行われているコ

'101 ここで決済手段の変換と呼ばれるものは，従来W~G~Wーとして議論されている

(文献 (30)などを参照)
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されることになる(図表2-1)ο 

図表2-1 

決済手段の移動効用

決済媒体の総合効用

十 ..o: 決済手段の変換効用

、，

3.決済機能特性の規定要素構造分析

企業はマーケティング戦略上有効な効用を持った決済媒体を提供する必要が

ある，とし寸観点から，以ドでは，各決済媒体における変換効用および移動効

用の規定要因構造分析を行い，その後に，複数の決済媒体の利用時における複

合効用の算出万法を検討することにする C

3 -1 .変換効用の規定要素構造分析

先に，変換効用を生み出す決済媒体の変換機能とは 決済手段を情報化する

ことであると述べたが，この決済手段の情報化即ち変換機能とは，特定の決済

手段と交換可能な商品集合，つまり商品の品揃えと総数量を明らかにするもの

であると言える。

変換効用は，先に述べたように，決済手段の交換における質量的懸隔の架橋

活動によって創出される 2つの効用，即ち質効用と量効用の合計によって算出

される(図表 2-2) c この 2つの効用をさらに定義すれば，質効用とは，変

換の容易性を示すものであり，評価対象となる決済手段(=交換可能商品)の

範囲ないし集合の大きさを示し.また量効用とは，変換の微細性を示すもので

あり，決済手段の評価単位(=交換可能商品単位)の分解能を示している c 従
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って，決済手段の変換機能とは，厳密には，個人ないじ法人などの特定主体の

所持する決済手段と交換可能な商品集合を特定単位で表示する機能であると定

義できる O

図表2-2

景効用

/ 

〈eO: 質効用

、，

ここで特定単位で表示されることによって，ある決済子段には，次の2つの

性格が生じるつは，その決済手段は，その単位に変換可能な商品集合と交

換が可能であること，即ち，その決済手段の交換範囲の表示が含まれること，

もう 1つは，その決済手段は，その単位で交換可能な商品の量によって評価さ

れること，即ち，その決済手段の交換量の表示が含まれること，であるO

ここに見るように.変換効用の創出において，単位設定が中心的役割を担っ

ていると言えるコ例えば， X point a (point aとは特定単位)の決済手段を特

定主体が持っているとすると，このことは，特定主体は， point aでその評価

が示されている商品を総数量Xまで入手可能であること，つまり， X point a 

の決済手段と Xpoint aまでの商品との交換が可能であることを示しているc

従って，決済媒体は，特定主体がXpoint aの商品を入手できるだけの決済手

段を所持しているという情報を伝えるものであり，換言すれば，決済媒体には，

X point aという決済情報の表示機能があると言える 11'土

111 従来言われている貨幣(決済媒体)の持つ価値評価機能(文献 (38J参照)とは.

決済媒体の持つ機能のうちの変換機能(通常は，決済媒体が表示する単位の機能)

であるこなお.ここで、ぷす分析は，従来の貨幣機能論に比べて，はるかに論理的・

体系的であるこ
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考察をさらに進めれば，単位とは，ある特定社会で、認知された価値評価尺度

であり，決済手段や商品の持つ価値を均質化(質から量への変換)することで，

それらの価値の比較を容易にするものであると考えられる C 従って，設定単位

の適用対象は，交換対象商品集合を表し，設定単位の実質的大きさは，価値評

価の正確性(誤差の少なさ)を去す九

決済媒体の変換機能を論じる際には.この価値評価単位設定の問題が大きな

部分を占めるが，この単位が，ある特定社会で認知された価値評価尺度である

ことから考えると，単位の外延としては，円やドルなどの国家レベルでの価値

評価尺度から.個人信用度といった私人・法人間の私的レベルでの価値評価尺

度までが含まれることになる c 今後の議論を明確にするために，この単位を設

定する制度体を国家レベルと A般企業レベルとにK分し.マーケテイングにお

ける決済媒体を問題とする際は，国家信用に基づいた通貨単位設定自体はマー

ケティング環境として扱うべきだと考えられる

マーケテイングにおける決済媒体の変換効用を考察する場合.質効用ベクト

ルによって示される質効用は，ある決済媒体が提供できる商品集合の大きさと

見ることができるコ例えば，ハウス・カードと国内カード，同際カードでは質

効用が異なっていると考えられる114c また，量効用ベクトルによって示される

量効用は，ある決済媒体で決済できる基本単位額の綿密性と見ることができ，

例として電話の料金基本単位時間の設定問題などがあるだろう c ところで，決

済媒体の変換効用を算出する際に考慮すべきもう 1つのベクトルが存在する c

それは，変換の誤差・歪み・失敗にかかる費用. 1'!IJち変換コストであり，商品

購買時の相場と決済時の相場との誤差から生じる損失や，カードによる購買品

破損時の保証などが例として挙げられる C これら 3つのベクトルの合算によっ

て.実質的な変換効用が測定される(図表2-3L

112' 単位設定の問題は，経済学的に見ていくつかの疑問を提出するつ Aつは，貨幣発行

量の増減が，インフレやデフレと関係する現象があるが，これは貨幣では，決済媒

体の価値表示機能と単位の価値評価機能が不可分になっており.決済媒体総数の増

減と特定単位 }<;J~の価値数量の増減が同一に行われることと関係がないかというこ

とである」また.単位の大きさ=価値評価の正確件の点で.需給曲線が連続的であ

ることと.単位が設定されることで，この曲線は実質的には断続線になることとの

間には，需給適合の失敗やデノミの際生ずる問題など，何かの問題が潜んでいるの

ではないか，ということであるこ

1131 単位設定問題は，マーケティング的に見ても，将来的に非常に興味深い問題であるご

例えば， E C統合に向けての通貨競争制度案.民間企業による単位設置などこ

1141 同家信用レベルでは.外国為詳の問題がある
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図表2-3 図表2-4

量効用
※ 

変換効用

/ 変換コスト
|司

./1 

ベクトル

||傾σ〉き
異| 足 4 

質効用' {り:
ι 、，

3つのベクトルの統合により 3次元的に変換効用ベクトルが表示される際

(図表 2-3の※)，このベクトルの大きさは，決済媒体の持つ変換効用の大き

さを表している c また，このベクトルの傾きは，決済媒体の持つ変換効用の中

身(偏り)を去しており sin..cos.. tan..などの手法により，変換効用規定要

素問のバランスの程度を診断できると考えられる二さらに，図表Z-4に見ら

れるような場合分けを行うことによって，マーケティングにおける決済媒体の

差別化(競争と棲み分け)における問題解決の基本パターンが説明できると思

われ，例えば，ハウス・カード対ハウス・カード等の同一種決済媒体間競争や

ハウス・カード対汎用カード等の異種決済媒体問競争.あるいはハウス・カー

に国内カード，同際カードの併用における複合効用競争ーなどの問題の理解に

効力を発するであろうコ

3 -2.移動効用の規定要素構造分析

移動効用は，決済手段情報の移動を行う決済媒体の移動機能によって創出さ

れるが，この移動効用は，前述のように.決済手段の交換における時空間的懸

隔の架橋活動によって創出される 2つの効m.日IJち時間効用と空間効用の合算
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によって算出される(図表2-5)。

空間効用

""6 
、，

図表2-5

移動効用

/ 

時間効用

この 2つの効用をさらに定義すれば，時間効用とは，移動の融通性を示すも

のであり，決済手段情報の時間的移動度(例えば，消費者信用における将来所

得などの現在購買への利用程度)を示し，また空間効用とは，移動の利便性を

示すものであり，決済手段情報の空間的移動度(例えば，現金に比した小切手

の大量資金支払いの簡便度)を示している c

この論文の主旨の 1つである測定可能な理論装置の提供と言う観点から，以

下ではこの移動効用を規定する複数の要素を導出するが，これらの複数要素は

大きく分けて，決済手段情報の移動範囲を意味する移動可能空間口lを決定する

要素集合と，決済機能を作動させるために必要な移動実現手段の効果

(perforrnance) を規定する要素集合，そして移動実現子段の効率(costない

し energy) を規定する要素集合の 3つのグループに分類される r 以下では，

まず移動可能空間の構成要素を列挙し，次に移動実現手段の効果と効率を算出

する際の軸となる，移動実現手段の構成要素を列挙することにするコ

，]，，1 ここでの「空間」とはつの移動効肘ベクトルによって構成されるものであり.

空間効Hiにおける 空間」とは.7J味が異なる
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:1'1 移動可能空間の構成要素

移動機能の可動範囲を規定する移動可能空間の構成要素には，次の 7つのも

のがある c

工 取引商品集合………ー・変換機能が決定する交換可能商品集合

Z 企業集合・…ー………・一決済媒体の使用を受諾している金業集合を指す
が，企業には流通業者や銀行，証券会社などが

含まれる

l豆 取引の空間的範囲 /!i …決済媒体の使用可能な白舗(キャッシュ・デイ

スベンサーやパス，タクシーなどのサービス機

関も含まれる)の地理的な展開範閉を指すが，

Zと別途にこの要素を考慮するのは.一企業に

おいて一自舗しか展開していない場合から，複

数地域に渡って複数出舗展開している場合まで

が考えられるためである

正 取引の時間的範岡山…決済媒体の使用可能な物理的時間帯を指し，例

えば庖舗の開庖時間帯，キャッシュ・ディスベ

ンサーの稼働時間帯.ハイウェイの利用時間帯.

などがある

豆 取引の継続性…………取引における決済媒体の反復利用度を指し.特

定の決済媒体が a取引でしか利用できない場合

から，複数の取引に渡って同ーの決済媒体が利

用できる場合がある

瓦 支払い条件……………決済媒体によって移動可能な決済手段の量を決

定する条件であり，例えば，クレジット・カー

ドの利用限度額や分割払い回数，支払い期限な

どカτある

Z 決済機能形態…....・H ・-後に述べる複数決済媒体併用時における複合効

用の内容

1，2 ! 移動実現手段の構成要素

移動実現手段の構成要素にはー主に次の 3つのものがある=

工: 決済媒体……・一一……・決済媒体とは，決済機能の象徴的存在であり.

1]6i ここでの「時空間」とは，時間効用においても空間効用においても.これを規定す

る要素であり，時空間効用の「時空間」とは同一ではない{
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かつ以下で述べる決済機能支援システムを作動

させる物理的用具である

決済媒体は，その物理的素材によって，コインなどの金属媒体，紙幣や

消費者信用取引における契約書などのペーパー媒体，プリベイド・カー

ドや銀行POSカード，クレジット・カードなどのプラスティック媒体

(通常は，磁気テープや 1Cチップなどの金属媒体が付帯されている)，

声紋・指紋などの生体媒体の 4つに分類できる。

I2: 決済情報………………・…一決済情報とは，決済機能支援システムを作動
させる知識的用具である

この決済情報には，大きく分けて 2種類あり， 1つは決済に必要な'情報

であり，下位分類として，決済媒体の有効性確認情報(デザイン，透か

し.捺印，暗証コード.署名など)，決済の規定限度額や残高，決済媒

体の使用有効期限.決済手段情報(取引額など)の 4つがあるc もう 1

つは，決済から発生する情報であり，誰が，何処で，何時，何を，どれ

だけ，どのような条件で，などの情報が含まれる。この情報は，後続取

引の有効性保持(ブラック・リストやホワイト・リスト作成，決済記録

作成など)のためと，顧客リストや購買記録などを基にしたデータ・ベ

ース・マーケテイングなどへの応用のために必要とされる。これらの情

報は，資金流の合理化か，あるいはダイレクト・マーケティングなとぐへ

の応用かなどの，マーケティングにおける決済媒体の利用目的によって，

どの情報に収集・利用の比重が置かれるかが異なってくると考えられ

るc

l亘 決済機能支援システム……決済媒体と決済情報の処理を通じて決済機能

(決済手段情報=情報化した決済手段の所有

権の時空間的移動(移転))を作動させるシ

ステムである

このシステムは，物理的用具と知識的用具から構成されている C 前者に

は，決済媒体の保管や，決済情報の入手ないし入力・提示ないし出力・

記録・伝達なととに使われるものであり.顧客・レジ係.frI'f員などの人的

用具と，財布・レジスター・ CAT'POS・コンビュータ・通信ネッ

トワークなどの設備的用具がある ε また. f走者には，決済媒体や決済情

報の処理を行うための知識，能力，ノウハウ，コンビュータ・ソフトな

どがある σ

先に述べたように，移動効用を測定する場合には.ここに挙げた移動実現手

段の構成要素ごとに，その効果 (performance) と効率(cost) を規定する要
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素を導出し，測定する必要があるO これらの要素は膨大な数になるため，その

導出は別の機会に譲るが，移動実現手段の効率(cost) に関して簡略に注記し

ておけば，これは大別して，遂行コスト(製造費，設備費，運用費，人件費な

ど)と失敗コスト(不良債権・不正使用・システムの不能による損害など)， 

そして予防コスト(セキュリティ費，保険費，教育費など)の 3つに分類され

るO なお，今後の分析を明確にするためには，例えば，前払い・即時払い・後

払い別に，移動効用の規定要素を具体的に論じる必要があると考えられる O

以上の考察により，時間効用および空間効用から構成される移動効用は，移

動可能空間の大きさと，移動実現手段の効果および効率の 3つのベクトルの合

算によって測定される(図表 2-6) c この 3つのベクトルの統合により 3次

元的に移動効用ベクトルが表示される際(図表2-6の※)，このベクトルの

大きさは，決済媒体の持つ移動効用の大きさを表している。また，このベクト

ルの傾きは，決済媒体の持つ移動効用の中身(偏り)を表しており， sin.. cos.. 

tan.，などの手法により，移動効用規定要素間のバランスの程度が診断できる

と考えられる。さらに，表2に見られるような場合分けを行うことによって，

マーケテイングにおける決済媒体の差別化(競争と棲み分け)の問題解決の基

本パターンが説明できると思われ，例えば，クレジット・カード対クレジッ

ト・カード等の同一種決済媒体間競争やクレジット・カード対プリベイド・カ

ードないし貯蓄等の異種決済媒体間競争，あるいはクレジット・カード，銀行

POSカード，プリベイド・カードの併用における複合効用競争などの問題の

理解に効力を発するであろう O

図表2-6

移動可能空間の大きさ ※ 

(.ー一一

.-¥): 
ι 、，

/ 
移動効用

移動実現手段の効率
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(3 ) 複数決済媒体併用時における複合効用の算出

現実生活では，複数種類の決済媒体が，場合に応じて使い分けられている C

従って，決済媒体の効用を論じる際に，ある特定種類の決済媒体の効用を論じ

ることに加えて，様々な決済媒体を組み合わせた利用が，消費者の購買行動や

企業の提供するサービス集合において，どのような効用を持ちうるのかを論じ

る必要がある。上述の決済媒体の移動効用分析は.特定種類の決済媒体を分析

対象にするもののため，複数種類の決済媒体の使用による複合効用測定のため

には，次に示す分析を加える必要がある。

時間効用でみた決済機能形態は，前払い・即時払い・後払し、に大別され，ま

た，空間効用でみた決済機能形態は，財取引・現金取引・キャッシュレス取引

に大別されるO ところで，前払L、は決済手段を時間的に後方移動し，また後払

いは決済手段を前方移動するが.両者は決済手段の移動効用という点で同時に

プラスの効用を持つと考えられるため，時間効用ベクトルを 2本想定するのが

妥当と思われる。従って，複数の決済機能形態の併用による複合効用は，この

2本のベクトルに空間効用ベクトルを加えた 3本のベクトルによって測定さ

れることになる O 従って，これらの決済機能形態は，図表2-8!Lのように移

動効用ベクトル空間内に位置づけることができる J

ところで 2つ以 t二の決済機能形態ないし 2つ以上の決済媒体の組み合わせ

によって生ずる効山は，図中の実線による矢印により示されるが 2次元で描

かれるこの凶では，前払いと後払いの組み合わせのように，相乗効果をもたら

すであろう組み合わせの複合効用が表示されないだけでなく，相殺効果を生じ

る計算になるという問題点があるニそのため，基本となる 3つのベクトル(図

中の太線による矢印)の組み合わせから生じるベクトルの大きさと傾きが，各

決済機能形態ないし決済媒体を併用した際の複合効用を示すように，図表2-

8~ょうに 3 次元で表示するのが好ましいと考えられる 11:' ニ

このような分析の目的は，企業が，その置かれた状況に応じて，マーケテイ

ング戦略上最適な決済システムを構築する指針を与えることにある c これを念

頭に置くならば，図表 2-8において留意すべき点が，主に 2点あるつ 1つは，

実際的な複合効用を考える場合，基本となる 3つのベクトルは様々な大きさを

とると思われるため，図表2-9工そして図表 2- 9~'のように表示するのが，

適当であろうごまた，この図では，財取引く現金取引<キャッシュレス取引と

1171 ここでは，基本となる 3つのベクトルを座標軸とし，原点(基点=0) として財に

よる即時払いを考えているが，財による即時払い肉体の効用を考える必要があれば，

別途に座標軸を設定する必要があるだろう
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いう効用の大小関係を暗黙に設定してしまう危険を冒す可能性があることであ

る。 決済媒体の使用状況により，各決済媒体の効用は変化し従ってそれらの

大小関係も変化すると考えられる。そこで，様々な基本的効用関係および例外

的効用関係のパターンを区別し，各々のパターンを成立させる条件と，その条

件の発生確率を求め，パターンごとに最適なマーケティング戦略を策定すべき

であると考えられる。

図表2-80::: 図表2-8C?"

prepaid card -check/ bank pos -credit card 
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4.諸決済媒体の特性

現在，マーケティングでは，プリベイド・カードやクレジット・カードなど

の，プラスティックを素材とし，磁気テープや 1Cチップなどを付帯させたカ

ード状の決済媒体が注目されている c その理由として様々なものが挙げられて

いるが---dで言うならば，従来の決済媒体に比して，その決済機能の効用が

大きいからだと考えられる。

以下では，決済媒体の効用分析を基盤として，様々な決済媒体を効用ベクト

ル空間内に位置づけ，基本的類型化を行うとともに，各決済媒体が市場取引に

おいて登場する際に，然るべき条件を揃える効用ベクトル空間内の領域を明ら

かにするこ加えて，この類型化により明らかになる決済媒体の諸性質を，列挙

することにするニ

4 -1 .移動効用を基準とした決済媒体類型

決済媒体の類型化には，変換効用を基準とした分類と，移動効用を基準とし

た分類の 2つのアプローチがあるが，ここでは， f:走者による分類を試みている。

その結果が，凶表2-10に見られるものであり，図表2-10]ではまず決済機

能形態によって基本軸を設定し，その後にこの基本軸が生み出す空間内に各決

済媒体を位置づけた([ヌl表 2-10]:)。なお，移動効用は.前述のように 3つ

の基本ベクトルによって測定されるが，説明の簡便性ために， 2つの時間効用

ベクトルは横軸に重ねて表示しであるつ

キャ yシュレス
取51

現金取引

財取引

即時七、い

図表2一101: 図表2-10'%' 

prepaid card 
crεdir card check bank pos ~_ 
CA.RD 

一一一一一一一→

前払い
後払い

-7i 

GOODS 

ノ
¥lO:'¥EY 

ノ

預金

消費存信m
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この類型化において，実務上の常識から見て疑問の生じるであろう分類がさ

れている決済媒体があるため，これについて説明の必要があると思われる c

1つは，小切手である O 小切手には支払い延期の機能，即ち時間効用が備わ

っていると考えられている c ここで，時間効用創出という点から消費者信用を

考慮すると，これは財の購買(販売)時と決済時との間にある時間的ずれ故に

利用価値があるために，このずれは消費者信用の本質的性質であると考えられ，

如何にこのずれを生み出し利用するかが問題となる O これに対し小切手の使

用に際する，財の購買(販売)時と決済時との間にある時間的ずれは，小切手

の物理的処理に起因するものであり，利用価値はなく無駄なものである(但し，

決済日の指定による決済延期は，理論上は消費者信用に分類される)c 従って，

この無駄は可及的に取り除かれるのが望ましく，小切手の機能をカードに持た

せることは，最終的には銀行POSによる即時決済の方向へ進むと考えられる O

2つめは，プリベイド・カードであるが，これは理論的に見て預金と同機能

を持つものと分類されるC そのため，預金が通貨のー形態であることから.ブ

リペイド・カードに対しても，預金同様の措置，つまり委託金が義務付けられ

ることが説明できる。

4 -2.告決済媒体の存在領域

現金以外の決済媒体が，市場取引で利用されるためには，それらの決済媒体

の効用が，現金の効用よりも大きくなければならないコここで，決済媒体の移

動効用=時間効用+空間効用とし.また，預金および消費者信用は，現金の時

間的移動機能の特化形態であり，小切手は現金の空間的移動機能の特化形態と

考えるC この 4者は，取引状況より使い分けられており，市場取引において基

本的には同ーの存在価値があると想定されるため，各々の効用は，

工l 小切手の効用時間効用0.0) + (空間効用1.0) = 1 
2 現金の効m 時間効用0.5) + (空間効用0.5) = 1 

玄前払いの効用時間効用1.0) + (空間効用0.0) = 1 

正 後払いの効用時間効用1.0) 十(空間効用0.0) = 1， と表示される

ことなる c

このことから.現金に代わる決済媒体の存在IIJ能領域は.図表2-1111の斜線

部分により示されることになる~

IIRI 小切手・現金・前払い・消費肴信用の 4者の効用が.基本的に同」としているが，

実際には.時間効用あるいは空間効用が状況に応じて重視されるので， 4者の使い

分けが牛一ずる
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payment card 

checkibank pos 

GOODS 

図表2-11⑦ 

/ 

prepaid card 
CARD 

credit card 

depositiprepayment 
consumer credit 

ところで，小切手・現金・前払い・消費者信用の持つ移動効用は，常に一定

と言うわけではなく.状況によって変動すると考えられるご例えば，売手によ

る伺入信用取引の拒存や買手の個人信用喪失，または利子率>インフレ率など

の場合は，小切手・前払い・消費者信用に代わって現金(払L、戻しを含む)が

使用される(図表2-111および豆)8 この命題の前提として，小切手・前払

い・消費者信用が使用できない状況，つまり，これらの移動効用が現金の効用

より小さい場合には，より効用の大きな決済機能形態ないし決済媒体が使用さ

れる，という仮定が想定されている。この議論を進めれば，例えばキャッシ

ユ・カードの機能を説明することが可能である。つまり，キャッシュ・カード

は小切子や銀行POSカードなどの支払いカード(図表 2-111の payment
card)の効用が現金の効用より小さくなった場合に，現金を使用できる働きを

このカードに付加させたものであると言えるコ換言すれば.キャッシュ・カー

ドによる現金引き出し機能とは.現金の効用よりも小さくなった支払いカード

の効用を，現金の効用まで引き上げる機能と考えられる(図表2-11<主)c 

同様の理由により，ブリベイド・カードやクレジット・カードへの同様な機

能の付加が行われることが考えられるだろう=なお，この機能自体は決済機能

ではないため，これを決済媒体の補助機能と定義するのが妥当であろう=
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図表2-111:' 

moneyの効用>checkの効用の場合

|¥ 
mone¥ 

check 

図表2-11主

mone¥"の効用>creditの効用の場fT

credit money 

図表2-11亘

payment card prepaid card credit card 

cash card 

4 -3.決済媒体の諸性質

ここでは，上記の分析により整理される，諸決済媒体の性質のいくつかにつ

いて説明する〕その 1つが.決済媒体の発展凶式である。 内支によく言われる
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のは，財→現金→小切手→カードという発展凶式であるがl¥ この見解は a面

的と詰わざるを得なし、先に述べたように，小切手は現金の空間的移動機能の

特化形態であり，また，預金や消費者信用は現金の時間的移動機能の特化形態

と考えられるため，従米の見解では，後若の機能の発展が組み込まれていない

と言える=従って，正確な見解としては.同去2-12に見られるように，現金

の機能は，小切手・前払い・消費者信用の持つ機能へと分化し.そして各々の

機能がそれぞれに.あるいは統合されて，カードという決済媒体に発展するも

のときhるこ

図表2-12 

paymt日tcard prepaid card crピditcard 

check b社nkpo、 CλRD 

¥ / 
¥IO'¥EY 

/¥  
GOuDS ーー ー一一一ー ー一一- prepayment consumer credit 

諸決済媒体の性質で特筆すべきもう 1つの点は，経済体制の差異により生ず

るものである(図表 2-13)" 国家信用経済で行われる取引は，原則的に無名

性取引であり，この取引で現金がもたらす情報は価格のみであるのに対し.個

人信用経済で行われる取引は記名性取引であり，この取引で使用される決済媒

体がもたらす情報は，先に説明したように価格以外の情報を合む決済情報であ

るつ換言すれば.現金は経済学的情報を提供し，個人信旧経済で、の取引で使用

される決済媒体はマーケテイング的情報を提供する，と言えよう c

119' 決済媒体の発展同式に関する-般見解とは，'1]該業界内で論じられている 般常識

であり.様々な業界誌などでの評論・論説に見られるものであるτ
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なお，プリベイド・カードは，企業と個人間で信用供与が行われ，その取引

が記名性を持つ点で，個人信用経済の決済媒体と解釈されるが，信用供与の方

向は，債務・債権の所在という点で，個人信用経済での取引で使用される決済

媒体とは反対であることに留意する必要があるO

GOODS 
(物々 交換帝王汚j

5.諸決済媒体の類型

図表2-13 

¥IO:¥EY 

CREDIT 広義
-(個人信用経済)

i['li]家信用 貨幣経涜，1 : 

この論文の最後のH的は，マーケティングにおける決済媒体の現代的意味を

鑑みて.これらの明確な分類を行い，マーケティング活動対象およびマーケテ

イング研究対象の核とその周辺領域を明らかにすることにある乙

決済媒体の分類に際し，その効用の大きさの相違を分類軸にすることが考え

られるが，変換効用で決済媒体を見た場合，全ての決済媒体は，財→決済媒体

→財という流れの中に連続的に位置づけられることになるため，明確な分類の

椋を引くことが困難であると思われるつここで，現在のマーケテイングでは，

決済の合理化と取引の記名性に主眼が置かれていることを考慮にいれれば，決

済機能の有無と取引の記名性の有無によって分類の日J能な，移動効用による分

類を行うことがー・つの試みとして挙げられ，これによる分類が凶表2-14に見

られるものである C 表中の工'~3:;がマーケティング的に見て問題であり，これ
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らについて，各々の定義とその内容を整理すると以ドのように纏められる C

図表2-14 

[有 l無 l

、主手i決

済

機

能 、ま鉦

広義のクレジット・カード

これは個人信用に基づく取引， E![Jち広義の消費者信用取引で用いられる決

済媒体であり，その外延として，即時払いの支払いカード(小切手， トラベ

ラーズ・チェック，銀行POSカード，ホーム・バンキング，ファーム・バ

ンキングなどを合むい前払い者が記名性を持つプリベイド・カード(預金.

定期券などを含む)，商品入手時と決済時期に本質的なずれがある狭義のク

レジット・カード(割賦払い，一括払い，消費者金融などを合む)があるつ

Z 広義の現金
これは決済機能を持つが，取ヲ|の際に記名性を伴わない決済媒体であり，

様々な決済方法を提供する(様々な決済媒体の取り揃え)観点から考慮され

るべき決済媒体であると同時に，マーケティング戦略上，次の 3'の1Dカー

ドとの併用により工同様の効果を狙うものであるつこの外延として.現金

(これは理論的には，オフ・ライン処理の銀行カードつまり無記名式移動lJ 

座と考えられる)，無記名式プリベイド・カード(乗車券・ギフト券・同数

券・クーポン券などを合む)があるが.後払いはその原理上この分類に入ら

なL、
主 1 Dカード

これは，決済機能は持たないが.取引を記名性にすることにより， 1と同
様の効果を生むことを狙うもので.会員証.メンバーズ・カードなどがあるこ
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6. 今後の研究課題

マーケティングにおいては，決済機能作動というサービスを製品と見なすこ

とができるご以上で展開した分析は， fiわば，この製品の仕様書であるが，今

後の研究では，既にこの論文中で指摘した研究課題を加えて.貨幣機能分析の

理論的計量的精散化を図るとともに.この製品の特殊性を踏まえ，既存のマー

ケティング理論の応用を凶っていくことで，マネー・マーケテイング理論とい

う新分野の開拓が望まれる v 例えば.決済媒体の市場導入・市場浸透という観

点から. P C L理論や消費者行動論.決済媒体の差別化という観点からブラン

ド・ロイヤリテイ理論や市場細分化理論，決済手段情報の流通ネットワーク構

築という観点からチャネル理論などを適用することなど，が考えられるだろう

また.ここで示した貨幣機能分析は，これまでの論述で明らかなように，

様々な既存理論を.ある意味で、統合しようとする試みである一様々な決済媒体

のIfl現に直面している現在，この貨幣機能分析を軸として，言わは、，既存理論

の解体と再構築を行うことは. 1つの試みと言えるであろう
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第 3章 カード戦略の基本論理*

1.研究の目的・対象・方法

2. カードの発行目的

3. カードの機能と種類

4. カード戦略の諸形態

5. カード戦略の成功と失敗類型

6. カード戦略成功のための基本要件

7 .まとめ:カード戦略策定のための基本論理

1 .研究の目的・対象・方法

企業の抱えるマーケテイング戦略課題の解決手段として，カードの有用性が

注目されてから久しし現在では多種類のカードが大量に発行されている c し

かしながら，多くの場合は，どのような戦略課題の解決のためにカードを発行

するのか，あるいはどのようなカードが必要なのかといった，カード発行の基

本的論理を明確にしないままにカードが発行され，その結果，カード運営に行

き詰まりが生じ，さらにはカードの有用性に対する懐疑論まで生じる状況に陥

っているのが現状である c

従って， キ;論のH的は，カード発行によって解決が望まれる企業の戦略課題

を整理すること，そしてその戦略課題に応じて採用すべきカード・システムお

よびカード戦略を明確にすること，さらにはカード戦略成功の要件を導き出し，

最終的には，カード戦略策定のための基本論理を明らかにすることにある c

カード戦略に閲する議論は，現在のところ，そのほとんどが実務レベルのも

のであり，そこで使用される概念や論理枠組みは，各論者独特の用j去を持って

いるコ従って，本論では，これらの概念と論理枠組みを解体し，マーケテイン

グ論的文脈のなかで再構成することにより.カード戦略に関する議論の A般化

と普遍化を試みている c

本論の研究対象となる企業は.なんらかの意味で、自社のマーケティング戦略

課題を解決するためにカードを発行している企業すべてである C そのため.カ

* 初出 広島経済大学経済研究論集 第1Stき第 1サ(平成4年6月)
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ードの利用自体に直接の収益源を求める企業や事業部門のみならず，カード運

営によって間接的に収益の増加を狙おうとする他の企業や事業部門も含まれ

るC 本論は，カード戦略の一般的な基本論理の抽出にあるが，業種業態によっ

て当然存在するカード戦略の相違については，適宜注釈を加えておく G

2 .カードの発行目的

カードを発行する具体的な目的は企業によって異なるが，最終的な目的は共

通して「顧客組織化を通じて，顧客ロイヤルテイの獲得と維持を得ること」に

ある。顧客組織化とは，特定企業ないし特定庖舗との聞に，なんらかの形で継

続的な関係を結ぶ顧客集団を形成することであり，顧客ロイヤルティとは，特

定企業ないし特定庖舗に対して，顧客が継続的な取引関係を持つこと，つまり

忠誠を示すことであるC

顧客組織化の目的は，最終的には顧客ロイヤルテイの獲得と維持を得ること

にあるが，組織化の対象となる顧客と，その顧客に対して展開しようとする事

業によって，さらに 4つの下位目的に分類される。組織化の対象となる顧客は，

既存客と将来の購買が予定される新規客に分類され，また展開される事業は既

存事業と新規事業(しミわゆるニュービジネスと呼ばれるものも含む)に分類さ

れるため，組織化の目的は凶表3-1のようにまとめることができる c 工の組

織化では，既存客の再購買率の向上が目的とされ，顧客の固定化を狙うもので

ある o C~:>--主の組織化で、は，すべて新市場の先行獲得が目的とされるんただ

し， Ci;が新規事業によって既存客の同定化を目的とするものであるのに対し，

玄lと互は新規客の獲得を目的とする。豆と亙の相違点は，新規客の獲得におい

て既存事業が展開されるか，あるいは新規事業が展開されるかであるコ

図表3-1 

既存事業 | 工

新規事業 ，~ :! 

(1 実務的用語では.組織化の目的は様々に語られているが.いずれもこの 4つのセル

(次頁に続く)
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顧客の組織化は，取引における 3つの要素である，商品・資金・情報の管理

を通じて行われる C 商品管理とは，消費者欲求に適切に対応する商品の品揃え

問題であり，資金管理とは，商品入手に際しての決済手段の提供に関わる問題

である情報管理とは，直接的間接的に商品購買を促進する企業情報を消費

者に提供することであり，顧客の組織化に当たっては，これら 3つの要素のい

ずれか，またはその組み合わせが用いられる O これらの管理問題は組織化を推

進する企業のすべてに当てはまるが，最終消費者との間にチャネルが存在する

川上企業の場合は，これら 3つの管理分野において，チャネル支援ないしチャ

ネル排除といったチャネル管理の問題が生じてくるため，顧客と直接接触する

図表3-2

図表3-3

恒叩空劃

か，その組み合わせの中で説明することができる c 例えば，細分化したdj場ごとに
きめ細かなマーケテイングを行おうとする「ターゲ y ト・マーケテイング」は. T 
に相当すると考えられる c また，将来の消費動向の指標となる顧客(イノベーター)

の抽出による新商品の開発や，顧客の消費生活に応じた商品集合の形成を行おうと

する「シーン・マーケテイング」は. ~2~ や、正に~てはまるであろう。さらに.ホー

ム・ショッピングなど. Iダイレクト・マーケテイングj展開のための布石としての
組織化も、主や亘の範障であるこ互の例としては.ホテルや不動産会社が，将来需

要確保のために顧客を組織化する場合が挙げられるだろうご

12¥ 顧客組織化の手段としての生命保険会社や損害保険会全iの提供する貸付業務や，銀

行口座からクレジット金額が引き落とされる決済サービス.さらに航空会社や鉄道

会社の乗車券販売は.一般に商品管理の問題として語られるが.決済管理をー種の

商品として提供していると考えられるため，これらは決済管縄問題として捉えるの

が妥当であろう」
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場を持つ川下企業の場合と区別して論ずる必要があるだろう¥川上企業のチ

ャネル管理問題に関する議論は，別の機会に譲ることにする c

顧客組織化の過程には，大きく分けて 2つのパターンが存在する。一つは.

あらかじめ何らかの形で顧客を組織化し，そこで収集された情報を分析するこ

とにより.次の販売促進に活かし，組織化された顧客のロイヤルティをさらに

堅固にするとともに，新市場の獲得をも行おうとするやりJjである O もう一つ

は，まず何らかの形で顧客情報を収集し，これを分析することによって販売促

進を行い，顧客を組織化していこうとするものであるごこの過程は凶表3-2 

のようにまとめることができるが，基本的なパターンは，図表 3-3に見られ

るように，顧客の組織化から情報収集へ.そして収集された情報の分析に基づ

く販売促進から再び顧客組織化へ，といったサイクルとして描くことができるつ

2つのパターンの違いは，顧客組織化から始めるか，情報収集から始めるか，

によって生じているc

では，顧客組織化というマーケティング戦略課題の解決手段として，なぜカ

ードi0'm"，、られるのか，あるいはどのようなカードが有効なのか，カードの代
替案としては何があるのかを，カード機能の分析を通して見てみることにする。

3 .カードの機能と種類

顧客組織化の手段としてのカードには，数多くの種類があるが，なかでもク

レジット・カーれL 従来から顧客組織化に用いられる手段の代衣的なものと

して語られてきたc 従ってここでは，クレジット・カードの発行日的を明確に

することにより，カードが顧客組織化において果たす役割.即ち機能を明らか

にする z と同時に.これによって.顧客組織化の代替手段の)ム.がりを特定する

ことカf可能になるであろうっ

クレジット・カードの発行日的を概観してみると，そこには大きく 2つの流

れがあることが理解できるコ 1つは.対消費者取引における小口信用取引の汎

用化であり，もう 1つはマーケット・レーダーの構築と活用である!コ

小口信用取引の汎用化とは，対消費者取引における決済の利便性の向上であ

るが，これは伝統的な販売促進手法である消費者信用(コンシューマー・クレ

ジット)の利用を，より日常的な購買に浸透させようとする一連の企業努力に

(31 川1:企業および川下企業という分類は概念的なものであり.例えば航空会社や鉄道

会社などは，チケットが代理応を通して販売される場合には川上企業であるが.チ

ケットで購入されるサービスの提供においては川ド企業であるこ

I ~ 1 町村正紀「マーケット・レーダ-同氏経済雑誌J第156巻第5号. 1987. pp.77-94 
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端を発しているC つまり，現金取引が習慣となっている対消費者取引にあって

は. しばしば生じる購買機会の喪失問題を，それまで限られた範囲でしか用い

られていなかった消費者信用の浸透によって，解決しようとしたことである C

具体的には，カードを導入することによって，消費者信用取引にともなう煩雑

な手続きを簡略化するとともに.消費者信用が利用できる商品対象を拡大する

ことで，発生した販売機会を逃さずに捕らえ，実際の取引を実現させることが

できることになる。と同時に，消費者にとってクレジット・カードの所持は，

流動的な購買機会を，迅速かつ確実に購買へと結び付ける手段を入手すること

になるため，カード所持者はカード発行企業ないしカード受入れ企業または庖

舗へのロイヤルティを示すことになるつ

しかしながら，このような決済における顧客への便宜を凶るという考え方は，

当然のことながら消費者信用取引の浸透という発想だけにとどまらず¥効果的

効率的な決済形態を多様に展開していく流れへとつながってしミく。結果として，

従来のクレジット・カードに加え，現金の発展形であるデピット・カード(銀

行PQSカード)やプリベイド・カードが発行されることにより，即時払い，

前払い，後払いの三形態が出揃うことになる。

従って，顧客組織化の手段としてのカード機能はつは決済系機能である

と考えられるが，この機能においては，決済の利便性向上という目的に添って，

I決済の軽便性(カード利用による決済の物理的手軽さ〆空間的移動効用の創

出)， .:1:決済の融通性(分割払い金額や前払い金額などを多段階に設定するこ

と等による決済の機能的手軽さ〆時間的移動効用と質的量的変換効用の創出).

2決済機能形態の多様性(様々な支払い方法を利用できることによる決済機能
の品揃え).が追求されるのが原則であるつC

クレジット・カード発行のもう←・つの目的である，マーケット・レーダーの

構築と活用は.その内容が多様化すると同時に変化サイクルが短期化する消費

者欲求を的確かつ迅速に把握するために，顧客情報収集システムを精轍化する

必要から生じてきている c このような状況の中にあって，クレジット・カード

は，その発行時に顧客の様々な属性情報を入手できるとともに(静態情報の入

手)，商品情報や決済情報と連結させることによって，顧客の購買行動を把握

できるために(動態情報の入手)，従来の顧客情報収集システムを補完する手

( 5' カードの決済機能についての理論的考察については，拙稿「マネー・マーケティン

グR理論序説j r経済研究論集(広島経済大学)1.第13巻第3号.1990.9， pp.:59-84を
参照されたいu なお，一〈石氏はカード機能のーっとして，決済機能(キャッシュレ

ス機能)と販売信用機能を下位機能に持つ「金融系機能」を挙げているが，本論で

の「決済系機能Jとは用法的にほぼ同宇のものであると解釈できる
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段として注目されるようになった。

ところが.顧客情報収集システムにおいて企業が収集し分析したい情報は.

必ずしもクレジット・カードの発行と利用から入手できる情報とは一致しな

い。顧客の消費動向の体系的把握のためには，対消費者取引において生じる情

報をすべて収集する必要があるか，または，クレジット・カード利用客とは異

なる顧客層の情報収集が必要である。従って，カード発行の第二の目的にそっ

て発行されるカードは，カードから顧客の 1Dが読み取れるという意味から，

クレジット・カードだけでなく， 1 Dを付帯している他の決済型カード(例え

ば，銀行POSカード)や，決済系機能を持たない IDカードやメンバーズ・

カードも含まれることになるであろう c 顧客が特定数の顔馴染み客である場合

などでは， 1 Dカードも必要ではないと考えられる c さらに，顧客の消費動向

の把握に当たっては. 1 Dレベルでの顧客情報を収集する必要がなく， P 0 S 

やCATなどによって収集される商品情報や決済情報で充分な場合もあるであ

ろうこ従って，顧客情報収集の手段は，収集すべき情報が顧客の 1Dレベルで

のものか否か. 1 Dレベルのものが必要な場合でもカード化が必要かどうか，

との観点に立って選択すべきである。

ところで，収集された顧客情報は，分析の過程を経て，的確で、迅速な商品管

理・資金管理・情報管理へと反映されるが，企業がこれを顧客個人レベルにお

いて行おうとする場合，クレジット・カードの持つ顧客 1Dが重要な情報とな

るc 近年のダイレクト・マーケテイングや，いわゆる会員ビジネスなどは.顧

客 1Dの利用により，顧客に対して個人レベルでのきめ細かな対応が可能にな

り，顧客ロイヤルテイ獲得と維持とを確実に行えることになるコ

しかしながら，ここにおいても，選択すべき代替案が存在している c 企業が

展開したい事業は，顧客 1Dを特定化する必要があるのか否か，顧客 1Dを特

定化する必要がある場合でも，顧客名簿などの ID情報のみで済ますことがで

きる性質のものであればカード化は必要ないが，商品販売の現場での対応や特

定多数の顧客への対応が必要な場合は，決済型で、あれ非決済型で、あれ， 1 Dを

特定化できるカードを発行する必要があるであろうコ

以上のことから明らかなように，顧客組織化の子段としてのカード機能には.

顧客 1D特定化機能があると考えられるが(1 D系機能人顧客の消費動向分

析のために商品情報や決済情報と組み合わせて顧客情報を収集する機能がある

ことを考慮すれば，この機能を情報系機能と呼ぶこともできるであろう n ご

以上の情報系機能の議論に基づいて，選択すべきカードの種額を選択する問

'6 I クレジット・カードに代表されるカード白体の機能には，決済系機能の{也は.顧右:

(次長に続く)

90 



第3章 カード戦略の基本論理

題をまとめたものが図表 3-4であるが，カードの決済系機能と ID系機能

(情報系機能)との組み合わせから見たカード選択肢の問題は‘図表3-5に

まとめた通りである;

図表3-4
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図表3-5

知E

1 Dを特定化する機能しかない しかしながら、この顧客 1Dは.本論中にあるよ

うに，顧客情報収集に使用されたり，あるいは顧客個人レベルにおける商品管理・

資金管理・情報管理の手段として使用されたりするため.この 2つを区別して考え

ることも可能であるご三ιi氏の説では，この 2つを区別して，前者が情報系機能，
後者がコミュニケーション系機能としているが，このR別は機能分類の範時設定の
問題に過ぎず，カード機能の解釈において，本論との'X質的な相違はない

17 't 詳しくは，拙稿「マネー・マーケテインク、理論序説H経済研究論集(広島経済大学).. 
第13巻第3号. 1990.9. pp.i9-81を参照されたい~
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4 .カード戦略の諸形態

顧客組織化の手段として用いられるカードの機能には，以上に見たように，

決済系機能と 1D系ないし情報系機能があり，カードの発行と運営に当たって

は，この 2つの機能を共存させる場合が多く見られる C しかしながら，元来，

両者は目的をまったく異にする機能であることに留意する必要があるだろうと

決済系機能を持つカードを発行・運営あるいは利用する企業においては，カー

ドの利用自体が直接的に収益の増加をもたらすことが期待され，なおかつ要求

されるのに対し. 1 D系ないし情報系機能を持つカードを発行・運営あるいは

利用する企業においては，カードの持つ情報を基盤にして，商品管理・資金管

理・情報管理を展開し，これによって収益を上げることが期待かっ要求される

ため，カード自体の利用による収益は副次的なものとなるc この点を明確にし

ないままシステムづくりを行うために，効果的効率的なカード戦略が実行され

にくくなっていることは否めないだろう 3

このような認識に立てば， 一般にカード戦略と呼ばれるものには，大きく分

けて 2つのものがあると考えられるコ -つは，決済系機能の発揮によって収益

を}二げることを目的とする事業において展開される戦略であり， もう ，つは I

D系ないし'情報系機能の発揮によって収益を上げ、ることを目的とする事業にお

いて展開される戦略であるコ前者の事業は，通常，カード・ビジネスと呼ばる

のに対し. f走者の事業は会員ビジネスまたはメンパーズ・ビジネスと呼ばれ司

それぞれ独立に存在するものであるが，さらに.この両者の性格を帯びた. も

う一つの事業が存在するとこれを狭義のカード・マーケテイングと呼ぶことに

するが，カードを発行・運営ないし利用する企業の多く(j:.現時点では，この

最後の範障に属している(図表3-6 ) c 

図表3-6

//~----一一 一二~;><:二二一一\\\

\\\」一二~二一一~/
メンバーズ・ビジネス カード・マーケテイング カード・ビジネス
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このようなカードの 2大機能に基づく事業分類は，原理的なものであり，現

実にカード戦略の基本性格を分析ないし決定する際には，自社の発行・運営あ

るいは利用するカードが，カード・ビジネスおよび会員ビジネスの性格をどれ

だけ帯びているかという視点から，両者の比率関係で考慮すべきであろう c た

だし，決済系機能を付帯しないカードによる会員ビジネスが存在するのに対し，

現実のカード・ビジネスにおいては，多少なりとも会員ビジネスの性格を有す

ることに留意した'v)o I会員」であることは，顧客が，特定企業ないし特定出

舗との聞に，なんらかの形で継続的な関係を結ぶことであると解釈すれば，会

員ビジネスの目的は，カード戦略の基本的目標である顧客組織化と同義になる

ため，カード・ビジネスにおいても，会員ビジネス的性格が必然的に見出され

ることになるだろう。従って，いわゆる会員ビジネスとカード・ビジネスとの

差異は，企業がカード所持者に対して，会員としての明確な自覚を促すか百か

にあると考えられ，カード所持者が自己を会員として自覚する場合は， I堅固

な組織化」が行われ，また，会員としての白覚が希薄な場合は， Iゆるやかな

組織化Jが行われると見なすことができる。
なお，会員ビジネスとカード・ビジネスの融合形を.狭義のカード・マーケ

ティングと呼ぶのに対L，広義のカード・マーケテイングでは，カードによっ

て企業の抱えるマーケティング戦略課題を解決するという意味合いから，会員

ビジネスとカード・ビジネスをも含むと解釈することができるが，カード業界

の慣例としては，会員ビジネスと狭義のカード・マーケテイングを，一般にカ

ード・マーケテイングと呼ぶことが多い。さらに，カードを顧客に持ってもら

うための活動，すなわちカードの市場導入活動を指してカード・マーケテイン

グと呼ぶ場合があることを付け加えておく c

5 .カード戦略の成功と失敗類型

以上に述べたように，カード戦略は多少ともカード・ビジネス的側面と会員

ビジネス的側面を持っているコ裏を返せば，両者の性格をいくらかでも持つカ

ード戦略を成功させるためには，第一に追求する目的が異なる 2つのカード・

システムをそれぞれ整備することが必要であり.その過程で両者の融合を図る

ことが必要となる C この点から，カード戦略の成功と失敗のパターンを整理す

ると図表3-7のようになる。

カード・ビジネスと会員ビジネスの両システムを整備することで成功するl.

のバランス成功型以外は，すべて失敗型に属する c 4.の完全失敗型は別とし

て，カード戦略が失敗に陥るケースの多くは， 2.または3.のタイプに属してい
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るC

図表3-7

カード・ビジネス

整備 | 不備

|メンバーズ・
1. 0 2. 乙L

|ピジネス
3 乙斗 4. X 

2.の失敗塑は，カードの 1D系機能を利用して顧客情報を収集し，これを顧

客管理に応用しようとする企業に多く見られるタイプであるが.その主な原因

としては次の事項が挙げられる。まず，カード発行枚数の増加を図るために，

クレジット・カードであれば審査基準を下げることで不良債権の発生率が上昇

したり，特典サービスを過度に付加したりしたために，カード・ビジネスの収

益構造に問題をきたすことである cまた.決済系機能が充実していないために.

カードの利用率が上昇せず，スリーピング・カードが大量に発生し，結局，充

分な顧客情報が収集できないことになるコさらに，情報収集と管理の対象とな

る顧客層が，決済型カードで扱おうする顧客層と対応していないという，カー

ド樟類の選択失敗という問題もある c 加えて，カード発行・運営のノウハウが

ないために，これを他企業に委託する場合には.顧客情報を収集できず，顧客

管理も行えない結果になる危険性があるだろう。これらの問題は，主にカード

の応用アイデイアが先行してしまい，展開しようとするカード・システムの基

盤となる決済系システムの整備がおろそかなっていることに，原因があると言

えよう。

3.における問題は， 2.とは対照的に.カードの応用アイデイアが欠落してお

り，カード・システムを構成する情報系システムが円滑に運営されていないこ

とから生じているコこのタイプのカード戦略を展開している企業においては，

決済システムの設計や運営に関してはノウハウが蓄積されているために.現時

点では収益性の点で問題は生じることは少ないが.カードでどのような情報を

収集し，それらをどのように利用していくかについて明確な政策ひいてはノウ

ハウを持たないために，収集する情報に一貫性がなく，重要な情報が欠落して

いたり，反対に闇雲に不必要なデータを収集してしまい，最終的には情報の収

集と分析過程において多大の非効率性を露平することになり，カードの応用形
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態としての会員ビジネスの運営が困難になってしまう傾向がある O 会員ビジネ

スを展開しようとする企業はもちろんのこと，基本的にはカード・ビジネスを

展開する企業であっても，カード・ビジネスが多少なりとも会員ビジネス的性

格を帯びることを考慮すれば，カード戦略を会員ビジネス的視点で展開しなけ

れば，長期的には顧客ロイヤルティの獲得と維持を得ることは難しくなるであ

ろう C

以下では，以上のような 2つのビジネスから構成されるカード戦略を成功裡

に展開するための基本要件を検討する O

6 .カード戦略成功のための基本要件

まず，カード・ビジネスは.決済系機能を中心に展開きれるビジネスである

ため，この成功のためには，決済系機能を整備し，これにより収益を上げる視

点が必要になる 3 決済機能の整備とは，商品取引における決済の利便性を向上

させることであり，種々の決済媒体の変換効用と移動効用，ならびに複数決済

媒体使用による複合効用を，費用対成果の視点から向上させることが最重要課

題となるlド C 現在，カードに様々な特典を付加させ，これをカードの差別化手

段とする傾向があるが この政策はあくまでもカードの販促手段であることに

留意する必要がある。カード・ビジネスにおいて根本となる提供商品は，決済

機能の発動であり，これをいかに効率的効果的に行えるかが第一義的な問題と

なる。従って，的確な決済機能の設定と，決済機能の発動システムを支える下

部構造(適切な審査基準の設定や決済情報システムの整備など)の整備を通じ

た健全なシステム運営体質の保持とが，カード・ビジネスにおける収益確保の

ための基本要件である G

次に，会員ビジネスにおいて問題となるのは，顧客情報を正確かつ迅速に収

集できる顧客情報システムと，収集された情報を分析したうえで商品・資金・

情報管理へと還元できるシステムの整備である C カードないしはそれに類する

手段により顧客の静態情報を入手した後に カードないしそれに類するものを

所持あるいは使用する会員に対して，様々な特典を提供したり，ダイレクト・

メールを送付するというのは.会員ビジネスとしては初歩の段階であり，最終

的には，会員に関する種々の情報を動態的・体系的に収集しつつ，商品・資

金・情報管理を通じて顧客欲求に応えるシステムを形成することが，長期的で

， 81 詳しくは.拙稿「マネー・マーケテイング理論序説~r経済研究論集(広島経済大学)J， 
第13巻第3号.1990.9， pp.61-74を参照されたいご
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緊密な関係を顧客との間に築き上げるためには必要となる c 特に留意したいこ

とは，顧客情報の把握レベル設定と，レベルに応じた顧客情報収集手段の選択

ないし組み合わせの問題である O 顧客情報の把握レベルの問題とは，第」に，

情報を把握したい顧客層の設定問題であり，第二に，顧客の時系列的な動きを

把握するための時間的範囲の設定問題，第三に，商品・資金・情報管理に必要

な顧客情報項目の設定問題，である c これらの設定と，設定内容に応じた情報

収集手段の選択ないし組み合わせを誤ると，情報の陳腐化や偏向あるいは無駄

が生じ，顧客情報収集システムの運営が非効率的・非効果的なものに陥るだろ

うc さらに留意したい点は，収集分析された顧客情報をマーケティング戦略へ

還元させるシステムの設計問題である。会員ビジネスの最終目的は，商品・資

金・情報管理を通じて顧客欲求に的確かっ迅速に対応することであり，顧客情

報収集システムは，あくまでもそのための手段であることを忘れてはならない

だろう C

7 .まとめ:カード戦略策定のための基本論理

以上の分析から明らかなように，カード戦略の策定にあたっては，以下の事

項が基本的な検討項目になる。

第一に，カードを媒体として企業が何を顧客に提供しようとするか，である C

換言すれば，カードにより展開したい事業は，カード・ビジネスなのか，会員

ビジネスなのか，あるいはその融合形としてのカード・マーケテイングなのか，

ということを決定する必要がある 3

第二に，カードの発行目的に応じたシステム形成を行っているか，という問

題であるコカード・ビジネスであれば決済系機能が円滑に発動で、きるシステム

が形成されているかどうか，会員ビジネスであれば，情報系機能が効率的効果

的に作動し，収集分析された情報が商品・資金・情報管理に的確かっ迅速に還

元されるシステムが形成されているかどうか，ということを検討する必要があ

るつ

第三の項目としては，以上の項目を検討する過程において，問題にすべきカ

ードあるいはこれに代わる代替手段の選択ないし組み合わせを決定する問題が

ある。カード・ビジネスにおいて決済系機能の充実を図るのであれば.クレジ

ット・カードや銀行POSカード，プリベイド・カードに加え，現金での支払

いをも考慮し決済形態の取り揃えという観点から，単にカードだけでなく多

様な決済形態全体の中で，決済系機能を発動する媒体を選択する必要がある。

また，会員ビジネスであれば，情報を収集し商品・資金・情報管理おいて対
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応したい顧客層を明確に L，その顧客層に応じたカードないしそれに類するも

のを取り揃える必要があるつ収集するのは静態情報か動態情報か，あるいは，

顧客の属性情報か購買情報か.また管理したいのは商品，資金，情報のどの分

野であるのかーによって 1D型カードなのか，それとも決済系機能を付加した

カードなのか，決済型カードであってもどの決済形態なのか.を決定しなけれ

ばならなL、c

以上の項目は，カード戦略を展開しようと試みている企業，あるいは既に展

開している企業すべてに共通して検討しなければならないものである c カード

は，あくまでも企業の抱えるマーケテイング戦略課題を解決するための代替案

の一つであり，また，選択すべきカードの種類にも様々なものがあることを認

識したうえで，自社のマーケテイング戦略に最適なカードないしはそれに代わ

る子段を選択し，これを運営・活用するシステムを構築することが望ましいと

考えられる=カードは，マーケティング戦略課題の有効な解決手段とはいえー

闇雲にこれを導入することは，これを採用する企業の収益構造に問題を生じる

だけでなく.社会全体におけるカード・システムの健全な発達を阻害すること

になりかねない有国な手段とは司適切な選択と熟練のうえに，その効果を発

揮するものであること念頭に置くべきであろう
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第 4章 小売業の顧客情報システムにおけるPOS

およびカードシステム導入の論理過程*

1.研究の目的・対象・方法

2.市場環境の変化と小売業の課題

3.顧客情報システムとしてのPOSシステムの役割

4. P 0 Sシステムの限界とその補完手段

5. クレジット型POSシステムの導入とその問題点

6.顧客情報システムにおける情報管理媒体の選択論理過程

7 .今後の研究課題

1.研究の目的・対象・方法

成長市場から成熟市場へと時代が変遷するに伴い変化しつつある消費行動お

よび消費者行動に適応するための経営戦略の制度的基盤として，各企業は顧客

情報システムの整備を.主にPOSシステムならびにカードシステムの構築・

活用という形で進めているが. P 0 Sシステムならびにカードシステムに関す

る従来の学術的レベルでの議論では，顧客情報システムとしてのこれらのシス

テム導入の必要性をマーケティング論的に指摘したもののほかこれらシス

テムの有効な利用方法についての研究がほとんどであり~小売業の業態や各

小売企業の諸事情を考慮したうえでの，適切な顧客情報システムの選択論理を

扱う議論が欠けていたことは否めないc 従って.本稿では，顧客情報システム

に関するこれまでの議論を振り返り整理しながら，これらの議論をさらに発展

させるための理論的貢献を巨的とするものであるつ

以下で検討される事項は工顧客情報システム導入の背景となっている消費

*初出 広島経済大学経済研究論集 第15巻第 4f;;' (平成 5年 3月)

i 1 ， 01村正紀「マーケット・レーダー国民経済雑誌第1560第;)7;'. 1987年，
pp.77-94. 

12 i 主に‘青木幸弘「小売業における POS情報の合効利用ーその方途と課題~ i?肖費と
流通=・ 1985年春. ¥'01.9 ~o.3.. pp.2.1-32. I司 IP 0 S情報と小売業の意思決定 D 
S Sへの展開h向JJ消費と流通J，1985年記 vol.9~()4.. ppAO-45 
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行動ないし消費者行動の変化についての従来の議論の確認と整理，之顧客情報

システム導入によって解決が望まれる小売業の課題の整理，豆顧客情報システ

ムとしてのPOSシステムおよびカードシステム導入の必然性を，これらシス

テムと既存手法との比較を含めての検討， iI;顧客情報システムとしてのPOS

システムおよびカードシステムの有効性と限界， ]~顧客情報システムとして適

切なPOSシステムおよびカードシステムの選択論理の導出.である c

小売業においてPOSシステムやカードシステムが顧客情報システムとして

果たす役割を踏まえた.各企業の業種や業態などの諸事情に応じたPOSシス

テムやカードシステムの選択問題については，様々な実務書レベルで議論がな

されているが，ほとんどが現象記述の域を出ないものであり，また，各論者の

視点や用語によって記述されているため，論理的かつ体系的な理解が難しい状

況にあるのが現状である。そのため.本稿では，これらの実務レベルでの議論

を，可及的に現実の現象を把握することによって，その論理枠組および使用用

語ともにいったん解体し，顧客情報システムの選択問題を共通の論理枠組およ

び用語で理解できるように努めた。そのため，既に業界内では周知とされてい

る用語に関しても，必要な場合には適宜定義を行って議論を進めている=

顧客情報システムとしてのPOSシステムおよびカードシステムを導入し活

用している企業は，種々の業種業態に渡るが，本稿ではPOSシステムおよび

カードシステムの普及が目覚ましく，また，その導入と活用により今後の流通

システムの構造変革や，さらには産業構造の再編成をもたらす可能性を多大に

含んでいる小売業に焦点を当てることにし，他の業種に関しては，他の機会に

譲ることにする。小売業における業態の違い，例えば百貨庖，スーパー，コン

ビニエンスストア，そして専門屈などの差異は考慮に入れて議論を進めていく

が，各業態についての詳細な議論は，各業態のケーススタデイを含めて，改め

て議論することにし，ここでは顧客情報システムの導入に際して小売業が検討

するべき，基本的な論理の流れを整理することを日的とするO

2.市場環境の変化と小売業の課題

企業を取り巻く市場環境の変化は， 1980年代の半ばから「消費の多様化・個

性化JI少衆Ji分衆」などの用語によって様々に論じられまた，これらの
議論への反発として「大衆論」擁護派も同時に発生した九現場のマーケッタ

i 31 例えば，藤|吋和賀「さよなら.大衆l PHP研究所， 1984年.関j尺英彦 li分衆」
の誕生1， 日本経済新聞社. 1985年など

， 41 例えば. トー村忠「少衆・分衆論を排す n'0 I C E j， 1986年3月号など
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ーに対する調査によれば三， r消費の多様化・個性化Jr少衆化・分衆化」は実
感としての認識であり，その結果として多品種少量生産ないし販売へ移行して

いることは事実ではあるが，市場環境の変化に対する以上のような相反した認

識は，どのような現実を前提として導き出されたものであるかを，これらの認

識を批判的に検討しているいくつかの議論を整理することで，現実の市場環境

変化を的確に把握することが可能であろう c

まず， r消費の多様化」には，消費者内多様化(=消費多角化)，消費者間多
様化(=消費個性化人時間的多様化(=消費短サイクル化)の 3つの次元が

あるが，これらはほぼ相互に独立した次元であり，また，これらの現象が見ら

れるのは高所得者層であることから，消費市場には「多様化市場」と「非多様

化市場」が併存していること，および「多角化市場」にも，その消費生活のお

よそ全般に渡って「多角化」している市場と‘消費生活のある部分(臨時収入

のある時期や特定商品において強い晴好の偏りがある場合)で「多角化」して

いる市場があること，さらに商品によっては「多角化」の「程度」が異なって

くること，などが実証的に検証されている~また， r多様化市場」において
は，従来とは異なる消費主体の台頭，消費欲求の複合化と複相化，買物場所の

広域化など，ターゲットとなる消費者が「静止した標的」から「動く標的」へ

と変化する傾向が顕著に見ることができるさらに，大量生産された基本部

品や基本商品が，多品種少量生産品と相互補完的に販売されている現状から，

「大衆Jを前提とした大量生産と「少衆・分衆」を前提とした販売は相反する
ものではなく， r大衆論」と「少衆・分衆論」は.一個人の中に「多様化消費
行動」と「非多様化消費行動Jとが同居する状態を分析するための，相互補完

的な議論であるとの報告もあるト C

これらの議論から.r消費の多様化Jの内容には様々な側面があることが分
かるが，消費者欲求と尚品との関係から見た市場のどの部分がどのように「多

様化」しているかは，さらに消費生活の全般にわたる包括的かっ綿密な分析が

! 5 )消費論 マーケッターの評価jJ消費と流通J日本経済新聞社， 1986年夏， ¥"01.10 
I'io.3. pp.l3-23 

， 61 田村正紀「消費多様化・その規定因と戦略適応 I 7消費と流通1.日本経済新聞社.

1987年夏. ¥'01.11 No3. pp.139-155.. および111村正紀「現代の市場戦略日本

経済新聞社. 1989年12月25日.pp.41-54およびpp.83-86

171 田村正紀「マーケット・レーダーJ~凶民経済雑誌ム第 156巻第 5 号， 1987年.

pp.77-78.. および田村正紀「現代のrli場戦略J，日本経済新聞社. 1989年12月25U

pp.72‘80. 

¥81 井関利明「消費論の新しい展開をJf?肖費と流通L 日本経済新聞社. 1986年夏.
¥-01.10 !¥o.3. pp.47-57 
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必要となるであろう。しかしながら，そのような分析は， I消費の多様化」に

ついての」般理論を構築するためだけでなく，むしろ早期の解決が望まれる現

実的な問題として，個々の企業が置かれている状況を熟知するための必要な作

業であり.まさにその意味で， I消費の多様化」の内容を分析するための情報

収集用具と情報処理加工技術の獲得が要求されていると言えよう c

この情報収集肘具と情報処理加工技術の獲得問題は，以上の「市場環境の変

化」が小売業に課す課題という観点から，これを解決するための必要不可欠な

問題として位置づ、けることができるコつまり，小売業においては，消費者欲求

へのより正確で迅速な対応という視点から見れば.多品種少量販売を前提とし

た迅速で適切な品揃え形成システムの確立であり，低成長経済下での投資収益

率重視の経営指向の観点からは，投機型在庫投資から延期型在庫投資への移行

である O このことは，小売業に，主販売戦略ドメインの拡大， ，~消費の多様化

により細分化された市場を，販売効率性を達成しうるレベルに再編成すること，

I消費者行動の変化へ即時対応可能な体制づくり.を要求することになるが，
そのためには，消費者の生活全般に渡って，その行動の内容と変化を感知しう

る市場情報システムが必要となるリ。従来の市場情報収集システムでは，この

ような要求に応えることはほぼ不可能であり，そこに登場するのが「マーケッ

ト・レーダー」という概念であるこ「マーケット・レーダー」とは， Iマーケテ

イングの戦略および業務に関連する消費者行動を大量に，迅速かつ経時的に捉

え，それを即時的に処理・加工する情報システム」でありこれを技術的に

実現可能にする代替案の・っとしてPOSシステムを挙げることができるつ

3.顧客情報システムとしてのPOSシステムの役割

iP 0 SJと(j:， "Point Of Sal出..または，“PointOf Service"の略であり，

販売時点で発生する全てのデータを管理する装置で、あるが， IP 0 Sシステム」

と言う場合， I従来のキー・イン方式のレジスターではなく，自動読取万式の

レジスターにより，商品qi.品ごとに収集した販売情報.ならびに仕入れ・配送

などの活動で発牛する各種情報をコンビュータに送 i)，各部門が有効に利用で

きるよう情報を加工， i云達するシステムで，いわば小売業の総合情報システム

r 9' 出村1E紀「マーケソト・レーダ-J r同民経済雑誌人第156巻第 5号， 1987年.
pp.81-82 

IlIJ 今日の市場↑吉報収集システムとしての マーケット・レーダー」の必要性およびそ

の特質に関Lては.同村JF紀「マーケ y ト・レーダー」了l玉l民経済雑誌1，第156巻第
5号. 1987年， pp.83-90参照
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を意味する(通産省の定義)Jとあるように， ip 0 Sシステム」は，販売デー

タを管理する P0 S，発注データを管理する P0 0 (Point Of Order) ，納品

データを管理する P0 R (Point Of Receive)，の 3つの構成要素から成り立

っている

日本における POS導入の歴史は， 1975年以降から百貨屈を中心として始ま

ったc この時の主なPOS導入の目的は，事務の合理化による事務コストの削

減にあり，具体的には伝票処理の必要な取引で生じる事務の合理化を示してい

た(図表4-1 ) c このことは， P 0 Sによる人的作業の軽減によるコスト削

減を意味しているが，今日でも POS導入の目的の大きな一つは，伝票に限ら

ず，白頭で生じる様々な事務作業を軽減し，これにかかるコストを削減するこ

とにあり(例えば，チェックアウト時間の短縮や登録ミスの減少などにこれ

は一般に「オベレーション・メリット」ないし「ハード・メリット」と呼ばれ

るc これに対し，現在注目されているのはPOSシステムによって収集され処

理・加工される情報を販売政策における意思決定に反映させ，利益の任保ない

し増大を狙うものである O これを前者のメリットと対比させて「マネジメン

ト・メリットJないし「ソフト・メリットJと呼ばれ，その主なものには， 1 
単品レベルで、の売れ筋・死に筋の把握による迅速で適切な品揃え玄l単品別の

迅速で適切な発注および納品による在庫削減.主適切な陳列や値引き，および

顧客の購買動向に合わせた販売促進活動，などがあるここのような意味から.

「ハード・メリット」と「ソフト・メリット」は， i事務作業の軽減(省力化)

による効果」と「意思決定作業の効率化(省脳化)による効果jと換言するこ

ともできるだろうこ

図表4-1 
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正確化 + ~ '/レジットカードの事故カート、チェyク

'111 荒川主恭 JP 0 Sシステムの知識日日本経済新聞社. 198i年 9月8J J. pp.l8-:!O 
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ここで， P 0 Sシステムをめぐる用語とそれらの関係について整理しておき

たいコ先に述べたように，通産省の定義によれば， P 0 Sシステムとは， PO 

S-POO-PORから構成される小売業の総合情報システムであり，従って.

厳密に言えば， iPOSJは司 iP0 Sシステム」を構成する設備の一部である

と同時に小売企業の意思決定を支援する情報管理媒体という三重の意味で.

IP 0 Sシステム」と区別する必要があるだろう σ また，消費者の購買動向を

把握するためには，顧客との取引において発生する三大情報である商品情報と

決済情報そして顧客情報を収集する必要があるが， Iマーケット・レーダー」

を市場情報システム，正確には市場情報収集システムないし顧客情報収集シス

テムとして捉えた場合， P 0 Sシステムは，以下で議論する POSカードシス

テムとは異なり，商品情報を中心として消費者の購買動向を把握する手段であ

る。さらに， PO SシステムないしPOSカードシステムは，これによって収，

集された情報の分析を基盤として.顧客への綿密な販売促進活動を行う媒体と

なるため，これらシステムには，顧客情報収集システムとしての側面と顧客管

理システムとしての 2つの側面があると考えられるO この意味で、も「マーケ

ット・レーダー」は，正確には市場情報収集システムないし顧客情報収集シス

テムと呼ぶことができ，また， POSシステムないLPOSカードシステムは，

以上の 2つの側面を併せ持つという意味で， I顧客情報システム」と呼ぶこと

ができるだろう(図表 4-2) c なお，顧客との取引において，商品情報・決

済情報・顧客情報が発生すると同時に，顧客管理においては.情報が発生する

分野，つまり商品・決済(資金) ・顧客情報の 3分野において管理が行われる

ことになる(図表4-3) c 

図表4-2

顧符情報収集システム 顧客管理システム

!! i 1: rマーケ yト・レーダーの課業領域
POSないしPOSカードシステム」の課業領域

謂・ ←POS郎通しPOSカードシステムをマーケソト・レーダー

として利用できる領域
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決済情報

(i犬i斉管理)

図表4-3

商品情報

(商品管理)

4. P 0 Sシステムの限界とその補完手段

顧客情報
(顧客f育理)

従来の小売販売情報の収集方法には，主製造業者ないしは卸売業者の出荷調

査，玄小売倉庫の出庫調査，豆l小売庖舗監査，主買物日記パネル， I~消費者サ

ーベイ，五l観察調査，などがあるが，市場動向に関する将来予測が困難になっ

てきている現在，市場の変化を可及的に迅速に把握し，これに的確に対応でき

るような情報収集システムが必要とされていることを鑑みれば，これらの子法

は，情報の正確性に疑問が残ること，情報の処理・加工に時間がかかること，

コストがかかること，などの点で， Iマーケット・レーダー」としての要件を

満たす事ができない九これに対してPOSシステムは，自動読取方式のレジ

スターにより，商品単品ごとの販売情報を販売時点で収集するものであり.

「マーケット・レーダ-Jとしての要件である「詳細性JI大量性」そして「迅
速性」を充たしているほか，これらの情報をデータベース化することにより，

消費動向を商品の動きを通して「多元的」かつ「経時的jに把握することがで

田) 青木幸弘「小売業における POS情報の有効利用ーその方途と謀題Jr消費と流通J
1985年春， vol.9 No3.， p.26.，および出村正紀『現代の市場戦略1，日本経済新聞
社， 1989年12月25日， pp.272-273 
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きるという意味でも，「マーケット・レーダーーの有効な代存案になりうると

言うことができょう日こなお，従来マーケット・レーダー」としての iP

OSシステム」が持つ問題点として， )情報を収集できる商品の種類が|虫られ

ていたこと:2導入に際してコストがかかりすぎ.中小小売業への普及が懸念

されること.などが指摘されていたがヘ現在ではー食品 .u用雑貨には JA
Xコードが，そして衣料品・耐久消費財にはOCR表示が付与されており，以

前懸念されていた包括的な販売情報の取得の限界が緩和されつつあり，また，

低価格の POSの開発や中小小売業による POSシステムの共同利用の動き

も， P 0 Sシステム導入における阻害要因としてのコスト問題を解決しつつあ

るコ従って，残る問題は， P 0 Sシステムだけでは，顧客 a人ひとりの情報を

取得できないl¥ と言う点であり，この問題の解決案としてクレジット・カー

ドの導入が検討されることになる l九

5. クレジット型POSシステムの導入とその問題点

小売業におけるクレジット・カード導入の目的には，大きく分けて 2つある c

1つは，今述べたように，クレジット・カードを，市場情報収集システムとし

ての「マーケット・レーダー」における情報収集媒体として使用し.さらには

顧客組織化の媒体としても活用しようとするものであるこもう 1つは，従来は

限られた範囲でしか使用されていなかった消費者信用取引を汎用化すること

で，顧客における決済の利便性を高め，購買機会の確保および拡大をねらうも

のである

クレジット・カードには，その発行時に顧客の氏名や住所.生年月日，収入

など，消費者信用取引に必要な顧客属性に関する情報を取得できるという性質

'131 岡村正紀「マーケット・レーダー」 τ国民経済雑誌ム第156巻第 5号. 1987年.

pp.83-90 

'14， 旧村正紀「マーケット・レーダー.0 r国民経済雑誌ム第156巻第~ ~J. 1987年‘ p.92

'lS! 町村正紀「マーケット・レーダーー「同民経済雑誌よ第156巻第 o1)¥1987年‘ p.92

W 田村正紀「マーケ y ト・レーダ-1 国民経済雑誌第156巻第 5号， 19871ド，

p.92-93.また，青木幸弘氏は小売業における POS情報の布効利用 その万途

と課題Jr消費と流通J. 1985年者， vol.9 ~Q3. ， pp.28-31で，顧客個人の情報取得

手段として「顧客のパネラー化」を挙げているが.情報の大量性と言う点では，ク

レジットカードの方が優れていると考えられる lごただし，各小売企業が設定する顧

客情報システムのレベルによっては， ["顧零のパネラー化」が-H'・効になると思われる【

'171 池田信寛「カード戦略の基本論理、Jr広島経済大学経済研究論集.，'，第15巻1号，
1992年6月。 pp.47-51
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があり，そのため，クレジット・カードで購買が行われることにより，カード

保持者の購買行動が追跡可能となるコつまり，クレジソト・カードの発行時に

取得できる顧客属性情報は静態情報であり.これが商品情報や決済情報と結び

っくことによって，顧客の購買行動に関する動態的な情報を取得できることな

る。そのため，「顧客情報」と言う場合.これは静態的情報である「顧客属性

情報」と.動態的情報である「顧客購買情報jの2つの情報から成り立ってい

ると言えだろう 18ご

しかしながら，クレジット・カードの使用だけでは，後に述べるように.そ

の管理システムの性質上，単品レベルでのかなり綿密な商品情報を顧客情報シ

ステムに組み込んで迅速に処理することは，一般的に困難である c 従って，

「マーケット・レーダ」の媒体としてクレジット・カード・システムを導入す

る際には， P 0 Sシステムを補完的に使用する必要があるコこのシステムは

「クレジット型POSシステム」と呼ぶことができるが，設備的にはクレジッ

ト・カードの処理機能を組み込んだPOSシステムを指し.情報の活用の而か

らは「顧客属性情報」を「商品情報」と組み合わせることを可能にする POS

システムを指すと言うことカfできる C なお，クレジット型POSシステムを{吏

用した場合に.販売時点で発生する各種の情報とその管理との関係は.同点

4 -4に記した通りであるコ

以上の「クレジット型POSシステム」についての認識を前提として， Iマ

ーケット・レーダー」の代替手段としての「クレジット型POSシステム」の

問題点をまとめると，次のようである C

図表4-4

「誰が販売したか」 一一一一一一l一一一 〈販売員情報ノ管理〕

「販売ノ♂購買日時」 ー一一一， -， ---，二て

「販売/購買場所~寸ニ|二4

「誰が購入したかJ一一一一一--11一一一:顧害情報/管理〕
「販売/購買商品 一一一一一一一一 =1=iF== '商品情報〆管理〕
「取引様式の内容 i-II! 決済情報ノ管理〕
「販売/購買価格 ___  ---'i .J~ 

:181 荒川圭基戸POSシステムの知識一日本経済新聞社， 1987年9月8fJ. pp.l46・147.，
および，滝野恭右・小野耕ミ「小売業POSカードシステム読本，.ビジネス社.
1985年 9月1R， pp.60・63および pp.78-88 など なお顧客情報」という場合.

慣用的には「顧客属性情報」ないし「顧客 1D情報」を指すこともある
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( 1 ) 情報処理の効率化と標準化の問題

クレジット型POSシステムは 2つのシステムから構成されており，その

一つは，クレジット・カード・システム，もう一つはPOSシステムであるO

POSシステムにおいては，商品に関する様々な情報を迅速かっ正確そして

大量に処理(情報の入力と送受信)するためのデータ・フォーマットの標準化

が，例えば，商品情報の入力に関しては JANコード(バー・コード) ・シン

ボルやOCR値札のJ1 S規格化によって，また，商品情報のオンライン送受

信については JCA手順や J手順の設定によって進められてきた。クレジッ

ト・カードによる購買に必要な情報の処理に関しても， PO Sシステムと同様

に標準化が進められているが，ここで問題となるのは，クレジット・カード・

システムは本来的には顧客に決済の便宜を図るためのシステムであり，また，

POSシステムは効率的な商品管理を行うためのシステムであるため， 2つの

システムの間に何の関係性もないという前提に立てば.クレジット・カード・

システムと POSシステムにおける情報入力様式と情報送受信様式を，両シス

テムに何らかの連絡性を持たせる方向で標準化する必要性はない，ということ

であるつ

しかしながら，そのような状況は 2つの点で問題を合んでいるつは，小

売業は，それぞれの業態や経営・市場状況に応じて，既に様々なPOSシステ

ムを導入しており，クレジット・カード・システムを新たに導入するには.そ

の業態や経営・市場状況ゆえに，設備投資のための資金力や，売り場を市有す

る各情報処理端末に割く面積に限界があることであるごもう 1つの問題は，ク

レジット・カードによる購買で発生する様々な情報を商品情報と結びつけるこ

とカtできなければ， iマーケット・レーダー」のす某イ本としてクレジット・カー

ドを導入する意味がなくなることである c

前者の問題に関しては，クレジット・カードの持つ情報を磁気テープだけで

なく.パー・コードやOCRによって記録し，クレジット・カード取引にとも

なう処理を複数種類のPOS端末で行えるような方向へ進んでいるため，今後

は，磁気テープ・カード，パー・コード・カード， OCRカード，およびこれ

らを複合表示したクレジット・カードが普及することも考えられるだろう C こ

れは，カード上への情報記載形式の問題であるが、さらに重要な問題は，記載

内容の形式，つまりデータ・フォーマットの統 Aであり，これらの点が解決さ

れることにより，情報入力と情報送受信における自動化が実現し，情報処理の

効率性を向上させることが可能となる c

このような動きは，流通システム全体としての効率性を達成することを目的

に，流通データ・サービス・センターが，小売業から収集したPOSデータを
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整理・加工し，これを流通の各段階にある企業にフィードパックしている動向

と同じものと考えられるが，その背後には，種々の情報を企業聞の共有財産と

考え，これを活用することにより，情報の処理と活用における規模の経済性を

達成しようとする合意があると考えられる C しかしながら，これら標準化のレ

ベルは，クレジット・カードによる取引や商品管理における様々な事務処理の

合理化のレベルにとどまっており，企業の意思決定過程における顧客情報の活

用による差別的優位性の獲得という観点からは，どの程度まで標準化を行い，

顧客情報の共有を行うのか，という問題を生ずることになるコこの問題は，先

に挙げた標準化における後者の問題と結びついており，この点を次に述べたL、

( 21 顧客情報の収集と活用による差別的優位性獲得の問題

「マーケット・レーダー」の要件として，顧客情報の「大量性」があるが，

特定庖舗ないし特定企業，あるいは特定企業グループと取引を行う消費者がす

べて，クレジット・カードで商品購買を行うことはなL、これは，顧客のすべ

てがクレジット・カード保有者ではないということと.クレジット・カード保

有者であっても，商品購買において必ずクレジット・カードを使うというわけ

ではないということ，を意味している。従って，クレジット・カードが「マー

ケット・レーダー」として機能するためには，カード保有者(会員)数の増加

とその使用頻度の上昇，そしてクレジット・カードによって決済が可能な商品

集合の拡大，が必要条件となる(顧客情報の包括的把握問題)コ

しかしながら， iマーケット・レーダーJによって.相当数の消費者を，そ
の購買行動全般にわたって把握するという日的からすれば，クレジット・カー

ドの導入には， 2つの問題点があるοlつは，他の決済媒体を使用する顧客に

関する情報の収集をどうするか.という問題であり.もう 1つは，自社カード

以外のクレジット・カードによって収集された顧客情報をどう入手するか.と

いう問題であるコ前者に関しては‘銀行POSカードやメンバーズ・カードな

どの導入といった解決案が考えられるが，後者に関しては，競合関係にある企

業がクレジット・カードなどによって収集した顧客情報の入手は困難であるこ

とや.たとえその入手が可能だとしても白社が持つ顧客情報の開示という条件

が付く可能性があること，さらに.競合関係にない企業の持つ顧客情報は入手

できたとしても，競争相手の企業も同様に顧客情報を入子できる可能性がある

こと，などの理由により，情報量の格差に基づく競争的優位性の確保は困難で

あると言わざるをえないだろう(顧客情報の開示性問題九

また.仮に，競合関係の有無に関わらず，他企業の有する顧客情報を入手で

き，情報量において競争相手から優位に立てたとしても，それらの顧客情報の

内容は入手先の企業の事情に応じて構成されているため.必ずしも自社の戦略
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意思決定に役立つとは限らないことも充分にありうる(顧客情報の独自性問

題)。

このように考えると，「マーケット・レーダーJの媒体としてのクレジッ
ト・カードに限って言えば，自社カードを可及的に多数の顧客に普及させ，そ

の稼働不を上げるとともに，自社カードが使用できる商品集合と加盟応を拡大

することが.その最適な姿だと言うことができるだろう c

ところカ人クレジット・カードは， Iマーケット・レーダー」の合某{本として

の性格だけでなく，カード・ビジネスとしての性格をも同時に持ち合わせてい

るため.カード・ビジネスを運営していくためのノウハウの蓄積がなければ，

その収益構造を不安定なものにし，ひいては「マーケット・レーダー」の基盤

も危うくなるだろう c これを凶避するために，代行カードの運営形態を採用す

れば，先に述べたように.顧客情報の「開示性」と「独自性」において.自社

の意思決定が反映される度合いが低くなる可能性が高まるだろうこまた.自社

カードで、の運営が口J能で、あったとしても，自社カードの加盟自におけるクレジ

ット・カード取引にともなって発性する種々の情報，特に商品情報の入手をど

うするか，という重要な問題があるニ通常，クレジット・カードによる取引で

は商品売仁データがカード発行会社に送信されるが.商品明細までは記録ぎれ

ていないコ従って.自社カードで加盟自の商品情報を望ましい状態で入子する

ようにするには.加盟出との問で，クレジット・カード取引で発牛ーする情報内

科についての調整とシステムの構築が要求されるだろう 1九

なお，以上の問題と性格を異にする問題として，顧客情報の動態的な把握の

問題がある二先に顧客情報には.静態的情報である「顧客属性情報」と動態的

情報である「顧客購買情報」がある， と述べたが. I顧客属性情報」と言えど

も実際には変化している c この情報をどのように更新していくか，ということ

も考慮に入れておくべきであるご

6. 顧客情報システムにおける情報管理媒体の選択論理過程

小売業における課題は.消費者において生じた購買欲求を逃さず捉え.取引

を成_¥f.させることであるが，今日の消費および購買動向は，元来，利益率の低

19 クレジット・カードに求められる情報について.カード発行企業とカード利用企業

の間でずれがあること.クレシ y ト・カードで人T宇できる商品情報に現時点では制
約があること.については.田村正紀 7マーケット・レーダー O[干I民経泣雑品~. 

第156在第:i0. 19Ri年. p.93て、既に触れられている



第4章 小売業の顧客情報システムにおける POSおよびカードシステム導入の論理過程

い小売業に対して，以前にも増して的確で迅速な品揃えによる，購買機会の損

失の可及的な排除と，徹底的な業務の合理化を要求しているごその意味で、「顧

客情報システム」とは.基本的には，このような小売業の課業を遂行するため

に，販売時点を起点として発生する様々な情報を処理・加工・分析する技術的

および制度的基盤である，と討えようと

この「顧客情報システムJによって達成される目標には，いくつかのレベル
があり，各小売企業は.自社が解決を望む謀題とその経営資源に応じて，選択

可能な代替案の中から適切な「情報管理媒体」を見つけだすことが必要であるτ

以下，その過程を説明する、

まず顧客情報システム」の第ーの目的は，販売時点で発生する大量の多

種多様な 6情報を‘コンビュータや通信技術に基づいて，迅速かっ性格に処理す

ることにある。商品管理や従業員管理にともなう業務の省力化のための POS

システムや，購買機会確保のために導入されるクレジット・カードなどの種々

の決済す菜体を処理する各種端末は， I機械化による情報の白動処理」を通じた

小売業務の「合理化」であり，このレベルが「顧客情報システム」で達成され

るべき基本的レベルとなる九従って，最初に検討するべき事項は.どの程度

の「介理化Jを目標としているのかによって， P 0 Sシステムや，あるいはク
レジット・カード・システムに始まる各種の決済システムを導入する必要があ

るのかどうか，という最も基本的な問題を検討し，そして，もし必要ならば，

その種類や規模.および取引先との間での標準化の問題を検討しなければなら

ないと

「顧客情報システム」の第二の目的は， I顧客情報」を，多様化する消費行

動および購買行動に対応するための.迅速で的確なマーケティング戦略立案の

判断材料に利用しようとすることにあり， I顧客情報システム」のより高次で

の使用レベルであるここのレベルでは，収集しようとする情報の「詳細性」と

「大量性」が情報管理媒体」の選択に際しての判断軸となる(図表4-;))ご

この第二のレベルにおける「情報管理媒体」の選択問題を，この図表に基づい

て，以下説明したしへなお， I情報の大量性」に関しては，自社レベルおよび

全体レベルの両者において，さらに.商品情報と顧客情報における「大量件J

も問題にされるご

:20; P 0 Sシステムが小売業の意思決定過程に貢献できるのは. 合理化」における情報

処理が効率的に行えるようになった後のことであり. P 0 Sシステムの導入により，

即意思決定過程への氏献ーができると考えることは.最終的に無駄な投資をする

可能↑'1:7夕刊=ずる (深尾典男「否定され始めた P0 Sの効用口経ビジネス-• 

1991月3月25日号.pp.195-199参照)
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図表4-5

大量性
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ID情報記載のカード IID情報記載のカード | 
(自社で、のみ使山口J) I (白社以外で、も使用nJハ

l' 2 

顧客情報レベル

ある特定の小売企業が取扱う商品に対する顧客の消費行動および購買行動

を，それら商品の販売状況を通じて把握するのであれば，単品レベルでの商品

情報収集を行う POSシステムの導入が考慮される(図表4-5の工)コここ

で検討されるべき点は，商品情報を機械化により迅速かっ正確に処理できるよ

うに，商品の取引先との間で，情報処理手続きに関する標準化を進めることと.

POSシステムでどの範囲の尚品購買動向を把握するかによって，取り扱う商

品に関する情報のデータ・フォーマット化の程度を決定することであるニこの

段階からさらに，白社取扱い商品の消費動向および購買動向を，関連企業との

関係において分析しよう場合には，各小売企業から POSデータを収集し分析

する流通データ・サービス・センターの利用が考えられる(図表4-5の豆)c 

以上の 2つの「顧客情報システム」は，単品ごとの商品の動きを観測するこ

とにより，消費動向および購買動向を把握しようとするものであるが，観測の

度合いをさらに深めて，顧客一人ひとりの商品消費・購買行動をも追跡しよう

とする場合，顧客の属性に関する情報 (1D情報)を採取できる媒体が必要に

なるコ

この段階において，白杜の取扱商品の消費および購買動向を知るためには，

取引の発生に際して.顧客の 1D情報を取得できる情報管理媒体であるクレジ

ット・カードが.まず挙げられるが，自社顧客の包括的把握(顧客情報の「大

量性J)という点から言えば，あらゆる決済媒体による取引において‘顧客の

1 D情報を入手できるようにする必要があるつ考えうる代替案は， iメンバー

ズ・カード」などの非決済型カードと.クレジット・カード，銀行POSと言
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った決済型カードが存在するが.プリベイド・カードと現金による取引では I

D情報は存在しないため，これらの顧客に対して何らかの 1Dカードを発行す

る必要があるだろうっただし，特定の顧客層に的を絞って，その消費・購買行

動を把握するのであれば，全顧客の 1D情報を必要としないため，特定顧客層

については，何らかの 1D情報が取得できるシステムを構築しーその他につい

てはPOSシステムによる商品管理を行うことも考えられる(図表4-5の

玄)c 

さらに進んで，小売企業が，白杜商品の顧客の消費および購買動向を，その

顧客の生活全般に渡って把握しようとする場合.自社以外での取引にも使用で

きる， 1 D情報を合んだ情報管理媒体を選択しなければならない(図表4-5 

のl亙)っ代表的な代持案は‘クレジット・カードであるが.顧客情報の「大量

性」と言う点で託えば，すべての顧客の「顧客情報」を入手する必要があり，

その意味で， トー記と同様の問題が存在しているコ代替案としては， まず，クレ

ジット・カードや銀行POSカードがあるが.前節で述べたように，入手でき

る情報の「詳細性一と「独自性~，そして「開示性」を鑑みて，カードの導入

形態(例えば.クレジット・カードでは，自社カードか代行カードか，あるい

は他社カードの受入れか)を決定しなければならないコまた，クレジット・カ

ードや銀行POSカード以外の決済媒体を使43する顧害の情報をどう入手する

か.という問題点も残るだろう

以上のことからマーケット・レーダー」としての情報管理媒体の選択の

流れには， P 0 Sシステムの導入レベル(岡表4-5 に始まって，流通デ

ータ・サービス・センターの利回(凶去 4-5の，1と互)，そして白社以外で
も使山できる 1D情報記載のカードの導入(凶表4-5の 1，L 4)へ至る
流れ，または. P 0 Sシステムの導入レベル(凶去4-5のiJから流通デー

タ・サービス・センターの利J:jj(図去4-5 の I と.~. )，そして自社で、のみ使

用可能な 1D情報記載のカードの導入(凶表4-5のJ.:?，:3")へ至る流れ，
さらに， P 0 Sシステムの導入レベル(凶表4-5の工)から自社でのみ使山

可能な 1D情報記載のカードの導入(凶表4-5のIと亘J. そして白社以外

でも使用できる 1D情報記載のカードの導入(図去4-5のf.:a. {)へと
至る流れ，最後に， P 0 Sシステムの導入レベル(同去 4-5の.1')に始まり，

流通データ・サービス・センターの利用(凶表4-5のIと1)から自社での
み使用可能な 1D 情:fR~己載のカードの導入(凶去 4 -5のJ. 主. .3.J.そし

て自社以外でも使用できる 1D情報記載のカードの導入(図表4-5の1.:2. 

豆，生)へ至る流れ.の 4類型!があると孝えられるが.情報の処理・加工・分

析能力や設備投資力などの経営資源の程度を考慮に入れながら，それぞれどの
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段階までを到達目標とするかによって.情報管理媒体の選択が行われことにな

るこ

7 .今後の研究課題

本稿の特徴は顧客情報システム」の情報媒体としての代替案である IP

osシステム」と「カード・システム」の選択論理を，小売企業の競争的優位
性獲得の手段導入の観点から論じた点にあるコ従って.今後に残された課題は，

以下のようにまとめることができる c

!1 ' 小売業の業態など各企業によって異なる「顧客情報システム」の到達目標

を，ケース・スタデイなどを通じて具体的に検討することにより，企業の置

かれた環境に応じた「情報管理媒体jの選択基準とその内容を明らかにする

ことこ特に.収集した顧客情報のデータ・ベース化による活出の内容を明ら

かにすることは顧客情報システム」の到達日標を明確にするのに役立つ

であろう c

121 今|口|の論点から外れた「顧客情報システム」の導入手順や，その目標のレ

ベル・アップにともなうシステムの高度化の問題について明らかにするこ

ル

小売業におけるマーケテイング情報システムの意味と内容を明らかにし，

様々な情報管理媒体を体系的に位置づけることにより .P 0 Sシステムやカ

ード・システムの有効性と限界を明確にすること士と同時に， Iマーケテイ

ング情報J:-市場情報j「顧客情報」などの概念についての体系的な定義づけ

が必要である

， 1， IP 0 Sシステム」は，企業における競争的優位性獲得の手段としてだけ

でなく，流通システム全体としての効率化を実現させる手段としても考えら

れている一競争的優位性獲得の基盤を，情報量の主に求めるのか，あるいは

その活用内容による差に求めるのか，という問題は，情報の共有化による流

通効率の向上と情報i古川の独白性による競争的優位性の獲得，つまり.協調

と競争のバランスをどう取るかという問題に繋がるだろう〔

l:i顧客情報システム」によって生じるコストとパフォーマンスを算出する

分析旧共を開発すること
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第5章 商取引への 1Cカード導入にみる情報ネット

ワーク型流通システムの分析視角*

1.研究のH的・対象 .H法

2.情報ネットワーク型流通システムにおけるカードの位置づけ

3.顧客情報管理媒体の最先端刑としての 1Cカード登場の背景

4.情報ネットワーク型流通システムに 1Cカードがもたらす効果

J. 情報ネットワーク型流通システムにおける 1Cカードの特殊性

6. 1 Cカードが示唆する情報ネットワーク型流通システムの分析視角

7 .今後の研究課題

1.研究の目的・対象・方法

「消費の多様化」を始めとする様々な流通環境変化にともない，流通システ

ムの遂行すべき課業内容にも変革が求められるようになって久しいが.流通シ

ステムを構成する諸企業が，近年著しい発達を遂げている情報・通信技術の導

入を促進することにより.それら謀業の遂行を試みていることは，周知の事実

であるこ特に.流通システムの行動原理が，経済の低成長 Fでの投資収益率重

視を背景に.投機明在庫投資から延期型在庫投資へますます移行するとともに，

流通システムにおける競争が業際化しつつ激化している状況にあっては，流通

システムは.従来にも増して，より高度な情報・通信技術の適用に迫られてい

るこそれら情報・通信技術の中でも， とりわけ次世代の情報・通信技術の媒体

として注目されているのが.その技術的な特性ゆえに.現在の情報・通信技術

がもっ限界を打破する可能性を秘めている 1Cカードであるご

従って.本稿では， 1 Cカー Fが商取引に導入された場合に，現在の情報・

通信技術を駆使した流通システムが，今後.どのような民間をしていくのか，

あるいは展開されるべきか.を分析するための基本的な視角を導き出すことを

目的とする。議論は.まず.流通システムにおけるカードの役割と 1Cカード

* 初出 m村 11:別・イ i J-fニ~~: I誌編若 マーケテ fング研究の新地平己千令書房(平成 5

年12月)
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の関係を， 1 Cカードの技術的特性を踏まえた上で明確にするとともに， 1 C 

カードに基づく商取引が流通システムにもたらす効果を導き出し.その上で，

高度に情報化する流通システムの「構造」ゃ「機能」を分析するための視角を

導出する。また，これらの議論を展開するに当たり，流通システムの情報化を

めぐる従来の議論の「妥当性」および「精綴化の可能性J，ならびに， 1 Cカ
ード導入型流通システムの「特殊性」の検討が，同時に行われることになる

分析の対象となる 1Cカードは，後述の分類にあるように様々なものが存在

するが，現在の流通システムの情報・通信技術の媒体に)}とめられている条件か

ら，顧客 1Dを記録した 1Cカードに限定し，電子手帳やコンビュータにプロ

グラム等を供給し，不特定の個人がこれを利則することができる，いわゆる I

Cメモリーカードは，今foJの分析の対象外とする c

流通システムの情報化については，注目すべきいくつかの学術的文献が存在

するが. 1 Cカードに関する限り.そのほとんどは，その技術的特性やシステ

ム構築卜宇の技術的問題点の解説か，あるいは.その利用形態の記述にとどまっ

ているのが現状である。そのため，本稿における研究文献および資料は，流通

システムの情報化についてのいくつかの学術的丈献の他は，その大部分を，関

連業界ruJげの専門書.新聞・雑誌などの専門誌，および関連企業に対する直接

のヒヤリングに基づいているコ従って，この分野で、の研究が端緒についたばか

りのこともあり，肘語や議論の展開枠組みの暖昧さは避けがたいが，以ドでは，

以上のような資料を基盤として，各議論の背景にある現象を具体的に把握する

ことにより，可能な限りに統一された内容と名称をもっ専門用語と.同 Aの論

理枠組みで議論を進めることを試みているο

2.情報ネットワーク型流通システムにおけるカードの位置づ

~t 

[消費の多様化」は，流通システムを構成する各企業に対して，消費者の生

活全般に渡って‘その行動の内存と変化を迅速かっ正確に把握しうる市場情報

システムの構築と活用を要求しているが，このシステムは「マーケット・レー

ダー」と呼ばれ. Iマーケテイングの戦略および業務に関する消費苫行動を大

量に，迅速かっ経時的に捉え，それを即時的に処理・加~する情報システム」

と定義される!ごさらに.流通システムを構成する市場は，垂直的および水平

1 田村正紀戸マーケット・レーダーー τ国民経済雑誌己.第1:56~第:ì ~j-. 1987年.

pp.81-82 
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的に連結するとともに，この連結を通して財の社会的品揃え形成を行うために，

上記の情報システムは，消費者行動に関する種々の情報を垂直的・水平的・集

合的に流通させる機構を形成する必要があるム以下では，このような情報の流

通機構に基づいて形成される流通システムを「情報ネットワーク型流通システ

ムJと呼ぶことにする
「情報ネットワーク型流通システム」の形成目的の 1つは，購買機会の喪失

低減ないしその確実な獲得によって販売高の向上を図ることにあり，もう 1つ

は増大する流通費用を低減することにあるが，流通システムの成果という観点

から見れば，前者は流通システムの生産性問題， f走者はコスト問題と言い換え

ることができる C 即ち， I情報ネットワーク型流通システム」は， I消費の多様

化」という状況において，消費者欲求とその変化への迅速で、的確な対応と，こ

れにともない増大する流通課業から生じる費用の低減を行うために，高度な'情

報・通信技術を導入することにより，流通の各段階で発生する作業の合理化と，

流通課業に関する種々の意思決定の迅速化・的確化を図ろうとするものであ

る。

「情報ネットワーク型流通システム」に導入される情報・通信技術のうち主

なものの 1つは，クレジットカードに代表ぎれる，顧客の個人情報が記録きれ

た「顧客 1D記録型カード」であるが.この類型に属するカードが必要とされ

る状況は，主に 2つの観点から限定を受けるゾまず，カードの利用目的と顧客

1 Dの必要性から見ると，カードには，顧客情報収集の子段としての役割と，

ダイレクト・マーケティングや会員ビジネスなどの顧客管理の手段としての役

割があり，しかもカード化が必要とされるのは.特定多数の顧客を対象とする

場合である(図表 3-4のill-Tと1.31- 第3章91頁参照)c また，消費者

の消費および購買行動を把握するために必要な市場情報のレベルから見ると，

POSシステムなどによる商品情報の収集で十分なレベルと，顧客 1Dまでを

含んだ市場情報が必要なレベルがある(図表4- 5 の~と玄，第 4 章112頁参

照)。従って，本章で議論の対象となる 1Cカードは，以上の 2つの観点から，

その使用状況が設定される「顧客 1D記録型カードjに属し，しかも，その技

術的特性が高度化したものであると位置づけることができょう。

( 21 宮沢健ー編「高度情報社会の流通機構一情報ネットワーク型流通システムの展開-j， 

東洋経済新報社， 1986年， pp.3-12 
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3.顧客情報管理媒体の最先端引としての 1Cカード登場の背景

情報ネットワーク型流通システムにおける顧客情報管理媒体，特に顧客情報

収集媒体として，現在最もj主目され，かつ利用されているカードは，クレジッ

トカードである乙このクレジットカードを，流通システムを構成する各企業の

差別的優位性獲得のための顧客情報収集媒体としてみた場合，これに求められ

る要件は.収集される顧客情報に「包括性」と「開示性J.そして「独自性」
があることであり，そのためには.自社カードを可及的に大量の顧客に保持さ

せると同時に，商品購買時におけるその使山頻度を高めること，さらに白杜カ

ードで決済可能な商品集合および加盟府を拡大することが必要となる

しかしながら，現実には，クレジットカード所持率が上昇傾向を保持しつつ

ある反面，クレジットカード 1枚当たりの商品売上高は減少しつつある二この

状況は，スリーピングカード(未使用カード)の増加や不良債権の増加を背景

としており.そのため.カード・ビジネスの収益構造に問題が生じてきているコ

このことは.カード・ビジネスの健全で活発な運営基盤の止に成り立つ顧客情

報の管理・活用には，はるかに及ばない状態に陥りかけていることを意味して

いる 4亡

このような状況の原凶として、消費者側においては， 1クレジットカードの

魅力不足，互クレジットカードに対する蕪理解，豆クレジットカードの無計両

的利用や濫用，などが挙げられ，また，クレジットカード発行者側においては，

エクレジットカードの魅力開発不足. ~返済能力を上回る与信供与.主顧客信

用情報ネットワークの不備，などを挙げることができる}その結果として，ス

リーピングカードの管理コストや不良債権に対する立替え金利コストや延滞

債権償却コストが上昇するのに対し，クレジットカード利用者(消費者)から

徴収するカード利用手数料や金利の増収を見込めず，さらには，クレジットカ

ードのもつ販売促進)Jの低下とカード取引にともなう事務処理の煩雑さやコス

トの増加から，クレジットカードの受入れに消極的な加盟匝が増加し.加盟宿

からもカード利用手数料を徴収しにくくなっているため，コストが上昇するの

にもかかわらず利益が}二がらなL斗犬態になっている c 加えて，スリーピングカ

ードの増加はーカード発行会社や加盟屈に必要な顧客情報を体系的に収集でき

'3' 池田信寛「小光業の顧客情報システムにおける POSおよびカードシステム導入の
論理過程広島経済大学経消研究論集，第15巻第 i号唱 1993年3月 pp.55-57

14 ) 経済企画庁物価同物価管理室編「調交結果の概要J「カード化と流通効率化ム大蔵

省印刷f，，:l. 1986年 pp.
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る可能性を低下させることにもなる 1

以上の状況を打開し.クレジットカードを情報ネットワーク型流通システム

における顧客情報管理媒体として機能させるための対応策としては，まず，ク

レジットカード自体の魅力を向上させること，つまり単にクレジットカードを

所有し利用することから得られる利便性に加えて，その機能を多様化し.かっ

高度化することで.クレジットカードの利便性をさらに高めること.また，消

費者の過失ないし故意による損失を防止するための技術的制度的対応策を導入

すること，さらに，消費者に対する再発活動により，クレジットカードに対す

る根拠のない偏見を取り除くとともに.適切な利用への理解を深めること.な

どが挙げられる ιこのような対応策は，消費者およびカード発行ないし利用
企業におけるクレジットカード導入の促進要因の増大と阻害要因の削減ないし

除去であるといえるが.同様なことは，他の決済型カードである銀行POSカ

ードや，非決済塑カードであるメンバーズカード(例えば.各地五公共同体が

発行する地域カードや.医療・福祉用カードなど)にも当てはまるっ従って.

より一般的な悦点からいえは¥顧客情報管理媒体としてのカードの普及に求め

られる条件は， J'情報処理作業の合理化，互カード機能のIIJ]上と情報活用の促

進，亙安全性の確保，であると言うことができるコ

ここで 1Cカードの毛布史的な技術的構造とその特性について触れておくと.

まず， 1 Cカードは 3つの部分から構成されており，それぞれ， C P U 

(Central Processing l;nit中央演算処理装置またはマイクロコンビュータ).

P R 0 tvI (Programmable Read Onl)ァ Memory/フログラムメモリ). E E P R 

o M (Electrically Erasable and Programmable RO~I. データメモリ)と呼ば
れるこ CPUとPROMの主な機能は，工データ等の暗号化と復号化により，

カード使用者の真正牲の確認やデータの機密性の保持を行う「暗号プログラム」

の遂行，~:通信端末を通じて通信ネットワークにアクセスするための「通信プ

ログラム」の遂行(以上の 2つを「演算 (operation)機能」と呼ぶ人 1デー
タメモリ内に記録されている様々なデータをファイルごとに管理する「データ

ファイル管理プログラム」の遂行，にあり，顧客に関する様々なデータは，そ

の種類に応じて. EEPRO~1に設けられた各ファイルに記録されるごこのた

め. 1 Cカードは‘他のカード形状の顧客情報管理媒体(ペーパーカード.プ

ラスティックカード司磁気カードなど)と比較すると.王磁気カードの約100

倍の記憶容量をもつだけでなく (今後の技術発展により記憶容量はさらに増大

する)，記録するデータの種類に応じて記録領域(ファイル)を複数設定でき

るため，複数の取ワl分野ないし業務分野に渡って使用が可能であること， 21 

Cカード白体に演算機能があるため.単にデータの記録だけでなく，データの

--119 
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処理を自ら行えること.弓機密↑"1:(データの機密レベルによるデータ記録領域

の階層化やデータの暗号化)や識別性(カード所持者を認証するためのデータ

を記録，例えば暗証番号や指紋・筆跡・声紋・目の網膜パターンなどを記録)，

耐久性が高く，またデータの分散処理が可能なために，データ処理および記録

における安全性が高いこと.などの特性を持つ九

1 Cカードは，以上のような技術的構造と特性を持つため，先に述べた，顧

客情報管理媒体としてのカードの普及に求められる A般的条件を満たすことが

可能である。ただし， 1 Cカードの製造コストが他のカードに比して高いこと

が，その普及を阻む大きな要因として，従来より指摘されてきたが，昨年より

NTTデータが， 1 Cカードの大幅な値下げを行ったため. 1 Cカードの入手

および利用が容易になりつつある。そのため，顧客情報管理媒体として過去に

使用されてきた様々なカードを代替するものとして， 1 Cカードを位置づける

ことができると考えられるつ換言すれば，顧客情報管理媒体に必要な要件を，

最新技術によって満たすことが可能になったものが， 1 Cカードであると言う

ことカすできるであろう。

従って，以下の議論で 11Cカード」と言う場合，顧客情報管理媒体として

要求される条件から.特に断らない限り，その技術的構造としてCPGとPR

O~dおよびEEPROMをもち，そのため.商取引におけるその基本的な性格

として， 1 Cカード利用者の真正性を認証する機能(顧客 1D機能)などの演

算機能と情報記録機能を併せ持つものを指すc

なお，実際の商取引で導入されている 1Cカードには，認証機能の必要性の

有無およびそのレベル.電算処理に要求される分散性のレベル，必要とされる

記憶容量の大きさ，などによって数種類の 1Cカードが存在する c この点に着

日した一般的な分類としては，主演算機能をもたず情報の記録のみをおこなう

「メモリー・カードJ，li寅算機能と情報記録機能はあるがプログラムを 1Cチ
ップ内部に蓄積しない「ワイヤード・ロジック・カードJ，主プログラムを内
蔵し，演算機能と情報記録機能をもっ「マイクロプロセッサー付きメモリー・

(5 :' 郵政省 1Cカード研究会監修「情報通信ネットワークで花ひらく 1Cカード時代L
オーム社.1986年.pp.5-12.， 1 Cカード研究会編 7新時代のマネー 1 Cカード1，
金融財政事情研究会.1986年， pp.20-26.，細貝康夫・八木勤l'1 Cカードのことがわ
かる本1.日本実業出版社， 1986年， pp.42-60.. c'コンビュータ肘語大辞典ムEl外ア

ソシエーツ， 1989年岩波 情報科学辞典1.岩波書庖， 1990年. ~T T D"-¥ T 
A [S型 1Cカード(パンフレット)J， 1991年.およびNTTデータ通信株式会社，
第三公共システム事業部 1Cカードシステム詰計担当者へのヒヤリンク¥1992年
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カードJ，があるが本論での対象となる 1Cカードは，この分類では「マ
イクロプロセッサー付きメモリー・カード」に相当する c

4.情報ネットワーク型流通システムに 1Cカードがもたらす効
果

1 Cカードの導入が情報ネットワーク型流通システムにもたらす効果を分析

するに当たり，まず，情報ネットワーク型流通システムを構成する各主体聞が

行う，財や情報などの基本交換活動である商取引に，分析の焦点を当てること

から始めたし入この手順は，流通システムの成果が階層性を成していることを

鑑みれば.最小単位の取引レベルから議論を出発させ，漸次，議論の拡張およ

び総合化を容易にするという意味で，妥当であると思われる O

以下では， 1 Cカードが顧客情報管理媒体としての性格をもつことから， 1 

Cカードを使用する対消費者取引を分析対象とし，そこにおける 1Cカードの

機能と， 1 Cカード導入の目的.換言すれば，これによりもたらされることを

望まれる効果を，いくつかの代表的な事例を検証しながら，導き出すことにす

る

4 -1 .事例研究

〔事例烏山駅前商庖街振興組合(東京都世田谷区)J

烏山駅前面白街は，スタンプ事業による商庖街活性化の成功事例として知ら

れているが，同商広街は，中小企業庁の「未来型中小小売り商業情報化実験プ

ロジェクト事業」の指定を受けて同事業への 1Cカード導入を決定，システム

構築に富士通の協力を得て， 1987年末からの準備・実験期間を経た後， 1989年

3月から本格的導入を開始した。

1 Cカードによるスタンプ事業は，従来のスタンプ・シール 1枚を 1ポイン

i 61 細長康夫・八木勤 r1 Cカードのことがわかる本1.日本実業出版社， 1986年，
pp.57・58

17 i 事例の主な資料源は.日経テレコムで検索可能な新聞(日経 4紙 朝日・毎L!'読

売新聞 日刊工業新聞等) ・雑誌記事を 11 Cカード」をキーワードとして.過去

10年に渡り出力したものと， 1 Cカードおよびカード、戦略を扱った各種実務書，お

よび各事例に関連した企業が発行する資料(例えば， NTT DATA DATλ 

FILE ← 1 Cカードの活用動向と今後の動向一J， 1992年1月.，桑島俊彦「烏山繁
盛商庖街研究 -Q&Aー(平成3年度版)J。鳥山商日街. 1991年.)などである.
なお，日経テレコムでの記事検索期間を過去10年間としたのは，それ以前には.注

目すべき 1Cカード関連の記事がほとんどないためである.
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トとして 1Cカード内に記憶させるものであり，そのため，この機能を持つカ

ードはポイント・カードと呼ばれる iIC-CARDIA (カーデイア)Jと

命名された同商庖街のポイント・カードの使用概要について述べると，顧客は，

カード申込み時に年齢・住所・職業・誕生日・趣味などの属性を記入した後

に， 1 Cカード i1 C -C A R D 1 AJを受け取り，カード会員となる c 商応

街加盟庖は，顧客の購買額百円ごとに，庖頭に設置したカード処理端末で会員

の1Cカードに 1ポイントを入力し記憶させるが，ポイント発行数などを含ん

だ会員の 1Cカード利用情報は，各宿舗の集計時にその端末から組合本部のコ

ンビュータにオンラインで伝送され，集中管理される。

これにより，顧客がスタンプを台帳に貼ったり保存する手聞が省けるととも

に，組合事務局での回収スタンプの焼却および金融機関への運送などの管理業

務の合理化を阿ることが可能となった。同時に.各加盟庖は.組合本部で集計

された 1Cカード会員の経時的購買情報の分析に基づいて，ダイレクトメール

(D }.'I)などの販売促進活動に活用するが，この購買情報は，加盟庖府頭に設

置したカード処理端末で印字出力され，会員においても参照することが可能で

あるため，会員はカード内に記憶された一定期間の購入商品名・金額・購入庖

舗名・ポイント数などの購買歴を知り活用できる二さらに. 1 Cカード内には，

例えは¥会員の洋服サイズや肌に関するデータなどを記憶させることができる

ため，洋品目や化粧品庖は.販売に先在って必要な情報を毎回収集する必要が

なくなり，販売時における諸業務を削減し，サービスの向 Lを行うことができ

るC

同商店街は，さらに， 1989年からクレジットカード会社や銀行なととの協力を

得て，プリベイドカード機能やクレジットカード機能および銀行POSカード

機能の付加を検討・実施することで，同カードの多機能化を凶っており.会員

における決済の利便性を高めてきているこ 1 Cカードは，これらの機能を使用

した決済処理をオフラインで行うことが可能であり.磁気テープ型のクレジッ

トカードや銀行POSカードの使用時に必要なオンラインでの信用照会が不必

要なため，各種の磁気テープ型決済用カードが持つキャッシュレス(現金の携

帯が不必要なことや金銭授受・保管においてせ二じる作業や損失の軽減など)の

利便性はもとより. }占頭での取引に要する作業や時間が削減できることや.提

携カード会社の営業時間外でも使用可能なこと，不良債権の発生や盗難カード

の使用による損失を同避できること.などの利点がある)

同様な事例は.三菱銀行やInJ銀行系のダイヤモンドクレジットおよび明治生

命などとともに.多機能カードを発行している神楽坂尚広告j(束ボ都新宿区)

などにも見られるが，ここで特筆すべきは，明治生命の保険加入者が.このカ
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ードで保険料を担保にした「契約者貸付制度」で融資を受ける際， 1 Cカード

を読み取り装置に挿入すると，氏名や住所などの必要事項を印字Lた契約書が

即時に作成されるとともに， 1 Cカード内に記憶されている保険加入者の過去

における貸付額や返済状況などをもとに，融資可能額などのデータも即時に検

索されるため，融資業務における諸作業の軽減が行われること，を挙げること

ができる 3

〔事例 2 日産カーライフネットワーク〕

H産カーライフネットワークは， 日産白動車と XTTデータが協同設立した

企業であり， I日産カーライフネットワーク・メンバーズカード」を発行して

いる。このカードには，会員が所有する自動車の点検・整備歴が記憶されてお

り， 1 Cカードを営業所の端末ないしは会員を訪問した営業員が携帯した端末

に挿入すると，この端末からパソコンの画面にそれらの情報が表示されるため，

営業所所員は即時に点検・整備作業に取りかかることができるごさらに，この

カードは.全国約3千カ所の営業所で使用できるため，会員は，どの営業所に

おいても比較的均質な点検・整備サービスを受けることが可能である c なお，

同カードにはクレジットカード機能が付与されており.決済における利便性も

高めている c

比較的同様な事例として，共同石油多摩センター(サービスステーション)

では，三井銀行のクレジット部門である三井クレジットの協力を得て，ガソリ

ン購入時に同杜発行の 1Cカードを顧客が提示すると，自舗において会員番号

や商品コード，金額が入力され.これらを集計管理できるシステムを構築して

いる C 同センターでは.これら集計ーされた売上データの分析をもとに.洗車や

定期点検の時期を会員に知らせるなどの販売促進活動に役立てていると

〔事例 3 日本生活協同組合連合会と束葛市民生活協同組合〕

日本生活協同組合連合会と東葛市民生活協同組合は.共同購入における受発

注システム IPOTシステム」を開発したコその概要は.組合員が， 1 Cカー

ド専用端末 ICO-OPチャイルド」を使用して，各班ごとの注文データを I

Cカードに入力すると，生協職員が商品配達時にJ莞帝用コンビュータ IC0-
OPマザー」に，その 1Cカード内の次回注文データを記憶させ.それを本部

のホストコンビュータに集約する仕組みである。このため，受発注データの処

理や本部での集計業務の大幅な削減が期待できるく

同様な事例は，高知県経済農業協同組合連合会が，食料品や日用雑貨品など

の宅配業務を専用車でおこなう「エプロンクラブ」に見られるご「エプロンク
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ラブ」の会員は 2週ごとに内容と価格が変更になる，合計360商品を掲載し

たカタログから選択した商品の注文データを，専用端末を使用して 1Cカード

内に入力し，次いで，これを宅配ポストに投入しておくと，係員が受注専用端

末機でこのデータを読み取り，これに基づいて，次の配達日に注文品が配達さ

れる仕組みとなっている c この仕組みは，兼業農家や共稼ぎ家庭などの会員に

好評であるとともに，農協にとっても需要に応じた生産体制が組める利点を持

っている。

〔事例 4 住友不動産フィットネス「ノーチラスクラブJJ
「ノーチラスクラブJは，東京都内を中心とした 7カ所で営業を行っている
フィットネスクラブであるが，クラブ会員に対して，会員の個人データやクラ

ブ利用記録を記憶することができる 1Cカードを発行している。会員は，まず

受付で 1Cカードを提示すると，専用端末により有効期限の確認がされ，次に

トレーニングルームで再度 1Cカードをパソコン接続の端末に挿入すると，会

員の過去の使用器具やトレーニング量の記録をもとに，その会員に合った当H

の運動メニューがプリントアウトきれる 3 同日のトレーニング結果は，マーク

シートと OMR (光学式マーク読み取り装置)を通じて，会員の 1Cカードに

記憶されることになるしさらに，このカードは. 7カ所のクラブで共通して使

用できるため，会員はどのクラブを利用しでも，毎回適切なトレーニングの指

示を受けることが可能であるコ

4 -2.対消費者取引において ICカード導入がもた5す効果

以上の事例から導き出される，対消費者取引において 1Cカード導入のもた

らす効果は.1従来型カードと比較した 1Cカードの機能特性と.'1:その機能
特性によって果たされることが期待される日的，の 2つの基本的視点から分析

される 3

まず， 1 Cカードの機能特性は，その技術的特性(演算機能と大記憶容量)

ゆえに，従来型カードに比して，多機能化かつ ないし高機能化していること

にあるコ多機能化とは，従来型のカード 1枚では比較的限定された機能しか持

ちえなかったものを. 1 Cカード化により. 1枚のカードで複数の機能が利用

できるようにしたことであり，高機能化とは，ある特定の機能を高度利用でき

るようにしたことである c これが， 1 Cカードが，その多機能性ゆえに「多目

的カード」と呼ばれ，また.その高機能性ゆえに「インテリジェント・カード」

と呼ばれる所以である。ただしこの 2つの機能性は相互に独立したものと言

うよりも.基本的には，演算機能と大記憶容量という技術的高度化，即ち 1C 
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カードの高機能性を基盤として，その多機能性が成り立っていると考えられる。

商取引におけるカードの多機能化と高機能化が，情報ネットワーク型流通シ

ステムに与える影響を分析する場合には，多機能化と高機能化が発揮される業

務分野と，その業務を遂行する流通システム構成主体の 2側面から検討する必

要があるつ商取引において考慮されるべき業務分野とは，基本的には‘顧客管

理分野・商品管理分野・決済管理分野の 3分野があり(図表5-1)， ICカ

ードはそれぞれの分野で発生する情報を管理することになる c ただし， 1 Cカ

ードは，これら 3つの分野のそれぞれで使用されるだけでなく，複数分野で発

生する情報を結び付ける役割を果たすことも可能であるコさらに，これらの業

務分野の管理主体は，単一主体によるものから複数主体によるものまで存在す

るため， 1 Cカードによる情報管理形態が，流通システム構成主体の遂行業務

の拡大ないしは専門化を引き起こし，その結果，新規参入による競争の激化や，

あるいは主体問の新たな協力関係を発生させることにより，従来の流通システ

ム構成主体聞の連結関係とは異なる連結関係を生み出す可能性があると言える

だろう C

次に， 1 Cカードのもつ多機能性と高機能性によって果たすことが望まれる

目的には，大きく分けて 2つあると考えられるつは，情報管理業務の軽減

ないし削減によって流通費用の低減を図ること，即ち，合理化であるが，これ

には取引が最終的には成立しなかった場合(例えば，クレジットカードの濫用

や悪用による貸倒れ)などの損失の削減ないし除去といった安全性の確保も含

まれるコ情報管理業務は，さらに，取引成立前の情報処理業務と取引成立後の

情報処理業務の 2つに分類することができる。前者は，取引を成立させるため

に必要な'情報を収集する探索活動であり，クレジットカードや銀行POSによ

る取引の際の本人認証業務などが例として挙げられ，また，後者の例としては，

ポイントや取引情報の入力，病歴や車の点検・整備歴の確認，各種書類(契約

書や証明書)の作成などが挙げられる c もう 1つの目的は，様々な利便性の提

供や情報活用による販売促進を図ること，即ち，付加価値の創出である c 様々

な利便性の提供の例としては，多目的カードが代表的なものであり，また.情

報活用による販売促進には.企業が収集した情報を生産計画や販売政策に反映

させたり，それらを加Tあるいは未加工のまま顧客に還元する場合計と，顧客

が自分で 1Cカード内の情報を参照・活用したり，あるいは顧客から企業へ情

報を伝達する場合などがある c なお，これら 2つの目的は，各々独立したもの

( 8' 例えば，丙新道錦会商 r~j街振興組合が行っている「家計簿サービス J では.従来，

商庖街が顧客管理に使用していた顧客の購買歴が，顧客に提供ーされる.

戸川

dつ山
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ではなく，一般的には合理化を基盤として付加価値の創出が成されると考えら

れる。

以上の議論から，対消費者取引において ICカード導入のもたらす効果を分

析する際の検討項目は，図表5-2のようにまとめることができる。

決済情報

(決済管理)

図表5-1 

F 
J 
) 

図表5-2

1γ~; 単主体

…一一「J三

〆己 1 商品情報
企 (商品管理)

複数主体

l 

6 

※ 表Ijlの番号は図表 5-1の番号と対応している.
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5.情報ネットワーク型流通システムにおける 1Cカードの特殊
'性

ここまでの議論では， 1 Cカードを，顧客情報管理媒体に求められる要件を

技術的に満たすことが可能なために，従来型の様々なカードに代替するものと

して位置づけてきたc しかしながら，現実的には，流通システムを構成する各

主体に求められる課業内容には様々なものがあり，そのため，顧客情報管理媒

体に求められる要件の水準や費用対生産性の観点から見て，必ずしも 1Cカー

ドのもつ技術的水準が，どの主体においても要求されるとは限らなし~次節で

述べるように，流通システム全体での情報流通の効率化を図るとともに，その

生産性を向上させる観点からは， 1 Cカードによる商取引を中心とした情報ネ

ットワーク型流通システムを構築する必要があると考えられるが，各主体レベ

ルでの成果の観点からみれば， 1 Cカードはもとより，磁気テープ型カードや

紙製カードはおろか，カードさえ必要としない状況が存在する O この意味で，

1 Cカードを，現在のカードシステムを中心とした市場情報システムを高度化

する媒体としてではなく，様々な顧客情報管理媒体の中の代替案の Iつとして

考慮する必要が出てくるここれが， 1 Cカードの特殊性の 1つであるこ

1 Cカードの持つもう 1つの特殊性は， 1 CカードにCPUとPROMおよ

びEEPROMが装備されていることに起因する。現在のカードシステムにあ

っては，対消費者取引において発生する種々の取引情報は，企業によって集中

管理されるため，市場情報管理の主導権は企業側に存する(企業主導型情報管

理九これに対して‘完全独立型，つまり完全オフライン処理の 1Cカードを

考えてみると，商取引で発生する記名性の顧客情報を含んだ購買情報は，顧客

の所持する 1Cカード内に記憶・蓄積されるため，この情報の使用権は，顧客

のプライパシ一保護の問題も含めて考えると，顧客側に存する(顧客主導型情

報管理)c 加えて，プライパシー問題は.現在の企業主導型情報管理において

も存在しており，企業側が顧客の消費行動および購買行動について，かなり詳

細に把握できていても，これを利用して綿密な対応ができない状態にあること

はヘ完全独立型 1Cカードの登場は，この状態を一層押し進めるものと考え

られるC

以上2点の特殊性を踏まえた上で. 1 Cカード導入による商取引の分析視角

が，情報ネットワーク型流通システムを分析するための一般的視角を提示でき

! 91 竹内敏夫・伊藤元重「キヤソシュレス時代の流通J，経済セミナー. 1989年10月号，

pp.66-77 
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るかを，以下で論ずることにする O

6. I Cカードが示唆する情報ネットワーク型流通システムの分

析視角

情報ネットワーク型流通システムの一般的分析視角を提示する前提として，

まず， 1 Cカードを顧客情報管理媒体の発展形として扱い，次に，その」般的

視角の中で 1Cカードの特殊性が扱えるかどうかを検討したい。

1 Cカードの導入が商取引にもたらすものは，端的に言えば，流通システム

構成主体間での取引に必要な探索・認知・交渉活動などにおける様々な情報入

手・処理業務の効率化である o1 Cカードを介して取り出される様々な情報は.

結果的には取引成立に結びつかなくとも，財供給者とその需要者との間にある

時空間的質量的な情報格差を，情報の提供者ないし/および受取者側で埋める

働きがあり，その結果，流通システム構成主体の所持する資源の効率的な処分

が可能となる C 換言すれば， 1 Cカードの商取引への導入目的，即ち，結果的

には，その導入効果は， i情報流通(=コミュニケーション)の効率化」にあ

ると言えよう C

「情報流通の効率化」が流通システムへもたらす変化を分析するためには，

3つの基本的な分析次元が必要である。それらは，主情報の質と量， Z情報の
管理レベル，豆情報の所在，である O

情報の質とは.流通システム構成主体間で行われる 1回の取引から発生する

顧客・商品・決済に関する情報の項目とその内容を意味し，また，情報の量と

は，その単位の数であるが，情報項目が共通化されることにより，各主体にお

いて入手・処理可能な情報量の格差は除去され，反対に，情報項目の非共通化，

即ち，情報の独自性は，各主体において入手・処理可能な情報量の格差を生じ

させる。換言すれば「質的同」性」は「量的同一性」を生みだし， i質的差異j

は「量的格差」をもたらすと言えるだろう=ただし，情報項目が共通化されて

も，情報の入出力端末と通信システムにおける情報処理手続きの標準化が行わ

れなければ，情報の「量的格差」が生じることは避けられないc 従って.情報

項目の共通化と情報処理手続きの標準化の問題は.情報の量的格差の問題であ

ると言える 3

情報の管理レベルには，大きく分けて，情報の入手レベルと情報の活用レベ

ルがあるが，各主体間における情報の入手レベルでの入手情報量の格差の有無

と，情報活用レベルでの情報活用ノウハウの格差の有無が，流通システムの成

果の性格を決定する c 凶表5-3にあるように，入手情報量と情報活用ノウハ
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ウに格差がない場合は，流通システム全体の効率化を生み出すが(図表中J))，

それ以外は，各主体が生み出す成果に格差があるため，流通システムを構成す

る主体間にパワー格差が生じることになる。

第5章

図表5-3

一~ー」

活用ノウハウの格差

無 l

I格差無 l 

H附4:併有

;釘

亘格差布

一一一一一一→

情報の所在で問題にすべき点は，情報が各主体問で共有されるか，あるいは

集中ないし分散して管理されるかであり，前者の場合は，流通システム全体の

効率化をもたらすが.情報が集中管理される場合は，主体問のパワー格差を生

み出すと同時に，流通システム全体での効率化あるいは，非効率化を発生させ

る可能性があり.分散して管理される場合は，流通システム全体の効率化か.

あるいは反対に非効率化を生じさせるこ

以上の分析次元に基づし￥て，流通システムの情報化がもたらす効果を検討す

ると， i情報流通の効率化」は，流通システム全体の効率化か，あるいは流通

システム構成主体間のパワー格差を生み出す可能性があるが.これは各主体の

差別的優位性獲得か，流通システム全体の効率性獲得か，という問題であり，

換言すれば.競争と協調のバランスをどう取るかといった問題である 3 この問

題は，最終的には，情報項目の共通化と情報処理手続きの標準化，および情報

活用ノウハウの共有化をどの程度まで進めるか.という問題に還元することが

できるであろう。この問題には，各主体ごとに構築しているシステムの違いや

システム・アップへの対応問題(i河表 5-4)，各主体間でのシステム構築・

運用における費用負担問題，なんらかの損失が生じた場合の責任の所在の明確

化問題(特に複数の主体が参加し様々なカード機能を提供する「多目的カード」

の場合)，取引で竺じる様々な情報の所有権および使用権，あるいは提供義務

の問題，システム参加あるいは非参加の権利ないし義務問題，などが含まれる c

なお， 1 Cカードの特殊性の問題のうち， 1 Cカードが様々な代替案の→つ

ハ
同
U



カード・マーケテイング

であるという問題は，各主体ごとに構築しているシステムの違いやシステム・

アップへの対応問題につながり，また，顧客主導型の情報管理問題は，取引で

生じる様々な情報の所有権および使用権，あるいは提供義務の問題に含んで考

慮することが可能であるため， I Cカードの特殊性問題も，情報ネットワーク

型流通システムの← a般的分析視角の点から検討できると言えよう C

図表5-4

システム;¥'十一一一一一一一-2.----> システムB'

: ~~~:'::~::::-工
システムA 、 b-------> システムB

システムの高度化問題

Z システムの互換性問題

J/ と互の複合形態

7 .今後の研究課題

本稿は，流通システムの情報化により生ずるであろう，流通システム構成主

体聞の競合関係ないし業際化と流通システムの効率化を分析する視点として，

「情報流通の効率化」という概念の導入と，これにより検討されるべき諸事項

の導出を行った 3 この概念による分析をさらに押し進めるために必要な研究事

項は.以下の通りである

'，1 ) 商取引の技術的および制度的な構造と過程の研究による，商取引理論の構

築。

121 商取引における「情報」および「情報流通(コミュニケーション)Jの定

義とその内容(内包と外延)の明確化

( 3) 商取引におけるコミュニケーション・コストの分析用具の開発。

(4 ) 以上の分析に基づく，適切な顧客情報管理媒体の選択と顧客情報システム

構築の理論モデルの開発ニ

15 ) 以上の理論を基盤にして，流通システムの構造変化に関する分析と，望ま

しい情報ネットワーク明流通システム構築政策の提Ei=

A
U
 

つd



第 6章 顧客組織化における顧客管理形態の諸類型と

その選択論理*

1.研究の目的・対象・方法

Z.三石 ， 93/12 の問題意識

3.耐不況型企業の基本特質

4.顧客管理形態の諸類型

5.顧客管理形態の選択論理

6.経営組織論的問題

7 .今後の研究課題

"占い基礎を人キは賃ぶが，同時にどこかで再び初めから基礎を築きだす権利を

放棄してはならない.. (ゲーテ「格言と反省」から)

1.研究の目的・対象・方法

1 -1 .研究目的

POSシステムやカードシステムに代表される高度情報機器を導入したマー

ケテイング情報システムは. Iマーケット・レーダー」という概念で捉えられ

るこの概念が提唱されて以後，この概念を論述の中核に据えたマーケテイ

ング研究の理論的蓄積は，その内容から， .tJ，、ドの 5つに集約できるご

T マーケット・レーダー」概念の定義l
玄 「マーケット・レーダー」出現のffilj度的前提 J

豆 Iマーケット・レーダー」に包含される代表システムとその特質 L

* 初出 広島経済大学経済研究論集 第18巻第 2ザ(平成 7年 9月)
101 高橋健二編訳 Tゲーテ格言集J新潮丈庫， 1952年， p.198. 

111 田村正紀「マーケ y ト・レーダーJ~国民経済雑誌第 156巻第 5 号， 1987年，

pp.77-94. 
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主 「マーケット・レーダー」に包含される代表システムの導入における当

該システムの選択論理過程 2

~j iマーケット・レーダー」に包合される代表システムの 1つであるカー

ドシステムの導入における当該システムの選択論理過程 3

これらの研究は，マーケテイング情報システムにおけるマーケット・レーダ

ーの基本的位置づけ(上記の工jから玄まで)を前提として，マーケット・レー

ダーの代表システムである POSシステムおよびカードシステムの類型化を行

い，企業毎に異なるマーケテイング課題に応じて，導入すべき POSシステム

およびカードシステムの選択論理過程を明らかにしたものである(上記の芯と

~)o 以上の研究成果を踏まえつつ，マーケット・レーダーに関する研究を，

マーケティング情報システム理論へと展開させるには，以下の 4つの研究課題

が検討される必要がある。

工 「マーケット・レーダー」に包含されるシステムないしはそれに類する
もの:の体系的把握

l享 「マーケット・レーダー」に包含されるシステムないしはそれに類する

もの;の選択論理の導出

豆、 「マーケット・レーダ-Jに包含されるシステムないしはそれに類する

もの 1と，採用された「マーケット・レーダー」により効率的に選択・

策定されるべきマーケティング・ミックスとの関連性の明確化

正、 「マーケット・レーダー」に包含されるシステムないしはそれに類する

もの 4と，採用された「マーケット・レーダー」を効率的に作動させる

ためのマーケティング組織構築との関連性の明確化

本稿の目的は，これらの 4つの研究課題に対して，基本的な理論枠組みを導

出することにあるご

121 拙稿「小売業の顧客情報システムにおける POSおよびカードシステム導入の論理

過程Jr広島経済大学経済研究論集ι，第15巻第4号， 1993年， pp.43-64. 
， 31 拙稿「カード戦略の基本論理JT広島経済大学経済研究論集J，第15巻第 1号， 19 
92年， pp.43・64.

4 ) 本稿での用語「システムJ'i， ..連の高度情報機器の集合を指すがマーケット・
レーダー」を構成する情報機器ないし情報媒体には.例えば顧客台帳といった非高

度情報媒体も存在する.
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第6章 顧客組識化における顧客管理形態の諸類型とその選択論理

1 -2.研究対象

本論文は，方法論的には，以ドで述べるように，丈献研究として位置づけら

れるO 従って，本論文において研究対象となる企業ならびに現象は，当該文献

での議論の対象となっている組織ならびに現象により規定される C 即ち，三石

玲子『売れない時の売るしくみ[実践・顧客情報活用法LI日本能率協会マネ
ジメントセンター， 1993年12月(以下，省略して，三石 • 93/12 と呼ぶ)で

言及されている組織ならびに現象が，本論文の研究対象である乙これらに共通

する制度的前提=を列挙すると，以下の通りであるごなお，列挙内容の記述順

序は並列であり，記述順序に意味はない。

[時期 1990年代前半

[地域] 日本国内

[主体] 最終消費者への商品販売により収益獲得を目指す資本の内，顧客

志向ないしこれに類する用語を標梼するもの

[客体] 当該資本が販売する商品への顧客忠誠を獲得および維持するため

に採用されるマーケティング・ミックス

[環境 1980年代後半に生じたバブル景気が， 1990年代に入り崩壊した後

の経済不況下での市場 6

1 -3.研究方法

本論文においては，研究方法論的に 3つの試みが成されている c 以下，これ

らを列挙するこなお.列挙内容の記述順序は並列であり，記述liI巨序に意味はな

L 、c

l工 文献研究における研究対象の拡大
文献研究の対象となる文献は，従来の商品流通研究 7においては，学術論文

に限定されていた(図表出においては， λおよびCに該当する)c これに対し，

1:5 I 制度的前提の定義については，本章 1-3 -.~.を参照のこと.

161 商品・資本・市場の定義に関しては.荒川祐吉「商業および商業学の史的展開」久

保村降祐・荒川村i占編 7商業学」有斐閣.1974年.pp.Ol-55に幕づく
! IJ 商品流通研究の諸領域に関Lては，荒川祐吉「商業および商業学の史的展開」久保

村隆祐・荒川祐吉編子商業学JiJ-斐閣.1974年.pp.0l-55を参照のこと
: 81 同表・文献の分類

(なお，英字記号問に，特定の意味を持つ序列関係はない)

(次頁に続く)

133 



カード・マーケテイング

一般論文(凶去においては BおよびDに該当する)は.これを学術論文に

おいて使用する場合，学術論文における論述のための資料的性格以上のものを

持たないっしかしながら，以下に述べる理由により，一般論文に分類される文

献の内，一定の条件を満たすものについては，文献研究の対象とする c 一般論

文が，文献研究の対象となる理由と条件は以ドの通りである。なお，学術論文

と一般論文の定義については，同去トの?I:)を参照のこと C

I -- ~般論文が，丈献研究の対象となる理由]

i)研究対象となる現象を説明する既存の学術論文が存在しない場合

ii )研究対象となる現象を説明する既存の学術論文の説明力が低下している

場合

iii) i) または ii)の理山により，帰納的な研究方法が必要と判断される場
~h、

i¥') iii)の状況下において，研究対象となる現象を有効に説明する理論装置

を提供している一般論文が存在する場合

なお般論文が，文献研究の対象となるには. i) 出) iv)の全ての理由

か.または. ii) iii) iv)の全ての理由が揃っている必要がある τ また. iii) 

かつiy) の珂二山から，一般論文を丈献研究の対象とするのは，命題の導出およ

び検証という ・連の研究作業の効ギ化を期待できるためであり.同様の理由を

持つ状況 Fであっても，膨大な数量に 1-，る資料の分析検討から帰納的に命題を

導出する作業の怠義を行定するものではないコ

l ¥¥¥¥___ 11 学術論文 I! 
「一一ー一一一一一二三三平」一一一一一←ー」l

l 学識経験計による執筆 ，，¥ 

均史研究者による執筆 c 

」般論文

B 

D 

i主)学識経験者とは，大学院専門課科での所定の学術的訓練を受け，学位ないしはそれ
に瀕する証明を得ている者を指す

ー般研究者とは司学:Jiil1H忠実苫以外の苫で各専門分貯の研究に携わるftを指す.
i主)学術論):.とは-;:問研究者lilJけに;穴竿され.7t同研究苫向けの単行本あるいは雑誌
に収録されている論ょを指す.
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第 6市 顧客組織化における顧客管理形態の諸類型とその選択論理

[一般論文が，丈献研究の対象となる条件]

i)一般論文での用語体系と論述体系を解体し再構築することにより，その

論述内容に，学術論文と同様の水準を見出すことが可能なもの

即ち，

ii)一般論文での用語体系と論述体系を解体し再構築することにより.その

論述内容を.既存の学問体系と関係付けて説明することが可能なものご

ui)一般論文での用語体系と論述体系を解体し再構築することにより，その

論述内容を，既存理論の展開に貢献させることが可能なものコ換言すれ

ば，個別分野の研究により，一般理論の精線化と応用性の確認が期待で

きるものC

iv)一般論文での論述を構成する命題が，その論述の前提となっている制度

的前提の範囲内にある事実の体系的な検証に基づいて導出されており，

かつ.その内存を確認することが可能なもの C

v) --般論文での論述を構成する用語が，その論者において，意識的に定義さ

れているかの如何を問わず.または，慣用的に使用されているものであ

っても，その内容を確認することが可能なもの

なお， i) (j:， ~般論文が，文献研究の対象となる上位条件であり， ii)か

ら¥')までが，その下位条件を構成するこまた，この上位条件を満たすために

は， ii)から¥')までの ffl'r:条件を.全て満たさねばならなし~

Z 研究対象の制度的前提の明記

従来の商品流通研究における学術論文では.いくつかの例外を除いて.各論

文における論述内容を成;立させる制度的前提を明示することなく.論述が行わ

れてきたづその理由として，以下の 2つが挙げられるご

i)各論文における.これらの制度的前提は，商品流通研究者における暗黙

的f解として明記されることがなかった

ii)各論文における論述には.必然的に制度的前提が存在するという認識が，

商品流通研究者において欠如していた ζ

この 2つの状況は.商品流通研究における理論の科学的展開を阻害する原因

となってきた(即ち，この 2つの状況により.商品流通研究に属する各学術論

文で展開される論述内容の汎用性ないしは限定性が暖昧になり.その結果とし

て，商品流通研究における各論文の論述内容の比較検討を.困難かつ非効不的

にさせてきたc

これに対し，自然科学系の論文では，その研究対象の性質ゆえに.社会科学

系に属する商品流通研究の学術論丈とはー J~なる論述形式を持っている(即ち.

その研究対象となる個体問の差異が.社会科学系の場合と比較した場合.体ーめ
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て小さく，そのため，自然科学系の論文では，その論述内容の汎用性を前提と

して，論述が行われる c ただし，論述内容を導出する過程，即ち，研究/引去の

内容については明記される九自然科学系の論文における研究方法の明記は，

その論述内容の汎用性に対して，客観的な判断基準を設けるものであり，自然

科学系の論文における科学性の水準を高めるものである。商品流通研究におけ

る制度的前提の明記は，自然科学系の論文における研究方法の明記に相当する c

これにより，商品流通研究の科学性を高めることが可能である。

従って，商品流通研究においても，学術論文での論述を展開する際には.各

論述の内容を成立させる制度的前提を，毎回，明記することにするごまた，学

術論文における制度的前提の明記は，制度的前提の内容を明確に導出できる事

例研究においてはもとより，論述内容が高度に抽象化されるモデル研究におい

ても行わなければならないc 以下， I制度的前提」という用語の定義と，この

用語にて示されるべき事項を記すご

[用語「制度的前提」の定義]

「制度的前提」とは， I物理的時空間の範囲とその範囲で発生し展開する諸

現象の集合」と定義される。

[用語「制度的前提」を構成する事項]

i)物理的時間の範囲

ii)物理的空間の範開

iii)経済活動主体

iv)経済活動主体の活動内容

v) 経済活動主体により制御不可能な要素の集合，と言う意味での環境の状

態

Z 論述内容に関する解釈部分の日I及的な排除

商品流通研究における学術論文の科学性を低下させる要因は，上記のZ以外

に.各学術論文の論述形式にも存在する c いくつかの論述形式は，論文内容の

読解の際に， I解釈jの問題を生じさせる。当該論文の論者に，解釈の対象と

なる部分についての確認が可能な場合であっても，研究作業の効率性の向上と

科学性の保持のためには，学術論文における論述形式の統」化が不可欠であるこ

以下，論述内容に関する解釈部分の可及的な排除のための事項を列挙するご

なお，列挙内容の記述順序は並列であり，記述順序に意味はないコ

， 91 日中 潔「実用的な科学論文;の書きHJ裳華房， 1983年， pp.12-13. 
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[論述内容に関する解釈部分の IIJ及的な排除のための事項]

i) 仮説導出過程の明記

商品流通研究においては，仮説の検証に対し払われる努hに比した場合.

仮説の導出過程の検討に費やされる努力は十分ではないc 仮説の検証に

先立ち，その導出過程を検討することは，仮説内容の正確な把握に基づ

く検証作業の効率化に貢献するものである。自然科学系の研究において，

実験や観察の過程と結果に関する論述の内，相当数は，仮説導出過程の

検討に貢献するものであるコこの意味で.商品流通研究においても，従

来の仮説検証型の論述に加え，仮説導出の過程を明らかにする論述をも

行うこと

ii )主要概念の定義ないし出典の明記

主要概念について，他の研究者の定義に基づいている場合は，その定義

の出典を，毎回，明記すること。また，主要概念について，自己の過去

に執筆した論文で定義している場合も，その定義を記しである論文の照

会先を，毎回，明記すること。さらに，主要概念についての定義の出典

がない場合は，その都度.定義を行うこと c

iii)文章構造の明確化

指示代名詞の指示内容が不明瞭になる危険性がある場合は，その使用を

避けること。および格助詞により連結される言葉の関係が不明瞭になる

危険性がある場合は，その関係に解釈の余地が入らない他の言葉を使用

すること。

iv)列挙事項の集合内容の明示(その 1) 

列挙事項が立;章中に存在する場合は，記述形式として，これらに符号を

付け，列挙事項数を明らかにすること。

v) 列挙事項の集合内科の明示(その 2) 

列挙事項が，集合として聞かれているか，あるいは，閉じているかを明

示すること c

vj)列挙事項の相互関係の明記

列挙内容に相互関係がない場合は，そのことを明記すること c 列挙内容

に相互関係がある場合は，その関係性を明記すること C

門
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2.三石・93/12の問題意識

三石'93/12は.全6亭:から構成されるっその論述内容は，大きく 3つに分頬

される c それぞれの内容は，以卜ーの通りであるつ

i)顧客組織化のための顧客情報活用における問題整理部分(第 1章および

第2章)

ii)顧客組織化の諸類型の整理.および，各類型の特徴と問題点の整理(第

3章および第 4章)

iii)顧客組織化の一手段であるカード戦時の諸類型の選択と運営に係わる諸

問題の整理(第 5章)

論述の展開は， i)からiii)へと，順次，検討事項を絞る流れになっているこ

即ち， i) は，顧客組織化に関わる総論の位置にあり ii)は顧客組織化にお

ける各論としての顧客情報管理問題を扱い，さらにiii)では，顧客情報管理に

おける各論としてのカード、戦略の問題を扱っている 3 本稿では，各論を体系的

に展開するための基礎を得るために，三石'93'12の総論に当たる部分を検討す

るc

なお，第6章は，第 1章から第 5章までの論述を受けて，自社の顧客管理状

態を判定するための基準事項を.再度，整理し列挙したものであり司三

石'93/12の論述における補足部分であるため，三石'93/12で検討すべき i:.要な

論述部分から除外しであるヘ

2 -1 .三石.93/12における問題提起

三石・93.12における問題提起は，以下の 3点に換言し，集約される即ち.

I マーケティング環境に根本的変化が起こっているのではないか

Z マーケテイング環境の根本的変化に対してマーケティングの原点を再確
認する必要があるのではないか

l玄 マーケティング環境の根本的変化においても継続的に有効なマーケテイ

ング子法は存在するのか

これら 3つの問題提起は，最終的には， lZから亘に収散するが，三:{j'93，12

'10 三石玲子「先れない時の売るしくみ[実践・顧客情報活用法1j LJ本能率協会マネジ
メントセンター， 1993年12月， pp.1-2， 
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における主要な問題提起であるIは.上記i、のマーケテイング環境の変化に関
する仮説の上に立てられているミここで言う「マーケテイング環境」とは，二ミ

石'93/12においては， 日本人の消費行動を指している

[マーケテイング環境の変化に関する仮説]

従来のマーケティングは，技術革新を基底とした新製品の開発と販売の戦略

であり，基本的には成長傾向を持つ経済活動のrjlで景気変動が繰り返される状

況を前提とし，そのノウハウの蓄積や運営機構の構築が行われてきた亡しかし

ながら，生活水準が一定の段階に到達すると同時に，長期的には経済成長率の

大幅な増加が期待できないばかりか，負の経済成長率をも生じかねない状況で

は.従米の成長志向とは著しく異なる消費行動が，主流になる可能性が大きい

と予想、されるつ

この仮説に立った上で，従来のマーケテイングの見直しの焦点を，顧客把握

方法の再検討に置いている]，川1J20 そのために設定された検討課題は， [--記互の

問題提起の下位事項として，以ドのように整理できるこ検討事項の序列は. i) 

から順に，分析の度合いに因っているつなお，以下で言う「取引関係の強化」

とは，一定額の取引高を長期的に維持することである~また，顧客との取引

関係強化のための手法L その手法の成立条件を導出するための事例研究で検

討される事項は.図表6-1のように整理できるご

図表6-1 事例研究における検討事項

l 手法
成果

同 異

luj 変化なし 変化なし

異 I ril]t or低|、 向上 or低下

(11) --:イi玲 f，前掲書. pp.3i-39. 
'121 三石玲子，前掲書. pp.64-66. 

13¥1 三石玲子，前掲書. pp.6i-88， 
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豆一 i) 顧客との取引関係を強化するための継続的に有効な子法の存在を確

認すること

豆 ii )顧客との取引関係を強化するための様々な手法とその成立条件を見

いだすこと

亘一 iii)各手法の利点と欠点を考慮した上での用法を明らかにすること

2 -2，三石 '93112における問題設定

三石'93112においては， I顧客志向」という概念が，マーケテイングの基礎

理念として捉えられている。そのため，三石・93112において提出された，マー

ケテイング環境の根本的な変化に伴う，従来のマ}ケティングの見直しの問題

は， ヒ述の玄および主で提起された問題を， I顧客志向」という概念を軸とし

て検討される=検討の要点は，以下のように.大きく 2つに分けられる c

rJ 顧客志向」という概念に包含されるマーケテイングの諸要素の導出

.~~顧客志向」という概念の実行に係る諸問題の整理

i) Iマーケット・レーダー」に包含されるシステムないしはそれに類

するものの選択と構築に関する問題

ii) Iマーケット・レーダ-Jに包含されるシステムないしはそれに類
するものを運営する組織構築の問題

工は，耐不況型企業の基本特質の検討を通じて行われる c また~.の i) で

は，顧客管理形態の諸類型を整理した上で，各類型を体系的に関係付ける論理

を見いだす試みが行われるごさらに， Zのii)では.顧客管理形態の組織論的

問題に焦点を当てているが，これは，従来のマーケティング情報システムの研

究から‘抜け落ちていた部分である。以下， !11ftを追って検討するご

3.耐不況型企業の基本特質

三石'93.12における論述の底流には，マーケティング環境の根本的な変化の

中で，業績を維持ないし向上させている企業や，あるいは，業績の維持ないし

向上のために，何らかの方策を講じている企業に共通した特徴を見出すことに

より，今後の良好な企業経営への不唆を得ょうとする意識がある C そして

れらの企業に共通した特慣を集約する概念が， I顧客志向」である

.141 三イi玲子.前掲書.pp.8i-88 
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従って，本節では. i顧客志向」という概念を構成する諸要素の導出に，主

眼が置かれる士その作業内存は，以下の通りである c なお，作業は，番号順に

行われる c

i) i耐不況型企業」の分類から導Hlされる「耐不況型企業Jの特般を決定
する要悶を整理する

ii )耐不況型企業」として挙げられている企業を中心にlシそれらの特徴

を決定する要閃を整理する

iii) i顧客志向」を構成する諸要素を導出し整理する

3 -1 .耐不況型企業の分類における特徴

不況卜で生ずる企業業績の違いを説明するために.三石・93..12では，各企業

の特般を説明する分類去と整埋去(それぞれ同去6-2と同去6-3 )が掲げ

である、

同去6-2の分類軸の 1つである「リセッション・レジスタント」は. I購

買の延期が不可能な商品を扱う業種」および ないし「個性の下張に不可欠な

商品を扱う業種」を意味し，これらは，図去6-3のTから言までに相'.Liする
この意味でリセッション・レジスタントJという用語は， i耐不況商品」あ

るいは「耐不況業種」とJ呉昌できる r これに対し，もう lつの分類軸である

「アンチ・リセッション・フォーミュラ}の志味する内容は，閃去6-3のi

から雪 lまでに相当し.これらを「耐不況構造」と呼び代えている

以上の事から.戸耐不況型企業jの特徴を決定する要闘とその内容は，以下

のように整理できる

;耐不況型企業の特徴を決定する要因とその内容 lその 1) ~ 

1 尚品種類 i) U常生活を構成する基本的rfii品(日[Jち.生活必需品)

ii)個性の主張に不可欠な趣味性の高い商品(f!Dち.非'ti古

必需品)

.2 市場戦略 i) 広範な標的市場

ii)介理的な価格設定

号、 組織形態製造から販売までの統合的情報管理体制

ii)製造から販売までの統合的商品管理体制

'1;)1 三七ー玲子.前掲占:， pp.12~59‘および， pp.60~66. にて取り扱われている企業を指す.
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図表6-2 耐不況の構造16

アンチ・リセソション・フォーミュラ

有

.;]{気の影響を受け -もともと景気の影響

やすい業種 を受けにくい業種

しかし自社独白の

一 白ソ抵抗力でその影響 抵抗hを持つ

を最小限に食い止
セ
、y

める ン

ヨ

1¥"0 B λ YES J 

D C レ
ン

ス
. ~~気の影響を直接

タ

こうむりやすい されない業種 / 

しかも什社独自の -しかし， 白社に耐 ト

“耐不況"のしく 不況のしくみがな

みもない く影響をこうむる

鉦

図表6-3 米国流通業界で好成績を上げている企業の特徴17

五 普段着，普段使用で実用性の高いカジュアルなものを専門的に扱

っている

Z そのモノには.基本機能に加えて.目立たない程度にオシャレが

混ぜ込まれている

号、 非ブランド的であり，ブランドマークはまったく表面に出ない

'1fi' 二三石玲子，前掲書， pA6より引用.なお，分額された各グループに付されたλから

Dまでの英記y-のみ.本稿の筆J子がHしたものである.
1171 【右1令l 前掲書， pA7よりづI!H
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出頭は常に変わり続けており.商品の新陳代謝が盛んである

巧然であるが，きわめて納得性があり，かつリーズナブルな価格

設定である

自社でデザインし，製造し.販売し.処分する製造小売業である

消費者の反応に素早く対応できる情報力と柔軟性とを持つ

負債の非常に少ない健全経営である

ターゲット層・世代が広範である

第 6中:

4 

3 

、

ノ

ヘ

J

~

〆

P
O一
戸

i
)
(
O凸
~
「

Q
Y

3 -2.耐不況型企業の事例における特徴

耐不況型企業の事例として挙げられているものには，大きく 2つのグループに

分けられる lご 1つは，図表2のAに属する企業であり，もう 1つは， B に属する

企業である c以下では.それぞれのグループに属する企業の特徴を要約した後に，

これらの事例に共通な特徴を決定する要因とその内容について整理する M

[A に属するグループ;

(事例 1)ザ・ギャップ

:明確な標的市場を持ち.この内容と変化の迅速かつ的確な把握

により，適切なマーケテ fング・ミックスを立案し実行できる=

POSシステムなどの高度情報機器は，きめ細かな消費者-欲求の

充足のための補助手段であるご

(事例 2)旭油脂

:ひまわりの契約栽培を国内唯-行う北海道の地万中堅企業であ

り，北海道の重要な転作物であるひまわりを原料とした食品を，

主に主婦層向けに午産販売する C また，環境保全に第派患の人材

と金を投入するミ

(事例 3)ダイドーリミテッド

:U常生活での装いに焦点を当て.長年に波って蓄積された豊富
な経験と高度な技術を.市場規模を限定しつつ，特定の客層にII1J

けて.提供するごその際，顧客情報収集機関としての現場の情報

を重視するし

(事例 4)ファンケル化粧品

:標的市場を.特定の肌質を持った女性に限定し，テレマーケテ

イングにより.顧客との対話}Jを重視する二テレマーケテイング

の利点は，効果が直接測定できること，顧客への対応および顧客

からの反応が迅速であること
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[Bに属するグループ]

(事例 5)丸:)1:

:クレジット・カードを媒体とする顧客情報管理システムを駆使

し.標的市場である若者を取り込んだが，マーケティング環境が

根本的に変化する中， iシステム」の有効性が失われるが.主婦層

を標的市場としたマーケテイング・ミックスへの変更を行ってい

る最中である

(事例 6)主に購買延期可能な消費財のメーカー

:家電業界や白動車業界におけるモデルチェンジの長期化，衣料

品業界や化粧品業界における商品種類の絞り込みビール業界にお

ける新製品の少数精鋭主義などに.商品種類の削減が見られるこ

また，衣料品業界においては.原料の仕入れから完成品の販売に

至までの工程の見直しによる.価格政策の見直しが行われはじめ

ている

:耐不況型企業の特徴を決定する要|刈とその内容(その 2) J 

i、 商品種類 i) 日常生活を構成する基本的商品(日[Jち，生活必市品)

ii )個性の主張に不可欠な趣味性の高いl淘品(日[Jち.非生活

必需品)

え df場戦略:い規模および内容において限定的な標的市場
ii) I布品品日数あるいはブランド数の削減

亘 組織形態 i) 製造から販売までの統合的情報管理体制

ii )製造から販売まで、の統合的商品管理体制

3 -3.概念としての「顧客志向」を構成する諸要素の導出

以上の分析より司三石.93 /12における「顧客志向」とし寸概念を構成する諸

要素は.次に列挙する通りである

[i顧客志向」を構成する諸要素(その 1) ~ 

I 商品種類

Z 商品品日数 CJ..はブランド数司J..はモデルチェンジ時期)

I 標的市場数

イ 市場規模

互市場範i対

百 組織形態
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7 組織規模(えは従業H数)

工からぎまでは.市場の複雑性を去す変数であり，また 5'と1は.市場に
対する組織の柔軟性を去す変数であると三えるコこれらの変数と顧客志向」

との関係，および')主の高度情報機器の集合を意味する「システム」との関

係に関しては.以卜の(反説が立てられる

[1顧客志向」の定義:

「顧客よ:[IiL とは. i di場の複雑性」に対して適切な「組織の統制性」を確

保・維持することである

[「顧客志向」と「システムーの関連性に関する仮説命題(その 1) ~ 

i) Ir1i場の惚雑性ーに応じた適切な「組織の統制性」が存主する時は，

「システム」は:組織の統制↑生」を補強する

iiJ !市場の複雑↑に止、じた適切な一組織の統制性」が存在しない時は.

「システムーは一組織の統制↑もを阻害する〔

4.顧客管理形態の諸類型

三イj'9312では.三顧存，ιiムL という概念が.企業業績と結び付くには， こ
の概念を日体化する何らかの ii涼fiみ」が必要であるとし.また.その一仕組

み」の内容により顧客よrilJ...:の実現の度{f¥.、が異なるとしているため.

様々な「仕組み」と「同容志[IIJーの実現の度合いとの関係を検討している、

ところで.前節で検討したように.三石・93'12で使JjJされる主要概念一顧客

志向」を構成する諸変数は.十-r1司1T場の複雑↑性T乍'j:J斗」およびび、「組織の統;制li凶J辺叶リr引，性|
の変数に集約でで、きるごl 従つて. 1顧客志向」に照らし介わせた「仕組み(以 F
では，顧客管理形態と呼ぶ)Jの適切性は市場の複雑性」および「組織の統
制性」の 2つの変数で捉えることができるこ

以下で行う作業は次の通りである なお，作業は.番号!II員に行われる

i) 顧客管理形態の諸類型の整理

ii)顧客管理形態の適切性を判断する論理の明確化

，1SI 三石玲子噌前掲書， pp. lO-:~l. 
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4 -1 .顧客管理形態の諸類型

二正j'93.12で検討されている顧客管理形態は.顧客志向が見られる企業では.

グループIからグループEまでの 3つに分組されるご以下.それぞれの特徴を

記すコなお，各グループに属する顧客管理形態の呼称は，三石・93ノ12で示され

ている呼称に準拠している

[顧客志向を有する企業]

1 グループ経営理念としての顧客志向とその実現のための顧客管理形

態のI何者を有するもの

(類型 1)自然体

:企業体質として顧客志向が定着しているため，システムは

補助的手段でしかない=

(事例)地方の百貨庖・ホテル・旅館のいくつか

(事例)地域密着型経営で限定的な標的市場を担う中堅メ

ーカー

(類型 2)システム

:顧客志向を実現するためのシステム構築と運'討に経営資源

を投入するこただし.科学的分析に重点が置かれているた

め，科学的分析の対象となりにくい現象が無視されがちに

なる難点を持つ、

(事例)花 E

..~、 グループII 経営理念としての顧客志向を有するが.採用された顧客管

理形態に問題があるもの

(類型 3) ミニタリー

:顧客志向を企業体質として根付かせるため，顧客管理体制

づくりに熱心であるが.従業員の行動を型にはめる傾向が

あるため，顧客志向への士気およびその実現性が低下する

危険性がある d

(事例)太子流通業.コンビューター・メーカー，金融系

企業

(類別 4) 生真l百日

-顧客志向が企業体質として根付いていないため，これを実

現するための手法や理論の研究が先行するつ

(事例)金融系企業

2 グループm:経合理念としての顧客志向は形骸化しており，かっ，何か
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しらの顧客管理形態も存在していないもの

(類型;))大義名分

:顧客区分への抵抗!惑を持ち.それゆえ.顧客区分ごとの対

応ができず，経営効率が低~ 'c また，新規顧客の開拓へも

抵抗感を持つため，既存顧客の高年齢化とともに経常収益

が悪化する

(事例)問屋への貸場業化した老舗百貨白

(類型 6)リップサービス

:顧客志向の必要性に対する低い認識ゆえに，実質的な顧客

管理体制づくりまでには歪らないコ

(事例)行政の厳しい規制ゆえに，あるいは，民営化問も

ないが故に，自由競争が行われていない業界

(類型 i)負け犬

:顧客志向を標傍しでも.その必要性に対する現場の認識は

低いため，成果になりにく¥，¥

(事例)不動産収益が経営基盤にあり.かつc 天ドりの経

営陣のため，顧客志向への切迫感がない企業

[顧客志向を有しない企業]

4、 グループ百:経営理念としての顧客志向も，その実現のための顧客管理

形態も有しないもの)

(類型 81 その他大勢

4 -2.顧客志向と顧客管理形態との関係分析

上述の各グループおよび各グループに属する類型は，その「顧客志向」の程

度によって. I市場の複雑性」および「組織の統制性」の 2つの軸の中に位置

づけることができるこそのため，同去 6-4では，グループ IからグループE

までを，この 2つの軸の中に位置づけているここの|ヌ|長 6-4を基に.次のこ

とがLIえる なおー いからiii1 までの列記JI[良序に，意味はないこ

i)概念としての顧客志向が，適切な顧客管理形態に具現化されているのは.

グループ Iのみである二この状態を司市場の複雑性と組織の統制性の均

衡が取れているものとする

ii)概念としての顧客，ι向を見現化する顧客管理の体制作:i)が.市場の実態
把握よりも先行しているのが.グループEであるここの状態を.市場の
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複雑性に比して組織の統制性が高いものとする=

iii)概念としての顧客志向を具現化する顧客管理の体制作りが，市場の状勢

よりも遅れているのが.グループ皿である p この状態を，市場の複雑性

に比して組織の統制性が低いものとする【

凶表6-4において，グループIが属しているラインを，顧客管理形態の

「適正ライン」とすると.顧客管理形態の選択問題について，以下の項目を検

討する必要がある=なお.各項目の関係は. i)が最初の検討項目であり. ii) 

からi¥')はそれぞれ独立している

各企業の顧客管理形態は.凶表6-4のどこに位置するかを確認、する

iiJ各企業の顧客管理形態が.適正ライン上にある場合は，効率的な顧客情

報システムが選択されているか.確認する(これについては.次節で検

討する )τ

iiil 各企業の顧客管理形態が.適正ライン 1""にあり，かつ，適正ライントーの

移動を試みる場合は，顧客管理形態の変換過程を検討する

i¥" 1各企業の顧客管理形態がー適正ライン上にない場合は.それぞれの顧存

管理形態が，グループEないしグループ皿のどちらに属するか確認し.

適正ラインから外れている王甲山とともに.適正ラインに近づける方策を

検討する(これについては，第 6節で触れる)

図表6-4 顧客志向と顧客管理形態との関係

組織の統制性

大
グループE
(対応過剰)

数型システム

グルーフ I
/ 

類型)1・白然体 グループ皿
(対応不足}

)( 
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5.顧客管理形態の選択論理

三石・93/12における問題意識は，最終的には.マーケティング環境の根本的

な変化においても，継続的に有効なマーケテイング子法の存在と内容を明らか

にすることにある。そして，この問題意識の焦点は，特に次の 2点に置かれて

いる ]:1土

i)顧客の消費行動および購買行動の再把握とその手段の見直し

ii)顧客と直接触れ合う現場の再重視

二ミ石・93/12におけるマーケテイシグ手法とは.既述のように，顧客管理の各

種形態を指しているため，顧客管理形態を構成するド位形態の内容とその相互

関係は.上記の 2点から検討されるこ以下では，三石・93.'12で提示された，顧

客管理形態の見直しのポイント日を整理した後に，これらのポイントの検討か

ら導出される顧客管理形態の下位形態とその相互関係を明らかにする二

[顧客管理形態の見直しj

(ポイント 1)新規客数増加lのための販売促進策の見直し

:カードを使用した顧客固い込み戦略を，新規客の獲得に掛

かる販売促進の費用対効果と既存客の維持に掛かる販売促進

の費用対効果の比較から，見直すc

(根拠)売上げの討割が，既存容の 2割によって形成される

という仮説から.収益確保には，既存客に焦点を当

てた販売促進策が効果的と考えられるため〔

(ポイント 2)生涯価値の最大化という観点の導入

:顧客満足の最大化という問題に司時間軸を加えたもの

(ポイント 3)効率的なマーケテイング・コスト配分

:顧客の重要度に応じ，その効果が測定可能な販売促進策か

ら講じる c これに先立って.顧客を把握し，これを重要度に

応じて分類することが必要となるご

(ポイント 4)サービスによる差別化

:従来のマーケテイング・ミックスによる差別化を補うもの

として「サービス」の重要性を考慮するニ

119， -::{-j玲子，前掲書.pp.6i-81. 

149-



カード・マーケティング

(ポイント:s)人間による高密度な顧容対応

:人間ひとりの記憶や技術で対応できない場合.システムで

どのように対応するか，また， システムによる対応で不十分

な場合.いかに人間による対応で補うかご

三石.9312で挙げられている以ト.のポイントは，ポイント 3およびポイント

5に集約される τ 即ち.ポイント 1，ポイント 2，および.ポイント 4は，顧

客の重要度に応じたマーケテイング・コスト(この場合は.特に販売促進費用)

をいかに配分するか.という問題に集約する従って.ポイント 3およびポ

イント 5から導出される，顧客管理形態の選択に閲する論理は，凶表 6-:sお

よび図表 6-6のように整理できるご

顧害管理形態の下位形態とその相互関係

I e.---， 

|費

用

=> !の
再

配 l
Fて|
刀， I 

九一町一一

人一

vi
i
j
r
一

己
d

ui--一
11-一下一
j
t
i

一

図表6-5

なお，顧客管理形態の選択過程は，以下のようにまとめられるとなお，各項

目の番号は，顧客管理形態の選択過程の流れに沿っている(また， r'Xj表6-:s 
の b.とcに関しては.同去6-5 (補足)のように関係付けることができる

二三石氏がサービスーとして挙げている例，即ち，時間が短縮される機能的サー

ビス.割安になる経済的サービス.ステイタス↑tがある精神的サービスなどは，販
売促進の範暗に入れて考えることができるため.
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〔顧客管理形態の選択論理過程]

1.企業収益の基盤方針.顧客満足の追求による既存客の固定化と新規客

の開拓

マーケティング課業:持続的な不況下における，ヨリ基本的な欲求の

充足

3. 企業に必要な対応〆顧客に関するI正確な理解を獲得するための仕組

みづくり(同点6-:5の a.l

4.企業に必要な対応J:顧客に関する正確な理解に基づく事業内容に'，i:.;
じた顧客の類型化(図去6-5の b.l

0. 企業に必要な対応 3.顧客類型に応じた適切な販売促進方法の選択と

実行(図表 6-:5の c.l

6.企業に必要な対応主:顧客類型に応じて採用する販売促進方法の結果

の測定と評価(凶去 6-5の d.l

I. 企業に必要な対応から亘までの内容の総合的な再検討

(図表6← 5の e.l

第6章

つ

顧客類型と販売促進策との関係図表6-5 (補足)

効果測定が困難

ト

一

E D 

と手

C 

効果i~IJ定が谷易

B ム1
w-l 
竺竺竺二三斗!

一卜-

顧宥類売IJ

E 顧告:類売1)

田顧客類型

頗?ヰ類型 l¥' 

1 顧客類型j

顧客満足と顧客対応の関係に関する仮説命題が導出でき

ロJ

ボイント 5からは，

るつ
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[顧客満足と顧客対応の関係に関する仮説命題]

顧客対応に関する顧客の満足度は，顧客が商品へ投入した累積費用に対する

顧客対応レベルによって変化する)ただし.

i) 顧客の累積投入費用と顧客対応の期待レベルは.等比殺数的に.あるい

は，乗数倍的に変化する:

ii )顧客の累積投入費用に対する顧客対応レベルは.段階的に，あるいは.

連続的に変化するc

この仮設命題を図示したものが，図衣6-6であるべなお.この図去を基に

した，顧客満足と顧客対応レベルとの関係に関する考え方の例を挙げておく

(例 1) B 1の場合.顧客満足度は，均衡(0 )から低減(一)へ移れ二するこ

(例 2) B IIの場合.顧客満足度は.充足(+Iから均衡(0 )へ移行する

図表6-6 顧客満足と顧客対応レベルとの関係

I!. 
τサ l

F可

皿

顧
客
対
応
レ
ベ
ル

E 

1ft 
λ 一一一一 B一一一一仁一歩
低 u

同

顧客が商品に投入した累積費出

また，顧客における累積投入費用の増加を，顧客重要度のトー昇とすると.

「顧客志向」と「システム」の関連性に関して‘次の仮説命題を立られるつこ

の仮設命題は，各企業が採用する顧客管理形態が，図表6-4における「適正

ラインJ上の， どこに位置するかを明らかにする材料を与えるものである
[1顧客志向」と「システム」の関連性に関する仮説命題(その 2) 1 

i) 顧客重要度が上昇するほど‘ヨリ締密な顧客対応、が要求される(顧客対
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応レベルは Iから II，IIからEへ変化する)。

ii )顧客重要度が上昇するほど，研修やマニュアルが通用しにくくなる C

iii) 1従業員当たり対応顧客数が多くなるほど，システムの補助が必要にな

る業種がある。

6.経営組織論的問題

経営理念としての「顧客志向」を具現化するための「顧客管理形態」に関し

て検討すべき問題は， 2-2-11:で既に述べたように，大きく 2つに分けられ

るO この問題を，第4節で提出された各種の顧客管理形態との関係で，捉え直

したものが，次の 2点である。

i) 第4節の図表6-4において，グループIに属する顧客管理形態を効率

的に運営するための問題，を検討すること。

ii )第4節の図表6-4において，グループEとグループEに属する顧客管

理形態が「適正ライン」上に存在し得ない理由を検討すること c

本節では，この i)の問題に焦点を当てる c 三石'93/12では.経営理念とし

ての「顧客志向」が具現化されない理油が 8 つ挙げられているが~1 以ドでは，

第4節で提出された顧客管理形態の類型のうち，経営理念としての「顧客志向」

が，適切に具現化されていない類型 3から類型 7までを，図表 6-7において，

この 8つの理由と照らし合わせることにより，類型 3から類型 7までが持つ問

題を整理する c

[経営理念としての顧客志向が実行力を持てない 8つの理由]

(理由1)顧客の定義が不明瞭なため，顧客志向の対象となる顧客が，最終

消費者か取引チャネルを指すのか，あるいは，既存客か新規客を

指すのか，などが分からないc

(理由 2)顧客区分に対する抵抗感，あるいは，自社の組織体制に基づく顧

客区分のため，適切な顧客分類が行われないc

(事例)流通業

(理由 3)顧客志向という概念に，様々なマーケテイング課題が含まれてい

ることが，理解されていないc

(211 三石玲子，前掲書、 pp.22-36.
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図表6-7 顧害志向の実現を阻害する要因と顧客管理形態との関係

i 類型 3¥ ¥  
ミニタリー 生真面目 大義名分ザドピス| 負け犬 l

即一由 1 X X つ つ フ

理由 2 × × O C つ

理由 3 c¥ ノ fにJ、 O O O 

珂出 4 × ム O f¥¥ l o 

フ フ つ つ

ト
つ フ て》 〈ゑ

つ 〆cノ O O O 

理由 8 O O O O 

一O一一一←--1

注)記号の意味

。:当てはまる ム:やや当てはまる x 当てはまらない

つ・どちらとも言えない(企業による差が大き L汁

(理由 4)顧客志向を具現化するための部門の位置づけが暖昧だったり.積

械的な経常資源の投入が見られないご

(理由 5)顧客管理を部門別に行うため，統合的な顧客管理ができず.経営

資源の配分が非効率である ο

(事例)百貨庖，事業部制を採用している航空会社

(理由 6) 111トム企業の場合.最終消費者のヨリ直接的な把握という問題と，

流通チャネルの活性化の問題の二律背反がある二

(事例) 111上のメーカー，生命保険会社.損害保険会社

(理由 7)利用頻度の多寡に関わらず，最終消費者が企業に対し心理的距離

感を抱く

(事例)金融系企業
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(理由 8)事業本来の魅力が乏しいにも関わらず システムに過剰な期待を

持ったり，あるいは，行政の後押しでシステムを導入してしまうコ

(事例)地方商庖街

以上の事から，顧客管理形態の適正な構築と運営に関する問題には，次のも

のがある C なお，各問題の列挙順序は，番号順に，企業自体で解決可能な問題

から， )11買次，解決不可能な問題へと並んでいるニ換言すれば，企業のヨリ内生

的な問題から.ヨリ外生的な問題へと並んでいる。また，これらの問題は，第

4節で検討したような，市場の複雑牲に対して，どのような組織形態をとるべ

きか，という経営組織論的問題の下位問題として捉えることができる。

i)顧客管理形態の選択以前に，経営理念としての顧客志向を理解する必要

性がある=即ち，企業および ないし業界の体質改善に関わる問題であ

る。換言すれば，健全な経営基盤の構築と維持の問題である c 特に.類

型の:)， 6， 7，また，理由の1， 2， 3， 4， 7， 8がこれに相当す

る。

ii)顧客管理形態の選択の際に，既存の組織形態における位置づけを明確に

する必要性があるニ即ち，顧客管理形態を既存の組織形態の中に導入す

る際に，両者の間に生じる車L蝶を，如何に回避するか，あるいは，最小

限に止めるかの問題である。特に.類型の 3，4，また，理由の 3，:) 

がこれに相当する v

iu)顧客管理形態の選択の際に，流通システムにおける自社の位置づけを明

確にする必要性がある二即ち，流通過程のどの段階に属するかによって.

「顧客志向」の意味と採山すべき顧客管理形態が異なるからであるコ特

に，理由の 6がこれに相当する c

7 .今後の研究課題

企業のマーケティング課題に応じた顧客管理形態の構築と運営においては.

関表6-4に代表して示されるように，経営組織論的アプローチが必要である

ことが，本研究により確認されたコカード・システムやPOSシステムに代表

される顧客情報システムを含む各種の顧客管理形態が.顧客組織化に向けて，

どのように選択され構築.運営されるかを明確にするために，次の研究課題を

設定すると
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① 図表6-5および図表6-5 (補足)に代表して示される顧客管理形態

を，ヨリ具体的な内容によって類型化すること C

(玄 各顧客管理形態の構築と運営に対して経営組織論の応用を試みること。

特に，

i )図表6-6に表される，同顧客管理形態内での顧客対応レベルの変

更における検討事項を明らかにすること O

ii )図表6-4の適正ライン上にある顧客管理形態が，異なる顧客管理

形態へ移行する際の検討事項を明らかにすること O
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~ 概念導出の基盤となる事例集 ~ 

カード・マーケテイングと L寸新分野における理論装置の開発に当たり.帰納的

分析による概念および理論の形成が必要であったことは何度となく本書に書き記し

たが.それらの概念や理論が.どのような現実を踏まえて導出されたかを資料とし

て本書に収めることは.今後この分野での研究を行おうとする者や事業に携わる者

にとり，本書で提出された概念や理論をより深くかっ正確に理解するための一助に

なるであろうしまた.時を経て変化する現実と照らし合わせながら理論の拡充を

行うにおいても参考になるであろう c

「変換機能」解説のための論旨の流れ

l.カード機能についての議論の流れ

ー売手と買手との間で解決すべき問題と，それを調整するカード機能

[(時空間的)移動機能J= i決済系機能」

:取引における決済上の便宜を生み出す

，カードで取引可能な庖舗(~地理的範囲)や支払い方法(前払い.l:i/l時払

い・後払い)なとごについて決定する

[11 
(2) 

空間的懸隔(商品や貨幣などの移動が必要)

-空間的移動機能(取引当事者の財やお金などを移動させる)によって

調整

時間的!懸隔(商IlAや貨幣などの保存が必要)

時間的移動機能(取引当事者の財やお金などを保存 正確には将米の

財やお金などに基づく取引も含む)によって調整

[(質量的)変換機能=I情報系機能j

，取引において売手買手間で必要なコミュニケーションを.その内容と

量において向上させる

.カードで取引可能な商品やサービスの集合(=サービス・パッケージ)
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と.取引において処分可能な所得や資産などの内容と大きさを決定す

る

:r(3) 
・.
質的懸隔(取引内容についての一致が必要)

・.・.・... 
・.・.・.・.・.
: L-(4) . 

:質的変換機能(様々な財や資産との取引を可能にするために.同一の価

値判断基準に基づいて，それぞれの財や資産を評価する)によって調整

量的懸隔(両者にとって適切な数量に分割が必要)
. . . . 
. 
. . . 

-量的変換機能(取引する財や資産を，取引したい数量に自由に設定でき

るようにする)によって調整

※『何を変換し移動するのか?j 

-カードによる取引を見ると.

O カード発行者ないし加盟屈は，カード利用者がどれだけの処分可能な所

得や資産(以下，これを 「決済資源(注)Jと呼ぶ)を持っているかの

情報(以下.この情報を「決済資源情報」と呼ぶ)に基づいて，商品やサー

ビスを提供しカード利用者は.企業の提供する商品やサービスについ

ての情報に基づいて.自分の所得や資産などを処分し取引を行うこ

カード発行者および加盟J古から見れば.カードの変換機能とは，その利

用者の決済資源を情報化することであり.また.カードの移動機能とは，

その情報化した決済資源.つまり.決済資源情報を入手することによっ

て.取引を成立させるものである δ その意味で，カードは決済資源情報

を移動させる媒体である c

(例)簡単な例を挙げると， i現金」は.決済資源情報と決済媒体が一体化し

たものであり.買手が， 一万円札を持っているとすると， i一万円Jと

いうのは.買手が「一万円分の決済資源を所有している」という情報で

あり， i一万円札」は.それを伝える媒体であるコつまり一万円札」

によって「一万円」とし寸決済資源情報が買手から売手に移動しその

結果，買f:の決済資源の所有権が売手に移動したことになるさ

従って，カードとは，売手買手の両者の視点を考慮して言えば， i買手

の特定の決済資源と取引可能な商品とサービスの集合(=サービス・パッ

ケージ)の内容(=商品とサービスの品揃えと数量)に関して明らかに
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すると同時に，その内容(=情報)に基づいて取引を成立させるための

媒体である c

注)I決済媒体」と「決済手段」ゅ「決済媒体」と「決済資源ないし決

済資源情報」

2. 変換効用の決定要閃

変換機能の働き具合い(効用)を見るための視点

!変換機能:I買手の持つ特定の決済資源およびこれと取引可能な商品やサー

ピスの集合(=サービス・パッケージ)の内容を明らかにするも

のである」

!変換効用:i質的変換機能の効用と量的変換機能の効用の合算によって計測

される」

※ 質的変換効用の大きさ=売子と買手にとっての「変換の容易性J

: measured by --，-I 1) 取引でどの決済資源を処分することができるか?

| 弓 取引対象となりうる決済資源の種類ないし集合

L-121 どの商品やサービスと取引できるかっ

昨 取引対象となりうる商品やサービスの種類

ないし集合

.※ 量的変換効用の大きさ=売手と買手にとっての「変換の微細性」

: measured bvーァ-'1': 取引でどれだけの大きさの決済資源を処分でき

| るか?

| 時取引対象となりうる決済資源の大きさ(最

| 小単位から最大単位まで)

L.-12) 取引できる商品やサービスの大きさはどのくら

L 、か?

己〉 取引対象となりうる商品やサービスの大き

さ(最小単位から最大単位まで)

注1)実際には.それぞれの変換効用の11)と121は密接な関係にある

注2)決済資源の単位と言った場合.円やドルなどの評価単位の問題がある

が.以下での議論を分かりやすくするために.国家レベルでの単位設

定の問題と一般企業での単位設定の問題は区別しカード取引におけ

る単位設定問題は.同家による単位設定を前提として扱うコただし
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設定単位の微細性という点について，国家信用に基づいて発行され，

対消費者取引で使用される貨幣の最小単位は「一円」であるが.カー

ドによって.商品やサービスがサービス・パッケージとして提供され

る際に，価格がサービス・パッケージ全体で設定されれば.個々の商

品やサービスの価格を， i一円」という最小i単位以下で設定すること

が可能で、あり.そうすることにより.変換の微細性つまり量的変換効

用を高めることができるであろうこ

〔事例解説〕

事例を見るための整理表一

支払い方法 前払い方式

iプリペイドカード)

決済資源

1
1 R S I iλ。質的変換効用の大きさ|

決済資源

B 量的変換効叩ききいRS' 

2 即時払い右式式 後払いむ式

i銀rrFOSI クレジブトカード

決柏 /1決梢;原 山

'RSI / IrRSI 

商品サービス/諭品サーヒス l

IG S~ 1 /'/' IGSI 

~.出斉資原 //1決済資源
IRSI /'/いRS ¥ 

面品サービス /1商品叶ーピス
IGS 1/  IGS'I 

-1~lld 

サ

サ

u
四

円

問

主

間

祉

問

iU R Sとは RESOl'RCES"， G Sとは "GOODS& SER¥'ICES" の略

3 変換にかかるコスト

※ 変換にかかるコスト(以下， i変換コスト」と呼ぶ)には.主に，fj変同一一に川費用
二 変換の誤長から生まれる損失ないし利益(=マイナスのコスト)
亙 変換の失敗から生じる損失

勾
ご
ざ
、

き
A
」

き

d

宝、

大

大

き

の

の

大

用

問

の

効

効

ト

換

換

ス

変

変

コ

的

的

換

質

量

変

1
1
)
(
?“
)

「

q
J

T
ト
L

る

-
去、出算てつよLl

 

価

総

評

の
的

準

合

基
総

価
の

評

用

の

効

つ
換

3

変

※
 

A
斗
A

注 1)ベクトルの大ききのJ意味
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注2)ベクトルの傾きの意味

注3)ベクトルの大きさと傾きにより適正な変換効用を年むための規定

要因聞のバランスを見る

カードによる差別化(競争と棲み分け)のパターンの説明

. I司種カード間競争

-異種カード間競争

.総合効用競争

掲載月日

日経新聞:I変換機能」解説用事例記事集

内
zτL市

千千 コメント

(広告) ・日本高速通信の "CRECA(クレカ)" 工市外通話用

サービスエリア内であれば.市外電話が Z度数制限なし
利用できる。料金はまとめてカード契約 豆後払い

者へ。度数がないので長距離通話も心配

無用c

(広告 .KDDの「ハロー・カード」一国際電話 工国際電話用

用のクレジットカードコ国際オベレータ 主度数制限なし

通話に加えて.夜間・深夜割引のある国 主後払い

際ダイヤル通話も利則可能こ

(広告)

(広青)

-日本テレコムのクレジットカード公衆

重量一利用できるクレジットカード

は，現在JC Bカードのみであるが.
他のクレジット会社のカードも使える

よう準備 XTTの100番台サービス
( 104.106.117，177など)は利用できな
いc 通話料金には 3%の消費税がかか

るつ

-日本テレコムの“0088カードークレ・
カード&コレ・カード.. -:¥'TT公衆電
話からクレジットで市外電話がかけられ

るc 通話は. 日本テレコムのサービスエ

リア内に限定〔場合によっては， NTT 
の方が割安一伐7時からのファミリータ
イム時間帯は，平日昼間の、r.額

-163 

工同内 (43都道府県)
玄l度数制限なし 9

ぎ後払い

l主使用制 f;l~喬号あり
l亙料金が割高になる場

合あり

1国内 (43都道府県)
互度数制限なし P

主後払い

;主料金が割高/割安に

なる場合あり
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-N TTの IKTT CARD [C] J 
全同のカード公衆電話とカード式ピン

ク電話からクレジット通話が利用可能c

最高10個までの暗証番号が使えるので個
人々々で使い分け可能(複数クレジット

サービス)と電話をかける相手先を最大

20カ所まで限定可能(通話先限定サービ
ス)

I全国
Z度数制限なし?
主後払い

主複数クレジットサー

ピス

主通話先限定サービス

(広告-)1"TTの動く公衆電話一航空機内，新幹主全国

(広告)

線内(カードと100円硬貨専用)と在来，];度数制限あり
線の一部，船舶・パスないの公衆電話か玄前払いと即時払い

ら，全国どこへでも通話可能。

-N TTのダイヤル通話料の支払いにテレ
ホンカードの利用可能 毎月のダイヤル

通話料が未使用のテレホンカードで支払

い可能。ただし. 1000円以上のカードに
ついているサービス度数は，支払いの対

象とはならない C また，テレホンカード

1枚につき，手数料50円(+消費税)を
支払うご

主前払い金(プリベイ

ドカード)を後払い

金(毎月のダイヤル

通話料)へ変換可能

(広告) ・三和銀行の「サンワ ATATM振込」 ④一円単位の振込み可
一平日午前 8:45~午後 6:00. 土曜日午前 能

9:00~午後 2:00に利用可能 1 回 100万円，~一回 100 万円. 1日
まで(l円単位) • 1日あたり300万円ま につき 300万円まで，
で。振込み子数料必要c の制限あり

(広告) ・パシフック・ファイナンスと新東京信販;工:一種のクレジット

株式会社の「定めタクシーチケットJ カードであり 使用

全国伺人タクシー31.500台，全同法人タ 商品限定型であるが
後払い対象商品の拡

クシ-21.080台で利用可能c 手数料や会
大である

費は一切不要. メーターのみの負担ニ

(広告) ・日本図書普及株式会社の「図書カード」 ①全国で使用可能

一図書カード取扱い庖は.全同に1600庖]:，度数は2種類
舗っ従来の図書券と同様に使用可能 3 ま ②前払い対象商品の拡

た.図書カードは. I広告カード」とし 大

ても利用可能c カードの種類は. 500円と
1000円の2種類弓
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-東亜囲内航空の iTD Aウイングカ-

li-TDA全路線の航空券. TDAオ
リジナルツアー「ナイスウイングJ.全
国の加盟ホテル， レンタルカーに使用可

能。支払いは. 1同払い. 2. 3. 6. 
10. 20凶の分割払い.ボーナス払いの後
払い。最高1000万円までの国内航空障害
保険が自動的に付保。紛失・盗難の際に

は，届け日から60日に遡り補償c

-千代田火災海上保険怖の「オートメイト

之=)7"Jー マイカーのメンテナンスか
ら.購入.リース.事故のアドバイスま

で車のことならなんでもお任せ c iチ
ケットびあJとの連携でコンサートチ
ケットも購入可能 c 国内の C.c¥ :VIカー
ド.セントラルファイナンスカード， ミ

リオンカードの各加盟庖.海外のマス

ターカード加盟庖で使用可能コ 2000万円
の海外旅行障害保険の付保c

工TD.c¥関連機関での
利用可能

主多様な後払いの種類

豆国内航空損害保険の

付保

亘;紛失・盗難に対する

補償制度

工車関係の商品に特に

便宜あり一般のクレ

ジットカードとして

も使用可能(※後払

I iチケットぴあ」の
利用

玄海外旅行障害保険の

付保

(広告) ・ローソンの「ローソンステーションメン主 1991/9/1より全国

(広告)

ノくースカード」 おにぎり一個から使用 で使用可能

可能c サインレスで月々カード利用明細 Z全商All対象つ
書を送付コ 主クレジットカード P

-シティパンク銀行の "Citicard" 日本と
アメリカで使えるインターナショナル・

キャッシュカードc 円預金口座から日本

で円. アメリカでドルが引き出せる。日

本では BA~CS との提携で， シティパン
クはもとより都銀11行約21.000台の，アメ
リカでは約30.000台の CD. AT¥1から現
金の引出し可能c

工同一口座から円とド

ル両万の現金引出し

が可能

文シティバンクと都議

11行で使用可能(国
内)

豆シティパンクで利用

in米国

(広告) ・住友クレジットサービスの「住友 VISA 工後払い方法の多様化

主二FJ t i主主ヱムターカードJ- I無金利・無手数料は
'91/3/1からボーナス一括払いが.日本全 変換ベネフィット

国の15万自で可能っ金利や手数料がかか
らない二

(広告) ・(持ジャックスの「ジャックスカードJ-工l通常のクレジット

囲内ではジャックスカードとして全国 カードとしての機能

15万府の加盟百で使用可能 c 海外では に.海外では免税

デューテイフリーシヨツノfーズカードと サービスを'乏げられ

して世界140自舗で免税ショッピングー る(免税は変換ベネ

フイ y 卜か?) 
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(広合) ・セントラルファイナンスの「証券担保工決済手段(資源)と

(広告)

旦二之」一一証券を担保にしてローンを受 して使用できる種類

けられるご の拡大

-ダイヤモンドクレジ y ト(怖の rDCカ-
~ 従来の一括払いの rD Cカー
ド」に加え， 2回払い(報月と翌々月に
分ける r2か月払い」と 2度のボーナス
にわける「ボーナス 2回払Lリ可能な
ID Cカード 2J コ 12か月払L、」は.
海外の加盟!占でも利用可能ο 結果とし

て，支払いメニューは「翌月一括払い」

「ボーナス一括払Lリに加え， 12か月
払いJ 'ボーナス 2回払い」の 4つにな
るご

T後払い方法の多様
化'1翌月一括払しリ・
「ボーナス一括払

いJ.12か月払Lリ・
「ボーナス 2U口l払いJ

(広告) ・じCカードグループの IUCのNTT電工クレジット対象商品

(広告)

(広告)

(Jよ白)

報サービス-1991/4/1から"CCカード Fサービスの拡大

を使い， NTTの公衆電話から電報が打
てるご

-日判長販の「日本信抵主二主ム その強

さTi毎タトアシスタントサービス「ハロー
デスク海外旅行障害保険，その強

さ亨グローパルな力11盟!占ネットワーク

ns.~，マスターと提携.その強さ豆多彩
な支払い方法一凶払いボーナス

一括払いJ1分割払いJ11)ボルピング
Jムしリなど.その強さ主ホテル， レンタ
カーなどの優待割引，チケット・旅の子

約などを電話一本でご

~江1CB カード J -91/61から
東京ディズニーランドでも JC Bカー
ド」が使用可:正面入l136カ所のチケッ
トブースノテーブルサービスのレストラ

ン6J;i; ス一ペニールショップ43出で使
用可

「アメリカン・エキスプレス・カード

の自動補償制度一「アメリカン・エキス

プレス・カード」での購入 1]より 90lJ以

内のほとんどすべての指害(破損だけで

なく盗難も合む)は補償の対象となる
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工l後払い方法の多様
化.I一回払い J. 
「ボーナス一括払

L リ・「分割払L、J'1リ
ボルビング11、しり

1クレジット対象商品
サービスの拡大

I購入商品の破慣や盗
難は.カード利用者

の決済子段(資源)

の変換失敗(ロス)

と考えることができ

る



91/12/22 

91/1L12 

91.10.11 

91/09.ノ23

巻末資料

「米で個人破産急増/借金医に患者の

列J-借金相談所は事実上の破産者を
「患者Jと見なし，担当カウンセラーは
患者に生活予算を削減させ， 3年にi度る
借金返済計i刊を作成させる(相談は有料
一約11万円/3年間/1件)。ただし.患者

の返済負担が重すぎると判断すれば，破

産申告を勧めなければならないが，裁判

所での調停には経費がかさむのは避けら

れないハ

「カードの保険機能充実/日本ダイナー

スクラブJ-92/1/1より海外でも利用可
能なインターナショナルカード(クレ

ジットカード)のサービスを拡充する c

cfl.海外旅行障害保険(自動加入)の保

険金額を引き上げ cf2.個人賠償責任保

険(家族が他人にうえた損害を補償)

cf3.ショ yピング・プロテクション機能

(カードで買った商品の破損・資難を補

償) cf4.パゲッジ・リターン・サービス

(海外で紛失した手荷物をカード会員の

子元に回送する)

「郵便局の外貨両替ノ出足は低調J-
91/10/1より全l玉1100カ所の郵便局で外貨
両替業務を開始(郵便局自体は全国で

2万千局)利点は. 6種類の外貨(米

ドル.英ポンド.独マルク.仏フラン.

衰ドル.力11ドル)を取り扱うことへただ

し，サービス局が少ないことと. P R不

足のため，利用者はまだ少ない(

「よく料への保険付きクレジット・カー

ドJ 婦人服専門自の銀座マギーは.

カードで購入した際の商品への保険

(ショッピングプロテクション)が付い

ている「マギーカードJを発行一 3hl1J 
以上100万円以下の商品購入をしたのち半
年以内に|出り.クリーニングでは落ちな

いような汚れがついてしまったり.購入

した商品を紛失してしまった際に 5千
I'Jの子数料をiJlpた分の残りの全額を保
険会社が之給するコまた.利用額に応じ

て購入優待券を最高額5h円までカード
利用者にプレゼントする
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J不良債権や破産申告
者は，債権者側から

見れば， 自己の商品

サービスを決i斉手
段(資産)化できな

かったことになる

亡〉変換の失敗

工種々の保険機能をど

う位置づけるか?

吟取引が失敗に終

わった場合と.取引

に関わらない場合と

カ王ある

-前者は「変換コス

ト」
-後者は「つ j

工外貨の取り揃えとい

う点では品揃えが思

富と言える(決済手

段(資源)の変換対

象範問の拡大ないし

豊富さ)

正購入商品の破損や盗

難は.カード利用者

の決済千段(資源)

の変換失敗(ロス!

と考えることができ

る

2購入優待券や割引

は.変換ベネフイソ

トと考えるべきかっ



カード・マーケティング

91110/02 「カードローン ATMで返済 OK 日本 IA  T tdの設置自体

信販.来月に設置」一信販業界では初め は，移動効用の増大

てカードローン別にATMを10月11日か に繋がる

ら設置.現金の引出しだけでなく返済に玄lローンの返済は「変

も利用できるようにするご設置に合わせ 換効用Jそれとも
て専用のカードを新発行し，返済日を毎 「移動効用J? 
月1日から28日まで自由に選べ，返済額 l豆返済日および、返済額

も利用者の都合に応じて一定金額以上な を細かく設定できる

ら自由に増減できるようにする O 返済は ことは.どう解釈す

1 fTj単位で受け付け，金利も完全に日割 る?

り計算する c

91109/19 ・1] C B. ベトナムに進出一来月から加 m加盟自の増加は. 2 
盟庖本格開拓」 現地の銀行と提携し. つの意味がある

ベトナム国内で]C Bカードを取り扱 i)決済手段(資

う加盟屈の開拓などを始める c ベトナム 源)の充当範囲

のドイモイ(刷新)政策による対外経済 (商品集合)の

開放の進展で日本人の訪問容が増えてお 拡大

り現地でのカード需要が増えていたこと ii )移動効用の増

への対応措置っ VISAカードは，仏銀を 大つ

通じて取り扱う(¥・米国とベトナムの国 !取引対象商品の拡大

交がまだ正常化しておらず，米銀発行の 等は.どう位置付け

nSAカードと米同人携帯の VISAカー られるか?1庖舗内

ドが使用できない) でのものと複数百舗

のもの

91109/05 ・「増える個人破産に対策は カード社会工個人破産は，企業側

の落とし穴」一個人破産の申立てにより にとっては取引の失

債務を棒引きにする「免責処分」を求 敗であり.変換コス

める人が増加している c 場合によっては トとして計上される

「借り得」の批判c また.カード会社も

信販系・銀行系・消費者金融系の 3通り

に分かれ，監督官庁も信販系が主に通産

省.銀行系・専業系が主に大蔵省と分割

さており.この縦割り体制が.相互の

データ交換に積極的でない結果となって

いることにも原同がある
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巻末資料

91109/05 ，2回払い決済導入一地銀パンクカー①支払い方法の多様化
ド，来月に」一現在，一回払いとボーナ は.変換の微細性と

ス一括払いだけのものに. 2回払いの機 捉えるかつ時間的移

能を加えることで，カードの利便性を高 動効用の増大と捉え

め，会員の拡大や利用回数の増加を狙 るか P

つC

91109/04 ・「日本信販英通販会社と提携 カード会$これは，カード利用

員に輸入代行」一英国の大手通販会社フ 者の移動がないた

リーマンズ杜と提携し婦人服などロン め，カード取扱い商

ドンのファッションの個人輸入代行サ一 品の拡大であると確

ピスを始めたc 日信販のクレジットカ一 実に言える O

ド会員を対象に，フ杜のカタログに掲載

されている商品を現地価格で代行手数料

なしに提供する。同社は，香港の通販会

社. A.アンドリユース杜と提携してお

り.これにより取扱い商品数が一段と拡

大する c

91108/20 ・'JC B保険・医療重点のカードJ 保岳カード機能の内容の

険・医療サービス機能を大幅に強化した 差別化を図ること

新タイプのクレジットカードを 9/1か

ら発売する。新カードは30~40歳代の家

族向け。クレジットカードは.サービス

が限定された一般カードと年会費が 1万

円以上のゴールドカードに三分されてい

るが，サービス機能を利用者の必要に応

じて選別する「すき間カードjを発行す

ることで新たなカード利用者を掘り起こ

していく C

で.特定カード利用

者のカード利便性を

高める!カードの効

用は，利用者との価

値観との関係で相対

的に決定される!特

定商品の強化

91108/19 ・「銀行POS手数料スライド制にJ- 工手数料は，変換コス
第一勧業.三菱，住友，富士の都銀4行 トか?移動コスト

は，銀行POSの手数料を，顧客の購買 かフ!スライド制

金額に応じて徴収額が変わるスライド制 は，決済手段(資

を，都銀で初めて採用するC 源)の適性な処分に

なる
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カード・マーケテイング

91/08/06 「信用情報のC1 Cークレジット利用歴工変換コストλは移動
すべて菅録」一従来は会員クレジット企 コストの→種であ

業から返済の延滞情報だけを集めて会員 り.失敗を未然に防

に提供していたが.多重債務の発生を防 ぐためのコストと考

ぐために.延滞する前の段階で情報を聞 える乙

示する必要があると考えたためこ

9107/28 . iノ、イテクでニセ札防止」一夏から米国 1変換コスト又は移動
内に出回る新しいドル札は.将来のコ コストの一種であ

ピー技術の発達までにらんで偽造防止加 り.失敗を未然に防

了ーを施した「ハイテク紙幣Jc ぐためのコストと号

える c

91/07/27 . i D Cカード.書籍通販へ」 ハート・ 工取引商品の差別化に

91:07/26 

ブック・アンド・メディアと提携し書 よるカードの差別化

籍の通信販売を行う二学術書や美術書 とも.取扱商品の拡

など一般の書屈で入手しにくい書籍を扱 大とも考えられる

うコ代金決済には専用のカードを発行す

るが.専用カードは一般のカードとして

も使用できる。

「パス 6tl:共用前払いカード」 広島市

でパスを運行している広島電鉄.広島パ

ス.広島交通など6杜は. 6社共用のプ

リベイドカードを導入する方針を同め.

平成 5年から一部でそして平成 8年まで

には市内の全路線で使用可能にする。

i¥パス利用者にとって
は，前払いで使用で

きる路線が拡大した

ことになる(取づ|対

象商品の拡大)

91/07/15 ・「外貨両替機，大半は米ドルだけ J 一外工質的変換の制限!機

91/07/05 

貨両替機は.その日の為替レートで円を 械化による変換の迅

外貨やTCに交換するが(手数料込み) 速性を変換効用に計

交換時間が3分で済む迅速性があるが 1:せよ!手数料は変

ほとんどは米ドルのみにしか交換できな 換コストである

Lミ

「出光興産・出光クレジットぴあと組

み多機能カード」 多機能カード「出光

:-'1カード」を 9月に発行する 3 出光が得

意とするモータースポーツ分野の情報の

提供や一般では入手しにくいレースのパ

ドックチケット販売，ぴあの音楽部門を

中心としたチケット販売機能を持っこ

-170一

工クレジットカードに

付加価値を付け.他

の石油元売り各社発

行のカードと差別化

する取引対象商

品の拡大)



91/07/01 

91/06/24 

91/06/03 

91/06/02 

91/05/12 

巻末資料

「ダイエーファイナンスなどとカードf是
携 千代田生命」一千代田生命保険は.

2日からダイエーファイナンス.沖縄信

販とカード業務で提携するコ千代出生命

の生保カードの所有者は両者のCDで貸

付金や配当金を受け取れるようになるコ

「機能充実生保カード」 契約者貸付制

度による現金引き出しゃ返済が可能(解

約金の 8~9 割を限度に融資可)カー

ドローンノ年々積み立てられる保険の配

当金の引き出しゃ配当の残高の確認可

能コただし，現在はAT:vIが少なく使い
勝手が悪いが，高齢化時代の個人年金保

険の支給を受ける契約者が増え.保険か

らこまめに現金を引き出すと鑑みてつ

「自動 Ij(ローン多様化」一例えば，ヤナ

セの「出世払い五段階活用」ローンは.

毎月の返済金額を自由に設定でき.支払

い途中で月々の支払い額を増減すること

ができるこI 収入や生活の変化に合わせて

支払い負組を調整可能c

「米. 60年ぶり ・・新札"一一米政府は偽
札防止のための特殊加工を施した新しい

ドル札を発行する σ 新札発行はコピー防

止が最大の狙い(因みに.昨年 1年間に

発見された偽札は. 6千6百万ドルとい
われるが， これは氷山の一角)ニ

!:'I. T¥'1誤作動.現金支払われず」 秋

田あけぼの銀行で4月30日. :'I..TMが誤
作動し.カードで現金を引き出そうとし

た利用者に現金が支払われず.通帳の 1-，
では差し引かれるトラブルが13件.計55
万7000円分琵生したc

iこれは.移動効用の
増大に相当するに・

利用可能な CDの拡
充であり.取引対象

尚‘品の拡大には当た

らない)

J消費者にとっては.
クレジットを利片jで

きる対象企業が増え

たことになる

1量的変換効用の増大

化つ返済額や返済同

数の設定は変換効刷

の増大か.移動効!日

の増大か.両者かっ

1変換コスト又は移動

コストの一種であ

り.失敗を未然に防

ぐためのコストと考

えるこ

工変換の失敗と考え

る・預金を現金には

変換 7・口座のある

銀行以外での引出し

は移動効用も加わ
るつ

91/05/06 ・「きょうのことば，流動性預金」一預金 工「預金」は「現金」
者がいつでも自由にお金を引き出せる預 とは違うのだろう

金の総称ここれに対し，一定期間内の引 か P

き出しが制限されている預金を定期性頂

金という



91105/01 

91104/29 

カード・マーケティング

「アメックスカードで料金決済サービス 1)カード利用者にとっ

K D DJ 一国際電信電話 (KD D) ては，取引対象商品

は.アメリカン・エキスプレス・カード が拡大。後払いの導

による国際電話サービスの取扱いを開始 入はKDDにとって

した。カードによる国際電話サービスは は，決済手段(資

電話利用時にカードの番号をダイヤル， 産)の種類を拡大す

料金は後で決済する O 現在， KDDの国 ることになる(=移

際電話を利用できるクレジットカード 動効用の増大)

は， KDD発行のカードを含め 8種類あ

る。

「証券ATM，銀行と機能同じJ-基本
的には銀行のATMと同じもので.Q) 
中期国債ファンドの解約金などの引出

し， ~.干iJ金ファンドの解約金の引出し，

Zローンの貸付金の引出し::;[:中期国債
ファンドの買付け金の入金，⑤ローン返

済金の入金. . .など。一回当たりの入

出額は百万円まで(野村証券の場合) 0 

手数料の掛かり方は.銀行と同じ。

①これは変換機能なの

か?移動機能なの

か?例えば，自分の

口座のある銀行のA

TMから現金を引き
出すのは，移動効用

がOと考えるのか P

91/04125 ・「住銀，アメックス カード合併を発①消費者にとって選択

91104/09 

表」一住友銀行と米アメリカン・エキス の幅が広がると同時

プレス・インターナショナルは，クレ に，カードの併用に

ジットカードを発行する合弁会社を 5月 より，変換機能と移

中に設立すると発表した O 既に V 1 S 動機能の効用が総合

A，マスターカードと提携している住友 的に高まる。

銀行は，アメックスを加えた 3本立ての

カード戦略とすることで顧客の多様な

ニーズに応える O

「紙製プリベイドカード，低コスト.偽

造困難J-凸版印刷など6社の共同開発
による.磁気を使わない紙製のプリベ

イドカード !Vs cシステム」を10月カミ
ら販売する。 PET製の磁気カードに比

べ.コストが3分の 1程度と大幅に安い

のと， ['カルラコード」という特殊な

コードをデータの記憶部分に採用したた

め，情報密度が高く，偽造も困難である

のが特徴。
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Z偽造による変換の失
敗コストを防ぐ働き

と決済媒体の製造

コストが安い(効用

効用創出システムに

掛かる費用の問題)



巻末資料

91102125 「信用の誤情報で損害(米国)J一自分 I個人信用情報は，個
の信用が誤って伝えられ，そのためにク 人の決済手段(資

レジットが受けられなくなったヘンリー 産)の変換に必要な

シンプソン E世。原因は，彼の信用状態 情報であり，これが

を記録したデータベースに誤りがあり. 正確でないと，変換

別人の信用情報が入力されていたため。 の失敗が生じる。

個人情報は，本人の知らないところで処

理きれているだけに正確な情報について

の保障が必要である O

91/01/04 ・「日本に円口座あれば.米国内のCDか工移動効用と同時に変

らドル引き出し可能J-米シティパンク 換効用が増大する c

は日本市場での個人顧客獲得を目刺し円 つまり.決済手段

の預金口座があれば，米国内のCDから (資産)を変換でき

直接ドルを引き出せるサービスを 3月ま る現金の種類が大き

でに始める。払出しのつど.外国為替決 くなる O また.毎日

済を自動的に処理するのが特徴で.旅行 の為替レートに対応

する前にまとまった額をドルに変えてお するため量的変換効

いた場合の変動相場や盗難などのリスク 用も高くなり，手数

が少なくなる c 適用する為替レートはそ 科の点でも.変換コ

の日の東京の対顧客電信相場で. TCな ストは低くなってい
どに比べ.手数料が安くなる。ただし. る。

-fJ当たりの限度額を設定する予定c

90/12127 . I前払いカードで改札OK ]R東日本工オレンジカードは，
都内で来春からJ-] R東日本は.18: 決済手段ゆ現金ゆオ
接自動改札機に投入するだけで改札を出 レンジカード(ゆ切

入りできるプリベイドカード「イオカー 符)斗乗車サービス

ド」を来1f.3月から発売すると発表。こ の変換プロセスから

れまでのオレンジカードに自動改札機用 ( )部分を削減し

の機能を加えたもので，切符を買う手間 たもの=変換コスト

が要らないο 削減

90/12126 ・「セブン イレブンのカードでタクシー工取引対象商品/サー

o KJーセブン イレブンなどコンビニ ピスの拡大

エンス・チェーンで使えるプリベイド

カードを発行する日本カードセンター

は. ] Rタクシーグループとプリベイド

カードの共用化で業務提携したづ
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90/12/13 「カード決済.全商品に一天満屋スト I取引対象商品/サー

ア.米夏から全自に導入」 天満犀スト ピスの拡大と取引可

アは，食料品などの買物に限られていた 能な決済千段(資

同社の自社クレジットカード「ハピー 源)の大きさの制限

カード」で.すべての商品が買えるよう

機能を強化ょサインレスこ買物実績に応

じて利用額に卜ー限を設ける。上限額を越

えた場合でも J~{員に申し出てサインを

すれば買物ができるc

9012/13 . i公衆電話.クレジットカード、式H本テ IJcBカードにとっ

レコムも設置」 日本テレコムはクレ ては取引対象商品の

ジットカードを使って電話がかけられる 拡大.日本テレコム

市外公衆電話を来年 3月から JR東京駅 の公衆電話使用者に

などに設置するご当両使用できるのはJ とっては，変換可能

CBカードだけだが，順次種類を増ゃし な決済子段の拡大

ていく c

90/12112 クレジットカードで国際通信の公衆電 1 ¥' IS.~. マスター

話」一国際電信電話 (KDDJは.住友 カードにとっては取

クレジットサービスと提携.日本で初め 引対象商品の拡大.

てクレジヅトカードで国際電話がかけら KDDの同際公衆電

れる公衆電話機を設置し. 20Uよりサー 話使用者にとっては

ピスを始めるョ使間可能なクレジット 変換可能な決済子段

カードは.国内外で発行された nSA. マ の拡大

スターカード乙

90/12/03 ・「使い方に困ったお歳暮，上手に処理[取引された商品を別

←百貨!占で、別商品と交換(商品を配送元 の取引対象商品に変

の百貨!古の売り場に持っていき.取り 換または決済手段

存え券を受取り.これで百Jjの商品を買う

ただし。鮮度を問わない商品であるこ

とと歳暮シーズンに限るなどの条件付

き)ニ不要な歳暮はリサイクルショッブ

など買い取り業者で現金に換える c 商品

には.商品券やブリベイドカードも合

む

-174-

(資源)に変換コそ

の際の価値の目減り

は変換コストと1;'え

るごこれは.通常の

取引における変換と

は逆のパターン



巻末資料

90/11:29 . I変造電話カードに逆転有罪判決」一束 工決済手段(資源)の

京高裁で. Iテレホンカードは有価証 不当な価値創出=変

券」でないとした一審の無罪判決を破 換コスト

棄，有罪の判決を言い渡した。

90"11 11 ・「手数料に82%反発，無料化範囲が焦点 I公共料金の自動引き

に」一寓 1:銀行のアンケート調査によ 落とし自体は.移動

り.流動性預金の金利を自由化した場合 効用であり.ここで

でも，預金者の82%が公共料金の自動引 の手数料は移動コス

き落としに子数料を取られるのは不満で、 トと考えるご口座維

あるこ既存の普通預金を残す一方，高金 持手数料も.時間的

利だが自動引き落としの回数が一定基準 移動コストと考える

を越えるものに子数料を取り，また.最亙預金を現金化は.

低預入残高を月平均30~50万円とし.そ 変換効用と考える

れを下回った月は口座維持手数料を取る

「新型貯蓄預金Jの検討の調整が必要c

90/10，30 ・ 「短期滞在外国人向けに国際電話. カー l工カード利用者にとっ

ドで決済」一住友クレジットサービスは ては取引対象商品の

日本国際通信(1 T J)と提携.11月か 拡大と変換コストの

ら主に短期滞在の存一日外国人向けに海外 節約になり. 1 T J 
発行の ¥'ISA. マスターカードを利用し にとっては決済子段

た国際電話サービスを始める c 料金は会 (資源)の対象を拡

員の海外取引銀行口座から自動的に引き 大し決済の利便性

落とされるため.通話料を両替して振り を高めることになる

込む手間が省け，両替手数料も節約でき

るウ

90/10/23 ・ ー天満屋，伊勢丹とカード相互利用J- 工取引対象商品の拡大

25日より天満屋は伊勢丹との聞で.両者 例

クレジットカードの相互利用を始めるご

天満屋(モアカード)ノ伊勢丹(1カー

ド)しただし.お互いの出での利用には

特典は適用せず， また支払いは翌月 1回

払いのみご
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90/10/17 ・i J C B 英大手銀などと提携J-J C ①変換効用の点では，

Bは英大手商業銀行のミッドランド銀 取引対象商品の拡

行，スペイン最大手のバンコ・ピルパ 大，移動効用では，

オ・ヴイスカヤ，アイルランド最大手の 地理的移動範囲の拡

アライド・アイリッシュ銀行と提携し 大と解釈できる C

ヨーロッパでの加盟庖ネットワークの拡

充を本格化する O

90/10/15 ・「就職内定者にローン」 生命保険が志決済手段(資源) • 

扱っている。例として10月1日から取扱 ここでは信用の対象

いを始めた第一生命の iS . TローンJ を，就職内定者の将

は来年度の就職が決まった卒業見込みの 来所得にまで認めて

大学4年生と短大2年生を対象とし.返 いる。

済は社会人になってからで，その聞は利

子分のみを支払う c 通常のtf，保での融資

と異なり，生命保険の加入を前提とせ

ず.保証会社の審査十を受けた上で，連帯

保証が必要c

90/10/04 . i日本信販，同際通販に参入J-香港最工取引対象商品の拡大

大の通信販売会社. A・アンドリユース ~20~40%の割引(変

と提携，国際通販事業に参入ニ今後も 換ベネフィット)

世界各地の通販会社や百貨出と提携して主為替差益あり(変換

取扱商品を増やし専門の通販カタログも ベネフィット)

発行する c 同社のクレジットカード所有孟代金決済時の為替

者は世界の一流品を市価よりも 20~40% レートを適用(変換

安く購入できる c カード業界初の現地通 の誤差の縮小化)

貨決済を採用するため. [IJ高が進行すれ

ば為替差益のメリットあり c また.為替

レートは代金決済時のレートを適用す

るc また，従来の輸入代行手数料が製品

価格の 15~20%のところを五~六%に押

さえ込んだこ配送日数も国内通販なみの

速さ c

-176 



90/10/04 

巻末資料

「グループ統一カード. J R西日本.汎①取引対象商品の拡大

用性高め発行」一西日本旅客鉄道(JR グループ内+提携

両日本)は，クレジットカード会社 3 会社の加盟庖)

社 (JC B.住友クレジットサービス，

ユニオンクレジット)と提携し来年4

月にグループ統一カードを発行する C グ

ループの物販庖，ホテル， レンタカーな

どの他.提携会社が国内外で契約してい

る加盟庖でも使える C

90'09/14 . :Ijl[司銀.初の病院P0 S J一西日本最主銀行POSでの取引

90/09.13 

大規模の総合病院，倉敷中央病院で.銀 対象商品の拡大

行P0 Sによる決済サービスを17日か立移動効用の増大(移

ら始める 当面は入院患者の入院費の支

払いに限定するが.将来は外来患者の治

動の失敗によるコス

ト削減を含む)

療費支払いにも拡大するコ同行はこれま 亙窓口業務の合理化

でスーパーなど小売問を対象に銀行PO

S化を進めてきたこ使用できるカードは

「ちゅうぎんお買物カード」

「流通業者と提携カード，米シティパン 工取引対象商品の拡充

ク」一日本でのクレジットカード事業拡 互取引可能な決済手段

大のため，小売り.サービス企業との (資産)を限定しな

提携カードの発行を増やす}第一弾とし い=融通性が高い

て有h書屈の八重洲ブックセンターと提 ¥・特定銀行の口座に

携. 18日から会員カードの募集を開始す 限定しないため

るご国内の銀行系カードが決済口座が限

定されるなど，親会社の，意向が強く反映

される傾向があるのに対し.シティカー

ドは始どの金融機関の口座で決済ができ

るつ
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カード・マーケテイング

「福岡シティ銀.電算ミス 子数料1030 1変換にともなう失敗

円一」一同行の CD. A T¥1が 10. 11 ( =変換コストの発

日の 2lJ問に渡って一時故障.同行の 生)

カードローンを契約している顧客のI1出

預金から誤って手数料1030f!Jが引き落と

された 原因は10Uに稼働した新コン

ビュータオンラインシステムのプログラ

ムミス勺手数料1030rlJは初めて借入れを

した時に支払われるものであるが.今回

はカードローンを利用していないにもか

かわらずA.T ¥1で現金を出し入れした際

に.誤って1030円が引き落とされたも

のヶそのため.窓口などで1030円を入全

する作業を行っている」

「銀行の振込先間違えたがJ---般的に

は，最初に振り込んだ時のLI座振込科の

ほか.振込先の銀行が)じの銀行へ送り返

してくる時の「組み民し料」を負担し，

さらに改めて振込をし直す時のυ座子数
料が必要へ イ口l々 々機械を作動させてい

るのでコスト分を支払わなければならな

いコただし銀行との取引が多ければサー

ビスとして手数料を取らないこともあ

る

l 口座から口座への移

動だけだとすると.

これは移動の失敗に

要するコストと考え

られる

90.08/24 . I叶l縄で観光前払いカード沖縄カ- 1ブリベイドカードで

ドシステムは. 9 20から観光客を対象 の取引対象商品の拡

にしたプリベイドカードを発行する 大(=ここではiJUH

5000. 1万. 3万円の 3種類で.県内の 化地域限定で)

作リゾート施設で共通して使える c 観光

客に的を絞ったがL用性のあるプリベイド

カードは全JAJでも珍しい
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90/08/10 「郵便局のCD. AT"，Iの日曜稼働.来 i問自時間の延長など

年5月以降に」ーコンビュータシステム は.時間的他宿舗の

面での対応が難しいためこ既に実施済の 数を増やすこととぎ

一部の地方銀行や91年2月までに全行が える(=地理的移動

日曜稼働させる見込みの都市銀行などに 効用の創出と考える

比べると「サンデーバンキング」の開始 か?) 

が大幅に遅れる

90/07/30 ・ 「テレホンカードで電話料金」一日本電 L 消費者の決済手段

信電話(i¥T T)は昨年卜月から. テレ (資源)を一日ーテレ

ホンカードで電話料金を支払える制度 ホンカードに変換し

を実施しているご支払いはダイヤル通話 た後，これを本米の

料金に限られ.カードも未使用のものに 公衆電話用の支払い

限られ.近くの支白.営業所で受け付け に充当するのではな

ているこただし.カード一枚につき50rlJ く. ダイヤル通話料

の子数料がかかることと.額面以上の度 金に充当する(ニ逆

数分については換算されな¥，>さらに. 変換?) 

カードで支払って端数がでた場台には.

次の料金の支払い充てることができる

90/07/30 ・ 「生活スタイルで選ぶ.ユニークな提携 I取引対象商品の差別

カード続々」一大学OBカード-早稲田 化や変換コストの

カードは通常の JB C. \~ 1 S A.など 削減(=変換ベネ

のカードとして使える他.早稲田OBの フィット)の点で.

弁護士や公認会計士などを紹介してもら 他のカードから差別

え. また約三百のホテルで料金が 5 化を図るニ

30%割引される スポーツカード:鈴鹿

サーキットカードは.鈴鹿サーキットラ

ンドと提携し.サーキットの入場料など

カードで決済できる他.チケットが;)

30%割引になる〆その他のカード:ユニ

セフ¥'1 S λカードは，特別な特典はな

いが， カード保有が援助資金の一部にな

るわけで.篤よ家向けこ
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90/07/23 「年金を担保に借入れ」一年金福祉事業①変換の対象となる決

同では，年金を受け取っている高齢者を 済手段(資源)の範

対象に融資を実施 O これは，現在受け 囲の拡大

取っている年金の権利を担保にして資金

を借りるもの C この制度を利用できるの

は.厚生年金・船員保険・国民年金と厚

生年金・国民年金などの年金を受け取っ

ている人c

90/07/20 ・「広銀，銀行POS大幅拡大」 広島銀工銀行POSで取引で

行は銀行POSの提携を新たに 8社と 2 きる対象商品集合の

テナント街とで行い，従来の百貨庖から 拡充

スーパー.コンビニエントストア，ガソ

リンスタンドなどへ運用範囲を一挙に多

様化するつ

90/05/21 . I生命保険料，支払い方法多様化」一半 l工まとめ払いは.一種

年払い/年払い//一括払い(予納

前納/一時払い唱頭金ノ'中途頭金，ボー

ナス併用払いなど多様化し，それぞれで

割引があるコまた，コンビニエンススト

アでの払込みや.提携クレジットカード

で初回保険料の支払いができたり.将来

はAT:¥lによる払い込みも加わってく

る

の前払いであり.支

払い額によって.変

換コストの削減律が

変化c 三コンビニエ

ンスストア 移動効

用. A T!vl :移動効

用と変換効用. クレ

ジットカード・移動

効用

90/06/13 ・「リボ、ルビング返済」一返済凶数を限定工l後払い白体は，時間

せず，顧客の未払い残高に対する一定割 的移動効用の創出で

合の金額か.予め決めた一定額に金利分 ある:後払いの限度

を L乗せして支払うクレジット販売の方 額と支払い凶数の設

法コ消費者にとっては.クレジットによ 定は，将米所得の取

る消費がより容易になる c 込みの範同問題だ
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「銀行系カードに分割払い認可，通産省

方針， 91年春にも」 通産省は銀行系ク

レジットカード会杜に対して，消費者か

らの代金返済の手段として分割払いのひ

とつであるリボルピング(回転信用)方

式を認める方針を固めたο 現在は行政指

導で原則として翌月一括払いに限定して

いる銀行系カードへの規制を緩和する。

これは.返済方法の多様化が個人消費の

拡大につながると判断したため O ただ

し信販会社の優位性を保つために，こ

の後も一般の月賦返済は認めな¥"0

90/06/13 ・ 「コンビニ初の専用カード，ダイエーC ①決済手段(資源):こ

V S Jーダイエーコンビニエンスシステ こでは，信用(将来

ムズ(ダイエーcv S) はダイエーファ 所得)の変換

イナンスと組み， 7月からコンビニエン ゆ商品一「質的=範

スストアとしては初めて専用クレジット |囲の問題

カードを発行 24時間いつでもクレジッ 0お金」

トカードで買物ができる G 庖内設置のc@取引機会の増大(い
Dで24時間キャッシングもできる。専用 つでも，どこでも.

クレジットカードは「ローソンステー なんにでも)とは?

ションメンバーズカード」で一万円以下 1.取引対象商品の拡大

の買物であればサインレス。.in 1 rn舗 l企業において

xリボルビング=決済
方法の多様化

②決済方法の取り揃え

の違いが各カードの

効用の違いを生み出

す要因のーっとなっ

ている

90106/13 

• in複数百舗において
1変換効用と移動効

用を兼ね備える

ゆどの決済手段をつ

かえるかっ

Oどれだけっかえるか P

限
寸
引
」
動

と

変

移
幽[明
2取引時間の拡大(延長)
1実体はー庖舗で

も.時間帯/曜日

により.複数庖舗

存在すると考え

るo (時間的に他

庖舗)

。。



カード・マーケテイング

90/06/18 . Iカード担保証券. 日本で発売へ米 1 I証券担保ローン」
国大子銀行持ち株会社シテイコープはク の逆:決済(取ヲ11

レジットカードのローン債権を証券化し 可能な決済子段(資

た「カード担保証券jを証券子会社を通 淑)の種類の豊富化

じて日本で販売したいと大蔵省に打診し

た〔

90/06.18 ・「カードでrjl小企業を支援」一三菱銀行 丈カードの多機能化の

90.06/19 

系のデイーシーカードは 9月に企業の 一種=複合効肘の告IJ

オーナーや個人事業主に会員を限定した lil 
高級カードを発行する)新カードは iD
C'GOLD'C λRD'NOBLES 
S E ~で.私費と公費を使い分けたいと

いう要望にLじえて.法人口座肘と悩人口

座用の 2枚のカードが Iセ y トになって

いる

「きょうのことは キャッシング」一現

金貸出のことで. クレジットカード会社

や信販会社が会員に対して実施している

小口で短期の消費者金融サービス

1、質的変換の一つ 決

i斉千段(資源)の現

金化 CDと異なる
のは.現在所得(預

金)か将米所得か.

にある

90/06/21 ・「銀行系カードの分割払い. 2年以内に 1決済方法の多様化Z
実施を 割賦販売審議会のクレジァト 銀行CDの利用は.
産業部会は20U，クレジットカード業 どこでもキャァシン

界の今後のあり万について報官をまとめ グできるという.空

た=報告は 1銀行系カード利用者の代 間的移動効用の創出

金返済方法として新たに分割払いの一種 である

であるリボルビング方式を認める 2信販

系.流通系カードによる金融機関のCD
を使ったキャッシングを可能にする.こ

とを 2'年以内に実施するようよ!とめてい

るL 消費者の利便性を高めるため支払い

方法の多様化が必要だとして.原則とし

て.報月 l凶払いしかできない銀行系

カードにリボルビング返済を認め.その

見返りとして.信販系.流通系カードの

利肘価値を高めるため. カードを使って

銀行CDでのキャッシングを認めること
が適当であるとしたご
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「テレホンカード • 1i価証券と認定J- .L違法な変換効Jjjの制
{テレホンカードの磁気記録音1¥分を改ざ IH 
んし。使用することは電話機を介して

変造有価証券を行使したものと認めるこ

とができるテレホンカードの磁気記

録部分の利用可能度数を権限なく改ざん

することは.形式的にも社会的にも有価

証券として保護される実質を持つ権利内

存に変更を加えることにほかならない」

「変造カードを真正なものとして公衆電

話で使用し.または他人に使用させる目

的があれば.行使の目的を有していたも

のと認められるJとして.交付罪の要件
となる「行使の日的」が成立すると判断

し.東京高裁は有罪としたこ東京地裁で

は「変造有価証券の行使とは，その内存

が真正に存在しているかのように装って

相子 Jiを信ItJさせ.一定の利益を得ょう
とすることであり.テレホンカードによ

る通話で電話機はカードの磁気情報を読

み取るだけで.カードは通話の道只7に過

ぎない」として「行使の目的があった」

とは言えないと判断し無罪を言い渡して

L 、た

90/07/02 ・ 「コンビニ POS市命， カードで買物o j取引対象商品の拡大
KJーダイエーコンビニエンスシステム 己〉日用品からグルー

ズは. 7月からコンビニの庖頭で使え プ企業の商品全体

る「ローソン・ステーション・メンバー まで、

ズ・カード」を発行する c 返済方法は白 Z、日用品にも使用可能
動振替で当月末締め.翌月 27日払いご ということは.変換

一万円以下の買物であればサンイレス の微細性と考えう

企業側の利点としては.カードの利用に る。

より. 日用品だけでなく中元・歳暮ギフ

トなど比較的単価の高い商品の販売機会

も増えるとみるこまた24時間キャッシン
グも実施:さらにカード会員を対象に朝

日トラベルエージェンシーの海外旅行

パックやダイエーが独自に輸入した商品

などのカタログ販売も計画二 !いわば，

コンビニの!占頭が日用品の売り場からグ

ループ企業の商品を総合的に販売する窓、

口に変わることになる
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「移動機能」解説のための論旨の流れ

1.カード機能についての議論の流れ

売手と買手との間で解決すべき問題と，それを調整するカード機能一

「情報系機能J= [(質量的)変換機能〕

:カードで取引可能な商品やサービスの集合(=サービス・パッケージ)と，

取引において処分可能な所得や資産などの内容と大きさを決定する

吟 企業にとっては，サービス・パッケージの情報化(サービス・パッケー

ジ情報)

・サービス・パッケージについての情報を提供

O 消費者にとっては，決済資源の情報化(決済資源情報)

-決済資源についての情報を提供

「決済系機能J= [時空間的移動機能〕

-決済資源情報を移動させることによって，取引に必要な情報を処理し

取引を成立させる

・・・・・取引における決済上の便宜を生み出す

ゆ 「空間的移動機能J:売手と買手間にある空間的懸隔を調整

・・決済資源情報を空間的に移動させる機能

つ 「時間的移動機能J:売手と買手間にある時間的懸隔を調整
・・・・・決済資源情報を時間的に移動させる機能

2. 移動効用の決定要因(1¥

一移動機能の働き具合(=効用)を見るための視点一

1 移動機能:I売手の提供する商品やサービス(ニサービス・パッケージ)

と取引可能な，買手の所持する決済資源についての情報(決済

資源情報)を入手・処理することにより，取引を成立させ，決

済を完了させたり，ないしは完了させるための手続きをおこな

っ
1 移動効用:I空間的移動機能の効用と時間的移動機能の効用の合算によっ
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て計測される

※ 空間的移動効用の大きさ=売子と買手にとっての「移動の利便性」

-一般に「し、つでも，どこでも使える」と言われる

: measured by-・取引可能な空間的範囲 = 地理的範囲

コ企業集合

コ 営業時間(時間的他

庖舗)

コ 取引の継続性(時間

的他庖舗)

※ 時間的移動効用の大きさニ売手と買手にとっての「移動の融通性J

: measured by-・取引可能な時間的範囲 = 処分可能な決済資源の範囲

支払い条件

注)i空間的範囲Jにおける戸時間」と「時間的範囲」の「時間」との相違に注意 1

3. 移動効用の決定要因に121

移動機能を実際に働かせるためのシステム(=移動機能遂行システム)

!前節での「移動の利便性」ゃ「移動の融通性」は，移動効用の創出のための

初期設定ごときもの

実際には，移動機能を働かす用具の集まり(=物理的システム)が必要

コスト(コエネルギー)・パフォーマンス

り カード・システムの効率性(生産性/費用・労力)の二重構造

l工 取引条件や取引環境の設定
五l 取引実現のための労務遂行システムの構築と稼働

一移動機能(=決済機能)遂行システムの構成要素

[(l)叩
121 決済情報..・・・・・・・・・・・・・・・・・・:・・・・・ 工 決済に必要な情報

.~2~ 決済から発生する情報

131 決済機能支援システム・・・・7・・・・ I 物理的用具

コ人的用具

コ 設備的用具

• .~ 知識的用具

。。
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※ コストについての考え方ll)遂行コスト
121 失敗コスト

131 予防コスト
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注 1)ベクトルの大きさの意味

i主2)ベクトルの傾きの意味

i主3)ベクトルの大きさと傾きにより適正な移動効用を生むための規定要肉問のパラン

スを見る

1 カードによる差別化(競争と棲み分け)のパターンの説明

-同種カード間競争

.異種カード間競争

・総合効用競争

日経新聞:I移動機能」解説用事例記事集

掲載月日 内容 コメント

90/05/11・「銀行系カードにリボルピングを-nSA 
/ラッセル社長談
吟 公正競争の江場から.銀行系クレジット
カードにもリボルビングを認めるべき........工支払い条件

亡〉 実験結果次第ではサインレスを拡大・……..1'遂行コストの削減
吟銀行が進めている銀行POSは脅威に
ならない
¥・投資コスト大+支払い猶予期間のメ
リソトなし

90/05/23・IC Dなどの休日稼働.都銀も早期に」
端回全銀協会長談地銀の一部が始めるサン・….f日曜〆祝日稼働は.
デーバンキングを.都銀も早期に実現する 営業時間問題 1
のが望ましい
吟 開始時期には差が出るかも知れない。オンライン提携で結ばれている都銀各....'2一斉実施は.企業
行が一緒にやるのが利用者にとってー 集合問題 1
番望ましい

ゆ大蔵省は，一斉ではなくできる銀行家
ら始めるように求めている
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90/06/01 . iサンデーバンキング，提携網は来年2月か

ら」都銀 12行はCDとATMのオンライ

ン提携網 "BAXCS'.の休日稼働を 91

年2月から開始することを内定

り現金支払い/残高照会がサービス内容

つ システム対応が整った都銀上位行の先

行実施可能性大首都圏の大手地銀(横

浜銀行など)も同時に実施準備第二地

銀や信用金庫業界も独自に休日稼働準

備を急ぐ

Iオンライン提携には，

-同行支出問，

.異行間.

・異業種間.がある

1 広島県など中国地方から始まった「サ…一 広島銀行をはじめ

ンデーバンキング」は遅くとも来年2 とする

月には全国に広がる見込み

90/06/06 ・「全銀協会長. BANCSの日曜稼働.来

年2月メド表明」端田泰三全国銀行協会連

合会会長一 iBANCSの加盟百の合意が

得られつつあり，来年 1~3 月実施の線で

検討」と公式発表し「個別に先行する銀

行があればそれはいい」と稼働開始時期の

横並びを強いるものではないことを強調

斗 基本的にはコスト分を利用者に負担願…一工手数料の負担は誰

うが.個別行の営業政策で、あり.銀行 がするつ

が負担することもなくもなし¥ ・手数料はコスト

90/06/06 ・「都銀のCD休日稼働同時開始「待ったJ.

公取委」公正取引委員会は，サンデーバン

キングの同時開始が手数料・の同一化を招く

点を警戒し金融界の横並び体質是正に本

格的に動き始めた.

ヰ CD/λT }，Iの数が少ない地銀や信用

金庫が先行

己〉 機械の数が多く大幅なコスト増加要因

となる都銀は早期実現を避けたい(本

音)<::>地銀などの動きに押されBA:-J

CSと同時で各行一斉がよい(建前)
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90/06/06 ・iBANCS-きょうのことば」都銀12行
で構成するオンライン提携網である「都銀

キャッシュサービスjの略称

中 CD/ATMの相互利用を狙うもの
で.上位行と下位行に分かれていた提
携を 84年1月に一本化した................工企業集合の拡大

功 SOCS:信託銀行. AC S :地方銀行・・
功 顧客利便の向上や営業基盤の強化を日

指す各業態の思惑が一致し異なる業

態間での「垂直提携」が加速....

※ 1990年2月:都銀と地銀の提携で全国
キャッシュサービス (M

1 C S)が発足
5月:第二地銀，信託が加わる

90/06/13 ・「リボルビング返済一きょうのことば」・・・・・・・・・(1)リボルビング返済
返済回数を限定せず.顧客の未払い残高に :方式は，

対する一定割合の金額か，予め決めた一定 時間的効用創出

額に金利分を上乗せして支払うクレジット ; のための支払い

販売の方法消費者にとってはクレジット ; 条件問題に相当

による消費がより容易になるが，返済能力 : か?

を顧みずに破産する多重債務者が問題とな

る

90/06/13 ・「銀行系カードに分割払い認可 通産省方
針.91年春にも」現在は行政指導で原則
として翌月 1回払いに限定している銀行系

カードへの規制を 91年春にも緩和しリボ・・・-工
ルビング(回転信用)方式を認める方針を

固めた.

O 利用者にとっては， 利用額に応じた返・・・・亙返済方法の多様化は.

済方法の使い分けが可能:返済方法の !総合効用の創出つ

多様化が個人消費の拡大に

中 日米構造協議で米国が「日本の消費拡

大と貯蓄率引き下げに効果がある」と

早期実施を求めている

こ令 割賦販売j去の運用弾力化後も銀行系

カードには一般の月賦返済は認めず.

信販会社の優位性を保つ方針

・.・資金力が豊富な銀行系カード会社を

信販会社や流通系カード会社とlベ別
し総合割賦あっせん業者としての登

録を認めていなかった

.¥中小信販会社や日本専門席連盟など

クレジットカードを発行している協

同組合は.豊富な資金力を背景とす

る銀行系カードの返済機能が強まる

ことに強い危機感をいだいている
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90/06/13 ・「コンビニ初の専用カード，ダイエー CVS
24時間キャッシングもJダイエ・コンビ
ニエンスシステムズはダイエーファイナン

スと組み， 7月からコンビニ専用クレジッ

トカードを発行する

ゆ 「ローソンステーションメンバーズ

カード」

中 24時間いつでもクレジットカードで

買物可能・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・①営業時間問題

1万円以下の買物ではサインレス...一一..②遂行コストの削減

今 24時間いつでもキャッシング可能一.......③営業時間問題

(利用限度額20万円)

90/06/13 . I信販カードに銀行CD開放.政府方針J政
府は 18日，クレジットカード業界の規制

緩和策の骨格を固め， 92年度から実施す
る方針..........・…・・・・・・・・・・…一一-一一…・・・・・・・:①リボルピング返済

ゆ 信販系カードを使って金融機関のCD
などでキャッシング(消費者金融)サー

ビスを己主める

-それまでは金融機関自身か銀行系ク

レジットカードの顧客に限定

γコンビュータ容量や信用秩序の観

点から慎重

.銀行系カード会社にリボルピング返

済を認めることで.クレジットカー

ド業界の競争激化の可能性が高まり

信販業界に配慮

仁会 百貨出等大型屈での信販系カードの利

用制限を撤廃..........

の認可と合わせ，

カードが通用する

庖舗の範囲や返済

方法が拡大.多様

化する

!総合効用の問題

ノ¥

:スーパー，百貨!古などの特定の大型....1:以前では，大型自

白で信販系カードを使う場合，通産 で使用可能なカー

省の指導により地元商工会議所の商 ドは，流通系およ

業活動調整協議所に諮り許可を受け び銀行系カードに

る義務があるが， 92年度から廃止 限られる場合が多

を決定 かった

! 政府によるクレジットカード業界の規

制緩和・支援策は，

・ノンバンク(非金融機関)の健全育

成が目的

-銀行とノンバンク業務の垣根を序々

に低くし相互乗り入れ部分の拡大

により利用者の利便を高める目的も
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90/06/20 ・「指の形で本人確認， !照合時間わずかO.1秒」

東芝の低価格システム一指の計ー上を利用し

た個人照合装置....................................工遂行コスト

ピ〉 従米の諮問による照合装置より処理が

早く (3~5 秒から O. 1秒)，低価格

(150万円以上から 100万円以下)，判

別精度は九十九.九%以上

90/06/21 . I金融データ流出防止へ.大政省などが対一…主失敗コストと予防
策委」 コスト

※三菱，旧三井両銀行の顧客リストが支庖

から漏洩事件

※日本長期信用銀行での使用済み顧客デー

タの廃棄事件

時事故発生の原因分析

ゆ各社の安全対策実情を踏まえた顧客

データ管理方策

! 大蔵省 事件を契機に今月中旬.金融

機関などを対象に信用情報ネットワー

ク型流通システムの徹底を通知

F 1 S C (金融情報システムセン

ター): I金融機関等における個人デー
タ保護のための取り扱い指針」を作成

(Si年3月)

90/06/21 ・「銀行系カードの分割払い， 2年内に実施

を 割賦販売審」

割賦販売審議会(通産省の諮問機関)のク

レジット産業部会

(部会長・矢島保男早大名誉教授)の報告(20

日)

コ 銀行系カード利用者の代金返済方法と
して.新たに分割払いの一種であるリ

ボルピング'jj式を認めるべき

消費者の利便性を高めるために克・・・・工支払い条件問題(ここで

払い方法の多様化が必要だと指摘 は後払いに関してのみl

d 信販系，流通系による金融機関のCD一一.g:企業集合問題
によるキャッシング(消費者金融)を

可能にすべき

銀行系カードにリボルビングjj式

を認める見返りとして銀行CDの
開放が適当

-190 



巻末資料

90/06.21 ・「広島銀行.口座振替センター設置J(広)
1L1陪振替センター」・・・・・・急速に増加する

(年間約 10%) の預金口廃の振替業務を集

中管珂し事務量大幅軽減へ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・工資金流の合理化

中代金の自動引落しを行う企業から寄せ ・ネットワーク構

られる請求書と預金者の持つ口座との 築問題

照合を行う

!従米は，口座振替依頼書の記録/代

金請求書と依頼書との照合などを，

手作業に頼っており，依頼書の管理

スペースも各営業所で必要

!日時振替を委託する電力/ガス/生

保などの企業やそれらの利用者か

ら振替依頼書が各営業庖へ寄せられ

る際.本庖事務センター内のコン

ビュータへ入力し集中管理するた

め，初 ~llの代金請求の場合でも預金

暑の口座と簡単に照合でき. また振

替依頼書はマイクロフィルムに撮

影・保管するため，引き落とす企業

や預金者からの照会依頼に敏速に対

応できる

1省力化によって戦力を営業}jの強化

に振り向け可能

(中間商人の排除)

.機械化

90/07/l3 . 1信金などとのCDオン提携 16日からJ.........J，企業集合問題
都銀と地銀は，信用金庫.信用組合.農業

協同組合.労働金庫との間で. CD/AT 

Mの相互利用できるようオンライン提携を

16日から始めるは 12日正式に発表.いず

れも.今年2月に都銀と地銀が開始した全

国キャッシュサービス(，¥11 C S)のネッ

トワークを利用.

三〉 取扱時間は:平日 8:45am~ 7:00pm・…・-…互営業時間問題

土曜 9:00am~ 5:00pm・ー:
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90/07/16 ・「オフライン銀行P0 S.手軽きが人気.急

ピッチで普及J84年に始まった銀行PO

Sは，システムが銀行のコンビュータ稼働

中だけしか利用できなかったため，導入企

業も卸売会社がほとんどで，一般の利用が

進まなかったが，今年4月から導入したオ

フライン銀行POSは，提携先が174社ま

でに達した

ゆ 銀行のコンビュータ稼働中は銀行と広

舗間で直接データをやり取りし，コン

ビュータ停止時の夜間や休日はデータ

をNTTデータ通信にいったん蓄積し

翌営業日に銀行に引き渡し決済する........(1;営業時間問題

中 手数料は導入企業が負担し一般利用・・・・・I~手数料問題

者の負担はない

90/07/16 ・「自宅で楽々。ホームバンキング(HOLIDAY

NIKKEI) J 

り・取引情報サービス(預金残高，振込，

入出勤の明細照会)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・工空間的移動の利便性

-資金移動サービス(振込，振替，キヤツ

シュローンの利用)・・・・・・・・・・・・

-利用日の翌日から 7日後までの振込・

振替/キャッシュローンの借入・返済

の予約可能・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

キサービスは平日 9:00am~ 3:00pm. . '.' . . .:]:'.営業時間問題

t曜/日曜なし...

つ 料金:月間基本料金. 6~千円..........、.. ~3'.手数料問題

取引ごとに手数料(基本的にほ・:

ATMと同様)

今 端末:テレビゲーム機/多機能電話機

/ファクシミリ
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90/07/17 ・「都銀の振込手数料根強い横並び意識. 8 

行が同一料金」消費者からの「横並び料金」

批判を受け都銀各行が4月以降引き下げに

動いた振込手数料が再びほほ同一料金に・・・・・・・工〉手数料はコストな

こ〉銀行側:i今回の手数料引き下げで年 のか?

間数十億の減収この水準で採

算ラインぎりぎり」

消費者:i人件費やシステム化の程度

の違いなどでコストが異なる

筈なのに手数料が同ーになる

のは不自然」

90/07/21 . i地銀64行.23日から国際パンクカードを

発売」

銀行系クレジット会社との国際提携カー…-基'3種の|寸際カード

ド「パンクカード・インターナショナル 」

を発光 既存のパンクカードにJC B/¥T 

1 SA/~\'I ASTER の 3種類のクレジッ

は.クレジットに

おける総合効用問

題

トカード機能が加わり.海外でもショッピ.....:]:1企業集合問題

ング・キャッシング利用可能

90/07/28 ・iA T ~vI . C D防犯へカプセルケース販売…・ l工予防コスト

目 立約1千万円から)

目立製作所の iHT -2879J :金融機関の

閉庖時にブースが回転しATMやCDを防

護する ガスバーナーで焼き切るには最低

25分聞かかり，その聞に警備員が駆けつ

けれる



カード・マーケテイング

90/08/10 ・IC Dオンライン提携，信託・地銀.年明

け実施へJ)占舗数が少ない信託銀行に有利

すぎるとして地銀は難色を示していた.が.

大蔵省が顧容の利便を重視する立場から早

期提携を促したため， 9月にも両業界が合

患に.

二> )占舗数が極端に少ない長期信用銀行を

除く全国銀行ベースのCD提携網が完

成する

1 大合同により.全!玉iキャァシュサービ

ス (:¥'11 C S )を通じて都銀.信託銀，

地銀の CD/ATM(計 4万1600台
弱)が相互利用可能に......................工企業集合問題(残

二会信託銀地銀の提携が成立すれば，信 るは長期信用銀行

託銀 第二地銀問でも提携が進むと考

えられる

1 金融機関の業態聞のCDオンライン提

携は.

1. 90/02 都銀地銀問

2 05 都銀 信託銀・第二地銀問.

地銀第二地銀問

3 07 都銀・地銀一信用金庫・信

用組合・農協・労働金庫間

.・.主要業態間で相互利用できないの

は.信託銀地銀.第二地銀だけ

2 信託銀仔¥

都銀ー1一地銀ー第三地銀

。..信用金庫/信用組合

農協/〆労働金庫

チェ yクリスト

!都市銀行

豆地方銀行

2第て地銀

4信託銀行

互信金等

6郵便局

言その他
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90.08/10 ・「郵便局CD. :-¥ T ~rの日曜稼働，来年 5

月以降に」

コンビュータシステム面での対応用難で，

都銀・地銀のサンデーバンキングより大

幅に開始が遅れる

・.・ 2万4千もの郵便局を持つこともあり，

郵便貯金のオンライン化はもともと遅れ

ているが.全凶に 1万 1千台ある CC/

.e¥ T:t-.Iのセンターに日曜稼働プログラム

を収容するだけの容量が充分にないこと

が判明.

90/08.13 ・「広がるタッチパネルー電算機を簡単に操

作 CvIOKDAYXIKKEI) J 
1タッチパネ)(":両面の指示に従い.対

話万式で凶Ir百iLのメニューを選択し
指先で直接触れるだけの操作で済む..・・・・'-i:遂行コスト問題

※ 両両と離れて操作するキーボード

などの間接入力と異なり.直接的

なため誰でも存易に迅速・正確に

入力nJ ただし専ら入力された
情報を引き出し利用するだけ

〔第一世代・抵抗膜方式 2次元入力〕・・・・・例)銀行のCD
形状やサイズなどが白由に設計

可

設置i両の形状も選ばない(平面.

曲面の区別なく)

表l白i素材がフィルムのため水滴

や挨に強Lに価格は「サイズに

よっては数百rrJJと格段に安い

〔第二世代:超古波方式 3次元入力〕

:軽いタッチで位置を指定，強い

タッチで業務遂行

:}乙而素材にコーティングのない

1枚のガラスを使用するため.

ディスプレーの画質を損なわな

し、

普及の足を引っ振っているのは

高価格とソフト対応
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90/08/24 ・「都銀，無入居舗を増強」
〔三和銀行〕

:CD/ATMによる無人庖舗の増強…主l遂行コスト問題

→ '93年度までに.首都圏で300カ所支庖開設の 30分の
/全国で450カ所を新設計画(既1.首都圏の初期投
に首都圏百か所の営業開始 資は約百

1文!占数不足を低コストの機械網で:

補いつつ.給与振込などの流動性:

預金を確保するのが狙い.・・・・・・・ー・・・・:②(企業)庖舗集合間

!中小金融機関の買収・合併によら 題

ない都銀の庖舗戦略としても注目

される.

〔富土，三菱銀行など〕

90年度中に 50カ所以上を新設する構
え

90/08/25 . Iサンデーバンキング，首都圏の信金大手
が先行」

首都圏のサンデーバンキングは小回りの

きく信金から火がつくこととなった. (10 

月から 12月にかけて)
:八千代信用金庫(都内2位)…10月~
巣鴨信用金庫(都内3位) …10月~
城南信用金庫(都内最大手)…12月~
!他の信用金庫も追従必至

利用時間一.10:00am ~ 5:00pm 

90/08/27 ・「銀行の振込先間違えたが (MOXDAY
三JIKKEI)J
;工 振込先にお金が振り込まれている

か確認

I -1 該当口座番号がない時は銀行から
連絡あり

玄-2 全く知らない人のlJ座に振り込ん

でしまった場合は.

i) 最初に振り込んだ時の口座振

込料と振込先の銀行が元の

銀行へ送り返す「組み戻し料」
を負担・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・:工失敗コスト

ii ) 改めて振込し直す時は.再び: 手数料はコストヨ

口座手数料が必要・・...

一回一回.機械を作動させて:

いるため. コスト分を支払わ;

なければならない. という理:

由から
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90/08/27 . i都銀，電話機に端末機能ーエレクトロニッ

ク・バンキング」大型液晶画面付き電話

機の横に専用 1Cカードを差し込み， i振

替Ji振込JI入出金の照会」などを行うサー

ピス.

1 三菱，太陽神戸三井銀行が今秋から

開始する

に〉 パソコン/ワープロに不慣れな人も

多い/比較的操作が簡単なファミコ

ンでも，テレビや電話機と接続する

初期段階でつまずくケースがあるた

め.通信手段として慣れ親しんでい

る電話機にEB端末機能を持たせた.

吟電話機の価格も 1Cカードを含め

5万円台あるいはそれ以下に抑え普

及を狙う.

今 EBサービスの拡大に力を入れるの

は，確実な手数料収入が見込めるう

え.自行の端末機を入れた企業や個

人と強い取引関係が確立できるため

90/09/03 . iサインレスカードの内容 (MONDAY

NIKKEI)J 

主にスーパーや百貨庖の食品売り場など

で.比較的低価格の商品を買う場合に，

サインを省くことができる...................工遂行コスト問題

。通常のクレジットカード利用時は伝
票にサインが必要

: iローソンJ(ダイエーグループのコン

ビニエンスストア)iサンチェーンJ，i同

友J. i阪急百貨白J.など

POSレジとホストコンビュータ.カー

ド会社のコンピュータがオンラインで結

ばれ. カードの信用照会が瞬時に可能
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90/09/06 ・「都銀サンデーバンキング.米年 1月13日

稼働 B:;'~C S内定」

凸稼働時間 lO:OOam ~ 5:00pm. . . . . . . . . . . .i営業時間問題

(正月 3が日と祝R.振普休日は除く)

時 サービス:現金引き出し/残高照会.....~2. サービス集合問題

斗 子数料 :白行・ .103円/他行 ..2061Ij.......互遂行コスト問題

1 当初予定より繰り上げ(2月は普通

預金の利息決算事務があり混乱する

恐れもあるため)

1 稼働庖舗は利用度の高い地域の!占舗・・:主利用出舗の制限

に限る 企業集合問題)

! 三う而. I司業態内に止まる(開始時期:

が揃わないため)•... 

90/09/08 ・「サンデーバンキング，来年1月l3日実施

BAKCS発表」

d 稼働時間:9:00am ~ 5:00pm' . . . . . . . . . . . .工営業時間問題

キ サービス:現金引きIl¥し 残高照会...一主サービス集合問題

(CD ATMを利用)

90.09/11 . i郵便同のCD日曜稼働.来年4月スター

ト(松野ぶ樹郵政省貯金川長)J 

。稼働時間:9:00am ~ 5:00pm・・・・・・・・・・・・ 1営業時間問題
(祝t:I.振替休日の稼働は未定)

亡〉 サービス??っ?? ??  ?..... ?サービス集合問題

己〉 手数料 :なし('.・「窓口サービス

の延長なのでJ)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ • •. }j遂行コスト問題

キ稼働出舗 郵便物の集配もする普通… I利用自舗の制限

郵便局(1300局弱)と繁華街の特定 (企業集fT問題)

郵便局の 2000日程度

(CDλT:-l設置同は 11.000局弱郵

便局は 24.000同)
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90/09/13 ・「福岡シティ銀行，電算ミス“手数料1030

円"J福岡シティ銀行の CDノノ AT}..1が.

10・11日の 2日間にわたり一時故障し，

同行のカードローンを契約している顧客

の預金口座から誤って 1030円が引き落と

される ・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・:J失敗コスト問題

1030円はカードローンの初めての利用:

時に引き落とされるが， 10日に稼働した:

オンラインシステムのフ。ログラムミスの:

ため.カードローン未利用にも関わらず

現金の出し入れの際に手数料として 1030

円が引き落とされた.

キ 窓口などで 1030川を入金する作業を:

実施...........

90/09/13 ・「地銀相互オンライン CD，来年2月に日

曜稼働(地銀協会長)J 
-地銀相互のオンラインによる CD の日・ :1~ 営業時間問題

日程稼働を来年2月から オンラインによる

第二地銀以下の5業態相互の CDオン: 取引空間拡大と常業

ライン提携を来年2月を目処に開始で: 時間拡太の問題をI豆

きる.・・・・・・・・・・・・・・・・・.......................... 別せよ

90/09/16 ・1:1玉11責Jと「資金J同時決裁へ時差"
のショート防止j

日銀は.証券の受i度しと代金支払いを
lci]時処理するシステムを導入・・・・・・・・・・・・・・.)予防コスト

東京市場の規模が拡大し証券取引

で巨額の資金が日々移動するように

なるにつれ，電算機の故障などで金

融機関が瞬時に途)fもない資金不足

に陥るリスクカt高まってきており.

連鎖反応を起こせば金融市場が麻樺

の可能性

今時間のスキ聞を埋めることでリ

スクを未然に|功ぐ
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90/09/24 . rカード決済で、統一機構. ピザグループ軸
に国内最大規模」

日本リテール支払い決済機構(略称

] R P S./ 27日発足」

己〉参加企業 ビザ・ジャパン協会

全国地方銀行協会

銀行系の2協会・ 4社

(ユニオンケレジット デイーシーカート¥ ミリオン

カート・サービス， t窃同クレジソトサービス)

ノンバンク系3社

l日本1両日反 ケレディセゾン ダイエーファイナンス}

※ 参加企業・協会は計2600万枚の

VISAカードを発行

※ J R P Sはこれらの業務処理を
統合する日本最大の決済機構ノ

業務は日本プロセッシングサー

ビス

ゆ 主要業務:信用照会システムrBaseI上・:1.遂行コスト&予防コスト

-一従来. .:¥TTのCA F I Sを

通じて各社間で行っていたが，

一元管理により各社が負担し:

ているシステム利用料を軽減:

できる

-資金決済データ管理システ・・

ムlBaseII J 
・・・加盟!占で他社の VISAカード

が使用されると.その売上伝

票を定期的に各社別に仕分け・

通知する必要があったが.そ

の業務がなくなり，その分自

社の会員向けサービスの[f1JI二

! ノンバンク系カード会社は，銀行系

カードへの割賦機能付与に反対する

など.両者は対立関係にあったが.

業務処理の効率化を|刈る目的で同一

歩調をとることに
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90/09/26 . I J C B. 米銀2行と提携，全米に加盟庖ー①企業(加盟庖)集合
網構築へ」 問題

1 両行が提携している加盟庖でのJC 
Bカードの取り扱い開始。提携銀行.ファースト USA.インク
(FU 1/全米 11位の大手商業銀行)

:ファースト・ナショナル・

パンク・オブ・オハマ (F
NB/ネプラスカ州2位)
※ 両行が抱える加盟庖は

全米で 12万5千庖. J 
CBがこれまで提携し
た米銀では最大規模

... V 1 S A. MA  S T 
ERに比べて劣って
いた国際性の強化に

拍車

坊主要業務:クレジット決済+キャッ

シング (FN B) 

90/10/01 . I C D / A T M無人監視.富士銀. 日曜稼
働で 1月導入J
富士銀行は，サンデーバンキング開始の

来年 1月を目処に，デジタル通信網を使っ
た無人監視・連絡システムを導入するー…..:1::予防コスト

:支屈が無人の日曜日にCDやATMが
故障したり.オンラインシステムがダ

ウンした場合の混乱を防ぐのが目的

ゆ機能:センターで全庖舗の CDや
ATMの稼働状況を把握し
トラブルを処理.そのため.

行員を呼び出さずとも利用

客への連絡，問い合わせへ

の応答ができる.また，個

別の CDやATMのトラブ
ルなら遠隔操作で復旧させ

る
:ホストコンビュータが故障

した場合や災害などでオン

ラインシステムが長時間ダ

ウンした場合は，顧客取引

を記録している各支庖のミ
ニコンビュータカτあるため，

の「緊急処理システム」を

動かし CDやATMを稼働
させる.
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カード・マーケテイング

90/10/01 . i電話機でホームバンキング (:..IO:¥DAy...工取引可能な空間的範
;.JIKKEDJ 聞としての地理的範

:証券会社…既に多機能電話機を使って 囲.特に企業ないし

証券情報を流している(勧角証券/1日日 庖舗集合問題に含ま

本勧業角丸証券) れる

都市銀行…多機能電話機を使った端末 z営業時間について
「テレパンクjを開発.今月 19日から発 は?

先. (三菱銀行) 亘取引条件について

中通常は電話機として使 はつ

用可能

中 1 Cカードと暗証番号

を入力すれば. i銀行振
込Ji残高照会ji他行
への振込」がnJ能.た
だし現金の引出しゃ預

金の預入はできない.

二〉 電話機. ソフト一式で

5万 5千円設置費と
月々の利用手数料千円

が必要振込手数料は窓

口振込より 103円割安

1 他に太陽神戸三井銀行

が 11月中旬より同様の

端末を販売.サービス

を開始

90/10/03 ・「証券AT?v1. 8日から稼働」

証券界は中国ファンドの出入金などに利

用できる証券AT.¥1 (現金自動預け払い

機)を今月 8日から共同利用することを

決定

今 日本証券業協会加盟の 15社のどのλ

TMでも顧客はカードを使った現金

の出入が可能になる・・・・・・・・・・・・・・・・ ......:JA T}.f利用は遂行コ
ヰ利用端末証券 15社の 1059台 .スト削減

利用時間:平日 9:00am~ 7:00pmまで:互共同利用は企業(府

取扱業務:中国ファンドや利金ファ 舗)集合

ンドの解約金などのHi金

/中同ファンドの買い付

けに伴う入金/残高照会.

など

子数料 自社-103円，他社-206 If] 
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巻末資料

90ノ1004 ・「グループ統一カート¥ J R西日本，汎用
性高め発行J
同日本旅客鉄道(JR西日本)は.クレジ y
トカード会社 3社と提携し来年 4月に
グループ統一カードを発行する

三〉 提携会社:J C B，住友クレジ yトサ一一工企業集合問題
ピス，ユニオンクレジット

ゆ 新カード:それぞれとのダブルカード

ゆ取扱業務:国内外にある提携先カー

ド会社の加盟市
: J R西日本が関西.中園
地方など56カ所に展開し
ている ITi s J 
京都駅前地下街「ボルタ」
など駅ピルのテナント約

2300府
:J;.阪に来春開業する直骨

のアウトドア用品!占「ザ・
グレート・アウトドアー

ズJ.など
。JR東海の IJ R東海エキスプレス・
カードjは現在 3万人の会員を持つ
が利用できるのは管内の駅ビルや個
別に契約しているホテルに限定

90/10/10 ・「警備業 ビジネスサービス〆〆価格を追う」
警視庁から認定を受けて， ビルや工場の
防犯・防災を請負う「警備業務」へのニー

ズが急速に高まっている
完全週休2日制実施による無人建造
物の増加
サービス時間の拡充も企業の重要な

課題に
時遂行業務:従来の警備に加えて機械

の管理など顧客の業務を

代行する
人的警備(警備対象場所
に警備員を配置)から機
械警備(複数モニター
による遠隔地からの集中

的管理)へ・-セコムは

75%が「機械警備J
二令価格帯 :最低 2万から最高で

七百万円(月額)
:大口利用者となる銀行の

支庖警備の場合は 5-10 
万円(月額)・・・................j予防コスト

-203-



カード・マーケテイング

90/10/12 . I高鮮度で伝票伝送，マスターカード.N

Y本部からJ

マスターカードインターナショナルは売

上伝票などを高鮮度画像処理し海外か

らオンラインで日本に送るシステムの運

を開始した，・・・・・・・・・・・一.................:1:失敗コスト削減のた

ゆ「マスターコム」端末で提携庖舗か めの予防コスト

ら集まった売上伝票などを光学処理，

オンラインで海外に伝送する

ファクシミリでは伝送不可能な売

上伝票の薄い字や汚れも.本物以

上にクリアなコピーを受取れる

旅行者が帰国後に身に覚えのない

請求書を受け取ったと申し出てき

た場合，迅速に本人のサインがあ

るかどうか照会可能(この種のト

ラブルはDCで月に約3百件発生

売上伝票のコピーを海外から取り

寄せる場合. 2週間程度と時間が

かかる上経費がかさむ o オン

ラインでは 1~2 日

90/10/13 ・「日本信販手数料引き kげ，分割払い.

実質年率 1%幅」

日本信販は 11月6日からクレジットカー

ドなど分割払いを利用した手数料(利率)

を引き上げる.・・・・・・・・・ー・・・・・・・・….......1::手数料はコストか利

:分割払いの引き上げ幅…1.ω%(実質年率) 子か?あるいはコス

リボルビング払いの引上げ幅…1.08%(実質年率) トと利子か?

リボルピング払いのキャッシング…1.80%(実質年率)

・長短期プライムレートが相次ぎ引き上

げられ，金融機関からの資金調達コス

トが上昇しているため.
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巻末資料

90/10/17 ・i]C B.英大手銀などと提携， カード加
盟百，欧州で拡大」

]CBはヨーロッパで、の加盟庖ネットワー
クの拡充を本格化する.米国については加

盟庖整備のための主要金融機関との提携が

一巡したため今後， ヨーロッパで、の加盟庖

数の増加に海外展開の力点を移す.ー・・・・・・・・・・①企業(加盟庖) 集合

今提携先:英大手商業銀行のミッドラ 問題

ンド銀行

/同行が契約する加盟庖

7万庖のうち4万庖
/'同行の英国内 2干の支庖
でキャッシング可

/同行は VISA.MASTERに
加えて他の商業銀行との

競争力強化を図る

:スペイン最大手のパンコ・

ピルパオ・ヴイスカヤ銀行

:アイルランド最大手のアラ

イド・アイリッシュ銀行

/スペイン，アイルラン

ドでも両行合わせて約

6万 5千庖の加盟席が j
CBに開放

90/10/19 . ['サンデーバンキング¥拓銀. 12月に開始，
都銀初」

北海道拓殖銀行は 12月2日から札幌市内
でCD/ATMの日曜稼働を開始すると
発表した(18日).拓銀以外は他行と同時
に開始する計画のため.サンデーバンキ

ング、は一部地域の先行に止まりそうだ.

亡ゆ〉 実施!出占舗本本!庖ι/札幌駅前支)庖占なとどミ.. 勺.ι、¥I、
6カ所
BA::;CS稼働時には道…
内の他地区のほか東京に

実施!苫舗を拡大する

実施日 ・原則として日曜日(祝日は休業)・・:豆、営業時間問題

祝日:が日曜日と重なる場合は稼働
営業時間:9:00am ~ 5:00pm・............
常業内容:現金引出しと残高照会一…一主サービス内容
手数料 : 103円・・・・・・・…・・・・・・・・・・・・・・・・・主遂行コスト

ゆ 北海道内では札幌銀行，留萌信用金庫が

既に実施旭川信金も 11月から開始予定
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カード・マーケテイング

90'10/24 ・「金融期間.情報化の波，より高く」
ヰ サンデーバンキング:87年に京都信用会..工営業時間問題

庫が第 1号最近の
ブームの火付け役
は全国地方銀行協
会会長行の広島銀
行今年4月に表明
して以来広がる

1サンデーバンキングの実施は.金融
機関のコストアップにつながるのは
確実だが.サービス競争で他行に負
けないためには避けて通れない道

ロ〉 エレクトロニック・バンキング ( 
一ノ、業(営業自舗)集

・ファーム・バンキング (FB)....""人
合問題

ホーム・ノtンキング (HB).....;

銀行POS
1エレクトロニック・バンキングの普

及は銀行にとって.取引先の同定化
につながる利点があるが，多様化す
る利用者のニーズにどう応えていく
かが，勝敗を決めるカギ

こシ ポスト第3次オンライン

:国際オンライン化の再構築
ー・世界的規模でリアルタイム
に情報管理を狙う

1国際業務が拡大する一方で、，同時に

リスクも大きくなっており.集中管
理の必要性が高まっているため

90/10/27 ・「家庭で手軽に決済.安価な端末機開発
XTT，都銀3行と」
:-;TTは.第一勧業.三和，東海の都銀
3行と共同でEB端末機 INTTディス
プレイホン・テレアシスタント」を開発一一.:[企業(庖舗)集合問題
己〉 牡様.多機能電話機に EB端末機能l'I液晶画面」による

を加え.銀行発行の 1Cカー 操作性の向上は遂行
ドを差し込み.液晶画面を見 コスト問題
ながら電話同線を通じて操作
を行う

機能 残高照会/取引明細・入出明・ー豆サービス内容
細照会ノ/振込・ J辰脊依頼が口I
能(音声応答自動照会通知シ
ステムA.NSWERをf吏用)
プリンター装備により決済記一正決済情報の記録問題
録を子Jr:に残せる

価格:5万5千円 /1台・・・・・・・・・・・・・・・・・l豆、遂行コスト (設備コ
開始:91年 1月から一般家庭や自営 スト)
業者などの顧客に販売し 2 
月からサービスを開始
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巻末資料

90/10/30 ・iCDノ ATr，T稼働.郵便局は祝Hも.手

数料は無料」

!郵便局:振替休日を含む祝日にも稼働一工営業時間問題

(都銀は行わない)

:預け入れや通帳記入も行う(都

銀は行わない)・....................・主サービス内容

子数料は無料(都銀は有料)......]:，遂行コスト問題

CD/AT1-Tを設置している

1万1千の郵便局のうち繁華

街などにある約2千の郵便局

で実施

90110/30 ・「日曜日でも相互利用. M 1 C S. 来春メ

ドに稼働」

都銀，地銀など金融機関8業態でつくる

CDオンライン網の全国キャッシュサー

ビス(1-11C S)は.米春をメドに日曜

稼働に踏み切る.・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ I企業(庖舗)集合問題

斗都銀，地銀などが来年 1月から「業互営業時間問題

態別」に日曜稼働を始めるのに続く

措置

その結果.原則的として全ての

金融機関のキャッシュカードが

日曜でも相互利用できるように

なる

吟 サンデーバンキングの動き

B .-¥'¥ C S I都銀のオンライン網1・91.1-... 

2 λC S (地殻の全国ネットサービス ...91.1~...... 

3. 第二地銀 信用金庫 農協のオンライン口対応 ~tl ・・

4. ~l 1 C S 11業態別オンライン網を相互に結んで・

お1)日曜稼働は業態別の動きに続くもの

~l 1 C S :者ß~+ 地銀1+ 第二地i以下-1 9l.2 ~I)

信託銀を除き全ての金融機関のキャ yシュ

カードが相互利用可能
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カード・マーケテイング

90/11/02 ・「アメックス. C D利用のキャッシング，

第一勧銀と提携拡大」

ゆ 11月からアメックスの全ての会員は

暗証番号を事前登録すれば.同行に

決済口座をもたなくとも同行のCD
/ATMからキャッシングサービス
が受けられる・一一....................…-・・(工l企業(庖舗)集合問題

! 都銀の CD/ATYIを利用した
キャッシングは銀行系クレジット

カードでも決済口座が特定金融機関

に限定

90/11/11 ・「新型預金で都銀アンケート.手数料に

82%反発」

都銀は，既存の普通預金を残す一方，高

金利だが白動引き落としの回数などが一

定基準を超えると手数料をとる「新型貯

蓄預金」を検討中

ゆ「新型貯蓄預金J:自動引落としの回数
が6回程度を超えた

ら決済手数料をとる

仕組み・・一一...........一・(工l遂行コスト問題

!不満表明者は82.8%に:

亡)i口座維持千数料J:最低預金残高を月平:
均30~ 50万円程度 j

としこれを下阿る

月は口座維持手数.

科をとる方rrl].. . . . . . . . 
1回答者の普通預金

残高/月平均は 26

万円で殆どの利用

者が該当する

※ 「手数料をとる理巾として.現行の普通預

金は銀行にとって収益性が高く.普通預

金から新型貯蓄預金への急激な資金シフ

トを防ぐ必要がある(商品開発担当者)J

決済回数や月額平均残高の「無料化

範同」によっては手元資金の多い高

額所得者など特定層だけが利用する

商品になりかねない
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巻末資料

90/11120 ・「丸井，総合ファイナンス進出.年内にも
新会社」

年内にも新会社を設立，総合ファイナン

ス事業に進出する.新会社は丸井が過半

数を出資.来秋から本格的に営業開始

ゆ業務内容:(1)丸井のカード事業の

肩代わり

(1)'英コングロマリット

のヴァージングルー

プと合弁設立した

ヴァージン・メガス

トアーズ・ジャパン

などグループ各社の

カード発行・運営も

行う

12) 個人向けカード事業

だけでなく，金融商

品の販売，法人向け

融資なども行う

赤いカード」の発行停止

1 新カード守 VI S Aインターナショ

ナル.マスターカード， J C Bなど
と提携し国際的な汎用カードとする

見込み・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・r企業 (出舗)問題
工従来，丸井庖頭に限られて

いた使用範同が全世界に広

がる

i ポイントカードとし一定
ポイントに達すると特定商

品の提供などのプレミアが

つく

玄 カード会員向け商品の値引
きサービス実施

1 赤いカード」は利用者が若
者中心で休眠会員が目立つ

ぎ 各百貨J5，スーパーが競っ
てカード事業を強化(平均

五%引きを武器に)した結

果.丸井の独自性'優位性

が薄れてきた

三 丸井最大顧客層の 20代若者
の行動半径が広がったため，

海外で通用しない「赤いカー

ド」ではニーズに対応しき

れない・
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カード・マーケテイング

90/1L/26 ・「電算システム共同利用進む.信金業界."."I遂行コスト

すでに7割共同化によるコスト削減)

都銀・地銀と競争するための第三次オン

ラインの拡充やサンデーバンキングなど

に対する多額の追加投資が必要なことと

金利白由化によるコスト上昇で大幅減益

が予想され，従って信金の大半が耐えら

れなくなっている

己〉 全国 451金庫のうち 7割がすでに 7

地lベの信金共同事務センターに加盟

し.ホストコンピュータの共同利用

を始めているが，残りの金庫も」吉1;

大子を除き多額の投資が困難なため.

センターへの加盟を打診する動きが

El ¥i:ってきた

! システムの共同化は信用金庫再編の

呼び水になりそう

¥全国の信金システム一本化する「信

金システム大合同Jに発展の可能

性あり，一部大手はシステム展開

の足かせと難色

90/12/05 ・「国民年金保険料の支払い.コンビニでも」

厚生省・杜会保険庁は同民年金加入者が

コンビニエンスストアでも保険料を払い

込めるなシステムの検討に乗り出した

二〉 イ支問や休日でも保険料の払込みが口J

能な窓口を設置することで. 80%台

にとどまっている保険料の徴収率(検

認ネ)の向 Lが狙い/ I特に大都市

部の未納-/2i.J................................j営業時間問題と企業

※ 厚生年金/共済年金の保険料:給与 (庖舗)集合問題

からx.引き同民年金の保険料:加入

者本人の市町村窓口等へ直納原則

ハ
リ



巻末資料

9L01i12 ・「都銀サンデーバンキング，あす 1627庖で

スタート」

13日の日曜日から首都圏.関西国を中心

に.全庖舗の40%強に当たる 1627カ所で.

CDなどが稼働.

二ひ 取扱業務・預金の引き出し'銀行系

クレジットカードによる

借入れ..........................，L提供サービス

-頂け人れはできない〆通

帳は使えない

常業日時:9:00am ~ 5:00pm /祝日

は除く・・・・・・・....................'2営業時間I1fj題

手数料 .平日より高い/土曜 Uと

同様(白行 103円，他行

206円)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・主遂行コス ト

利用銀行 :BA~CS が働くため預

金している銀行以外でも

カードでお金を引き出せ

る...............................'1'企業(庖舗)集合間

対応業務:トラブル発生時は，本部 題

の!照会センターが機械を

遠隔操作ないし委託先の

警備保障会社からの派遣

警備員が応対・・

:照会センターやコンビュー

タセンターのt1!'4員を増

員.............................一:・各種コスト要因

:現金が底をつかないよう

に旧式の CDなどは札束

を入れるカートリッジを

大刑化......

対応費用:警備保障会社への委託料

などを含め. 1'0位都銀 1

行当たり 3~8 億円程度…...~遂行コスト



カード・マーケテイング

91101116 ・「証券取引『ペーパーレスjへ/株券保管

振替システム準備進む」

!株券保管振替システム

.株券売買に伴う株券の受渡しを口座

振替に切菩え証券取引をペーパーレス化

:実際に現金の受渡しをせずに銀行の

預金口座間振替だけで代金決済ができる

のと同じ仕組みを証券取引者全員に適用

するシステムと言える

ゆ効果:(1:株券受渡の手間省略/.]:名

義書換事務が無発生・・・・・・・・・・・・:工遂行コスト

⑤株券移送にかかるコスト節:

約や紛失などのリスク軽減….!'玄J予防コスト

l玄保護預かり株券が減少.株:

券保管事務や保管スペース

を大幅に削減できる・・

大幅や合理化が期待できる

91101122 ・「ホームバンキング，都銀上中位行出そろ

二菱※ I

第一勧業

太陽神戸二井

東海

住友淡2

二和※ 3

富士後4

う」

第一勧業銀行が 21日.家庭や事務所で振

込・振替ができる多機能電話機型のEB

端末機の取扱い開始を発表

HB市場の開拓を狙う都市銀行上，t1

位行7行の機器が出揃った

90.l0.?? ~ 電話機 55，000 1，000/月+0 1取日|

91.01.21 ~ 電話機 50，000 1，000/月+0..1取ヲ|
91.1 or 2 ~ 電話機 52，000 1.0001月+0，'1取引
91.1 or 2 ~ 電話機 55，000 1.000/月+0 il取ヲ|
91.1 or 2 ~ 電話機 47.000 600..月+21/1取引

91.1 or 2 ~ 電話機 56，000 1.000/月+0/1取引
91.1 or 2 ~ FAX 80，000 1.500/月+0 1取引

※O 電話機の場合は.専用 1Cカード差し込み式でEB端末化

4 -5月には ホームトレード

切符購入や シヨソピング

※ 1 契約者の 80%は中小零細企業，残り 20%は医師・税理上・弁護上ら個人事業主
※ 2 ~ 45.000 
※3 コ磁気カードリーダー装置を標準装備
※ 4 コ1Cカード&キャッシュカード クレジットカード・リーダ一一体引

!HB端末機は都銀各行が家計の主取引銀行になるための武器

1今後.新しい ICカードを用意Lて切符予約などの新サービスを付加.市場開

拓競争へ臨む



巻末資料

91101128 . i郵f更局も『ホームサービスj(MONDAY 
NIKKEI)J 
ホームサービス:専用アダプタ一利用型('89.11 

~)家庭用テレビゲーム機や
ファミコン利用型 ('90.4~) 

中 業務内容:自宅と郵便局の聞を電話回線
で結び，同様に振替口座を開
設している人同士で，入金業
務などが可能
.交通・宿泊の予約などのキャ
プテンシステムも利用可能

取扱費用:
〔準備〕振替口座の開設(無料)/
アダプター (4万円程度〉・・・:去遂行コスト

〔取ヲ1)130円/回...
(電信扱いの振替料金): 

30円/回/3分...
(土曜は5分)・(通常扱いの振替料金)
取扱時間:平日 9:00am~ 18:00pm・・・

土曜 9:00am~ 14:00pm..:ー・玄営業時間問題

91102/03 . i都銀土日も振り込みoK. A TM使い
今夏から.平日も時間延長」
O 張込業務 :ATMを使った送金サーピ

スの土日実施の準備開始
= i振込予約」サービス ①取扱業務の拡大
-キャッシュカードをf吏用 ないしは営業時間の拡大
し送金先の口座番号・金
額を入力すると，翌営業日
に預金者の口座から指定
先に自動的に振込まれる
(平日でも，午後 3~6 時
は「振込予約J)

営業時間:サンデーバンキングと同様
平日午後7時までとなって
いる預金引出と残高照会
の取扱時間に合わせ 7時
まで延長・-一

取扱費用:白行/他行によって百円
~六百円まである料金体
系に，延長営業時間帯は
百円を上乗せする方針・・…一:②遂行コスト
送金サービスへの投資額:
は 1~2 億円程度.....

主平日の営業時間内に銀行へ行けな
い預金者の利便性を高めるため
玄コンビニエンスストアが既に白頭
での公共料金の支払い受付けを始
めており，銀行もサービスを拡充
する必要があると判断
主流動性預金金利の自由化をにらん
で手数料収入で収益を確保してい
く狙いもあり



カード・マーケティング

91/02/04 ・「クレジットカード.年会費値上げへ.銀
行系各社. 6年振り」
二令 実施会社:J C B. 住友クレジット

サービスなど銀行系カー
ド大子各社年内に信販

系カードも追従の見通し
(ゴールドカードは据置)

年会費 : 185年に 250円から 750
円に引上げ以来.据置
かれたまま

:足早ければ 5月から，…工遂行コスト
1250円に

値 t理け1: '1¥人件費.・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・:コスト要|刈
立業務処理用コンビュー
タシステムJ支資，・・
亘海外旅行者Injけを中心
とする医療・緊急サー
ビス. などの経費増加・・・・

1 消費好調による件業収益増にもかか

わらず経費・金利負担増のため91年
3月期は減益の見通し

1 収益改善策だが消費者のカード選別

傾向が強まる予想

9L02ill . i新潟県で全国初の広域銀行 P0 S...)、企業(白舗)集合問題
C\IO~DA. Y NIKKEI) J 
12日から P0 Sマークのある市では
キャッシュカードが使えるが県内ほとん
どの金融機関が参加したのは全国で初め
、

91/02/22 ・「クレジットホンをKDDが大幅増設J
|玉|際電信電話 (KDD)はクレジットカー
ドを使用し|玉l際通話ができる公衆電話機
「クレジットホン」の台数を大幅増加
キ現在:都内 8か所(例 F 成田空港・

ホテルオオクラ)

今後:大阪のホテルや各地の空港な

どにも設置し 6月末までに
400台以上にする計画............./y.企業(広告市)集合問題
(例/東京ヒルトンホテル・大
阪ロイヤルホテル・大阪
ヒルトンホテル・各地の

同際空港・米軍基地)
2月末までに・・・ 90台
-4月までに...100台
-6 月には...200fi 

-214-



巻末資料

91/04/06 ' I ，~ T ~1の LJ 曜利用，郵貯もサービス開始」

! I郵貯ホリーデーサービス」
O 開始時期:7日から

取扱業務:郵便貯金の引出し・預入れ・… 1取扱業務ないしは，

残高照会 :営業時間の延長

(キャッシュカード or通帳

使用 CDのみの設置付で

は引出し・残高照会のみ)
取扱費用:無料・・・"，...............，........'，2'遂行コスト

営業百舗:全国約2下の郵便局・・・・・・・・・・・・1企業 (J占舗)集合問題
営業時間:9:00am ~ 5:00pm (正月三が

日と 5 月 3~5 日を除く日

曜・祝I::l (コ振替休日)一・

91/04/07 '1信用情報 7年超えると抹消 (MOKDAY
:;IKKEIl J 
6年前のカード会社への返済遅延を理由

にクレジ y トカードへの加入を断られた 工l消費者における失敗
中消費者の信用に関する情報(個人の.....コスト

返済・支払いに関する取引内容など 企業にとっても遅延

で.支払いの遅延から取引停止処分 当時は失敗コスト

の記録も記載)の保管期間は最長 7

年で，それを超えると抹消(このケー

スでは.一年後に加入可能)

1 伺人の記憶違いや何らかの手違いで1:誤認情報の登録も失

誤った情報が登録され加入を断られ・・・敗コスト

るnJ能性があるため. まず信用情報

機関で自分の過去の返済・支払い状

況を確認する事

1 個人のプライパシーに関するため会

員制だが.本人の証明があれば個人

でも閲覧可能

※ 「信用情報機関」…消費者の信用に関す-

る情報を集め，会員

である企業に与信判

断の参考資料として

提供する機関

…クレジットカード会

社の場合，大半の大

手が信用情報セン

ターという機関に加

盟

l立共有の信用情報セン

ターの設立と運営に

かかるコストは.遂

行コスト



最-一①変造テレホンカード
は，実際にはありえ
ない決済資源を創出
する点では「変換効
用」における失敗コ
ストに相当する

ありえない決済資源
に基づいて通話サー
ビスをf是供する際に
かかる遂行コスト
は，変換機能が正当
に発揮できなかった
ことで，失敗コスト
となる 。
移動機能で扱う問題
ではないだろう
G 

ただし移動機能を
発揮させる媒体であ
るため，事前にその
行使を防止するため
の設備などにかかる
コストは.移動機能
における防止コスト
と重なるのではない
かつ

カード・マーケティング
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91104/09 

. I紙製プリベイドカード.
困難」
磁気を使用しない紙製プリベイドカード
IV Sシステム」
中製造費用:P E T (ポリエチレンテ

レフタート)製の磁気カー
ドに比して 3分の l以下
と大幅に安い..................]::決済媒体にかかるコ

仕様特徴:数年前に開発された「カ スト
ルラコードJh"式による (遂行+予防コスト)
データ言己主求
1…情報密度が高い(磁
気カードの 3-4倍
の 768bite(英数字でい.:l'遂行コストの削減
768字)容量 (大容量)

1…偽造が困難.. . . . . . . . . • . . . r::D予防コストの削減
凸版印刷/神崎製紙/芝 (ロー・コスト)
浦製作所/ヤマト/ボル
テックス/カルラシステ
ムの共同開発

偽造低コスト.

開発企業~ 

91104/09 



巻末資料

91/04/15 ・「我が家もホームバンキング (MONDAY

NIKKEIlJ 

「ホームバンキングJ:家庭に端末機を設

置し銀行のコン

ビュータとオンラ

インで結び，キー

を叩くだけで口座

振込・振替・残高

照会などが瞬時に

できるサービス

中 メリット :'1;いちいち銀行に出向く

手聞が省ける.........一….1遂行コスト

'I'窓口での振込に比べ子
数料が約百円安い一一一....工l

⑮同一銀行の本支届聞は

4:00pmまで振込可・・・・・・・・・'2i営業時間問題

※ 都銀各行の代表的ホームバンキング用端末機(大:町村電機製作所製 *::¥TT製)

銀行名 商品名(愛称) 端末機価格 手数料 f蒲 考

菱 ァレパンク」 交 55.000 1.000/月 最初に導入 既に 1万台以上の実績

「ノンタッチオペレーション 機能」

太陽神戸: ースーパーテレホン
残高照会をしたい曜日・時刻をあら

井 パンクサービス_1:: 52.000 1.000/月 かじめセァトしておけば端末機が
自動的に銀行のコンビューターと接

続し照会内容を ICカードに記録

月今の手数料が安いかわりに， 1回
の叶ービス

f士 友
「テレホンラインー 交 47.000 600/月 につき別途20円の料金を徴収

ヲk 50.000 600/月 月に 21凶以上利用する人は.
住友以外が得 19同以卜は 住
Jx:.が得

東海 ハEーハ〉げービス脅 50.000 1.000/月

第一勧業 ハート川 トライ〆脅 50.000 1.000/月

協和埼玉 Fテレライン 4 合 50.000 1.000/月

将来.ホームショッピング，切符子

約サービスなどもできるように 他

手[1 「三和テレプラス 56.000 1.000/月
行にはない磁気カード-リーダーを

サービス 責 つけた そのため，クレジットカー

ドやキャッシュカードで 代金決済

ができる

トータルホーム 1.000/月
FAX，コピー機としても利m可能

品 上 サービス ICFλX~ 80.000 500 月
ホームショッピン

(シャーブ製 1クレシァト)
グ.切符予約. 飲食広・イベント

情報提供機能などもついている



カード・マーケテイング

91104/18 ・「業務システム化急ピッチ.都銀など“体
力"反映」

都市銀行など金融機関は業務システム化
に一段と力を入れている. システム戦略

が経営を大きく左右するとの認識が強

まっており.開発競争はさらに激しくな
りそうだ.
〔システム化の内容〕
坊決済安全/日銀ネット

中 EB推進.小口取引拡充
HB新端末販売競争:投資削減ス
クラム/地銀. P 0 S参入

吟 ポスト第3次オンライン
-都銀上位行で 1千億円近くに達し
た第 3次オンラインプロジェクト
は既に大半の銀行で体制を整えて
おり，都銀などの課題は既に次の

プロジェクト開発へ
主第3次オンラインの一段の高度化…工事務合理化システム
第3次オンラインで全国に張 を基盤として成り立

りめぐらした通信網を使って つ情報戦略的経営
情報分析力を強め.実際の営

業に役立てようとする狙い
:各支庖でデータベースを整備
:し企業の財・務状況などを

;分析/個人情報も蓄積する
:/・本部でも預金の期間や金
;利，貸出期間，金・利を全行
;的に把握できるようにする
!顧客の資産内容に応じた金

融商品を勧めたり.銀行の
調達・運営毛家区でも戦略

が立てやすくなる
:1::.国際システムの構築へ..........・・・・・2予防コスト
…都銀は既に海外拠点にコン
ビュータを導入し拠点管理に

役立てているが. さらに海外
拠点聞を通信回線で結び二情

報の有効活用を推進
-海外版第3次オンラインシステム
!融資やディーリングなど国

際業務の拡大に伴って増大
するリスクを管理

※ システム投資を怠ると銀行の競争力が弱まる. との判断から
積極的なコンビュータ投資を続けているが.金利白由化の進
展で収益環境が悪化している状況下では.多額のコンビュー
タ投資は.銀行にとって大きな負担となるため.今後は金融
機関の体力を反映した内容になるとの比方が多い

218 
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資末巻

. Iサンデーバンキング，平日並みに近づく
サービス (MONDAy ~IKKEI) J 

91104/24 

ζ 戸どれだけの業務を

いつ ([3時)J 
いくらで」
どこで」

1業務内容

3企業 (!g舗)集合

→提携問題へ

4営業時間問題

I 逆行コスト

サンデーバンキングのサービス内容

銀行 郵便局

一般的サービス 独自サービス

現金引出 白行利用 103 f'l 自行利用無料

子数料 他行利用 206円 (萌伝金，木津信 無料

(消費税込み) 組など)

取扱業務 O 現金引出 つ振込予約 c 現金'11出
C 残高照会 (百卜四銀.中同 C:' 預金預入

× 通帳記入 銀，商武信金) C 通帳記入

。預金預入
(i.相南伝金，浜松

信金，札幌信金)

利用庖錦 利用頻度高い庖舗 2.000/l2.000局
.. 

利用時間 9:00am ~ 5:00pm /祝日は稼働しない 祝日も稼働

※ 

「サインレスカード， レジの決済数秒で
C¥lONDA Y NIKKEI) J 
1サインなしで使える流通系クレジット
カード登場
:西友
己〉 導入時期
導入目的

91105/06 

1990年4月 :.T遂行コストの削減
混雑時に行列ができ: ・待ち時間の短縮化
る食品売場のレジで時間コストの節約)
平均 24秒かかる手続: ・レジ処理の簡略化
きのため，手続きを事務作業の軽減)
簡略化し (7~ 8 
秒).後列の客に気兼;
ねなく小額決済にク:
レジットカードを使:
用できるようにした
盗難カードの不正使
用等の悪用を防ぐた
めのサインは，低単
価・低買回り性の商
品と商圏がごく限定
された固定容が大半
の場合， トラブル発
生率が極めて低いた
め必要ない， と判断
したため・・・・・・・・・・・・・・・・・1失敗コストの低さ
POSシステムが発…E低い予防コスト
達しているため (設備投資)

導入要因



カード・マーケティング

営業庖舗 :まず 4庖舗で始め，
現在 186庖舗・・・・・・・・・・・・④企業 (庖舗)集合

対象商品 ・食品売場で扱ってい
る商品.................・・・⑤商品集合

利用カード:セゾンカード(ゼゾ
ングループのクレ
ディセゾン発行)
JCB/日本信販/;⑤決済媒体の取り揃え
オリエントコーポ処分可能な決済資
レーションなど主要: 源集合)
信販会社の発行カー
ドを含め9種類・.........

利用限度額:3万円未満/一回の
買物.......................:})決済資源の処分可能

3万円以上の場合は 額
通常のサインを要求

利用手順
:工 商品のバーコードをレジ係の庖員がOCRで読
み取る

:玄 読み取り終了後，合計金額が出力されると. P 
OSレジに組み込んだカードリーダーでクレ
ジットカードの信用照会を行う

• ，主 クレジットカードの磁気テープから読み取った
情報は， P 0 Sレジから各自庖舗のストアコン
トローラーを経由し丙友のホストコンビュー
ターにオンラインで達する

:瓦 ホストコンビューター内では，利用可能カード
かチェックするネガティブファイルと利用限度
額を超えていないかチェックするボジテイブ-
ファイルを通り.問題がなければPOSレジに
戻ってくる

:豆l 利用可能と判断すれば，そのままレシートが打
ち出され，カードとレシートが一緒に客に戻さ
れる
クレジットカードに付きものの伝票は不要/互
~③までの所要時間は数秒

導入効果 食品売場での売l".高

.ジャスコ

に占めるクレジット
カードの
利用率は.
・導入当初…2.2%/
今年3月…4.5%
カード利用客の平均
単価は，
・90年上期… 5千円
/同下期"'4.343円
カードf吏用カτスー
ノfー庖頭で、も日常化

ゆ導入時期 : 91年3月 18日~
営業庖舗 :グループ 182 f古舗
利用カード:ハウスカードのみ(¥万一事故が発生しでも

グループ内で処理できる範聞に止めるため)
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.ダイエーコンビニエンスシステムズ(略称ダイエー Cv S) 
中導入時期 : 90年8月
導入要因 :高額商品も置いていないため買回りチェック

はしない
.スーパーより低い利用限度額を設定したこと
もあり「盗難や紛失カードを使ってコンビニ
で買物をするとは考えにくい」ため
.本部のホストコンビューターに入力された盗
難・紛失カードの届け出情報は瞬時に各庖
舗の POSレジに送られるためネガティブ
チェックはPOSレジで完了してしまえるた
め

営業庖舗 :ローソン
利用カード:ハウスカード「ローソンステーションメンバー

ズカード」
利用限度額 1万円未満

91/05/09 . Iサンデーバンキング¥ 8月から全国どこ
でも」
!都銀，地銀，信金など金融機関のキャッ

シュカードを使う. 日曜日の現金引き

出しの相互乗り入れが8月中に実現す
るため.一枚のカードでほぼ全国的に
現金引き出し等が可能に:・・・・・・……..一.....①営業時間の拡大

従来，月~土曜の他の金融機関の
カードも使えたが，地銀の一部が

日曜営業に踏み切れないなどの理

由で実現に遅れていた

-現在.月~士曜は各業態のオンラ…{~)企業(庖舗)集合
イン網が. M 1 C S (全国キヤツ
シュサービス)を通じて結ぼれて 信託銀行

おり，一枚のカードでMICS加 | 
盟の金融機関のCD/AT信託銀 | 
行Mで使用できる | 
[N 1 C S加盟金融機関と使用可能 「一一一都銀一一」

CD ¥ATMJ都銀，地銀，第二 I r一一一地銀
地銀.信金，信用組合，労働金庫 U1一一第二地銀
農業協同組合，の合計7万9千台 川1C S卜一信金
のCD/ATMが使用可能 III工一一信用組合
また IIL一一労働金庫
信託銀行も都銀とMICSを通じ x L一一一農業協同組合
て提携している l 

-日曜日だけはMICSによる業態 一

間提携が全くできていなかった |郵便間|

ゆ支庖数の少ない金融機関の預金者

も郵便局同様の便宜
亡〉 日曜の利用は土曜と同様に手数料

がかかる。祝日については相互乗り入れの見
通しいまだ立たず
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91105/12 . I A T M誤作動現金支払われず.秋田あ

けぼの銀J4月30日.A T:vlが誤作動，カー
ドで現金引き出しを行った利用客に対し

て.現金は支払われず.通帳上では差し

引かれるトラブルが 13件.計55万 7000

円分発生

〔原因〕

連休のはざまで，預金引き出しゃ決算

取引などが殺到し通常の月末で 20)j件

ある事務処理が32万件に膨れ上がり一

時的(昼休みと午後3時頃)にホスト

コンビューターの事務処理限度を超えこ・パ工過剰遂行コスト→失

たため 敗コスト

91/05/27 ・「郵便局.休日もAT.¥1利用可能(MONDAY

~IKKEI) J 

4月から「ホリデーサービス」の呼称で

休日サービス開始

=シ取扱業務現金引出/預入...............I提供サービス集合

時 常業高舗:約2千局のCD/  A T:¥r・・・・(2営業自舗集合

ゆ営業日時:午前 9時~午後 5時まで…玄背業時間問題

/祝日や振替休日も利用

可(正月 3が日と 5月3

~5 日除く)

ピ〉 千数料 :平日同様に無料........• ...... .j~遂行コスト

91/06/03 . ["被害一千万超える.病院CD荒らしJ2…工失敗コスト

日午前 4時半頃.兵庫県立尼崎病院一階 (変換の失敗?) 

に設置のCDが荒らされ.現金ボックス

ごと盗まれた.被害額は一千~二千万
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91106/08 ・iCD/A TMに防犯基準.警察庁.警報"

装置など要請」警察庁は 7R. CD/A 

TMを狙った窃盗事件が増えているため，

防犯対策の基準を作成し大蔵省など関

係省庁や全国銀行協会連合会などに対し

て同基準に基づいて防犯対策を強化する

ように要請

〔防犯基準〕

ゆ CD等の設置形態別に必要な防犯措置を提示...........工決済機能支援システ

I金融機関の庖舗内・・・: 各種侵入者検知センサー ムの構成要素(設備

2金融機関の百舗降張・?・・防犯カメラ/警報ベル 的用具)

1無人のBOX内....: CDと客室を区切るシャツ1-

、{無人でBOXなし…・ +CD本体の補強

ゆ基準の全設備設置額:約250万円/ーか肝・・・・一一.....:-g;予防コスト

中 CD .iTM設置台数.約9万2千台全国

。被害件数と額:49件/約l憧4千万(日 1i......一一..玄失敗コスト(変換

210件ノ約2億6千万 IH2 ¥ .....: の?) 

91106/16 . i入室チェック装置.網膜や筆圧でも識別…工決済機能支援システ

が可能」 ムの設備的用具で.

〔ハイテク型の入室チェック装置〕 個人識別に使用可

今 日吉証番号と磁気カード(最も古典的)

三〉 胸につけた個人プレートを光で識別

=令指紋による識別(正しい識別率は唱

99.9%と高率)

ゆ声紋による識別

の 網膜による識別(眼球の網膜血管バター

ンを赤外線で)

今筆圧による識別(液晶画面上に丈字を

書くときのベン先の

移動量と筆圧を個人

情報とする)

〔問題点〕

.安価な指紋識別方式でも数十万.そ

の他の方式では数百万以上になるも

のも
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カード・マーケテイング

. I進むサンデーバンキング 知名度向上.

サービス多様に」

功利用率:開始直後に土曜日の 2割程

度だったものが，知名度の

向上につれ 5割を超える勢

い(銀行)郵便局も土曜日

の6割近くに達した

(参考) 住友銀行は4月からほぼ全

屈に当たる 401庖舗でサー

ビス開始.ただし休日の利

用が全く見込めない企業内

。CD/ATMの利用
は，利用客にとって

は，銀行業務のセル

フサーピスと考え

られる(事務の軽減

とコスト削減)

CDは除いた.............・・・・・①企業 (J占舗)集合問題

! 銀行と郵便局との対決

-銀行……企業/庖舗網の充実が魅力・・・・・①企業(庖舗)集合問題

・郵便局…サービスの多様性(現金・・②提供サービスの多さ

支払い/残高照会のほか と手数料

に預け入れ可能)と無料

の手数(遂行コスト)の

無料化料が魅力

1 銀行対郵便局の対決に割って入った

形がクレジットカード・日曜祭日の

急な出費の際の引き出し(借入れ

ニキャッシング)は，キャッシング

から 5日後に決済すればいい小口

キャッシング・サービス.手数料は

1万円につき 50円で，サンデーバン

キングの他行利用と比較した場合.

4万円までならこちらが得

郵便局/カード会社…手数料の安さ・・・豆l低遂行コスト

銀行……………………庖舗数の多さ・・・④企業(庖舗)集合

※ どちらをとるかは利用者の日曜日の

過ごし方と，預金管理やローン間隔

による
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91/06/24 ・「機能充実.生保カード (MONDAY

NIKKEIlJ 

つ CD/AT}'Iによる提供サービス
工契約者貸付制度による現金引出

や返済

:f. カードローン

立l 年々積立てられる保険の配当金

引出しゃ配当金の残高照会

I 若い世代向けの生存給付金付き

保険の場合，契約後数年して出

る祝い金引出

二〉 電話による提供サービス

，T，カード番号を電話に入力し音

声メッセージに従って電話操作

すると.

-契約者貸付制度

・配当金引出，などの自動取引

が可能

(現金は数日後に銀行に振込まれる)

凸 その他のサービス

l工百貸出での買物/スポーツクラブ

の入会金'ホテルの宿泊料などの

優待割引

〔問題点〕

カード機能の充実に反して，利用可能

なCD/ATMの設置台数が少ないた

め.利用率が極端に低いこと・一一..........:}企業(宿舗)集合同

(参考)日本生命...ATM  1台当たりの 題

一日平均利用率は一

析T. カード 1枚;当た

りは年 1回以下
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91/06/26 ・「企業の振込予約.前日も受け付け三和銀，

サービス強イヒ」

〔提供什ービス〕

こ〉 企業からの振込予約受付を前日までと

し， これまで2日間で処理していた振

込予約子続きを一日短縮(7 月~)・・・・・・工時間的移動効用の増大

斗 「エキスプレス・ラインJ:窓口業務..I遂行コスト削減のた
の一本化・「預金の出入J!税金・公 めの業務合理化

共料金の支払い・送金jなど，融資

や資産運用の相談以外の全てのサー

ビスを 1つの窓口で提供 → 顧客

の待ち時間短縮化

A T~l を増設した結果. !預金の出

入j窓口の利用客は大幅に減少.

そのため「税金・公共料金の支払い・

送金j窓口だけに来庖客が集中す

る結果

1一部営業自で始まっているが.91 

年度末までには全国 150庖舗で実

施の計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・主企業 ()占舗)集合問題

91/07/01 ・「ダイエーファイナンスなどとカード提携

一千代田生命」

千代田生命保険は 2日からダイエーファ

イナンス.沖縄信販とカード提携する

斗利用カード・千代田生命の生保カー

ド

キ 提供業務 :貸付金や配当金の引出し

今営業庖舗 :両社のCD

. 9'イエー7マイナンス 108i台

・沖縄信販.... … 43台，

dt 2042台

1同生命がこれまで提携

している CD網と合わ

せてほぼ全凶をカバー

する..........................1企業(庖舗)集合問題
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91107/10 ・「日生がCD提携 JCB'日本信販と」
日本生命保険は. J C B (銀行系クレジッ
トカード最大手)と日本信販(信販大子)

とCD乗り入れで提携，月内に調印する
〔日的〕
.今後の個人年金保険の給付金支払い

増加に備えて.生保カ一ドの利便↑

を高め'現金引出しが手軽にできる
ようにするため
功利用カード :同社カード(約 40
万枚発行い内. 4万 2千枚がJC 
Bの. 1万数千枚がH本信販のク
レジット機能付加した提携カード

ただし
保険関係機能は日本生命のATM
103台のみで使用可能(利用頻度は
年一回/枚)

今提供業務:契約者借入金や配当金

の引出し

:tl本生命のAT.YIでは
JCB/日本信販の小
口金融サービスは受け

られない・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・工相互乗り入れではない

吟 営業庖舗:日本信販のAT1¥I -500台.
J C BのAT:¥I -150台.
計約750台・・・・・・・・・・・・・・・'"_2企業 (庖舗)集合問題

91/07/12 . Iホームバンキング，土・日・祝日も休み
ません富土銀行」

富土銀行は.*春からHBの士・日・祝
日稼働を実施する.他の都銀も追従する

見通し
中提供業務:I振込予約」…送金先と送

金額などのデータを銀行

に送ると，翌営業日に指・・JIAT:¥IとHBが使用
定先に自動的に振り込ま: 可能という意味では

れる(米年 4 月~) 営業庖舗の拡大

都銀白頭のAT:¥Iでは It長:‘之 HBで「振込予約」
込子約」が可能になった: が休日でも nJ能に
が(今年4月----，/~士 U 曜 l. : なったという意味で

HBでは土・日・祝日も; は，常業時間の拡大
使用可能に

可営業時間:午前9時~午後5時まで
こ〉手数料 平日と同じに設定予定
ご〉 導入目的:利用が見込まれる共働き

家庭などでも端末操作の

時間がほとんどないため，
都銀上校行で数千台〆 1
行に止まっていた販売台

数を大幅に増加させるた
め
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91107/15 . Iクレジットカード，海外サービス豊富に

電話

サービス

窓口

サービス

L 

(MONDAY NIKKEI) J 
海外旅行ブームの一段の盛り上がり状況

をにらんで.カード会社の海外サービス

も年々メニューが豊富になり，内容も充

してきた

〔主要なメニュー〕

凸電話・窓口サービス・

:カードの盗難/紛失の際の緊急②キャッシュカードの

カード発行(年中無休/24時間: 位置づけと基本的に

/コレクトコール受け付け)......: は同じ

事故や病気の際の緊急医療サー①変換機能及び移動機

ピス(年中無休/24時間受付/: 能が円滑に遂行され

コレクトコール). . . . . .. . . . . • . . . . . . . ~ るための支援システ

・その他…警察への連絡や弁護士: ム(予防コスト/失

の紹介なども........................ 敗コスト)

ゆ海外旅行障害保険 :銀行系ゴー

ルドカードの一部を除いて自動加

人一............................・・・・・・・・・号変換の失敗コスト

※ カード各社の海外での電話・窓口サービス

住友クレ ユニオンク ミリオン ダイナー
]CB D C アメァクス

ジット レジット カード スクラブ

オーバー

16カ所 12都市 13都市 9カ国II都市 26都市 シース・ア

(日本語) (日本語) (日本語) (日本語) (英語) シスタント・

サービス

サービス 147カ国

600都市
npデスク

各国のダ
トラベル

J C Bデスク オフィス 同上
6カ国8 サービスオ

60カ所 (ニューヨー デスクゴール (トーマス
都市

イナース

l部日本語 ド叶ーピス クックと
フィス 1--

ク・パリ=
(日本語)

オフィス
部英語)

日本語) 提携英語)
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91107/19 . Iかざすだけで改札OK. 無線式カード定
期J
(財)鉄道総合技術研究所は 18日までに，
無様式カード定期券と新型改札機の
開発に成功した.
ゆ仕様 1Cカード/無線カード

!偽造岡難
1通過駅を記憶するためキセ

ルも不可
1磁気カード式に比べ，定期
入れからいちいち出す必要

もなく.荷物がある時など
特に便利・・・・・・・・・・・・・…・….......T;遂行コストの削減

91107121 ・「あなたもいかが，次世代暗号.膨大な数字，
印鑑代わりに」
~TT開発の IESIGNJ
: I公聞かぎ暗号」と呼ばれる次世代暗号
を用い.膨大な数字を個人の印鑑代わ

りに使う電子印鑑を 7月初めに実用化
した
吟通信丈に特殊な数字を暗号として
付け，パソコン通信などで送ると，
受け千は通信文が確かに発信者本
人からのものか確認できる

に〉 デジタル署名とも呼ばれる電子印

鑑の暗号は百桁以上の膨大な数字

から成り. 1 Cカードなどに人力
巳〉 通常の暗号は受け手もそれを知る

必要があるが，公開カギ暗号ーでは

番号をしらl文!とも確認だけはでき
る

情報のデジタル化が進むと.デジ
タル情報は簡単に複製を作れるた

め.発信者や通信文の確認がます
ます重要になるため

! お金に日本銀行の認証用番号を付

けておけば，日銀の公聞かぎを使っ
て支払われたお金が本物と確認口J.・・・・工予防コスト

1 現金が暗号データに姿を変え，ポ

ケットの中の 1Cカードに納まる
ため，支払いの際には 1Cカード
を出せば.現金同様.その場で決
済可能・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ............<~遂行コスト (携帯性)

1 携帯電話と組み合わせれば「紙幣

が電波の姿になって空を飛んでく
るJ.. • . . . .. • . . . . . . . . . . . . • . . . . . . . . . . . . • . . . . . .豆空間的移動効用的問題
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カード・マーケテイング

. r前払いカード発行会社倒産.そのときど
うなる (MO."JDAY:¥IKKEI) J 
「前払い式証票規制法 (90年 10月施行)J
を受けて「汎用プリベイドカード」の景

場(昨年秋)

前払い式証票規制法J:規制対象を金・:J'法的環境[之公共的
額表示から度; な決済機能支援シス

数表示まで広: テムの知識的用具に

げた ; 相当すると考えられ

.消費者保護:る

の観点から ※「システム」の集

カード発行会: 計水準を拡張して

社に大蔵省へ; 理論の再構築を行

の届け出と登: う必要あり!

録を義務づけ:

るとともに，

カード l枚当 i
たり金額が千:

円を超える全;

てのカードに:

供託金(未使;

用残高の 2分.

の1)が必要，

としている-

発行会社が:

倒産の場合:

は，未使用:

カードを十寺:

つ消費者は:

供託金の還:

付を受けら:

れる

1ブリペイドカードは有価証券:ただし， Jfリi去・:
は.現在のプ

lブリペイドカード法)

合

「商品券取締法」

の改定

リペイドカー

ド時代を想定

しておらず.

不正な電磁的

記録の譲り i度
しを処罰でき

ない， との見

解もある
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91/07/25 ・「ブリベイドカードとポイントカード処理」
オムロンはプリベイドカードとポイント...})決済機能支援システム
カードの処理を兼用できる端末 iE T の物理的用具(設備的
lllJを 26日発売する.価格は単体で， 用具)にかかるコスト
56 ~ 64万円遂行コスト削減)

91/07/25 ・「繰り返し使用可能，プリベイドカードに
新型」
iE XカードJ:グローリー工業と小林記

録紙が共同開発
表面に印字でき. しかも
繰り返し使えるリサイク
ル型プリベイドカード
PET樹脂を基板に.表
面の一部に感熱フィルム
を張り，裏側が磁気記録
層
感熱フィルムに熱を当て
ると丈字や数字が浮かび
卜ーがり， カード利用者は
残高等を日で確認できる
.書換え//消去も可能で
5百rpl以上の繰返し使用
可能
!資源の有効利用=環境対
策に役立つ
! リサイクルでカード 1<1決済媒体の製造コス
枚当たりコストも低下: ト (c遂行コスト)
する (300円/枚)........

91/07/29 . i振込事故の賠償範囲は. 予見可能ならば
銀行に広い責任 C¥1ONDAY NOKKEI) J 
斗振込事故 l工銀行が事務処理上のミ

スをして.相子先のu
座に振り込まれなかっ
た........…・・…・4失敗コスト
I電信扱いとすべきもの;
を郵便扱いとして送金:
が遅れてしまった..

会解決策 :銀行側の手落ちがハッキ
リすれば手数料や振込代
金などは戻ってくる
T損害がない場合は.そ
こまででi斉む
文入金の遅れが理由で売
買契約が不成立の場合.
.予見可能……銀行に
賠償責任あり
-予見不可能…銀行に
賠償責任なし

! 同際ルールの整備へ

231-



カード・マーケテイング

91108/04 . i二次元コード，実用化に着手 (MONDAY
NOKKEI)J 
!バーコードの問題点:情報量が限定/

高い印刷精度が要求されコスト高/ス

ペースをとる

1二次元コードが解決

i P D F 417 J (オリンノfスシンボル)
FデータコードJ(シーアイシステムデザイン)
「カルラコードJ(カルラシステム)

1スーパーの POSに 顧客情報やプリベ...=r情報密度の高さによ
イドカード機能を組合わせられないか る遂行コストの削減

検討

91/08/06 . i信用情報の CI C， クレジット利用歴す
べて査録」
※ C I C :信販，クレジット会社など
が共同出資する信用情報センター (84
年設立)。従来のデータベース:会員クレジッ
ト企業から返済の延滞情報のみを

集め会員に提供〔問題点〕顧客の

名前・住所・契約情報などのほか.

3か月以!-.の返済延滞歴という「ク
ロ」情報のみ共通化

.¥特定個人の債務額や返済状況が

把握できず，一部の消費者の多

重債務が膨れ上がる原因とも

なっていた
二〉 新データベース「クレジットファ
イルJ......................................工業界環境は，公共的
-会員企業における個人の借入. な決済機能支援シス

返済状況を逐一登録 テムの知識的用具に

!企業が新規与f言の際，借入.返済. 相当すると考えられ
残高記録を全てチェックできれ る

ば.債務額が膨れ上がる前の il火 ※「システム」の集

色」段階で対応でき.融資の焦 計水準を拡張して

げつきを防止でき.多重債務の 理論の再構築を行

社会問題化もくい止められると う必要あり 1

みる〔問題点〕期限通りに返済

している「シロ」情報まで、全十一1:

に開示することは.消費者側か

らプライパシー侵害との反発も

予想される
.・.米国の信用情報会社が.新規

審査時の与信額に応じて提供
する情報の限度をつける，な

ど開示の基準作りも同時に進

め.消費者の理解を求る
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91108/09 . Iリボルピング専用カード，アメックスが
発行」
「オプテイマJ:リボルビング専用カード…①支払条件(時間的移

(米国では定着) 動機能)
:海外と圏内の一部商品(航…②決済資源の処分対象
空券・旅行クーポン券な となる商品集合
ど)に限定
・年会費一 3千円
銀行系カードへのリボル
ピング解禁に対応ただし
囲内の銀行系クレジット
カード会社に対しては海
外使用に限定(来年 6月
~)されるため，同様な
内容となった
:囲内のカード各社は加盟ー⑥遂行コスト(加盟庖
庖での伝票処理でリポル にとっては負担増
ピングに対応するため， 加)
アメックスの専用カード
との 2方式が並列するこ
とに

処務

資

津

峨

鰍

向日比

44一成

ト
の
ス

ト
コ

ど

は

行

な

-

下

遂

理

遂

@

①

 

と
叩
デ
ン
め
ズ
と
一
よ
き
・
・
品
ト
り
に
刷
ン
売
商
で
発

7
れ
つ

部
合
・
コ
高
一
こ
…
に
し
ぬ
料
ス
取
手
コ
別
「
会
な
ふ
の
切
立

本
噺
総
万
フ
に
ニ
る
…
増
理
た
衣
ホ
ら
入
た
フ
品
の
照
切
は
で
品
役

凧
の
制
オ
幅
者
す
…
急
処
た
い
は
か
'
い
オ
単
ど
に
適
汗
ま
し
く

続

を

T
捕
る
大
費
握
…
の
は
し
多
報
一
め
て
の
'
な
時
は
ボ
れ
プ
き

接

ム

T
d
d
す
を
消
把
一
量
で
断
が
情
タ
た
つ
舗
と
庫
瞬
者
ト
こ
ツ
大

N

テ
N
T
置
能
'
く
…
換
線
判
数
品
一
た
か
庖
る
在
が
当
い
は
ア
に

川
氏
ほ
附
設
機
で
早
一
交
回
と
ム
商
ユ
い
か
:
す
や
」
担

μ
能
に
ど

1

5

、
ン
陪

D
に
の
と
り
い
.
タ
衆
い
テ
の
ピ
て
日
果
乍
向
報
・
タ
性
倍
な
健

I

報
舗

S
舗
ど
こ
よ
狙
一
公
な
イ
ど
ン
し

1
効
制
動
情
る
を
合

8
止
ず
印

日

情

庖

I
庖
な
る
を
が
デ
り
れ
ア
な
コ
出
丸
新
を
上
品
き
注
総
~
防
は
約

庖
杭
舗
各
(

全

分

居

と

網

的

因

額

，

ズ

に

部

信

日

原

総

喧

一

り

本

通

新

新

資

ヵ

ニ

ぶ

ら

ル

刷

刷

投

一
び
年
か
タ

ほ
結

6
月
ジ
つ

Q
d
 

，
/
〆
/。onυ ny 

-233-



カード・マーケテイング

91/08/19 銀行P0 S.子数料 スライド制に」
二〉実施企業第一勧銀，三菱.住友.

富士の都銀4行
実施理由ースライド制手数料を敷く

地銀・信金などに比べ手
数料が高いと批判があり.
普及が遅れていた銀行P
OSを， リテール強化策
とする一環

実施内存:顧客の購買金額に応じて
徴収額が変わる...............j遂行コスト問題(加

:従来，一律 103円(固定 盟庖の決済資源の効

手数料)今後. 1品につ 率的な処分つまり分
き最低50円(税別).最 割の細分性問題)

高 100円(同).購買額が
5千 1円以上 1万円未満
は購買額の 1%を加盟府
から徴収し 1万円以上
は100円のまま据え置き
最低手数料は地銀・信金
より 30円高いが，そのほ
かは同じ水準

実施時期:9月末より試験的に京都
市伏見区の 2商庖街で実
施しその後，全国に拡
大する計画

91/09/03 . iC D// A TM日曜稼働，住友信託も実施.
来夏メド」
実施見送りの意向を示してきたCDλ
T:'vIのH曜稼働を来年夏をめどに開始す
る方針を固めた
つ見送理由:経費がかかるのみでほと

んど利用されない

こ〉 実施理由:22日から異業態間のサン
デーバンキングが開始す
るなど，一段とオンライ

ン提携が進み.今後，信
託各行と他業態間で日曜
日の CD../A TMの相互
利用が可能になる中で同

行だけが独自路線を続け
れば利用者の混乱を招き

かねない. と判断したた
め

都銀，地銀，第二地銀に続き.信託・守企業(J古舗)集合間
銀行も全行がサンデーバンキングの 題!空間的移動効用
実施に踏み切ることになる の増大
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91/09/04 ・12阿払い決済導入.地銀1¥ンクカード.

91109/05 

米月に」

全国地方銀行協会(会長・橋口収広島銀

行頭取)は地方銀行が発行するパンクカー

ドに 10月から 2回払い決済制度を導入
ゆ実施理由:従来 1凶払いとボーナ

ス払いだけ

今後 2回払いの機能を
加え.カードの利

便性を高め，会員

拡大や利用回数の

増加を狙う..一一.. .. . • . <1支払い条件(時間的

(参考) 移動効用の増大)

「パンクカードJ;多機能カード
-買物代金決済

.キャッシング

・預金引出し

が 1枚ででき
る

. 1カード社会の落とし穴.増える個人破産
に対策はl
〔問題)最近のカード破産で、は債務者に財

産がない場合が多いその場合「破

産宣告と破産の|司時廃止」決定に

より.債務の棒引き(免責)を申

請可能 = 1借り得
〔原同)法体系が，無担保のカード社会を
想定していなかった..................:j 決済機能支援システムの

〔対策 物煙的用具と知識的肘具

I法の再検討 ・消費者債務等調整法試案・ の制度レベルでの問題
(83年)........................; ※「システムーの集計ぶ

負債の一部を. 3年をめど: 準を拡張して用論の再
として返済期日と額を決: 検討を行う必要あり!

め返済すれば残りは免責

2インフラ対策信販系カード 通産省の監督下:

銀行系カード一大蔵省の監督下

消費者金融系ー ゥ

.¥縦割り行政の弊害が業:

界毎に独立の信用情報:

センター聞の相互デー・

タ交換を消極的にして:

いる

1縦割り行政の壁を超え

た総合的な対策

-235 



カード・マーケテイング

91109/19 ・IJ C B. ベトナムに進出.来月から加盟
庖本格開拓」

JCBはベトナムの銀行と提携し 10月

からベトナム国内で JCBを取り扱う加

盟庖の開拓などを始める.・・・・・・ー・・・・・・・・・・・・・・①決済資源の処分対象

ゆ進出理由:ドイモイ(刷新)政策に 商品集合の拡大と同

よる対外経済開放の進展 時に，決済資源の処

で日本人の訪問客が増加 分可能地域の拡大，

しており，現地でのカ一 つまり空間的移動効

ド需要が高まっているた 用の増大も

め

進出内容:ベトナム唯一のクレジッ

トカード代理屈業務を

行っている外為専門銀行

「ベトナム海外貿易銀行」

と18日に提携

:加盟庖獲得のほか，信

用照会，カード紛失・

盗難時の再発行，キャッ

シングなどのサービス

を提供する

: J C Bからカード業務

に関する指導員を派遣，

加盟庖を 20庖確保，信

用照会もテレックスを

利用して実施する体制

を整えた

進出地域:ベトナム以外にも，カン

ボ、ジア， ラオス， ミャン

マーなどへの展開も検討

(参考)ベトナムに直接進出するクレジッ

トカード会社は JC Bが始めて
(米国とベトナムの国交がまだ正

常化していないためVISAカー

ドは使用できない)
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91109/19 ・「カードローン. ATMで返済OK. 日本
信販，来月に設置」日本信販は信販業界

では初めてカードローン用にATMを設
置(10月11日-)する
ゆ利用カード : rマイ・ベストJ(毎

月27日返済/ 指定
口座から引き落とし)

とは別にATM専用
カードを新たに発行

業務内容 :現金引出し+ローン

返済

返済日が自由に設定

可能/返済は 1円単

位で受け付け(一定

額以上)/金利も完

全に日割り計算

利用者は余裕のあ

る月は早めに返済

して支払い利息も
軽減できる............工)支払い条件(時間的

(参考)大手消費者金融会社はすでにAT 移動の融通性を高め
M設置を始めているが，日本信販 る)

では事務処理の合理化だけではな

く一般のクレジットカードによる

ショッピングなど.他のクレジッ

ト商品にも応用を検討

91109/26 . r住友生命.来夏から CD乗り入れで提携」
ゆ提携企業ダイエーファイナンス，

東京シティファイナンス

の2杜
提携内容 :CD乗り入れ

:日本生命のカード保有者

は来年 7月から全国約
千五百台の CDで契約者
借入や配当金の引出しが
できる....一一..................J'企業(庖舗)集合間

使用CD:住友生命…………約40台 題ただし相互乗り入

(93年度までには約 70台増設し 106台に) れではない

ダイエーファイナンス・.1090台
東京シティ77イナンス......330台

手数料 :ダイエーファイナンスな

どは契約者から，
206 円/回を徴収.............~:遂行コスト
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91/10/19 ・iA T¥1で¥TtvIC預金.三和銀行，一部支

市で新サービス(18 日 ~)J

。業務内容・預金者がAT 1-1に通帳と...工遂行コスト削減(白
お金を入れて預入期間を 動化)と遂行・失敗

指定すると，コンビュー コスト削減 l高金利

タが規制金利定期と ¥11¥1 預金の自動選択)

Cを比較し金利が高い

方の商品を自動的に選択

する

業務時間:8:45am ~ 6:00pm (普通預

金と同じ)・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・玄営業時間

三和を含め一部都市銀行は規制金利

の定期預金にATMでお金を入れる

サービスをしているがお1¥ICは最初

91/10/29 ・「金融自由化に対応.業務のシステム化競

う (91.4. 18参照)

ニシ ポスト第3次オンライン

キ EB (FB/HB) 

二〉 サンデーバンキング. 7業態，相任..1企業(庖舗)集合

乗り入れ

[ 7業態〕

-都銀 12行 (B.'¥:'¥CSlー-

.地銀

・第三地銀協会加盟行

信用金庫 -+-¥1 I C S 

.信月j組合

・農業協同組合

. 1誌託銀行三菱と安田のみ来麦から住友
!信託銀行以外の金融機関は

全ての業態と提携している

が信託銀行は都銀との提携

のみ(→90.8.l0のチェック表参照)

1郵便同も¥1I C Sに不参加
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91ll 04 . i生保カード.契約者にアピール.信販などと CD提携」
〔生保カード〕

吟 業務内容:工契約者貸付金の引出し 1積立配当金の引出
し/残高照会 Iカードローンの利用，など

導入目的:工サービス向上による顧客開拓.互個人情報の

管理.主総合金融期間を目指す上での重要な

戦略となりうる

[C D A TM提携〕。提携目的:自社ATMが少なく十分なカード利用機会を提
供できない(大手クラスで百台)

提携企業:工日本生命with日本信販とJC B ・ ~70 台の CD .H ~1 
玄第一生命 with ジャックス国内ml~等は…I;t ~OOO 台)Æ VJ(D .H~1 
豆住友生命withダイエ-77什ンス!東京シ子i77イナンス

計1500削)CD.H¥1 

(共同ATMネットワーク構想〕

己〉 来年 10月に首都圏・大阪を中心に共同A.T:¥1機 50台。ネットワーク化に備え.明治生命や朝日生命などもカード
化に努めており.普及競争に拍車がかかる

91/11，10 ・「ホームバンキング・サービス，普及へ各行アイデイア比べ

(九IONDAY~IKKEI) J 

※各都市銀行のホームバンキング比較

銀行名 ホームパンキングの名称 電話機の価格 契約件数
(照会 機振込 振能替除く i

第一勧銀 ハートのホットライン
X 型型 50.000 円円 2万 9月末 ホームショ yピング。Fl¥'J 4iOOO チケ yト予約

太神戸三井 スーパー'サテーレビホスン
ノtンク

52.000円 2万5千 10月末 パソコン通信 留守喬電話

富士
トータルホームサービス 88.000円 l万 10月末 な資んで産運も情用相報談BOX ICFλX 

三菱
テレパンク。 55.000円 2万4千 10月末 会計情報金融経済情報
テレパンク・シニア

協和崎l; テレライン 50.000円 l万 10月末 振込・振替の前日予約

三和 三和テレプラスサービス 56.000円 l万6千 9月末 磁プ気リカンータドーリ標ー準ダ装ー備

住友 テレホンライン XT 型型145 07 . 0000 0 0 i円q 4子 10月末 振込・振杯予約サービス

大和
マイ・スタッフ・ 55.000円 5千 10月末 プリンター標準装備
テレホン

東海 ハローハンクサービス 50.000円 6千 10月末 ローン 当座i豆斉T避の
借入・

北海道拓殖 速ソテ)し 55.000円 l千 9月末 プリンター話標予準帳装備
電子屯
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91111125 . r磁気カード利用の顧客管理システム，テツ
ク電子が開発」
ゆ名 称:r新ママさんカードシステム」
販売対象:小売屈のマーケテイング向け

機能内容:顧客に磁気カードを渡しデー
タベース化・・・・・..........・・・・・・①購買から発生する情報

:POSシステムとの連動決済機能はなし)
でパソコンにより顧客別:
販売状況を分析・・・.....

:顧客データベースは販売:

地域コードや家族数，購:

入金額など25項目の中か:
ら任意検索が可能.....

:顧客別の月間・累積購入:

金額や来庖回数，商品部:

門ごとの購入金額や構成:

比なども把握可能..

:来庖客数や売上金額から:

地区内での集客度を算出:

したりチラシ配付地区と

来庖客との関係なども分:
析可能..

:スタンプサービス機能な

ども付加

91112123 . r国家公務員給与.郵便局口座への振込可:..1決済資源(この場合
能に」

大蔵省と郵政省は. 22日に. 92年度から
国家公務員の給与振込先に郵便局の郵便

振替口座を利用できるようにすることで

合意.郵政省は大蔵省， 日銀などと調整

したうえで関係省令の改正を急ぎ. 92年

秋には実施したいとしている

今民間企業や地方公務員はすでに郵便

局を給与振込先に利用できるように

なっていたが，民間金融機関を給与

振込先に利用している国家公務員(自

衛官，郵便局職員を除く)は，全体

の45%で，残りの 55%は現金の直接

支給を受けていた

給与振込先の選択肢が拡大

百万人を超える国家公務員の給振口

座の取扱い開始は流動性預金の獲得

と同時に，定期性預金拡大に繋がる

だけに.郵貯と民間金融機関聞の新

たな摩擦の種となりそうだ
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は給与)情報の保管

先の選択肢の拡大

& 
給与の保管および移

動に伴う活動とリス

ク削減=遂行・予防

コストの削減
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91/12/26 ・iJ C B. 来年4月にも台湾でカード発行」
J C Bは台湾のクレジットカード会社，
連合クレジットカードセンター (NC C 

C) と提携し早ければ来年4月にも発

行を開始する

つ進出理由台湾は旅行ブームで日本

への旅行者も年間 60万

人以上に膨らんでいるた

め，現地発行で台湾の人

や海外旅行者のカード携

帯ニーズを取り込む・・・・・・・・・:主基本的には台湾人向

:日本から台湾への渡航者: けの政策であるが，

は年間百万人を上回って: 日本国内の JC B 

おり，現地発行により J カード利用者の台湾
CBカードの知名度を上: での利用の便宜性を
げる・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 高める目的もある

進出内容台湾では地元の銀行が共 (遂行コストの軽減

同出資で設立したNCC =JCBカードの受
Cにカード業務を集中 入れ体制強化)

させており，海外のクレ

ジットカード会社も現地

発行する場合.原則的に

NCCCにカードの発行

加盟庖.債券管理などカー

ド業務を委託することに

なっている

-そのため，これまで中国

商業銀行に委託していた

代理店業務をNCCCに

移す

:日本からの旅行者がJC 
Bカードを現地で使用す

るために同社が台湾に確

保した約 6千自の加盟庖

も同時にNCCCに移管

する
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91'01¥13 ・「本格的な「サンデーバンキング時代Jへ(セコム商品企画室長
(広告) 小河原俊二)J 

! 金融機関は，機械化により「事務の合理化〆省力化JI窓I1業務
時間外の営業JをH指す

! コンピューター・通信技術Jの発達を背景に. CD AT~Iの普
及と性能¥I1J上.セキュリティー技術の進歩が.消費者の利便性

肺lトーにつながるサービスを生み出してきた

[C D ノ c¥T);1の歴史〕

上最初のCDの登場:1969年.銀行内に置かれたロビータイプ
のオフラインCD

2. オンライン CD : 1971年から稼働
3.全銀オンラインCD : 1973年に応外オンライン CD/ノオンライ

ンAD(現金自動預入機)設置
4. 第2次オンライン:1975 年に ~C S (日本キャッシュサーピ

ス)が稼働し金融機関の無人化

5. A T ~\'lの出現 :CD と AD の一体化により機械化防舗へ

の道具立てが揃う

その結果，無人営業を前提としたキャッシュコーナーの機械化と

オンラインCD網構築・普及へ
・1980年 :SICS ・・・6都銀キャッシュサービス

TOCS ・・.;/jI)}Rオンラインキャ yシュサービス
SCS 第二地銀全[1CJCDネットサービス
ACS 地銀全同CDネットサービス
S.'¥C S ...しんきんネヅトキャッシュサービス

. 1983年:S 0 C S .・・信託銀行オンラインキャッシュサービス
・1984年 :BλNC S'"都銀キャッシュサービス lS 1 C Sと

TOCSの一本化)
6. C Dの休日稼働 1985 {f...第二上曜日休業に伴うCD稼働J

: 1986年…第二・第三十曜日休業に伴うCD稼働
: 1989年-完全週休二H制実施に伴うCD稼働
: 1990年…|曜日のCD稼働時間の延長15月19日____:1

〔ホストコンビューターの技術進歩〕

・サンデーパンキングでは全国のCD λT~Iを利用者が操作す

ると.即座に残高など銀行のホストコンピューターのデータ

ベースを更新しその結果を利用者に送伝するオンライン・ト

ランザクション処瑚 (0LT P)が行われる
・・・汎用機では. このOLTP機能が一段と ¥r1J上.単位時間当た
iJの処理能力が高まっている

コストパフォーマンスや耐故障性に優れたOLTP専用機
も. さらに長所に磨きがかかる
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〔セキュリティーシステムの進歩)

-防犯ノノ防火管理を主体とした機械警備システムから先端技術を

導入した無人営業管理システムへと進化してきたこれを可能と

するためには'¥庖舗全体の防犯・防火管理

Z白動開閉屈を行うための設備制御
I'c D/A TMの安全対挺
生CD/ A T¥;Iおよび設備の障害対応

言利用客の安全対策

台利用客への対応

Z現金補填.
など様々なセキュリティー対策の実施と

運営体制の確立が不可欠

!各警備会社が提供するサービス

. i無人営業運行管理システムJ: C D .-¥ T ~I コーナーの出入
日の開閉.空調設備・照明な

どのオン・オフ. ターミナル

コントローラー. CD. AT  

:¥1などオンライン機器の電

源オン・オフなど

C D .-¥ T:t-，Iコーナーの在

留者検索機能

設備の異常監視機能

C D .-¥ T ~'I の現金切れ監

慌機能

利用者の安全対策を含めた

CDi.-¥T¥Iコーナーの防犯

防火管理

現金補填やメンテナンス時

の入手主管理機能

. iC Dプロテクター:C D .-¥ T ~Iそのものの構造

強イヒ

. i静11-.画像伝送システム:I百舗4犬況の迅速で、正確な把握
「現金補填システム」

. iC D障害対処システム機械系トラブル.残官物の除

去Jl.回収.保管

「オートホン'乏付サービス金融機関の代行サービス

※ コンビューター.通信を始めとする先端技術を駅使して省人化し効本的

かつ適正なコストでの提供が課題

-243 



カード・マーケテイング

??/??/?? ・i2回払いの国際カードですc [D Cカード
(広告 2J誕生。」

O 支払い条件 :4つのメニューから選

べる

①「翌月一括払い」・・・・・・・・・・・①時間的移動効用の増大

②「ボーナス一括払いJ...: 
③ i2ヵ月払いJ.. 
④「ボーナス 2回払いJ...: 

??/??/?? ・i3月 1日から夏のボーナス一括払いス
(広告) タートです。住友カード」

ゆ支払い条件:2つのメニューから選

べる

①「翌月一括払いJ........:.①時間的移動効用の増大
②「ボーナス一括払いJ...: 

円/??/?? ・irはい，家計診断もいたしますJあなたの
(広告) 暮らしに一番近い.生活便利カードOMCJ

今年会費 515円
業務内容:子供の教育資金やマイホ一一①決済から生じる情報

ムプランをはじめ，老後 などを組み込めばさ

資金なと家庭経営のマ らに効果大

ネー管理を詳しく分かり

やすくチェック&アドバ

イス

??/??/?? ・「お得な市外電話を.持ち歩いてくださ Lミc
(広告(0070/日本高速通信」

中 クレカ :プライベートなクレジッ

トコール専用カード

ウェルカ:ビジネスに最適なオート

ダイヤルー専用カード・・・・・・・・・工ダイヤルする手聞が

省ける=遂行コスト

の削減

86/12/02 ・「快適な旅のパートナー. TDAウイング
(広告) カード」。支払い条件:航空券.ナイスウイン

グ商品の支払いは，

工 i 1回払い」・・・・・・・・・・・・・・:・・工時間的移動効用の増大
空「分割払い(2. 3. 6.: 
10. 20回)J..... 

互「ボーナス一括払いJ. 
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85/06/07 ・「サンワなら平日午後6時までカードで振

(広告) 込受付. サンワATM振込J........一-・・・・・・CI営業時間問題
ゆ取扱時間:平日午前 8:45~午後 6∞

土曜日 午前 9:00~午後 2:00

88/07/11 ・「国際電話が自宅から会社払いでかけられ

(広告) ます (KDD)J・・…...・・…一...…・・・-一・・…・・①空間的移動効用の増大

中外国の相手先のオフィスアワーに合

わせて，深夜まで残業する必要はあ

りません。

89/12/25 ・「近畿圏の共通券.愛のタクシーチケットJ..②空間的移動効用の増大

(広告) 功 利用範囲:全国個人タクシー 31，500台

全国法人タクシ- 21.080台，

に利用可能

90/05/19 ・「あっ，公衆電話が，カードが，変わった」

(広告) 功利用範囲航空機/列車/船舶・パ

ス公衆電話..一....................・・・・・・・・・①空間的移動効用の増大

91107/31 ・「同じようで¥ こんなに違う。 (NTT)J・・・・・・①設備投資コストおよ

(広告 q 一般ネットワーク:個別プロトコール び遂行コストの軽減

キャプテン使用 :統一プロトコール
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日経新聞 I複合効用 存在領域」解説用事例集

掲載月日 内容 コメント

90/0619 ・i1，j販カードに銀行CD開放」一政府は 工大型自側:
クレジットカード業界の規制結和や支援 複数のクレジット

を促進 カードを受入れ日J

O ノンバンクの健全な育成 能なため.顧客の

こ〉銀行とノンバンクの業務の垣根を 対象が拡大

徐々に低くし相互乗り入れ部分を増 消費話側:

やすことで利用者の利便性を高める 庖舗集合の拡大で

.・.大理広での利用が流通系カードと銀行系 あると同時に，複

カードに限られていたケースが多かった 数種を所持する消

が.今後は信販系カードも利用可能 費者は使い分けが

より可能になる

王[，;J 今機能 (~J :クレジット)のカードを俊数枚所持することは.

・一つのカードで対応できな¥，，j"，暴合， f也のカードでカバーできる(ブダ

ベストで¥'I Sλが使![Jできずマスターが使用可だったj

種以卜ーのカードが使用できる場合も.機能や特典のj主により状況に

合った使L、分けができる

90/06/24 ・ 「日米“生活構造"改善要求リスト」

9007/15 

米国:公共料金の自動振替不可 給与の I銀行の白動振替や
自動振込少ない 自動振込の制度は，

日本:夜間，休日に銀行が利用できな カードシステムで

い送金手数料高い はないが.決済の

利便性を高める意

味がある

C 銀行の自動転答や自動払込の制度は.銀行POSやクレジ y トカードシ

ステムの引;と考えることができるニ振苓・入金作業の日動化

「技術進歩と制度の食い違い 東海大教

授 'Efiit ー」コンビュータは人間と違
って飯を食わなくても働けるし，レンタ

ル料が」時間でいくらというくらいに高

価なものだから，どうやって稼働率を上

げるかが問題 行政当局の指導で銀行の

CD端末を休日や夜間に止めているとの

こレ

~246~ 

1消費者にとっては，

複数種のカードを

持つことは.例え

ば休日や夜間に使

用できないとして

もクレジットカー

ドなどで補える

(ただし，現金が必

要な場合は同る

己〉キャッシング、の利用)
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90/07.20 ・「広銀，銀行POS大幅拡大」日曜，祝 "1、日曜・祝日の処置

日には20万円までの貸越枠を設定 は，理論的にはクレ

ジット機能になる

(このような場介.銀行POSであっても.銀行のキヤソシュカードには.

キャ yシュカート、機能+銀行POS機能+クレシット後能 l限定)の多

機能を持つことになると与えられる

900721 ・「地銀64行， 23!::lから国際パンクカード 1キャッシュカー

を発売J:バンクカード・インターナショ ド十クレジットカ

ナル既存のパンクカードに ]CB ード=多機能化

V 1 S A マスターの 3種類のクレジッ

トカードの機能を付加

Eキャッシュカードと長った場合，現金引出し 振込・振替 残高照会な
どの機能を含んだものとする

9008 13 ・「複数の通貨を合わせた変わり種外貨頂 工預金 貯蓄の一形

金」例:シティパンクの「ワールドミッ 態

クスJ-5通貨(￥，米 S，豪州、同，ニ
ユージーランド$，英E) に円を均等配

分することで，外貨預金のネックである

為替変動によるリスクを続手IJ，かつ円の

定期預金よりも高金利

90'08.22 ピル内キャッシュレス」 竹中工務自 12種類の決済機能

日本信販，沖電気工業の 3社は共同で の複合化と +α

「クリスタルタワー(大阪市)J用の 1C ( 1 D 情報の利用)
カードを開発

ゆ クレジット機能(ピル内の飲食施設

で利用)

亡〉 プリベイド機能(ピル内の飲食施設

で利用)

吟入退出時のキー

決裁手段とビル管理の 2つのニーズ

を初めて一枚のカードで満たす
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90/08/27 I 1 Cカードでクレジット，商庖街で初 CI: 2種類の決済機能
の導入」烏山駅前商庖街振興組合は， J の複合化と +α
CB 日本信販/大信販および富土通と (スタンプ機能)

組み，同商庖街発行の 1Cカードにクレ ⑤スタンプ機能をどう

ジット・カード機能を持たせる 位置づけるか?

IIC-CARDIAJ スタンプ機能 -付加価値?

:プリベイド機能
-情報機能?

:クレジット機能
子重の貯蓄機能予

90/11/14 「カード払い 3方法OKJ一流通システ 主3種類の決済機能
ム開発センター(通産省の外郭団体)が開 の複合化

発した「総合POSカード消費者は，
買い物の際に，一枚の磁気カードで，

-クレジット(後払い)

-銀行P0 S (販売時点払い)
-プリベイド(前払い)，の3通りの支払
い方法を選択できる

これまでのように支払い形態ごとに

別々のカードを持つ必要がないため，

利便性は大幅に高まりそうだ

lε1 ※多機能カード(= 

複合効用の創出)

のパターンは左図

の通り

!と守のパターンが利便

性が高L、かは，一概

に言えないのではな

いか?ただし，一枚

に纏める事自体に

は，手Ij便性はある?

(図中V)

90/12/10 「カード各社，日本語で情報ノ慣れぬ海 ①の効用が低下または

外，言葉が不安」 Oになったときの処

!カードの紛失・盗難による24時間以内の 理

緊急再発行

/主キャッシュカードと同様の論理
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91/01122 ・「ホームバンキング，都銀上中位行出そ XCD ATM機能の

ろう」 内部化

⑤銀行のホームバンキングの制度は，銀行POSやクレジットカードシス

テムの一部と考えることができる=振替・入金作業の自動化

91/03/11 ・ 「カード，返済金払って解約」 工Jカード枚数削減の基
1複数枚持っているカードを処分し・本化 準

したい場合は，個人のライフスタイルに

合わせてカードも選択すべき

¥・クレジットカードは，発行元の業態によっ

て独自のサービスが付いていて，その付加

価値で各業者が競い合っている

芝、 a枚のカードで一人のライフスタイル全般をカバーすることは，困難な

ため，用途に花、じて必要長小限のカードを復数枚持つことになるだろう

問題は，どれとどのカードを取捨選択するか

91105/09 . i 1 Cカード端末標準化一日本規格協会」 ①多機能カードによる

91106/04 

日本規格協会(通産省の外郭団体)は， 1 複合効用創出のため

Cカードの端末機であるリーダー・ライタ には，カード自体の

ー(読み取り・書き込み装置)の標準仕様 標準化に加え，端末

案を纏め， 6月に発表する の標準化が必要にな

や異なるメーカーのリーダー・ライター る

には同ーの ICカードが使えないとい

う問題の解決を狙った世界初の試み

「貯金・住民票取得.同じカードでOKJ U多機能カードによる
「出雲市・郵便貯金ジョイントカー 複合効用=キャッシ

ド出雲市総合福祉カード」と郵便 ュカード+1 D機能

貯金キャッシュカードの共用カードの取

扱いを10日から開始すると発表

凸保有者の健康情報の記録や身分証明

書の代わりに利用できる (1C部分)

り郵便局で通常郵便貯金の預け払いや

残高照会にも利用可能(磁気テープ

部分)
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91/07/05 「出光興産・出光クレジット，ぴあと組

み多機能カードJ
「出光Mカードクレジットカード機能

:出光が得意とするモータ

ースポーツ分野の最新情

報の提供 一般では入手

0:これは多機能化と
L 、うよりはクレジ

ットカードが利用

できる商品分野の

拡大である

また，情報提供は

しにくいパドックチケッ カード利用促進の

ト販売ぴあの音楽部門 ための手段である

を中心としたチケット販 多機能カードとは

売を加える 言えない

91'08/19 . i海外赴任中の資金管理に留守番サービス」 工銀行口腔が持つ機能

:U座の管理(=入出金の管理を銀行が を利用者白身が操作

代行) するのではなく.銀

ゆ定期的支払い(税金・保険料・ロ一 行が代行する

ン等)の振込 !セルフサービス化と

り臨時の支払いや資金の取り寄せは， は逆の発想、ゆ機

専用依頼書の郵送かファクシミリ， 能遂行にかかる労力

テレックスで指示 などを顧客が行うか

ゆボーナス・株式の配当・賃貸住宅の 銀行が行うか，将'*

家賃の口座入金 的には機械によって

り銀行が預金残高をチェックしながら 自動化されるか，で

最も金利の高い預金を選び，預け替 ある

えてくれる . .コスト問題

吟 入出金の明細書や預金残高表は毎月 (特に分担)

ごとか3か月ごとに赴任先へ郵送

91/08/31 ・「鳥取県日野商丁.協組，新型カード発行」

己> 9月:ポイントを記憶するスコアカード lヱ一同体が複数種類の

「おしどりポイントカード」 カードを発行するケ

ピ> 10月 1~36回分割のクレジットカード ース

ピ> 12月:プリベイドカード

戸
吋

υ
ワ】
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91112/23 . I銀行P0 S，京都市で来春実用化 ::1>同体が単一カード

広告

広告

広告

仏r十、王口士二

広告

Cカード使用」 で多機能を遂行する

西新道錦会商庖街振興組合・壬生京極会 ケース

商庖街 沖電気工業 大日本印刷の共同

開発した「総合POSシステム」
:通産省の外郭同体である流通システム

開発センターが今年 5月に提唱した新

しいカードシステム

ゆ クレジyトカード機能 } 

ヰ プリペイドカード機能 1一枚のICカードに集約
斗 ポイントカード機能 } 

「僕たちのNICOS GOLD~J!生」

:海外緊急再発行サービス

IKCカードのKC D E S KJ 

:KCデスクが日本語でお手伝い(工)

:セクレタリーサービス(工)

「ミリオンカード」

:ミリオンハワイセンター (J)

: ‘週間スピード発行(亘)

「住友カード」

:グローパル・アシスタンスサービス(工)

:住友・アロハ・アンサリング・サービス(工)

:緊急(カード再発行 キャッシュ)サービス(z)

「はい，家計診断もいたします」

主カード内情報の活用と繋がれば情報機能

主カードの効用が低下

または Oになったと

きの処理

Iカードの効用を最大
に発揮させるための

促進機能(活動)

Tカードの効用を最大
に発揮させるための

促進機能(活動)

.2.カード所持のための

マーケティング

1カードの効用を最大
に発揮させるための

促進機能(活動)

Zカード所持のための
マーケテイング

，1カードの効用を最大
に発揮させるための

促進機能(活動)



カード・マーケテイング

〔多機能化とカードの集約化の関係〕

90/11/14 . Iカード払い， 3方法oKJ 一流通シス 工3種類の決済機能の
テム開発センター(通産省の外郭団体) 複合化

が開発した「総合POSカード」
1消費者は，買い物の際に，一枚の磁気

カードで，

-クレジット(後払い)

-銀行P0 S (販売時点払い)

・プリベイド(前払しミ)，の 3通りの支

払い方法を選択できる

.¥これまでのように支払い形態ごとに

別々のカードを持つ必要がないため，

利便性は大幅に高まりそうだ

:Sl I 出-~，王監|祐料ふ砦| ※多機能カード(=

(単一団体/単一カード)

複合効用の創出)

のパターンは左図

の通り

1どのパターンが利

便性が高いかは，

一概に言えないの

ではないか?

ただし，一枚に纏

める事自体には，

利便性はある?

(図中V)

91/12/23 . I銀行P0 S，京都市で来春実用化 I 工一同体が単一カード
Cカード使用」両新道錦会商庖街振興組 で多機能を遂行する

合・壬生京極会商庖街沖電気工業大 ケース

日本印刷の共同開発した「総合POSシ

ステム」

:通産省の外郭団体である流通システム

開発センターが今年 5月に提唱した新

しいカードシステム
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90/08/22 ・ 「ビル内キャッシュレス」 竹中工務庖， くD--団体が単一カード
日本信販，沖電気工業の 3社は共同で で多機能を遂行する

「クリスタルタワー(大阪市)J用の 1C ケース
カードを開発 ②2種類の決済機能の

O クレジット機能(ピル内の飲食施設 複合化と +α(1D 

で利用) 情報の利用)

中 プリベイド機能(ビル内の飲食施設

で利用)

今入退出時のキー

決裁手段とビル管理の 2つのニーズ

を初めて---枚のカードで満たす

90/08/27 . I 1 Cカードでクレジット，商庖街で初 ① 2種類の決済機能の
の導入」 複合化と +α(スタ

烏山駅前商庖街振興組合は， J C B /日 ンプ機能)

本信販ノ/大信販および富士通と組み，同 ⑤スタンプ機能をどう位

商庖街発行の 1Cカードにクレジット・

カード機能を持たせる

IIC-CARDIAJ スタンブ機能
:プリベイド機能

:クレジット機能

90/07/20 ・ 「広銀，銀行POS大幅拡大」

置づけるかっ

・付加価値 9

.情報機能フ

・一種の貯蓄機能?

日曜，祝日には20万円までの貸越枠を設定 w日曜・祝日の処置
は，理論的にはクレ

ジット機能になる

主このような場合，銀行POSであっても，銀行のキャッシュカードには，

キャッシュカード機能+銀行POS機能+クレジァト機能(限定)の多

機能を持つことになると考えられる

91108/31 ・ 「鳥取県日野商工協組，新型カード発行」 ①一団体が単ー」カード

Q 9月:ポイントを記憶するスコアカー で多機能を遂行する

ド「おしどりポイントカード」 ケース

Q 10月 1~36同分割のクレジットカ

ード

Q 12月:プリベイドカード

。クレジ、ットカード機能 l 
に〉 フ'1)ペイドカード機能 J一枚のICカードに集約

O ポイントカード機能 ) 
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(単一団体複数カード)

90/07/21 ・「地銀64行， 23日から国際パンクカード 主一団体が単一カード

を発売」 で多機能を遂行する

「ノfンクカード・インターナショナ ケース

ル既存のパンクカードに JC B V~2'キャッシュカード+
1 S A マスターの 3種類のクレジット クレジットカード=

カードの機能を付加 多機能化

とキャッシュカードと言った場合，現金引出し 振込・振替 残高照会な

どの機能を合んだものとする

(複数団体単宇カード)

91/06/04 貯金・住民票取得，同じカードでOKJ I複数団体が単・種の
「出雲市・郵便貯金ジョイントカー カードを発行するケ

ド出雲市総合福祉カード」と郵便 ース

貯金キャッシュカードの共用カードの取 Z多機能カードによる
扱いを10日から開始すると発表 複合効用キャッシュ

ゆ保有者の健康情報の記録や身分証明 カード+rD機能

書の代わりに利用できる(1 C部分)

。郵便局で、通常郵便貯金の預け払いや
残高照会にも利用可能(磁気テープ

部分)

(複数団体複数カード)

90/06/19 ・「信販カードに銀行CD開放」 政府は

クレジットカード業界の規制緩和や支援

を促進

凸 ノンバンクの健全な育成

中銀行とノンバンクの業務の垣根を

徐々に低くし相互乗り入れ部分を増

やすことで利用者の利便牲を高める

大型出での利用が流通系カードと銀

行系カードに限られていたケースが

多かったが，今後は信販系カードも

利用可能

工大型庖側:

複数のクレジットカ

ードを受入れ可能な

ため.顧客の対象が

拡大

消費者側.

府舗集合の拡大であ

ると同時に，複数種

を所持する消費者は

使し当分けがより可能

になる

E同 A機能(例:クレジット)のカードを複数枚所持することは，

今つのカードで対応できない場合.他のカードでカバーできる(ブダ

ベストでV1 S A.が使用できずマスターが使用口Jだった)
・2種以上のカードが使用できる場合も，機能や特典の差により状況に

合った使い分けができる
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9U03ill ・ 「カード，返済金払って解約」 ①カード枚数削減の基

1 複数枚持っているカードを処分し一本 準

化したい場合は，個人のライフスタイ

ルに合わせてカードも選択すべき

クレジットカードは，発行元の業態によ

って独自のサービスが付いていて，その

付加価値で、各業者が競い合っている

、枚のカードで守人のライフスタイル全般をカバーすることは.困難な

ため，用途に応じて必要最小限のカードを複数枚持つことになるだろう

問題は，どれとどのカードを取捨選択するか

90/07115 . I技術進歩と制度の食い違い 東海大教 工l消費者にとっては，
授唐津ー」コンピュータは人間と違 複数種のカードを持

って飯を食わなくても働けるし，レンタ つことは，例えば休

ル料が一時間でいくらというくらいに高 日や夜間に使用でき

価なものだから，どうやって稼働率を上 ないとしてもクレジ

げるかが問題行政当局の指導で銀行の ットカードなどで補

CD端末を休日や夜間に止めているとの える(ただし，現金

こと が必要な場合は困る

Oキャッシンクゃの利用)

(その他)

91/05/09 ・11Cカード端末標準化一日本規格協会」 工多機能カードによる

日本規格協会(通産省の外郭団体)は， 複合効用創出のため

1 Cカードの端末機であるリーダー・ラ には，カード自体の

イター(読み取り・書き込み装置)の標 標準化に加え，端末

準仕様案を纏め， 6月に発表する の標準化が必要にな

や異なるメーカーのリーダー・ライター る

には同ーの 1Cカードが使えないとい

う問題の解決を狙った世界初の試み

91/07/05 ・「出光興産・出光クレジット，ぴあと組 工これは多機能化という

み多機能カード」 よりはクレジットカー

「出光MカードJ:クレジットカード機能
:出光が得意とするモータースポ

ーツ分野の最新情報の提供

一般では入手しにくL川ドックチ

ケヅト販売 びあの音楽部門を

中心としたチケット販売を加える
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ドが利用できる商品分

野のJ広大である
また，情報提供はカ

ード利用促進のため

の子段である

.・.多機能カードとは言

えない
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〔各種決済機能の内容の豊富化〕

(自動判断)

90/08/13 . I複数の通貨を合わせた変わり種外貨預 1)預金貯蓄の」形態
金」例:シティパンクの「ワールドミッ

クスJ-5通貨(￥，米$，豪州、!$，ニ
ュージーランド$，英E) に円を均等配

分することで，外貨預金のネックである

為替変動によるリスクを緩和，かつ円の

定期預金よりも高金利

(自動化とセルフサービス化)

90/06124 . I日米"生活構造"改善要求リスト」米国: ①銀行の自動張替や白
公共料金の自動振替不可/給与の自動 動振込の制度は，カ

振込少ない日本:夜間，休日に銀行が ードシステムではな

利用できない/送金手数料高い いが，決済の利便性

を高める意味がある

ε銀行の自動振替や自動振込の制度は.銀行POSやクレジットカードシ
ステムの A部と考えることができる=振替・入金作業の自動化

91/08/19 ・「海外赴任中の資金管理に留守番サービス」 工銀行口座が持つ機能

:口座の管理(=入出金の管理を銀行が を利用者自身が操作

代行) するのではなく，銀

ゆ定期的支払い(税金・保険料・ロ一 行が代行する

ン等)の振込

中臨時の支払いや資金の取り寄せは，

専用依頼書の郵送かファクシミリ，

テレックスで指示

功 ボーナス・株式の配当・賃貸住宅の

家賃の口座入金

ゆ銀行が預金残高をチェックしながら

最も金利の高い預金を選び，預け替

えてくれる

O 入出金の明細書や預金残高表は毎月

ごとか3か月ごとに赴任先へ郵送

1セルフサービス化

とは逆の発想

亡〉 機能遂行にかか

る労力などを顧

客が行うか銀行

が行うか，将来

的には機械によ

って自動化され

るか，である

コスト問題

(特に分担)

91/01/22 ・「ホームバンキング，都銀上中位行出そ :1:C Dノ ATM機能の
ろう」 内部化

乞銀行のホームバンキングの制度は.銀行POSやクレジ yトカードシス

テムの一部と考えることができる=振替・入金作業の自動化
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〔カードの存在領域と効用回復策〕

90/12/10 ・「カード各社，日本語で情報/慣れぬ海 l主lカードの効用が低下

広告

外，言葉が不安J!カードの紛失・盗難 または Oになったと

による24時間以内の緊急再発行 きの処理

I'Iキャッシュカードと同様の論理

「僕たちのNICOS GOLD誕生J
.海外緊急再発行サービス

工カードの効用が低下

または Oになったと

きの処理

〔カード利用の促進策〕

広告

広告

広告

広告

iKCカードのKCDESKJ

:KCデスクが日本語でお手伝い (1)

セクレタリーサービス(工)

「ミリオンカード」

:ミリオンハワイセンター(①)

: 牟週間スピード発行(②)

「住友カード」

主カードの効用を最大

に発揮させるための

促進機能(活動)

工カードの効用を最大

に発揮させるための

促進機能(活動)

:tカード所持のための

マーケテイング

工lカードの効用を最大

:グローパル・アシスタンスサービス(主) に発揮させるための

:住友・アロハ・アンサリング・サービス(1:') 促進機能(活動)

:緊急(カード再発行 キャッシュ)サービス(玄) 玄カード所持のための

「はい，家経診断もいたしますJ

{玄カード内情報の活用と繋がれば情報機能
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ICカードに関する概念定義とその内容

一事例研究より/整理段階 1(日経流通新聞 '80/01一'92/05)

01 (85. 03. 18) 

-所有者本人であるかをチェック(ホームショッピング/ホームバンキングでの

端末操作時の認証 時 事故やトラフ守ル防止)

-預金額を記憶させ購買後の預金残高を検証

〉西武流通グループ「セゾンゴールドカード」

-会員のカルテを記憶 に〉 旅先の病気や怪我の際，医師は血液型やアレルギー，

既往症を確認の上で適切な処置を行う(全凶百カ所の医療機関に設置した端末

で読み取る)

02 (85. 05. 23) 

b大丸ピーコック(食品スーパー/千里中央庖) 大和銀行 烹石電機

.普通預金残高を記録し購買が銀行口座から自動引落しされる

-銀行の休日や営業時間外でも購買可能

-購買は残高範囲内のため席側は貸倒れの心配なL

bモリタウン (SC 東京昭島市) 三井銀行

〉つ 東京銀行

・キャッシュレスショッピング機能

-キャッシュカード機能 (CDの利用も可能)

・カードが通帳を兼ねた「電子手帳」機能

-利用者の金融資産保布状況を入力した「財務管理カード」機能

03 (85. 05. 27) 

b西武流通グループ 住友銀行・協和銀行 松下電機産業・日本電気

-利用客が普通預金残高のうち一定の購買限度枠を決定し購買毎に預金残高が減

る(キャ yシュレスショッピング)

・1古頭の読取装置で預金残高を確認可能

-庖側は完|二関連情報を FDに記憶させ.想日銀行に送 i)代金決済をする

-銀行の休業時でも利用可能(銀行のキャッシュカードで購買 即時決済可能な

銀行POSの問題解決の糸口) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…・・・・・・…;→85.07. 22J 

・購買代金の決済+スポーツ・文化施設の子約 料金決済，米屋・酒屋の集金サ

ービスなどを検討
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04 (85. 06. 03) 

b通産省工業技術院

・1CカードのJ1 Sづくり一形態 情報入力方式 記録情報の読取方法などを

標準化

巴〉 各企業の基準による個別開発は特定範囲にその利用が限定される恐れ

巴〉 標準化により消費者は 1枚のカードで銀行，スーパー，病院などで幅広く

利用可能

・1Cカードと銀行POSとの関係を研究

己〉 銀行POSとの競合は不可避…ー…一一-一…....一一・……ー…・…[→85.07.22J

・.・銀行POS:銀行と小売庖聞の「オンライン」で.購買代金を支払う

1 Cカードオフライン」のため大規模システムを構築せずに各種情

報の交換可能

.・.消費者 小売白 銀行間の代金決済等業務の効率的処理システムを研究

05 (85. 07. 22) 

〉通産省 「流通金融の情報システム化のあり方に関する調査委員会」を発足

. 1 Cカードと銀行POSのあり方を研究

こ> 1 Cカードと銀行POSの両システムの競合が予想される

・.・銀行業・銀行にとって便利なシステムをつくり始めている

小売業:銀行の休日にシステムを利用できないなどの問題点を指摘

εl 銀行と小売!占での 1Cカード採用理由の違い
→決済の利便性 顧客情報管理の面で見てどうか?

→呆して競合か相互補完か?

・企業聞の代金決済システム(特に流通業に合ったシステム)のあり方を研究

斗 複数の取引先との代金決済を一つの銀行口座で処理する共同決済1I座など

の開発が進む

・.・決済業務の効率化は取引先の多い流通関係企業には資金の効率運用など

で利用価値高し

06 (85. 09. 09) 

b流通企業と銀行

・キャッシュレスショッピングの実験

:預金口座から必要な金額を入力し購買

.購買内容(商品 金額の明細)をカードに人))

-預金通帳保険証証券のカード化も検討
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07 (85. 10. 07/86. 03. 20/86. 05. 26/86. 08. 28/86. 11. 13/87. 07. 16) 

b神楽坂商庖街(東京新宿医「コモンカードJ) ・吉祥寺サンロード商白街(東
京武蔵野市) ・京王電鉄グループ開発の聖蹟楼ケ正ニュータウン(東京多摩

市) +京王電鉄グループ・東京海上火災保険・明治保険など〆三菱銀行

〔主な機能〕

・購買の代金決済機能(2商庖街と 1ニュータウン)，

。消費者は予め五万~十万円(神楽坂商庖街では二十万円まで)の預金残高
を1Cカードに記憶，商品購買時に庖頭の端末に差し込む

。参加庖は購買記録を蓄積した庖用カードを三菱銀行に持ち込み代金決済を
する

こ〉 代金はー，二日後に顧客の口座から庖の口座に振り込まれる

.キャッシュカード機能

・顧客管理機能(銀行が顧客ごとの購買記録を提供してくれるため)

〔後発組の対応策〕

-携帯用端末機を設置した交通機関(タクシーなど)の代金決済機能(京王グル

ープ

・クレジットカード機能(京王グループのクレジット会社京王パスポートクラ

ブ聖蹟楼ケE駅前sC) 
・クレジットカード機能(三菱銀行系のダイヤモンドクレジット/三菱銀行・三

菱信託銀行 明治生命一神楽坂商居街・吉祥寺サンロード商庖街)

。購買時に利用庖名/ノノ商品名/金額などをカードに入力，次同からは加盟庖
白頭の専用端末で利用実績を読み取れる

凸 明治生命のカードにもクレジットカード機能を付加

-保険契約者向け 1D (本人確認)機能:明治生命・吉祥寺地区

ゆ 明治生命の保険に加入すれば，同カードで保険料を担保にした「契約者貸

付」融資を受けられる

ゆ顧客が 1Cカードを読取装置に入れると，氏名/住所などの必要事項を印

字した契約書が即時に打出される 一"I'取引成立時の事務合理化:→8i.06. l( 
吟 「契約者貸付」利用者に予め現金を貸与，利用代金の支払いは現金で，決

i斉毎に利用状況を記録

時 貸付額，返済状況などを記録し，融資可能額などのデータをすばやく検索

可能………-…....…一………・⑤!取引時の情報探索，交渉コストの削減

などの複数機能をもっ

顧客にとって:カード一枚で預金の出入から買物・交通機関・医療費・保

険料の代金決済が済む
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:つけ払いでもないのに購買記録が小売庖や銀行に残るた

め，プライパシーの問題が生じる可能性あり(三菱銀行談)

1 企業にとって:代金回収の簡略化ノ販売促進効果・顧客組織化が見込める

08 (85.11. 07) 

:コスト高(カード価格ノノ加盟自の端末機のリース料ノノ口座

振替手数料など)

→費用対効果の点から冷静に考える必要あり

b阪急百貨庖阪急、グループ(大阪府豊中市の千里阪急大和銀行

・購買の代金決済機能(食品，飲食，バーゲン商品を除く全商品)

り I Cカード専用の普通預金口座をもっモニター会員が，預金金額を入力し

たカードをレジで提示

に〉 暗証番号チェック，パソコンが残高確認，購買金額を差引き FDに自動的

に記録

今 大和銀行は翌日 FDを回収し千里中央支出で振替処理

b阪急オアシス/阪急グループ(大阪府豊中市の服部緑地庖)ノ三和銀行

・購買の代金決済機能(食品中心)

ゆ 向上十購買金額が残高を越える場合は，その場で不足分を現金で決済

・ICカード:購買記録や書換可能〆庖頭端末と銀行とをオンラインで結ぶ必

要なし(磁気カード) システム構築用投資額も少なくて済む

09 (86. 01. 16) 

b生活協同組合市民生協(札幌市・大谷地自) 北海道拓殖銀行

.キャッシュレスショッピング

ゆ I Cカードの利用限度額は利用者が自由に設定.購買時に ICカードで決済

ゆ 購買情報は庖頭のパソコンでFDに記憶

中 データは翌日に拓銀事務センターに伝送，利用者の銀行口座から市民生協

の銀行口座に自動振替

10 (86/03. 31) 

b日本信販 富f:通・凸版印刷

I Cカードによるクレジットカード

ヰ カードには顧客の年齢住所購買歴記録与信限度額などのデータが入力

ゆ白頭のPOS端末で商品名 購入年月日 支払いHiまーなどを処理， FDに
入力
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中 間席後POS端末で日本信販本部ホストにデータ送信後.銀行口陀から引

落とす

凸 府側はカード所有者と日本信販それぞれとの契約内容に従ってデータを見

れるため，例えば，顧客会員組織向けには，積立会費額に応じた割引 チ

ケット提供なととのサービスが可能

! 本人確認が電話回線を介した本部ホストコンでの照会を必要としない(省

力化 盗難カードの悪用などの事故を抑制可能)

占側が顧客データをカードから引出したり，カードに購買記録を記憶でき

るため，自社発行カード並みに顧客情報を把握可能(消費動向分析や顧客

管理に応用可能)

11 (86. 04. 07) 

b近商ストア(奈良市・学園前厄) 南都銀行

.即時代金決済

中 会員顧客は 1Cカード専用普通預金口座(限度額は銀行と会員の契約で決

定)をもっ

守 町側は既にPOSレジを導入しているため， 1 Cカード専用端末機を設置

[→87.04.02 

中購買時，暗証番号による利用者確認

。POSレジでの勘定終了後， 1 Cカード専用端末機で残高確認，購買額を
自動的に差し引く

弓 I五月まではFDに購買記録を記憶.銀行が翌日回収し振替処理

ーオフライン決済

立六月からはオンラインで即時決済(同支出に口座をもっモニターのみ)

ーオンライン決i斉

二) J百舗周辺の医療機関や美容院にも端末を置いてもらい地域的利用を実験

キ 1 Cカード専問端末機のデータと POSレジのデータは白内コンビュータ

で処理，モニターの購買歴を芸積.このデータをもとにより顧客ニーズに

合った商品調達に役立てる

12 (86.04.14.86.05.2687.01. 15) 

b西友(東京葛飾区・光が丘防) 住友銀行・協和銀行 松下電器産業・日本電

気など

・キャ yシュレスショッピング

ヰ 銀行口座から希望金額を情報として 1Cカードに入力，購買時にその情報
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、工作業軽減効果→O神経を使う金銭授受がなくなる'釣銭の用意も要らない

Iサービス向上→O待ち時間短縮(約10秒/信用照会をするクレジットカー
ドの3分の1)

O現金所持の必要性なし/釣銭でポケットがじゃらじゃら

することもない(モニター談)

Oクレジットカードと比べて「カード発行時の審査がないJ

「カードの信用照会で待たされないJ(パ
~3'販売促進効果→?購買額 一回は高いが多めで A 定¥・カードよりモニター

の特性

ーオフラインのため

IDカードやスポーツクラブなどの会員証，クレジット

カードなどを付加し地域生活で必要な情報を一枚で記

憶するコミュニティカードとする

! クレジットカードのような信用照会の手間なし 貸倒れの心配なし

! 銀行POSのような金融機関の営業時間外でも使用可能

! 事故防止のため，紛失カードなどのデータをその都度小売自のコンピュー

タに入力の必要あり

(玄暗証番号があれば，その必要もないのでは P安全性が売物のはずだが?) 

・クレジットカード機能 (87.01. 29~) 西武クレジット・住友クレジットサー

ビス・協和クレジットサービスを加えて

ゆ 顧客が希望すれば支払いを翌月まで繰延べ可能

二〉 各クレジット会社は代金回収を担当 与信限度額は一律)J間十万円

今利用可能出舗ーレストラン S S 衣料品庖など13庖

13 (86. 05. 26) 

b共同石油(東京多摩市・ SS多摩センター) 二井銀行(クレジット部門の二i

井クレジット) 東芝

-キャッシュレスショッピング

巴〉 二三井銀行同文庖に口座開設， カード発行

時 ガソリン購入時に.会員は暗証番号を端末機に入力

庖員は商品コード 金額を入力，残高確認.レシート発行

亡令 1 Cカードを通じて得た売土データを同社が分析，商品・顧客管理に役ι
てる洗車.定期点検の時期を記憶して効果的に販売促進活動をし来符頻度

を高める
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14 (86.08. 21187. 01. 09) 

b中小企業庁 「未来型中小小売商業流通情報システム化実験プロジェクトj

-多目的利用のカード(地域限定型)

吟商庖街本部にPOS情報などを共同で処理する情報センターをつくり，加

盟庖，卸売業者・メーカー，クレジット団体，銀行とオンラインで結ぶ

亡〉 商庖街はクレジットや銀行POSの機能を付けた「コミュニティカードj

を発行

1 消費者は買物から飲食，代金決済，預金の出入れ，さらに住民票の発行な

どまでーキ文でi斉む

商庖街本部はカード申込み時や使用時の情報を顧客データベースとして蓄

積.加盟広がいつでも引出せるようにする

! 加盟庖はこのデータを販売促進に生かす

-未米型中小小売商業流通情報システム化実験プロジェクトを「インフォマート

(情報広場)計画」に

15 (86. 10. 27) 

b日本電信電話 (NTT) 〆第一勧業銀行・富士銀行

-多目的利用カード (NTTデータ通信本部内に限定使用)

。社員食堂や売1占で，食事や買物の代金支払い
吟銀行のATMで預金の引出し

吟 クレジットカード

三~ NTTのコンビュータ・ルームに入る際の ID (身分証明)カード

16 (87. 04. 16) 

b福山本通商庖街振興組合「本通ファースト」

「中小小売商業流通情報ネットワーク構想」の企業化調査事業の指定を受ける

こ~ファーストカード多機能カード(キャッシュレスショッピング，割

戻の電子スタンプサービス)→顧平等組織固定化

今本通104番-各自の重点商品 買得品 催しを情報センターに登録.顧客

の電話問合せに対応

こむ 顧客情報の共同管理

今 販売情報管理による経営体質の強化

斗 売上管理のための本通バンキング
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17 (87.06.02/87.06.04) 

[> 11 Cカード実用化研究会」一第一勧業・太陽神戸・協和・東京+横浜・埼

玉・北陸・日本長期信用

・カード機能の多様化

り キャッシュカード機能 (86.6から利用実験開始)

ゆ オフライン銀行P0 S (86.6から利用実験開始)

ゆ口座振替

O キャッシング機能

ゆ クレジットカード機能を加えて，一体化

:ユニオン・クレジットが最有力候補(¥・カード紛失時の危険を考慮)

カード普及のカギは一枚のカードで様々な金融サービスを受けられる多機

能化の推進と考える

! 銀行が行うすべてのサービスを受けられるカードを作ろうとする構想

18 (87. 06. 04) 

b日本信販/東芝

.45歳以上の顧客向けに新カード発行

ゆ これを軸に「フリーエイジ」と呼ぶ健康/医療ノレジャー 教育/住宅に

至る総合サービス事業に乗り出す

! 主目的のクレジットの他に様々なサービス機能を付加→将来は保有者の生

i舌全般に渡ってカード一枚で網羅してしまおうとする日本のカード業界

! 日本では，米国とは異なり「身分証明証Jではなく，豊かさを享受するた

めの便利な道具になって初めてカード事業が発達すると考える

19 (87/06/16) 

b日本生活協同組合連合 東葛市民生活協同組合

・共同購入の受発注システム IPOTシステムJ
ゆ組合員:各班ごとに専用端末 ICO-OPチャイルド」で注文データをカ

ードに入力

ゆ生協職員:商品配送時に携帯用コンビュータ ICO-OPマザー」に 1C 

カード内の次回注文商品のデータを 1Cカードに移し，本部のホストコン

に受発注データを集約

1 受発注データの処理や本部での集計業務の手聞が大幅に合理化可能
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互会員から生協への注文伝票処理業務を合理化するもの

→顧容情報と商品情報という点ではl瓦に相当? c→91. 06. 2i= 

→五では顧客情報が入力されるが，

l.取引交渉のための情報探索コスト低減のための情報と，

→MRKT LA.DR 

2.取引成立時の情報処理合理化のための情報とでは，立

味が異なるだろう

この区別は草以外でも大事

[>三和銀行をはじめとする三和グループ49杜(東京と大阪)

.多機能 1Cカードの大規模な実験

つパンクカード機能

。クレジットカード機能 JC B (銀行系人日本信販・大信販(信販系人
高島屋カード・阪急、ベルソナカード(流通系)の

機能を一枚に

:クレジットによる売上高に応じて記録したサービ

スポイントに応じて粗品提供(販売促進に)

。ホテルのカギ代わりと顧客情報管理(東洋ホテル・大阪)
ゆ専用電話機で電話(日立製作所)

ゆ ボトルキープカード(サントリー残存量を記録し他自でもキープ出同

様の飲食が可能

。出退勤・入退室管理 OA機器操作(希望企業)
21 (8i. 08. 18) 

口三和銀行 大阪江坂地区の10社14庖

-キャッシュレスショッピング「トータルカード」

こ〉 利用者は三和銀行に専用口座を開設. 1 Cカードには利用可能金額などを

入力

今購買時は，端末が暗証番号・残高を確認 パソコンから公衆回線で三和銀

行のセンターへ購買額データを伝送 このデータに基づきモニターの預金

11座から購買代金を引き落とす

1 Cカード内に記録の預金残高から代金相当料金が減額，預金不足の場合

は即時分かる
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1 利用者は預金残高内で.銀行の営業時間に関係なく購買可能 クレジット

カードとは異なりサインレス 小額の買物でも気楽にできる

22 (87. 09. 05) 

主オフライン銀行POS:残高が即時確認 サインではなく時証

番号のためオンライン銀行POSやク

レジットカードよりも利便性高いつ

f)西武百貨匝♂ユニック(情報処理機器製造)

-老人ホームや擁護施設向けの事故防止システム「ノンタッチ・セーフテイ・シ

ステム」

つ カードには個人別番号持主ごとの外出時間帯などを入力
今 施設内各所のセンサーに反応して電波を発信する(無接触識別型)

吟 コンビュータの画面上で老人などの行動を把握する

亙ここまでやれると.例えば消費者の購買行動を個人別に追跡で

きるわけだが，そこまではできるかっ

23 (87. 10. 15/ 88.08.02-08.09-10.27-11. 15/ 89.03. 16-05.02-05.04-09. 12-11. 16/ 

90.01. 01-07. 05田08.30-12.13/91.03. 21-04. 09-11. 12-12. 12) 

〉烏山駅前商庖街振興組合(東京世田谷区 iIC-CARDI.¥ (カーデイ

ア)J 富上通
・ポイントカード機能:中小企業庁「未来型中小小売商業情報化実験プロジェク

ト事業」の指定

[概要]

まず.スタンブ事業の ICカードでの代行 (87年末~

88. 11 ~実験/89. 03~本格化)

。シールの代わりに買物額に応じた点数を記憶させス
タンプ事業を合理化

1回顧客がスタンプを台帳に振ったり保存する手間

を省く

2.事務局のスタンプ作業合理化

3. 1 C カードのイメージから若~.客の開拓

工加盟応:金融機関から二千円 千枚単位でスタンプを購入

:顧客に買物百円ごとにスタンブ一枚を発行(交付枚数と残高を記

したレシートを渡す)

:加盟百のスタンプ購入分が切れてもカードには購入分のスタンプ

が記憶され，加盟自の 1Cカードには不足分が記録される
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:倍額発行など特典交付も可能

:各屈は毎日の集計時に端末から組合本部のオフコンに情報をオン

ライン伝送

:加盟庖が回収したスタンプの換金は金融機関で行う

:組合では収集された顧客情報を集計分析しDM等により活用

②顧 客:カード会員は申込み時に年齢 r住所/職業/誕生日/趣味などの

属性を記入

:カード会員がカードを忘れた時やスタンプ加盟屈だがカードを扱

わない屈でもスタンプシールを渡し，組合サービスカウンターで

その分をカードに追加入力/ノ京王帝都線千歳鳥山駅前の地下駐輪

場でもカードリーダーを設置しスタンプサービスを行う (90.07

より)

:加盟庖のスタンプ購入分が切れてもカードには購入分のスタンプ

が記憶される

:スタンプ三百枚で五百円相当の買物(加盟庖)一五百円以下の小

額の買物に対応できるよう一円単位での買物を可能に (89.10 

~)〆'預金(銀行) /イベント参加/首都高速道路やパスの回数

券とも交換可能 (89.11. 16に記載)が可能

:スタンプ二十枚で二時間分の駐輪券をもらえる

! 販売促進事業としてのスタンプ事業と顧客情報活用の 2つの用途がある

*回収したスタンプの焼却ノスタンプを金融機関まで運ぶ手間削減ノその

他管理業務の合理化

⑤(例:地下駐輪場のカードリーダー設置は，スタンプ事業の自動化と

範囲拡大(=販促))

顧客にとってもスタンブの管理が簡単になる

*各種データ処理が容易になる

! 問題点:カードの発行費自体が高い/従来20%あった未回収スタンプ

(S600年度4000万円)が大幅減少(←量産体制が整い低コスト化

しつつある (90年以降NTTデータ通信が本格普及)

:どれだけ顧客や加盟庖の情報を収集・活用するかが成功の鍵

:スタンプだけでなくクレジットカードやPOSなどにどれだけ活用

できるかが成功の鍵

・クレジットカード機能:同商庖街が信販会社などカード会社数社と契約，与信

限度内での買物を可能に後払い方法は一括払いノリボ

ルビング払い (90.03~) 
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:信用調査¥代金回収などのクレジット業務は JC B， 

日本信販，大信販の 3社が受け持ち，最高限度額は月

十万円，代金は翌月一括払い (90.08.30づけ日経)

(問題点既に実施しているクレジットカードとの一本化

1 Cカード所有者は若者が多いため，クレジット会員

募集に当たって主婦に喜ばれる景品(コシヒカリ)で

中高年の会員増加を図る

・プリベイドカード機能:一定金額を各加盟庖で払い込むと五%程度のプレミア

ムを付けてカードに入力一円単位で買物の際に払いだ

せる (89.1O~) 

-銀行からの引き落とし払い機能(予定 91.11. 12に掲載)

-顧客の情報管理機能:庖頭の端末に記録された顧客別の利用金額/スタンプ枚

数などの情報は，組合本部のホストコンで集中管理 分

析し，個客単位の買物歴をきめ細かく管理

.洋服のサイズや肌に関するデータなどを記憶させ，洋品

!占や化粧品庖の販売業務に役立てるとともに，客の固定

化に結び付ける

:買物記録を印字出力する端末を設置し，カード内の購入

商品名 金額〆購入庖舗名〆スタンプ枚数などの一定期

間の買物実績が一日で分かる (89.08~) 

1 多機能化による買物客の固定化を狙う 多機能化はカードの利用機会を多

くするため

@I Cカードを導入する場合の費用対効果でみた損益分岐点はどこフ

※協同組合新潟古町商市街 (91.10開始)/北九州市三ケ森商庖街「さんがもり

しーる会J/西新道錦会商庖街振興組合(京都市中京区)/京阪商庖街(大阪府
守口市)/ニューサンロード商白街振興組合(北海道千歳市)もポイント/フ。リ

ベ(準備111)

24 (87. 10. L'i) 

b神戸ポートキャプテン (KP C) 

-地域キャプテン 有料情報サービス(ホームショッピング 8 月末~)

吟 端末機5千台余を 1年間無料貸出〆端末操作が比較的簡単

功 配送(宅配便/自社配送) ・決済(着払い 代金振込)は各流通企業と消

費者間で決定
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(将来的には都銀 地銀 クレジット会社と組みショッピングと決済を結

んだ自動決済システムへ)

己〉 電子メールサービスも可能

:SKPCは顧客 1D (顧客情報システム)と商品情報システムを結び
付けたものであり，カードシステムと基本的に同じ考えH. カード

媒体はなくとも機能は一緒である.将来的に決済システムと結び付

けるとすれば. (:1と;草)又は1に該当………………:→91.06. 27J 

25 (88.02.23) 

b御前崎漁業協同組fi KTT東海総支社

. 1 Cカードを使った電五百システム

凸 再利用可能:入力金額を使い切った時はカード作成機で再入力

ゆ 高額利用可能枚につき十万円まで入力可能

ご> 1 D番号入力:紛失しても他のカード作成機で作った 1Cカードとの互換

性なし

亡〉 通常の電話機にもセット可能

斗 使用金額が簡単にチェック可能

I:C~ プリベイドカードである

26 (88.05.24'89.05. 18) 

ひ一心館「クアハウスJ(温泉旅館・栃木県藤原町) 日本電気製パソコン+1 

BM系ソフトウエア

.健康管理カード

キ 「クアハウス気泡浴や水流浴など数種類の浴槽とプールアスレチック

運動機器などを備える

功会員の体重血圧 心拍数運動データと医師の分析による体質条件デー

タを入力し，カルテ メニューを作成(ただし.現在は施設利用歴と利用

客紹介リストの記録のみ)

27 (89. 03. 16) 

〉富上通

・カード読取・書込装置一書込機能をもっカードリーダーの発売は初めて

:書込機能を利用しカード内に顧客情報や利用金額累

計などを記録

.¥カードを使った顧客管理が容易化

。プリペイドカード 磁気カード 1 Cカードに対応
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キ 同社の総合 SA システム i~ew FASTJに対応

二〉 カードの種類やデータ記録方法に応じて合計4種類

こむ ユーザーの業態に応じて開発した約二十種類のパッケージソフトと組合せ

て販売

ιカード自体への書込みは，情報の分散化 オフライン化を意味する

28 (89. 04. 04) 

b赤帽大阪府軽自動車運送協同組合ノユニパーサル電子計算(ソフトウェア開発)

「県内シャトル便システムJ一寸一・組合員自身の番号を登録した 1Cカード

ト・ペンスキャナーが付Lミた携帯型ターミナル

ト・電話端末(1Cカードの情報を本部に送るため)

トーファクシミリ(依頼主や送り先の情報を本部に送るため)

L.本部のホストコンビュータ

時 1 Cカードを携帯刑ターミナルに差し込み，ペンスキャナーで配送伝票の

情報を読み込む

吟 1 Cカードを電話型端末に挿入，組合員番号 集荷地域コード 金額等の

データをホストに伝送:よ字データで通常の磁気ディスクに登録

同時に配送先 依頼主氏名・住所 備考などの配送伝票をファクシミリで

ホストに伝送:凶形情報でそのまま光磁気ディスクに登録

1 荷主から伝票番号を聞けば，荷物の場所〆遅配理由など即時にコンビュー

タ画面に表示可能

1 Cカードに各種データが入力されることで.月末の決済処理業務が迅速

化

工新たに人員を雇わないで済む

豆安い費用

豆宅配便の競争力強化に役立つ

29 (89. 04. 18) 

p姫路御幸通り商宿街振興組合「みゆきボイントカード」 グローリ工業の iP
カード」とその処理機器使用

・ポイントカード 紙製践気カード (89.04末-)

巳~般のスタンプシールを使わずカードに点数を印字する方式- 1 Cカード

使わず

吟フルポイント (600点 -100円 1点)で

工商品割引率1.67%相当の干fIlの共通商品券
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z指定金融機関で、個人口座へ千円を振り込む
玄商庖街のイベントに割安で参加可能

。五年後をめどに POSシステムとの一体化，プリベイドカードの導入をす
すめる (iPカードプラスチックの 115の価格，プリベイド機能もも

たせられる)

! カード利用により消費者♂小売庖とも管理〆事務の合理化ができる

乞ポイントカードによる販促内容が工，~玄のものであれば，記憶内容の大き

さは要求されず，代わりに低コストが要求される点で紙製磁気カードで適

度鵜である

:D顧客情報の収集と活用という点で ID情報が入った種々のカードを利用す

る点は理解できるが， 1 Cカードのもつ大記憶容量を使用する必然性はど

こからくるか?

→入子したい情報の質量によって(多機能・高機能化)

→提供したいサービスの内容によって (POSでいいのか，それ以上か 9

30 (89. 05. 04) 

b中国コミュニケーションネットワークと地元金融機関が中心で始めた「広島キ

ャンJ¥ス1Cカード」

-キャッシュレスショッピング

中 利用者は予めカード用の銀行口座を開設

二〉 口座残高がカードに記録され，残高分まで買物可能

時 代金はLI座から商自に自動振込

31 (89. 05. 18) 

b住友不動産フィットネスの「ノーチラスクラブJ(東京都内を中心とした 7ケ

所で営業)

-会員カード一「会員の個人データやクラブ利用記録が一枚のカードに収納)

ゆ クラブ利用時にカードをカードリーダーに挿入し受付を済ます←パソコン

がカード内情報を検索し有効期限が切れていないかどうかを確認

ゆ トレーニングルームで再度カードリーダーに挿入，当日の運動メニューが

用紙に印刷←会員の過去の使用器具 トレーニング量の記録を基にコンビ

ュータがはじき出す

ゆ トレーニングが終わると当日の運動内容をマークシートに記入しOMRに

読み取らせ， OMR接続のリーダーに差し込み，当日の運動内容をカード

に記録

功 会員はどこのクラブを使用しでもカードに運動内容を記録可能
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! 情報探索コスト削減によるサービス内容の向上・一-一…ー・……[→90.04. 03J 

1 次の段階では会員カードにショッピング機能を付加(→多機能カードへ)

・・…・・・[→89.09.12J 

bノーリツ(ガス風呂大手)

「健康入浴システムj

今 カード内に本人の性別/年齢/血圧などのデータを入力

今 本人の健康状態や入浴目的に合った入浴方法を指示する

32 (89.11.02) 

b呉マリンシール・ショッパーズ(広島)

.通信販売と 1Cカードの導入

つ スタンプ事業が母体
二〉 通信販売む1I盟庖の商品で構成されるカタログを月 ~lllJ顧客に発送

:顧客リストに基づきデータベース化を急ぎ.年内にも開始

コ クレジットカード機能
二令 スタンプカード機能

33 (89. 12. 21) 

. 90年代のカード社会展望(住友ピジコン主任研究員，三石玲子)

1 カードは必要以上に溢れているが，キャッシュレス化は必ずしも進展して

いない(日本型)

→クレジットカードの発行枚数はJ急速に伸びているがに・消費者ニーズよ

り営業攻勢の成果)現実には稼働カードは一部のブランドに集中してお

り，スリーピングカードが急増

複数枚数所持による与信限度額拡大の結果，不良債権が増加

→高機能・汎用化による「カード進化論」は，現実的にはそれほど消費者

側にニーズなし

・汎m性の点では.むしろ差別化の方向に向かっている
-高機能化の点も，カード稼働率を上げるために常時携帯させることで

あるが，現在でさえカード携帯の負担!惑を挙げる人が多いなかで，マ

ルチパーパスカードであればさらに負担感が増すに・既に財布に 8枚

あるものを 1枚に集約する消費者メリットはあるかつ)
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シナリオ! 内 容

クレジットカード所有率は全同レベルで 70%を超す
カード機能はー枚の 1Cカードに集約され.生活の必需 i

λ(楽観論)1品に.小口決済の場面も含め，生活の諸側面でキヤツ x 
!シユレスが没透する.丈字通 i)のキャ yシユレス村会が | 
到米.

クレジットカー 有同は 部で の>11

のカード枚はと れ以 カーB¥現実論) ドー ブリベ数イド現カド所ー在ド 位じI都か市そOS7!0:%. 程ク度レ.ジ財ッ布トける.

1 Cカードは. 特定の場，王面K行で限P定的にカー普及ドが.すみ分

| クレジットカー司ドH所E 有率!:'，は同都ド市ト部りで60%程1"市度. 不J良巾債び、権は
C (悲観論) 低の増ご宇加.やプカリベーイド、7ドMカドのー.1S'ドJは百ギドフ品ト サカーービl、ス場業以の外I't'には

浸透~せず.

34 (90. 01. OlJ 

b富山県高岡市の中心1m商品一街

-顧客カード管理システム bv顧客カード

キ 買物評に磁気製の会員カードを発行

キ 買物の際，各庖舗のPOS端末を通じて顧客情報をセンターに蓄積する

時 この情報を活用し，売れ筋商品の充実とお存への D~Iにも使用

主、需要情報=消費動向の綿密な但握という側面のみ見れば，このように会

員カードと POSとの組合せで十分であり，決済システムと組介せる必

要はない.

35 (90. 03. 29) 

〉日産サニー神奈川販売(南営業所) 日産カーライフネットワーク(日産向動

車と .'¥TTデータの共同設立)

-会員カード:自動車のカルテ

・一車につき一枚発行

-部品交換などのメンテナンス歴を記録

-会員氏名 住所 車検満了時期購入先販売会社なども記録

可 愛車のメンテナンスのために同営業所を訪れた客が 1Cカードを応対社員

にi度す

己〉 社員はパソコンに接続したリーダーライターにカードを挿入.情報を両面

に呼び出す

土弓〉 画面には過主去，のj点'

耳取Zり長掛卜カか、jれlる

己〉 一般のクレジソトカード同様の付加価値が付L、ているため.全国の日産系
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販売会社 SS+提携先SS ホテル レストランなどでの支払いがキャ

ッシュレス(一部割引・特典あり)

! 神奈川県下の日産系版社(::i杜)の営業所350屈すべてにパソコン接続の

リーダーライターを言t置
→会員はカードさえ持っていれば神奈川県下のどこでも|司水準のサービス

を受けれる

! 日産サニー神奈川販売(南営業所)は. 2台のプリンター付き携帯端末を

用意

→会員は営業所に足を運ぶ必要もなく，車を引き取りにきたサービスマン

が 1Cカードを携帯端末に差し込めば，情報が端末に書き込まれる

三1Cカードによる情報移動性のlilJ卜宇は. 1 Cカードからの情報入力およ

び1Cカードへの情報人力を行う端末のアクセス性に左右される. 1 C 

カードであっても，これと情報システムとを接続させる端末がなければ.

情報流通が行われない.

36 (90. 04. 03) 

〉日産カーライフネットワーク

・メンバーズカード「日産カーライフネットワークメンバーズカード」

斗 90年度内に20都道府県以上の地区で会員募集を開始

二令 所有する iドの整備歴等の入力情報により，全同約二千カ所の営業所で迅速

なサービスが受けれる

1 同カードを通じて提供するサービスを自動 If[周辺に限定し，他のクレジッ

トカードなどとの差別化を凶る}J針→日産ユーザーの「囲い込み」を進め

る

! 将来的には，車種ごとのカードのセグメント(細分)化を進める

1 将来的には，欧米での発行を予定しているカードとの共通化を進める

⑤医療カードと同様に.取引における顧客側から提供する情報を蓄積する

ことにより，サービス提供者は.情報探索コストを削減させ，サービス

の均質化・良質化を図れる.会員にとっては均質で良質なサービスを汎

用的に享受できる.

-KEY WORD-

-情報探索コストの削減

・クレジットカードおよび自動車企業としての差別fヒ

主卜¥¥¥ | 取引成立前 | 取引成玖
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⑤ 1 Cカードによる情報探索コスト削減で，良質均質なサービスを提供で

きれば，他企業〆他営業所と差別化できるが， 1 Cカードの標準化と相

いれない→協調と競争の関係問題

あるいは情報と企業〆営業所問で共有した場合は，情報の活用内容(=

提供サービスへの反映)によって差別化することになる

→情報格差による競争と情報共有後の競争

⑤消費者保護/消費者権利/社会福祉の向上などの点からみれば，基本情

報の利用の汎用性確保は必要である.

→情報開示の階層性による基本的権利の確保と差別的特典の享受

37 (90. 07. 05) 

b新大宮商庖街(京都市北区の中心商庖街)

.多機能カード

キ ブリベイドカード機能

ゆ ポイントカード機能:一定の得点に達すると景品がもらえる

38 (90. 07. 24/91. 03. 21) 

:>西新道錦会商庖街振興組合

.多機能カード

ゆ 家計簿サービス機能:商庖街事務所と南北両端の街頭に設置した 3ヵ所の

読取り・印刷機にカードを入れると，無料で過去数

カ月間の買物金額/日付 庖名¥品物名がプリント

アウトされる

!これまで商庖街が顧客管理に利用するものとされて

いた買物データを客に提供し，家計簿代わりに使っ

てもらう

中 プリベイドカード機能:それまで実施してきた買物券をカード化

中 ポイントカード機能:それまで実施してきたスタンプ事業をカード化

互、顧客情報利用のー形態=顧平等情報のフィードパック

工品揃えなどに反映

?情報白体の還元 電子手帳やパソコンなどで

入力情報を確認する仕組みと基本的考え方は同

じ〆端末を企業がもつか顧客がもつかの違い

⑤顧客情報システムの高度化のために 1Cカードを使い，決済システムと

直接結びついたサービスを提供する
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顧客システム 決済システム

39 (90. 08. 16) 

bニュータウンサンロード商庖街振興組合(北海道千歳市)

.多機能カード

ゆ クレジットカード機能:ジャックス(信販会社大手，/6月から)との提携

カード

。キャッシュカード機能
O ポイント・カード機能

ゆ 顧客情報機能:顧客の住所¥性別/生年月日などの個人情報を記録

→パースデープレゼントといった顧客の生活に密着したサ

ービスの提供が可能

1 地域内をキャッシュレス化し利便性を高める

情報管理により顧客を確保し，固定化を進める

40 (90. 08. 30) 

b日本信販〆ノ竹中工務庖.."itt電気(9月~運用開始)

-多機能カード:大阪ビジネスパークに 8月末完成のテナントビル「クリスタル

タワー」内で限定利用)

:同ビルに入居の約五千人のほぼ全員に配付

:ビル内の飲食，買物，自動販売機にいたるまでカードー枚で利

用可能

:クレジット機能をもったものと個人情報を管理できるカードの

2種類がある

:竹中工務庖が入居者にカードを貸与，日本信販がキャッシュレ

ス決済処理やカード発行業務を担当

O クレジソトカード機能

ゆ プリベイドカード機能

ゆ ポイント・カード機能

吟入退室管理機能

41 (90. 09. 04) 

b朝日観光(ゴルフ場経営)

・ゴルフ場内 1Cカード(修繕寺カントリークラブ(他の 8つのゴルフ場にも順

次導入拡大))
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二〉 ゴルフ場内の受付 レストラン 売山などの決済に利用

.利用者がカードを提示すれは、サインレス 伝出なしで決済可能

・会員向けカード iAGCカード」

時累積来場[n1数による割引

ご〉スコアの記録検索分析 lι顧客情報システムの高機能化
亡〉 緊急時のための健康データヤ病院への連絡先を記諒

f 省力化と顧客サービスの向卜， 顧存の阿定化・組織化に役立てる

42 (90. 11. 2iJ 

b京阪商庖街振興組合(大阪府守口市)

「情報プラザ」

ヰ 献立相談など顧客向け情報の提供を売り物に

.献立相談ではパソコンで食料品のカロリ一計算をしメニューを提案，

印刷して無料配付

:商庖街の各匝も献立去を!占頭に張出し PR

:序々に商庖街の求人'情報や旅行情報なども提供するようにする

・多機能カード (92年発行予定の 1Cカードで)

ご〉 プリベイドカード機能

二〉 ポイント・カード十幾能

に〉 キャッシュカード十逗能銀ffP0 Sにも利用

主この場合，顧客情報システム(顧客向け情報提供)と決済システムは結

びついていない.顧客向け情報は不特定多数の顧客に1ft]けられ決済シス

テムの導入は.この顧客における決済の利便性を高めることだけをH的

としている.

43 (91. 02. 05) 

b住友電設(:=i月完成予定の新本杜ビ、ル・大阪市内)

-多目的カード(企業内 1Cカード 新本社の従業員全員 l千人)に十えずつ配付)

キ オフィスの入退室管理:各階に設置した端末に予め入雫許可条件を登録.利

用者のカードに書き込まれた条件と照合して管理

-最後の退出者がカードを使って施錠すると，ピル

管理システムと連動して照明や空調が停止すると

同時に，警備用センサーが働き出す

つ 社員食堂でのキャッシュレス:リーダーライターを備えたPOS端末を設置
.干Ij用宥は現金を使わずに代金決済可能

:利用料金はカードに書込まれるため，利用者
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44 (91. 06. 2il 

b黒崎連fT商庖街振興組合(北九州)

. 1 Cカード「商応街 1Cカード」と「情報化」

ご〉 ポイント・カード機能:スタンブ事業をカードによるポイント加算に切替え

凸 銀行POSカード機能:金融機関宿舗の間隔時も各商屈でカード決済可能

地銀・信金・クレジットカード会村の参加を得て

顧客情報管理機能:各商庖の宿頭にPOS端末を設置，同組合が運営する

POSセンターのホストコンに接続

:H物の際に POS端~で顧客取引情報を電算処理

顧客の利便性向上による顧客固定化を図る

「情報化社会，商品市場，顧客動向などの情報を正確に把握するこ

とを目的，売れ筋などのデータを各庖に還元することで.顧

告:同定化と商!古街近代化を図る

社内経費の振替サービス己三

二〉

45 (91. 07. 02) 

b北i毎日l話連 マック(同社が出資する総合信販会社)

・多機能.i凡用カード(ハウスカード)

中 プリベイドカード機能

中 クレジットカード機能:将米は全国信販大子と提携，

用範囲の拡大も検討

トリプルカードで利

キャッシング機能

釣り銭機能

ポイント・カード機能

消費者の間ではー枚で各種のサービスを受けられる多機能・汎用カードを

望む声が強い

中

内
7

A

V

-

-

46 (91. 08. 06) 

b岐阜市商山街振興組介連合会 NTTデータ通信

-多機能カードによる商厄街キャッシュレスシステム

0 ポイント・カード機能

今 ブリベイドカード機能

三〉 クレジットカード機能

二〉 ポストベイド(掛け売り)機能
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! 岐阜市全域の商庖街がまとまって 1Cカード事業に取り組むことで，集客

力を向上させ，商庖街の活性化につなげる

47 (91. 11. 12) 

b高知県経済農業協同組合連合会

-食材や日用雑貨までを専用車で家庭に届ける「宅配サービスJin Iエプロンク

ラブ」

。会員家庭にはカタログ(合計360商品を掲載. 2週に一度内容と価格が変
わる)/小型発注機/ICカードを配る

O 会員は宅配ポストの中に注文データを入力した 1Cカードを置く

ゆ係員が受注専用端末機でデータを抜き取り，次の宅配日に届ける(配達は

週2回)

! 兼業農家や共稼ぎ家庭などから好評

1 農協にとっても変化する消費者ニーズを的確につかんだ生産体制を組める

⑤1 Cカードを情報発信装置として利用する/データメモリの使用

48 (91. 11. 12) 

bパデイーマーケット(協同組合西部SC'熊本市)

・ポンイトカード「パデイーカード」

今 顧客情報システムーカードで収集した顧客情報利用/現在カード利用が売

上高に占める率が7割

:DM発送，

:商圏分析を実施して特定地域に重点的にチラシをまく，など積極的販促活動

1 ポイントカードはSCにとって最も有力な 1D (身分証明)カード

「ポイントカードは顧客分析を行うために必要な 1D機能を唯一¥十分

にf寺っているカードだ」

・:CDプリベイドカードは基本的に利用客を特定できず，発行したらそれ
でおしまい

@クレジットカード自体は 1D機能を持っているが，借金に対する抵

抗感があるためからか(日本電気平林部長談)，利用率が低く SC

全体の販売動向を把握するためにはデータ不足

49 (91. 11. 12) 

[>TOKIピルショッピングセンター(東京江戸川区)

.銀行POS

功 利用者は:前もって現金を引き出す手聞が省ける

280 



50 (91. 11. 12) 

巻末資料

:キャッシュカードで現金を引き出せない時間帯でも利用可能

:祝日休日の現金引き出し手数料も負担しなくて済む

:決済直前まで預金利子がつく

b玉川高島屋ショッピングセンター(横浜高島屋を核庖舗・東京世田谷区)

・ハウスカード rs . Cカード」
ゆ 顧客情報システム:カード決済により掴んだ顧客の購買情報を主にDM発

送リスト作成へ利用

→テナントがDM発送を計画すると，同社にターゲットとなる顧客の属

性を伝えてリスト作成を依頼

→同社ではコンビュータに性別/年齢居住地域，カード利用状況など

の属性を入力，即座に出力される一覧表をテナントに提供

.・.無差別に発送するのに比べ， DMの反応率が大幅に向上

(問題点)核庖舗の高島屋の「高島屋カード」では支払い額が五%引きになるた

め，専門庖に比べてs. Cカードの利用率が低い

51 (91. 11. 12) 

[>MYCALグループ(ニチイを中心とする)

-プリベイドカード「プリップカードJ(MYCALカード会員向け)

り 小銭精算の煩わしさ解消し，精算業務のスピードアァプを岡る

ゆ カードに会員の識別番号が入力されている

→会員の買物情報を蓄積，顧客管理に利用可能

そのために， s C内の全庖に共通のカードリーダーを設置(以前はコ
スト負担が問題)

52 (91. 11. 21) 

bシチズン時計 Jナテック(カードメーカ一大手)

.クリーニング業界向け 1Cカードシステム

ゆ 顧客から預かった品物のデータを顧客の 1Cカードに入力

つ 品物の引き取り時には 1Cカードの提示により，工場からの入荷情報との
照合が即座にできる

! 預かり証のペーパーレス化

功 プリベイドカード機能付き

⑤事務のコスト削減と省力化+決済機能の付加による多機能化
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53 (91. 12. 12) 

b島根県出雲市

・医療・行政サービス用カード

吟 医療・行政サービスの向ヒを図るために個人情報を集約化したカードを発

行
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IC力一ドに関する概念定義とその内容

一事例研究より/整理段階n(日経流通新聞 '80/01-'92/05)

※情報ネットワーク型流通システムに 1Cカードがもたらす効果をみる

議論展開:まず，財や情報流通の基本単位である商取引に焦点を当てる

.・.従来型のカードが商取引で果たす役割からみて， 1 Cカードがもたら

す効果は?

視点 111機能:高機能化と多機能化

工l高機能化……ある特定機能を高度利用すること

②多機能化……複数機能を」枚のカードで利用すること

(複合機能化/多目的カードとも呼ぶ)

!ただし， 2つは必ずしも独立した機能ではない

注)多機能化・高機能化の 2つの側面について

-業務分野でみる(一分野内および分野間)

:顧客情報/顧客管理分野

:商品情報 商品管理分野

:決済情報〆決済管理分野

-業務遂行企業ないし組織でみる(一企業および複数企業)

(2 )目的:合理化と付加価値(→効果)

工合理化………流通費用の低減(ハードメリット?) 

-情報管理業務の削減ないし機械化(=省力化)

・安全性の確保(=損失の削減ないし除去)

Z付加価値……生産性ノ販売高の向上(ソフトメリットつ)

-各種/多様な利便性の提供による販売促進

.情報活用による販売促進

!ただし 2つは必ずしも独立した機能ではない

(一般的にlま「合理化」の上に「付加価値」が生じる)

注)情報管理業務について

-取引成立前の情報処理業務(情報収集=探索活動)

例えば，クレジットや銀行POSでの本人認証業務

・取引成立後の情報処理業務(情報管理=取引締結)

例えii'，ポイントや取引情報の入力ノ病歴・車検歴等の

参照 各種書類(契約書・証明書等)の作成

1ただし 2つは必ずしも独立した業務ではない
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注)情報活用について

-企業が活用する場合

→経営政策に反映させる(生産 販売計画など)

→加工・未加工情報を提供ないし還元(フィードパック)す

る(企業から顧客へ:顧客は受動的)

-顧客が活用する場合

→情報を確認ないし参照する

→情報を提供ないし還元(フィードパック)する

(顧客から企業へ:顧客は能動的)

多機能化と高機能化を行う業務分野および主体とその目的ないし効果

業お1よ詰び¥¥主体~ 単一企業(組織宿舗) 復数企業(組織庖舗)

日的効果 合理化 付加価値 合理化 付加価値

l工 企業客
雇員

(工 企業客
雇貢

工 企業客
雇買

工 企客業一
顧

単一分野 Z一企客業一
一顧一

豆一企客業一
一顧一
z 企客業
顧

~.一企客業
顧

豆一企業客一
一顧ー

主一企業客一
一顧一

主 企業客
顧

豆一企業客一
雇夏

互一企業客一
雇E

空 企業客
顧

主 企業客
一顧一

生一企業容一
一顧

l三一企業容一 五 企客業 五 企業客 豆一企客業一

複合分野
顧 一顧一 顧一 顧一

l亘 企業客 主 企客業 亘 企業客 lち一企業客一
顧 雇員 顧 顧

'2一企業客一
雇夏

1 1: 企業客
一顧

I 企業客
雇良

ヱー企業容一
一顧

業務分野

顧客情報
(顧客管理)

決済情報 商品情報
(決済管理) (尚品管理)
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各事例におけるカード機能

事例番号

0 ……一 …一……...・ H ・.....・ H ・H ・H ・...・ H ・..……………...・ H ・H ・H ・....情報管理( 医療)

02 銀行POSーキャッシュ………・・………・……・……………・…・・....…情報管理(決済 資産)

03 銀行POS.………・………・……………………...・ H ・..………………情報管理(決済)

04 銀行POS....

05 銀行POS....

06 銀行POS'"…...・ H ・..…...・ H ・.....・ H ・-…....・ H ・-…...・ H ・-一…… H ・H ・..情報管現(決済商品)

07 銀行POSーキャッシュークレジット ...・ H ・・…...・ H ・...….......・・…情報管理(決済 商品)

08 銀行POS'"

09 銀行POS"一…・・…・・・…・…

10 ……...・ H ・.....・ H ・.....・ H ・..クレジソト ………・…一………...・ H ・..…情報管理(決済商品)

11 銀行POS"・…・ H ・H ・.....・ H ・.....・ H ・..…...・ H ・.....・ H ・..………...・ H ・..…・・情報管理(決済 商品)

12 銀行POS'"…・ー…………クレジァト

13 銀行POS" …-…一…ー… ……・…一………...・ H ・..……………情報管理(決済商品)

14 銀行POS........・H ・..……・クレジット ……・…………...・ H ・……...・ H ・情報管理(決済 商品)

15 銀行POSーキャッシゴ クレジット ー…-・・…一一-一…・…..・…情報管理(個人

16 銀行POS'………...・ H ・.....……・・…・…・……....・ H ・......…・・・… …一一・情報管理 ( 商品)

17 銀行POS キャッシュ クレジットー

18 .. ………………………・クレジット +ι 〔総合サービス産業〕・

19 ……・……・・…・・・・・・………・・・…・………………・……...・ H ・- 一… …・・情報管理 ( 商品)

20 銀行POS キャッシュ クレジソトー・・…・…・………・…・・….....・ H ・-情報管理(個人 商品)

21 銀行POS"…ー・・……ー

22 …ー………..........一 …・ ・・・ ..………・・・・・・・・一 一一 一・・・ ・・・・ …・ー情報管理 (個人

23 銀行POS'………………・・クレジットーブリペイドーホ3イント……ー・情報管理(決済 商品)

24 (銀行POS'一…・……・・・ クレジソト)・・…………・ 一一…一一....情報管理( 商品)

25 ・・・...・ H ・......… .. 一一…・・・・・・…・ ー・・プリペイド…・…・ー…・・……ー・情報管理 (決済)

26 …… …・ H ・H ・..……………………・…...・ H ・.....・ H ・.....・ H ・.....・ H ・..…・・情報管理 ( 健康)

27 カード読取・書込装置目情報の分散化 オフライン化

28 ・…・…・・・…- … ・…・ 一・・…-…-…・………・……・・…・…・…………ー情報管理 ( 尚品)

29 ….....・ H ・-・・・・…………・…ー…・…・田……・・・・…・…...・ H ・・ポイン卜 (紙製) … 

30 銀行POS....…....・ H ・.......一

31 ………………………...・ H ・..…......・ H ・H ・H ・.....・ H ・..…………………・情報管理( 健康)

32 ……・…・・……ー……ー・ークレジ yト・・…………・……ポイント

33 九十年代のカード社会展望(住友ピジコン主任研究員.弓石玲了氏)

285 



カード・マーケテイング

34 ……………...・ H ・..……...・ H ・H ・H ・-…...・ H ・..……………'"・ H ・..……・情報管理(決済 商品)

35 ・H ・H ・-……...・ H ・-………クレジット………-…ー…ー……………・・情報管理( 整備)

36 …一……・・…・……………クレジット・…・………...・ H ・..…・・・・…...・ H ・..情報管理( 〆整備)

37 ……...・ H ・-…ー…...・ H ・..…・・…...・ H ・-プリペイドーポイント・・

38 ……...・ H ・..……...・ H ・.....・ H ・......・ H ・....プリペイド ポイント…ー…情報管理(決済ノノ高品)

39 …・………・キャッシュ クレジット…………………ポイント………情報管理(個人〆

40 …...・ H ・.....・ H ・..…………クレジット プリペイド ポイン卜……・・情報管理(個人/

41 …・・……...・ H ・..………………………...・ H ・-……...・ H ・.....・ H ・H ・H ・....情報管理(健康〆商品)

42 銀行POS キャッシュ…・・・・…...・ H ・..プリペイド一ポイント……(情報管理( ノ商品))

43 銀行POS....・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・……情報管理 (決済

44 銀行POS… H ・H ・....・ H ・......・ H ・-…………...・ H ・-…・・ボイント………情報管理(決済〆商品)

45 ・H ・H ・-…...・ H ・..…・-…・…クレジット プリペイド ポイント・・

46 …一一……………………クレジットープリペイド一ポイント・・

47 ……………………'"・ H ・..……...・ H ・..…………...・ H ・-…...・ H ・..……ー情報管理( ノ商品)

48 …・………………...・ H ・..…...・ H ・H ・H ・...…...・ H ・H ・H ・-ポイント……・情報管理商品)

49 銀行POS"…....・ H ・-…・・・クレジ y トー

50 ・H ・H ・..…...・ H ・.....・ H ・..…クレジット…...・ H ・....……...・ H ・..…...・ H ・-情報管理(決済商品)

51 ………………………ー…………ー…・・プリペイド…...・ H ・.....・ H ・..…情報管海(決済'商品)

52 ……………………...・ H ・..………...・ H ・-プリベイド・ H ・H ・-…...・ H ・-…情報管理( 商品)

53 …・…...・ H ・.....…...・ H ・-….....・ H ・....・ H ・-….....・ H ・.....……・…・…・・…・情報管理( 〆医療)
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各カードの導入目的と受益者一

事例番号

01 個人の医療情報記憶...・ H ・-……………...・ H ・..……合理化(前・後 J安全)ノ付加価値一消 企

02 キャッシュレス+購買 資産情報の記録...・ H ・H ・H ・..…合理化(前・後

03 キャッシュレス+カード、内情報の閲覧可能 …・……・一合理化(前・後

04 標準化(多目的用に)+ICカードと銀行POSの関係……合理化(前・後

05 ICカードと銀行 POSの関係……………...・ H ・..…・合理化(前・後

06 キャッシュレス+購買内容記録+様々な情報を記憶 …合理化(前・後

07 多様な決済方法+顧符情報の活用 ...・ H ・H ・H ・..……合理化(前・後

08 キャッシュレス

09 キャッシュレス

一ー合理化(前・後

.…・…合理化(前・後

10 キャッシュレス+顧客情報の活用………・・…- …・・・合理化(前・後

11 キャ、ソシュレス+顧客情報の活用....・ H ・..……………一合現化(前・後

12 多様な決済方式+地域生活に必要な情報を網羅…・合理化(前・後

13 顧客情報の活用による販促+キャッシュレス ……一一合理化(前・後〆

14 生活全般を一枚のカード+顧客情報の活用… ……合理化(前・後

15 入退室管理+多憾な決済方式ーー …・…一 …・合理化(前・後

16 スタンプ事業+キヤソシュレス・・・・田・・・……・・・ ..........一 ? ? ? (つ.っ

17 様々な金融サービスが一枚のカードで(多様化)・ …・合理化(前・後

18 総合サービス事業

19 受発注の合理化-

コ? ? (つ.つ

一合理化(一・後

20 設備の自動制御と警備+決済の利便性提供十日 ・…合理化(前・後

21 現金づ|出不要+銀行常業時間外利用nT……………合理化(前・後

22 非接触型ICカードによる行動管理一 …・ …・…一合理化( ・

23 スタンプ事業+多様な決済方法+顧客情報活用 ……合理化(前・後

24 受発注の合理化(ICカードではないが)… …・ …・合理化(前・後

25 再利用・高額利用が可能なID型ブリベイドカード ・・・・・・合理化(前・後

26 個人情報と利用歴による適切な入浴メニューの提吉…合理化(前・後

安全)付加価値消企

安全) 付加価値一消 企

安全)/・・・・一消 企

安全) ・・・・消企

安全)付加価値消企

ノ安全) 付加価値消 企

安全)〆付加価値一消 企

安全).〆付加価値-m企
〆安全)付加価値消企

安全)付加価値消企

安全)〆付加価値一 {f と

安全)ノ付加価値一消 企

安全)付加価値消企

安全)付加価値消企

? ?)付加価値消企

安全)ノ/付加価値消企

つ引付加価値消企

. ) ・・・・ 消/企

安全)付加価値消企

安全) 付加価値消

. )・.. -i肖企

安全)付加価値消企

安全) ・・・・ 消企

安全)付加価値消企

. )付加価値消企

27 \/C:フマヤヤむつゥσつつって:Vつつ lご勺 v'vvマごつりつつvvマピ)C;(J'vv'~フャIVVV

28 受発注の合理化(人員削減とf氏費用)+競争力強化合理化(前・後安全) 付加価値一消 企

29 スタンプ事業(磁気カード) …………………………・・合理化( ・後 ・・) 付加価値一消 企

30 決済の利便性提供…….• • • • • • • • • .……・........……一合理化(前・後安全) 付加価値消 企

31 個人情報と利用歴による適切な運動メニューの提言一合理化(前・後 ・・) 付加価値一消 企

32 スタンプ事業+決済の利便性向上…・・・…………ー…合理化(前-後 安全) 付加価値一消 企

33 会会QQや♀会Q{)O♀♀長;会会会会♀会ヰ)0必会会♀000会会会会会会会♀会♀会Q
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34 購買情報分析による適切な品揃えとml発送(磁気力一ドj . (ー・一 一一) 付加価値一・ 企

35 主に点検整備作業の効本化とサービス向上 合理化(・後 ・・) 付加価値一消 企

36 主に点検整備作業の効率化とサービス向上 合理化(・後・・) 付加価値消企

37 スタンプ事業+決済の利便性向上 合理化( ・後 ・・) 付加価値 m 企
38 スタンプ事業+決済の利便性向上と家計簿サービス 合理化(ー・後 ・・) 付加価値一消 企

39 決済の利便性向上+顧客属性情報の活用 合理化{前・後安全) 付加価値一消 企

40 入退宗管理+決済の利便性提供 合理化(?. ? 安全) 付加価値一消 企

41 来場頻度サービスとスコア分析+緊急時対応情報 . )ノ付加価値消企

42 スタンプ事業+多様な決済h式の提供による集客力向ヒ . )付加価値消企

43 設備の自動制御と警備+決済の利便性提供 合理化(つ.つ 安全) 付加価値一消 企

44 スタンプ事業+決済利便性向上+顧客情報活用 合理化(前・後安全) 付加価値一消 企

45 スタンプ事業+多様な決済方式の提供による集客力向上 . ) 付加価値一消 企

46 スタンプ事業+多様な決済}j式の提供による集客力向上…・・・(ー・ー ・・) 付加価値一消 企

47 受発注の合理化+消費動向に合った生産体制…・…合理化(前・後 安全)/付加価値消 企

48 顧客購買情報の活用による効果的な販促活動…・・・ー・・・( ・ー ・・) 付加価値一・ 企

49 現金引出不要+銀行常業時間外利用riJ+頑金利子 合理化(前・後〆安全) 付加価値消

50 顧存購買情報を基に Dt¥1発送へ利用…・・ … …・・・( ・ー ・・) 付加価値・ 企

51 精算業務のスピード・アップと買物情報の販促への応用…合理化(ー・後 安全) 付加価値一消 企

52 預かり証のペーパーしス化(主に事務作業と費用削減トー合理化(前・後 安全) ・・・・一消 企

53 医療・行政サーヒ、スの向上(個人情報の集約化)ー…合理化(前・後 安全) 付加価値~ì肖 企
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各カード機能の性格と業務分野/主体

事例醤号

01 高機能…顧客 ・・ ・・…企業グループ(流通企業/銀行)

02 多機能高機能…顧客決済 ・・…複数企業(流通企業銀行)

03 多機能 高機能・・顧客 決済 ・・…企業グループ(流通企業 銀行)………・………………C

04 ・・・ 高機能・・・・ 決済 ・・…複数企業(川下企業銀行)

05 ・・・ 高機能・・・・ 決済 ・・…複数企業(流通企業銀行)…~……...・ H ・-…….0

06 多機能高機能…顧客決済商品…複数企業(流通企業銀行)

07 多機能 l有機能…顧客決済商品…複数企業(流通企業銀行 カード会社保険)...0

08 ・・・ 高機能…・・ 決済 ・・…複数企業(流通企業銀行)

09 ・・・ 高機能…・・ 決済 ・・…複数企業(生協組合銀行)

10 多機能高機能…顧客決済商品…複数企業(川下企業 ・・ カード会社)・… ..0 

11 多機能高機能…顧客決済商品…複数企業(流通企業銀行)..........・ H ・....……ぃ…0

12 多機能 向機能・・顧容決済 ・・…複数企業(流通企業銀行 カード会社)…...・ H ・..0

13 多機能 高機能…顧客〆決済 商品一複数企業(ガソリンスタンド ・・ カード会社) ...0 

14 多機能 高機能・・顧客 決済 商品…複数企業 l商庖街銀行カード会社l 地域限定

15 多機能 高機能…顧客 決済 ・・ー・複数企業公TT 銀行) ビル内限定

16 多機能 高機能…顧右:ノノ決済 商品…複数企業(商庖街銀行)

17 多機能点機能ー・・ 決済 ・・…複数企業(?っつつ 銀行カード会社)・… ....0 

18 多機能高機能…つ? 決済 つつ…つつつつ × 

19 ・・・ 高機能…顧客 商品…単」組織(牛協組合)・
( 

l、J

20 多機能高機能…顧客決済商品…企業グループ(川 i、企業銀行カード会社)

21 ・・・ 高機能…・・ 決済 ・・…複数企業け11ド企業銀行)

22 ・・・ l吉j機能・・顧符 商品…単一企業(福祉施設)

23 多機能高機能…顧存決済商品 iji.一組織(商Jriiilj 銀行カード会社)ー 一一 .c
24 多機能 高機能・・顧客 決済 商品…複数企業(流通企業)←将来的には銀行力一 l、会社一戸

25 多機能高機能…顧客決済 ・・・・単ー組織(漁業組合 ・・ :'¥TTI 

26 ・・・ 高機能一顧'各 riliJll...市 企業 (j昆呆旅館) /一、

」ノ

27 ヘノ、、

ノ

，

q

t

}

/

銀

つ

n，F
 

ん

口

)

業

業

組

街

企

企

街

送

匝

下

康

広

一

連

商

川

健

商

織

織

業

業

つ

組

組

企

企

つ

一

-

数

一

コ

中

単

複

単

D

U

山

・

-

口

H

-

商

・

・

尚

-

J

正

月

立

川

文

川

決

決

決

客

客

・

庁

刊

客

百
H
H

両
県

γ

日
h

百
U
h

H
附

下

口

腫

雨

模

ド

日

喰

能

・

能

能

能

機

・

機

機

機

古

同

・

高

高

高

・

じ

じ

じ

じ

ム

向

"

ム

問

問

機

・

-

機

多

・

・

多

Q

O

Q

V

ハU
1

i

つ】

つ

ノ

】

内

ノ

】

っ

、

u

q

t

u

q

t

u

( 

¥ノ

/¥  
¥ノ

× 

33 会辛会会会会主♀士会会会ま主主会士会合と会:士会会三とえ云ギJ主主:ネミ子守£手二t
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34 ・ -顧客/ 商品…複数組織(商応街群)

35 多機能 高機能…顧客決済商品・企業グループ(車販売庖 カード会社) ・0

36 多機能高機能…顧客決済商品・企業グループ(車販売山 カード会社)…。

37 多機能 高機能…顧客決済〆 ・・…単ー組織(商席街)

38 多機能高機能…顧客決済商品…単ー組織(商広街)・一 O 

39 多機能高機能一顧客決済 ・・・・複数企業(商厄街銀行 カード会社)

40 多機能 高機能・・顧客 決済 ・・・・複数企業(商席街 カード会社) ビ)~内限定

41 ・ 高機能…顧客〆 商品・・単一企業(ゴルフ場)

42 多機能高機能…・・ 決済商品…複数企業(商応街銀行)

43 多機能高機能一顧客決済 ・・…複数企業(住友電設銀行)

44 多機能 高機能・顧客ノ決済/商品…複数企業(商広街銀行)

45 多機能高機能…顧客決済 ・・…複数組織(商庖街連 カード会社)

46 多機能高機能…顧客決済 ・・…複数組織(商庖街連 つつ??っ)

47 ・・・ 高機能…顧客〆 商品…複数組織(農協連合)ー O 

48 多機能 高機能・顧客 商品…単一企業(流通企業)・ C 

49 多機能高機能・ ・・ 決済 ・・・・複数企業 (s.c. 銀行)
50 多機能 高機能…顧客 決済ノ商品・・単一企業(流通企業) C 

51 多機能高機能…顧客決済商品…企業グループ(流通組織)・..........・ H ・.......…......8

52 多機能高機能-顧客決済商品…単一企業(クリーニング情)

53 多機能 高機能一顧客/ 商品…複数組織(・…・…・...・ H ・・・… 医療・行政)
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選択事例とその内容の主な特徴1-

事例番号

02 
03 
04 
05 

銀行POS

銀行POS-- -標準化

07 

09 

銀行POS クレシ‘ァトァ・取引合理化(取引成立議・後の業務会翠化/付加価値)
-販売促進 (巌君事務事震の語源z企業。務署著者向対応)

クレジ‘ット

11 ---: 銀行POS
12 イ 銀行POS クレジット
13 ------，戸銀行POS=一一一一一一一・車のカルテ (取引成立一後の業務合理化。稼捕獲)
14ーイ 11 銀行POS クレジット (需要客様報の話湾事企業。務費者へ対応)

17 ーし一一一一一一一 銀行POS クレジット ・金融サーピス(波書j或立藤・後の業務会理主化/付綴鋳鐘)
18l  
19 -，-~ ・注文伝票処理業務の合理化
20 殺到成立一後の業務合理化/・・・・)

21 

23 ・…-~ー..__......----.._-・・・・・・・・・・多・高機能 (耳元事l成立言..後の業務合選イ乞J 付加価値)
24 寸 顧客情報の活F懇話会業主争滋費考へ対応)
25 厳客様載のき5恕z演奏者資家が参残高J)
ーー可。 ・健康カルテ (取引成立・後の業務合理化今村澱領官量)

幻 1 1-11 1- 巌鶴恥綿=錦繍費者へ対応)

28 

30 
31 

21 
3コず
38 ----J ポイント+プリベイ
39 
40 
41 
42 
43 

45 
46 

48 
49 

50 

-運動カルテ (取引成立前・後の業務合理化ゆ付旗儀袋)

(開閉=働消費者へ対応)1
クレジット干・車のカルテ (取引成立一後の業務会理化 J・・・・)

クレジyトL・車のカルテ (取引成立一後の業務合理化 ・・・・)

・家計簿サーピス(酪輔の活用z企業。消費者へ還元)J

-注文伝票処理業務の合理化+消費対応生産

(家事i成立一後の業務合理化/・・・・)
(顧客情報の活用=企業。消費者へ対応)

・取引合理化(取引成立議・後Ø)~義務会葱化〆付加価値)
・販売促進 (顧客f警報の活用=金業。消費者へ対応)

-291-



カード・マーケティング

〔事例チェック・ポイント:

選択事例とその内容の主な特徴H-

!1合疎化一一 ・情報管理業務の削減
(顧客/商品〆決済情報)

(多機能化'高機能化)
(単一企業/後数企業)

企業と消費者において

-取引成立前・後の業務合理化
.取引成立前・ーの業務合瑚化

・取引成立 ・後の業務合理化

安全性の伴保

121付加価値----r-・各種/多様な利便性の提供による販売促進
(顧客/商品/決済分野

(多機能化/高機能化)
(単ー企業/複数企業)

・情報活用による販売促進
(顧客/商品/決済分野)
(多機能化/高機能化)

(単一企業/複数企業)

-経営政策へ反映

工企業から消費者へ
支消費者から企業へ

-情報の還元
瓦企業から消費者へ
互消費者から企業へ

互消費者自身による
よ企業自体による

事例烏山駅前商!占街振興会 (23) (コ明治生命 神楽坂商!占街等(071 ) 

一企業と消費者において

。1.11合理化一一一・情報管理業務の削減 一・取引成JI(前・後の業務合理化

(顧客/商品/決済情報) ・一一-t
(・・・・/高機能化)
(・・・・/複数企業)

~ '~:，付加価値 各種/〆多様な手IJ便性の提供
(・・/・・/決済分野)
(多機能化/・・・・)
(・・・・/複数企業)

情報活用による販売促進
(顧客/商品/決済分野)

(多機能化/高機能化)
(・・・・/複数企業)

安全↑?の確保

-経営政策へ反映
工企業から消費者へ

一

一

る

一
一
レ
品

一
一
4

-

一
一

l

一
一
身

元
一
一
白

還
一
一
者

の
一
一
費

訂
京
一
一
世
円

1
4
一

一

i

情

I
一一
2
一一、
3
一4

• 

(参考付記)

・明治生命保険の「契約者貸付」融資の際の事務手続きにHI.、て触れよ!
-事例1O(クレジットカード)，事例 ll(銀行 POSI，事例 12(銀11POS-クレシットカード事例 141左Hi，
事例 17(総合金融サービス1，も参照!
-顧客情報活用については.事例 48，50，51も参照!
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料
:ラミ

ー貝末巻

(コ共lii]石油 s s多摩センター (131 1 
一企業(消費者 Jにおいてー

事例日産カーライフネットワーク (35・361

l!合理化一ー・情報管理業務の削減
(顧客/商品 ・・・・)
(・・・・〆尚機能化)
(単-組織〆・・・・)

""示、ェシl

-取引成0.7・後の業務合理化

(安全性の係i呆)

2 i付加価値「一・各種/多様な利便性の提供による版売促進吟迅速で均質のサービス享受
I (..  /商品/・・・・)

I (・・・・高機能化)
単一組織/・・・・)

L・情報活用による販売促進
(顧存/商lit!/〆決済分野)
(・・・・/，有機能化)
(単イ再舗/・・・・)

ム
口
日品川河''l，
 
のnd
 m
へ
一
一
一
一
一

事

者

一

一

一

一

一

や

費

一

一

一

一

一

t
p
i
-
-
一
一
一

1
l
一

一

一

一

一

I
、

?

一

-

一

一

一

長
ら
一
元
一
一
一
一

い
か
一
還
一
一
一
一

刷
業
一
の
一
一
一
一

J
H

樹
、
一
一
一
冊
口
内
一
一
一
一

守
口
山

λ
H

一
割
明
一
一
一
一

経
工
芝
一
情

(1
一一2
一一一

3
一4

•• 

(参考 H~己)
なお，これらのカードは唱その半のカルテとしての機能に注目しているここれらのカードに
付与されているクレジット機能を含めて見れば.多機能でもあり，事例 1同様の情報管Jlj!業
務が必要とされる

高知県経済農業協同組合連合会¥-lil 共同購入の受発注

企業と消費者においてー

1)合理化 ・情報管理業務の削減
(顧客〆商品/
(. .・・/高機能化)
(単 A企業/・・・・)

事例 3 束葛市民生活協同組合1.191

F、
、エシ

-取引成立 ・後の業務合理化

(安全性の確保)

・各種，多様な利便性の提供による販売促進ニ購買時間に融通性
(顧存商品/・・・・)
(・・・・/高機能化)
(単 A企業/・・・・)

2 I付加価値

-情報活用による販売促進
(顧客/商品/・・・・)

(・・・・/高機能化)
(単 A企業/・・・・)

(参考付記)

なお.事例24は ICカードを使用していないが同様の効果を狙っており，事例28は業者の業務
の合理化を主にlliっている)
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事例 4 住友不動産フィットネス「ノーチラスクラブJ(31) /一心館「クアハウスJ(26) 

減
・
出
・

H

H

H

d

-

u

割引・

州
・
協
同
・

寿
/
高
・

勲

品

/

/

理
商
・
業

管
/
・
生

報
客
・
一

情
噸
ト
岬

b
r」理ム口

。
一企業と消費者においてー

.取引成立前・後の業務合理化

(安全性の確保)。(2付加価値判一・各種/多様な利便性の提供による販売促進七適切で均質なサービス
I (顧客/商品/・・・・)
I (・・・・/高機能化)
I (単」企業/・・・・)

ー〉し・情報活用による販売促進一 -.経営政策へ反映

(顧客/商品/・・・・) ①企業から消費者へ
(・・・・/高機能化) ②一一一一一一一一
(単一企業/・. . .) 

!この 2つは分けがたい へ
十
一
一

者
一
一
一

費
一
一
一

市
円
一
一
一

、v'B

一
一
一

一
冗
ら
一
一
一

還
か
一
一
一

の
豊
中
京
一
一
一

報
金
一
一
一

情
①
②
③
④

• 
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